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第１章 序論
1.1 研究の背景
我が国では国民経済の発展に伴い各種副産物の発生も極めて大きく，リサイクルの一層の推進が
望まれている．公共事業等の建設工事では埋め立て用材や構造物等の建設資材として海砂，山土，
石材等の天然資材が大量に消費されている．このような状況において，更に臨海部では高炉一貫製
鉄所や石炭火力発電所等から大量に鉄鋼スラグや石炭灰等の再生資材となりうる産業副産物等が排
出されている 1)．このため，産業副産物等を再生資材として積極的に活用し，天然資材の消費抑制，
環境負荷の低減，事業コストの低減を図ることが望まれている．近年，循環型社会の形成を目指し
た取り組みが各方面で鋭意検討され，また，各種資材の再資源化の促進が求められ，それに必要な
技術開発が進められ，所要の成果を得ている．我が国において排出事業者の責務が非常に重いが，
循環型社会経済システムを構築するに当たっては，再生資源のユーザーとなる関係機関と排出事業
者が先導的にリサイクル推進に取り組むことが不可欠であるといえる．
一方で，国民経済の発展に伴い大都市に隣接した閉鎖性海域では，これまでの窒素・リン等の過
剰な負荷により，海底に沈降し有機泥として堆積している．沈降した有機物は底生生物や微生物（細
菌）のエネルギー源となる．底生生物や微生物が有機物を代謝・分解する際に底層水中の溶存酸素
を消費する．そして，この底層水中の溶存酸素消費が表層からの酸素供給を上回る場合，貧酸素化
が進行する 2)．貧酸素化の進展は，底質の嫌気化を促進し底質にはヘドロ（還元有機泥）の堆積が
進行する．中国経済産業局(2009) 3)によると，広島湾奥部では，海域全体の酸素消費のうち底泥の酸
素消費が約 50％近くを占めていることから，広島湾奥部の貧酸素水塊の発生抑制には底質改善が有
効と言える．このヘドロ（還元有機泥）が堆積した底質の改善を目的に，石炭灰を造粒・固化した
海砂代替材（石炭灰造粒物）が覆砂材として活用され，その底質改善効果が確認されている．
石炭灰造粒物の海域利用に関して，中国経済産業局（2011）4)は，「ビジネス展開に至るまでには，
まだ時間がかかる」と評価していた．しかし，瀬戸内海における海砂の採取禁止・規制などの天然
資源の保全，および循環型社会形成への意識の高まりなどを背景に，水域環境改善事業において，
鉄鋼スラグ，石炭灰などの産業系リサイクル材の積極的な活用への取り組みが進められている．そ
の取り組みとして，国土交通省中国地方整備局により「石炭灰造粒物による底質改善手法の手引き」
が，実事業へ適用する際の指針を示すことを目的に製作（平成 25年 3月）されている．また，その
改善効果については，環境省の ETV事業 5)により技術実証が行われている．これらの手引きの整備
と技術実証により，石炭灰造粒物の普及環境が整いつつある．
石炭灰造粒物は，密度が小さく軽量で，硫化物イオンおよびリンの吸着機能が既往の研究で確認
されている．一方で，自然材料と異なり石炭灰とセメントの混合造粒物のため，その配合比率によ
り材料特性が変化することが想定されるが既往の研究では確認されていない．また，造粒物は微細
空隙を有し，敷設箇所でアルカリ環境を維持するため有機泥底質へ覆砂した場合に物理化学的な作
用が生じると想定されるが，その詳細は不明である．さらに，底質の改善と併せて進む生物の生息
基盤としての親和性（生物親和性）についても詳細に評価されていない．よって，石炭灰造粒物を
活用した底質改善技術の普及を図るには，これら不明事項への科学的手法による知見の蓄積と計画
から施工段階までの技術開発，効果の技術的検証（有効性の検証）が必要といえる．
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1.2 研究の目的と位置付け
論文は，石炭灰造粒物による沿岸域での底質改善に関する技術開発および効果の検証を研究目的
とした．石炭灰造粒物は，密度が小さく軽量で，硫化物イオンおよびリンの吸着機能が既往の研究
で確認されている．一方，自然材料と異なり石炭灰とセメントの混合造粒物のため，その配合比率
により材料特性が変化することが想定されるが既往の研究では確認されていない．また，造粒物は
微細空隙を有し，敷設箇所でアルカリ環境を維持するため有機泥底質へ覆砂した場合に物理化学的
な作用が生じると想定されるが，その詳細は不明である．さらに，底質の改善と併せて進む生物の
生息基盤としての親和性（生物親和性）についても詳細に評価されていない． 
石炭灰造粒物を活用した底質改善技術の普及を図るには，これら不明事項への科学的手法による
知見の蓄積が必要である．この課題に対応するため，本論文では，石炭灰造粒物の材料特性と底質
改善機能を明らかにするとともに，沿岸域に堆積した有機泥底質の改善手法とその改善効果につい
て論じた．併せて，実証試験により造粒物敷設層の生物生息基盤としての親和性を評価するととも
に，沿岸域での覆砂設計に必要となる耐波浪特性を研究した．本研究は産官学の研究協定により太
田川水系の河岸干潟および広島湾沿岸域での底質改善実証試験事業等へ参画し，そのフィールドに
密着して取り組み，研究成果の一部は工学的な事業課題に対する解決手法として貢献することを目
指した． 
1.2.1 石炭灰造粒物の概要と特長
石炭灰造粒物の素材は石炭火力発電所で発生するフライアッシュに少量のセメント等を添加して
転動造粒方式により造粒・固化 6）したものである．その外観を写真-1.2.1に示す．この石炭灰造粒
物は，港湾工事推奨用リサイクル製品便覧（2014）1)に，以下の特徴が示されている．
(1) 特 徴
 ①粒子密度は，2.1～2.6 g/cm3，単位体積重量は湿潤状態で 10～16kN/m3，水中で 4～8kN/m3であ
り，天然砂より軽い．このため，ヘドロ（還元有機泥）上への覆砂においても，減り込み量が
天然材料に比べ少ない．
 ②粒そのものは，容積の 40%の微細な空隙を保有している．
 ③高い硫化水素吸着能力を有する
 ④海底に覆砂を施した石炭灰造粒物の表面は光の届く範囲で，短時間に珪藻被覆される．
 ⑤覆砂間隙中に浮泥が堆積しても，弱アルカリ環境下を維持しているため，嫌気状態になりにく
く，ヘドロ化しない．
  底質から溶出する富栄養化物質（N，P）の吸着・抑制効果がある．
  上記の特徴により，海域での好気条件が創造しやすく，特に閉鎖性海域で問題となってきてい
る貧酸素に対し，高い改善効果が得られる．結果的に底生生物相の改善に繋がっている．
(2) 供給基地
 石炭火力発電所で製品加工を行っているが，コストを考慮しなければ海送により基本的に日本全
国をカバーできる．ただし，船運搬可能地域が供給上有利となる．
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(3) 適用範囲
 港湾・空港工事における，環境改善用の覆砂材として活用できる．
 覆砂後に良好な浸透場を形成するため，細粒分は極力減らしておく必要がある．
出典）中国電力㈱：Hiビーズ（製品パンフレット）6) 掲載図を転載
写真-1.2.1 石炭灰造粒物（Hiビーズ／中国電力）6) 
(4) 施工実績
石炭灰造粒物の施工実績を表-1.2.1に示す．主に環境修復用の覆砂材として活用されている．2005
年より，国土交通省中国地方整備局での活用に始まり，その主な施工場所は中国地方の瀬戸内海沿
岸域および山陰地方の汽水湖である中海となっている．
表-1.2.1 石炭灰造粒物（環境修復用）の施工実績 1)
No. 発注機関 施工時期 施工場所 概略数量 備 考
1 
国土交通省中国地方整備
局（出雲河川事務所） 平成 17～継続
中海
（島根県・鳥取県）
210,000 環境修復
2 山口県 平成 18～20年 埴生沖，小野田沖 37,000 水産事業
3 島根県 平成 22～23年 安来沖 14,000 環境修復
4 
国土交通省中国地方整備
局（広島港湾事務所） 平成 22年
広島湾（海田）
9,400 環境修復
5 
国土交通省中国地方整備
局（太田川河川事務所） 平成 20年
広島市内
（一級河川）
100 河川浄化
6 
国土交通省中国地方整備
局・広島県・福山市 平成 23年
福山港
5,500 環境修復
7 広島県 平成 23年 京橋川（広島市内） 2,700 環境修復
8 広島高速道路公社 平成 23年 本川（広島市内） 590 環境修復
9 
国土交通省中国地方整備
局（太田川河川事務所） 平成 23～24年
天満川（広島市内）
435 環境修復
10 松江市 平成 25年 松江城 堀川 実証試験 水質浄化
出典）港湾工事推奨用リサイクル製品便覧（平成 25年度版）（p.136，リサイクルポート推進協議会技術開発部会循
環資源利用促進分科会，3/2014.）1) 掲載表を転載
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1.2.2 石炭灰造粒物有効活用の現状
石炭灰造粒物の活用状況の現状を概説する．石炭灰を産出する中国電力（株）では，瀬戸内海に
おける海砂の採取禁止・規制が進められる中，海砂に替わる新たな材料が求められ，石炭灰を造粒
し，砂の代替材となる石炭灰造粒物を 2000 年（平成 12 年）から製造している 6）．石炭灰（フライ
アッシュ）を造粒・固化した材料で，覆砂材等の環境改善材および地盤改良材として活用されてい
る．粒径は概ね 0～40 mm程度で，10 N/mm2程度の強度を持った材料としている．
中国経済産業局（2011）4)は，石炭灰造粒物の海域利用に関する現状を「近年，各地で実証試験や
研究が行われるようになっており，今後，海域環境改善への利用促進が期待されるが，現状では材
料の有効性の検証などの研究開発段階であり，石炭灰造粒物を利用した製品開発や販路開拓などの
ビジネス展開に至るまでには，まだ時間がかかると考えられる」と評価していた．この石炭灰造粒
物の研究開発段階との評価は，鉄鋼スラグの“漁業者の受け入れで事業展開が可能”との評価と比
較して遅れている現状であった．
しかし，循環型社会形成への意識の高まりなどを背景に，水域環境改善事業において，産業系リ
サイクル材の積極的な活用への取り組みが進められている．石炭灰造粒物を活用した環境改善技術
の更なる普及には，計画から施工段階までの技術開発とその効果の技術的検証（材料の有効性の検
証）に係る研究が必要な現状がある．
以下では，石炭灰造粒物の活用にあたり，参考資料となり得る技術認証やマニュアル，手引き等
の整備の現状を示す．
(1) NETISへの登録
石炭灰造粒物は，国土交通省新技術情報提供システム（NETIS）に登録されている．登録
No.SKK-120002-A「環境修復用の砂代替材」7)，登録 No.SKK-120003-A「Fineビーズ（地盤改良，臭
気成分の除去）」8）として登録されている．NETIS掲載情報は，当該技術に関する証明，認証その他
何ら技術の裏付けを行うものではなく，新技術活用にあたっての参考情報となっている．申請情報
は，技術開発者からの申請に基づく情報のため，その内容について，国土交通省が評価しているも
のではない．また，評価情報も活用等を行った結果に基づき評価を行うものであり，個々の現場の
条件その他により評価は変わりうる性格を有するものとしている．なお，石炭灰造粒物は，2016年
3月末の時点で評価情報は登録されていない．
(2) 環境技術実証事業（ETV）による技術認証
石炭灰造粒物は，「環境省環境技術実証事業（ETV）」において，平成 22年度に閉鎖性海域におけ
る水環境改善技術分野について実証されている 5), 9)．本事業では，「石炭灰造粒物による硫化物イオ
ン，DINおよび DIPの吸着による底質・水質の改善とこれに伴う底生生物の生息環境の改善効果の
検証」を実証の目的としている．
実証対象技術の概要では，その効果を①ヘドロ層への圧密沈下抑制，②間隙水浸透場の形成，③
ヘドロからの栄養塩類・硫化物の封鎖・吸着，④生物生息環境の改善，⑤循環資源の再利用として
いる．実証試験は，短期的な効果を広島県広島市南区丹那町（大河漁協），長期的な効果を山口県熊
毛郡田布施町馬島沖周辺海域の設置後 8年経過した場所において効果を検証している
実証試験についての技術委員会の見解は，水質および底質の改善について，石炭灰造粒物の覆土
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は，短期的な効果として「DIN, DIP, 硫化物イオンの溶出抑制及び ORPの低下抑制による水質およ
び底質改善が期待できる技術である．」とし，長期的な効果としても「DIP，硫化物イオンの溶出抑
制および ORPの低下抑制による水質および底質改善が期待できる技術である．」としている．
また，生物生息環境の改善について，短期的な効果として「原地盤や砂利区と比較して数ヶ月で
より多くの種類が出現するなど，生物生息環境の改善において短期的効果が期待できる技術であ
る．」とし，長期的な効果としても「敷設後 8年を経過しても原地盤より種類数が多いことから，生
物生息環境の長期的改善効果が期待できる技術である．」としている． 
(3) 地方自治体でのリサイクル認定 
石炭灰造粒物は地方自治体において，「山口県認定リサイクル製品 10）」，「しまねグリーン製品 11）」
に認定されている． 
山口県は，リサイクル製品の利用促進及びリサイクル産業の育成を図るため，山口県内で発生す
る循環資源を利用して，県内で製造加工されるリサイクル製品を認定している．認定されたリサイ
クル製品は，山口県の公共工事地産地消推進モデル事業の選定対象になる．この公共工事地産地消
推進モデル事業は「県内産の新製品・新技術・新工法等を積極的に公共工事へ利活用することによ
り，開発促進へのインセンティブを与え，販路拡大を支援すると共に，建設産業の経営多角化をも
促し，もって雇用創出と県経済の活性化を図ることを目的」としている．山口県では「山口県ふる
さと産業振興条例」の趣旨をふまえ，より一層の県内産業の振興を図るため，公共工事においても
地産地消に取組んでいる． 
島根県は，循環型社会の実現を目指して，島根発の優れたリサイクル製品を「しまねグリーン製
品」に認定し，資源の循環的な利用の促進とリサイクル産業の育成を図っている．しまねグリーン
製品は，県の定める認定基準を満たしたリサイクル製品である．しまねグリーン製品の認定期限は，
認定を受けた日から３年を経過する日の属する年度の末日まで（更新可能）となっており，石炭灰
造粒物の認定期限は，平成 29年 3月 31 日（更新可能）である． 
認定されたサイクル製品には次のメリットがある．島根県知事から認定証を交付，しまねグリー
ン製品認定マークをシールの作成・包装紙への印刷などに使用できる．島根県が認定製品と事業者
を紹介する製品カタログを作成・配布．島根県のホームページや新聞広告等で紹介する．環境関連
イベントでの認定製品の展示・紹介のほか，県内外の製品展示会への出展支援．販促支援補助金と
して，グリーン製品の販売促進に要する経費の一部を補助する．一方で，公共事業等への利活用に
ついての支援は具体的に示されていない． 
(4) 技術指針とマニュアル類の整備 
「港湾・空港等整備におけるリサイクル技術指針 12)」が平成 16年 3月に制定（平成 24年 3月に
一部改訂）され，建設・産業副産物等からなる各リサイクル製品（無機系循環資源）の特徴や適用
性と利用上の留意点が体系的に整理された．石炭灰造粒物は，本技術指針に，適用先「藻場、浅場・
干潟造 成、覆砂材，人工砂浜等」において覆砂材としての適用性があることが示されている．
近年，リサイクルに係る技術開発及び各種材料の利用マニュアルやガイドライン類等の整備が進
められていることから，最新の技術情報を反映するとともに，実務者にとって解りやすく使いやす
いものとするため，リサイクル材料の利用手続きや関係法令を整理した「港湾・空港等整備におけ
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るリサイクルガイドライン（平成 13年 3月）」及びリサイクル技術指針（平成 16年 3月，平成 24
年 3月に一部改訂）を見直し，「港湾・空港等整備におけるリサイクルガイドライン（改訂）13)」と
して統合（平成 27年 12月）されている． 石炭灰造粒物は，このガイドラインにおいて，技術評価
が上がり，「品質の評価基準」において「Ａ：既に当該用途を想定した品質基準が設けられている」，
「実績の評価基準」において「ａ：利用実績が多いもの、または汎用性が高いもの」と整理されて
いる．そして，品質と実績の両評価基準を併せて，「すでに当該用途を想定した品質基準が設けられ
る等，利用が可能」と評価されている．
国土交通省中国地方整備局広島港湾空港技術調査事務所では，平成 19 年度から平成 24 年度の 6
年間に渡って，広島湾奥部に位置する海田湾において検討・実証された「石炭灰造粒物による底質
改善手法」を実際の事業等へ適用する際の指針を示すことを目的 14)に，平成 25年 3月に，「石炭灰
造粒物による底質改善手法の手引き」を発行し，公開している．手引きでは，石炭灰造粒物による
底質改善技術を事業に適用する際の検討に係る内容を，実際の検討手順を想定し整理を行っている．
また，技術資料編に，手引きのバックグランドデータや調査方法等の具体的な内容を整理している．
1.2.3 既往の研究
石炭灰造粒物の先行研究を公表順に表-1.2.2に示し，その主な研究について概説する．前節で示
した有効活用の現状で記載した技術認証，技術基準，マニュアル類の制定は以下の既往研究成果に
よるものである． 
表-1.2.2 石炭灰造粒物の環境改善に係る先行研究一覧 
No 公表年月 研究名称 執筆者
1 9/2003 Hiビーズによる環境改善効果について，土木学会年次学術講
演会講演概要集，第 7部門，Vol.58, pp.623-624. 
池田陵志，齊藤直，松崎
和征，車田佳範
2 7/2005. 石炭灰造粒物を用いた底質改善技術の検討，海洋開発論文集，
Vol.21, pp.743-748. 
富田智，日比野忠史，末
國光彦，田多一史，水野
雅光
3 7/2006. 有機泥の堆積した河岸の親水性向上のための施工技術の検
証，海洋開発論文集，Vol.22, pp.939-944. 
日比野忠史，末國光彦，
山田恭平，田多一史，富
田智，水野雅光
4 7/2007. 浸透柱による水循環の形成と底質改善効果の把握，海洋開発
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(1) 海砂代替材としての活用
石炭灰造粒物は，火力発電所から発生する石炭灰を主材料とするリサイクル品であり，環境に優
しい海砂代替材として開発されている．中国電力の石炭灰造粒物は，2001年 2月にリサイクル製品
として認定・登録されている 10)．伊原健司（2007）15)らは，岩国飛行場滑走路移設事業における埋
め立て地盤の改良工事において，石炭灰造粒物を SCP（サンドコンパクション）工法および SD（サ
ンドドレーン）工法の改良材の代替材として使用した場合の改良効果の実証研究を行っている．そ
のなかで，石炭灰造粒物について海砂と同程度の地盤改良効果が期待でき，施工上も特段の問題の
ないことを確認している．伊藤信一（2010）16)は，SCP 用材とした石炭灰造粒物の実証実験を踏ま
えた山口県小野田港での実工事への活用について取りまとめている．そのなかで，中国地方整備局
が新技術パイロット事業として施工を行い，造粒物の強度は施工 1 年経過後において強度増加して
おり，耐久性に優れた材料である事を報告している．
石炭灰は，電気事業の石炭火力発電所だけでなく，一般産業用ボイラーからも排出されるので，
複数の企業が造粒物の製造技術と設備を保有している．建設資材としての利用は，中国電力の他に，
宇部興産他のゼットサンド（石炭灰造粒砂）17)，四国電力の灰テックビーズ（粒状地盤材料）18)，
北陸電力の再生路盤材 19)などがある．
(2) 浸透柱および親水性向上材としての活用
環境改善に係る研究として，石炭灰造粒物を用いた透水層（浸透柱）20)（図-1.2.1）による底質
改善の技術開発が，2004年 5月に太田川水系天満川で現地試験が開始され，知見を蓄積しながら実
際の事業への活用に移行している．富田智ら（2005）21)は，石炭灰造粒物を用いた浸透柱による底
質改善技術の検討について検討している．施工した浸透柱の効果について，藤原哲宏ら（2007）22)
は，水循環の形成と底質改善効果について現地でのモニタリング調査を実施し報告している．併せ
て，藤原哲宏ら（2008）23)は，浸透柱の敷設による水循環の形成を浸透流解析と現地調査により評
価している．
さらに日比野忠史ら（2006）24)は，有機泥の堆積した河岸の親水性向上へ石炭灰造粒物を活用（写
真-1.2.3）した場合の施工技術について検証している．また，藤原哲宏ら（2010）25)は，河口堆積
ヘドロと石炭灰造粒物から造る地盤改良材の物理特性を評価している．
これら，浸透柱および親水性向上材としての活用について，藤原哲宏ら（2013）26)は，砂層河岸
に堆積した有機泥の浄化技術（図-1.2.2）の評価として，実証実験による検討結果をまとめている．
また，日比野忠史ら（2011）27)は，本技術の一連の検討について，廃棄物リサイクル品を用いた底
質改善手法の検討として，3 年間にわたるモニタリング調査により，その環境改善効果について検
証・評価を行っている．
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出典）浸透柱による河川底質改善技術（中国電力株式会社，2010エネル
ギアグループ CSR報告書，pp.46, 8/2010）掲載図を加筆転載
図-1.2.1 浸透柱による底質改善技術のイメージ 20)
（河岸に堆積したヘドロ干潟上に地盤改良材を用いて施工（太田川河川事務所施工））
写真-1.2.3 旧太田川空鞘橋下流に施工された遊歩道 11)
出典）砂層河岸に堆積した有機泥の浄化技術の評価（図-2，藤原哲宏ら，土
木学会論文集 B1（水工学），3/2013.）26) 掲載図を転載
図-1.2.2 浸透柱による底質改善機構の概要 26) 
還元層 
砂層
シルト・粘土層 
浸透柱
(石炭灰造粒物からのCaO 
等の溶出を利用した浸透層) 
潮汐差の利用
浸透によるDOの供給
酸化層・生物生息域の形成
浸透する水の流れ
干潟表面
護 岸遊歩道
保護岩
- 11 - 
(3) 海田湾における覆砂材としての活用
藤原哲宏ら（2009）28)は，広島湾で最も水質・底質汚濁が進んだ広島湾北部海域の海田湾で，3年
経過時の現地調査により，栄養塩溶出抑制，新生堆積物再堆積対策および巻き上がり抑制という石
炭灰造粒物による底泥被覆の底質改善効果を検証している．
海田湾海域での覆砂実証試験区の設計のため，日比野忠史ら（2010）29)は，石炭灰造粒物覆砂設
計のための海底有意泥挙動を把握している．また，井上省吾ら（2010）30)は，石炭灰造粒物の海底
散布時の沈降・めり込み特性を検討している．そして，井上省吾ら（2011）31)は，石炭灰造粒物の
海底被覆による海域環境の改善効果について調査結果により確認し，継続的な効果確認の必要性を
示している．併せて，海田湾での施工を対象として，末次弘道ら（2011）32)は，ヘドロ化した海域
における石炭灰造粒物の海底散布時のめり込み量の評価と予測方法を考案し公表している．
これら一連の検討に基づき，日比野忠史ら（2011）33)は，海田湾における石炭灰造粒物による底
質改善効果の予測モデルを構築している．
そして，玉井和久ら（2012）34)は，海田湾に施工した石炭灰造粒物の海底被覆による底質環境の
改善効果の持続性をモニタリング調査により考察している．さらに，玉井和久ら（2013）35)は，石
炭灰造粒物の海底被覆による中・長期的な海域環境改善効果をモニタリングにより確認し，被覆層
の間隙構造や硫化水素の化学的な除去などの本技術に特有の物理的・化学的な効果が 3 年以上は継
続して得られたことを報告している．
(4) 海田湾以外の海域および汽水域における覆砂材としての活用
石炭灰造粒物の覆砂材としての利用は，2002年 2月に山口県田布施町馬島東部地先海域において
漁場環境改善を目的とした試験区が施工され 36)，長期的な底質改善効果のモニタリングが開始され
た．効果の持続性について，樋野和俊ら（2012）37)は，山口県馬島沖において海底覆砂による底質
改善効果の持続性（覆砂 10年後）を検証している．
濱田泰弘ら（2012）38)は，広島県福山市の福山内港で発生しているスカムの発生機構を解明し，
石炭灰造粒物による底質改善技術を現地に適用するための設計法の提案を行っている．汽水域をフ
ィールドとした石炭灰造粒物の環境修復効果は，福間晴美ら（2009）39)によって，中海を対象とし
た研究が報告されている．
(5) 硫化物イオンおよびリンの吸着機能
石炭灰造粒物の環境改善性能として，浅岡聡ら（2009）40)は，還元状態での硫化物イオンの吸着
能力を明らかとし，飽和吸着量を評価している．また，浅岡聡ら（2009）41)は，石炭灰造粒物が間
隙水中の PO4-P を吸着し，底泥からの PO4-P の溶出を抑制することを明らかにしている．更に
S.Asaoka et al(2009)は，海域底質を模擬した掛け流し実験により，石炭灰造粒物による間隙水の PO43-
の低減と掛け流し水のリンの減少効果を報告している．
(6) 安全性に関する研究
斎藤直ら（2011）43)は，底生生物に対する石炭灰造粒物の安全性評価を実施している．また，「環
境省環境技術実証事業（ETV）8)」において，採取された石炭灰造粒物の溶出試験が実施され「問題
は確認されなかった」ことが報告されている．この試験 44)は，平成 22 年 7 月～10 月にかけて広島
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湾内（大河漁港）での「短期的な効果」，および設置後 8年を経過した平成 22年 8月～11月にかけ
て山口県田布施町馬島沖での「長期的な効果」の確認時に，「海洋汚染防止法（水底土砂基準）総理
府令第 6号」および，「産業廃棄物処理法（建設汚泥基準）総理府令第 5号」に基づき実施されたも
のである．
(7) 生物親和性に関する既往研究
底質改善のみでなく石炭灰造粒物の生物生息基盤への活用検討が研究されており，その概要をレ
ビューした．浅岡聡ら（2008）45)は，石炭灰造粒物からのリン・ケイ素の溶出試験・プランクトン
の増殖試験を行い，有機物含有量が高く，間隙水中のリン・シリカなどの溶存無機物濃度が低い底
泥に対しては，底生微細藻類などの増殖を通して底生生態系の修復が期待できることを報告してい
る．また，樋野和俊ら（2012）46)は，広島県尾道市戸崎地区において，石炭灰造粒物を人工干潟材
としてアサリ育成基盤の創造について実証試験を実施し，その有効性を確認している．同様に，藤
原哲宏ら（2013）47)も，地下水が遮断された河口干潟でのアサリ育成場の構築を試みている．さら
に，越川義功ら（2012）48)により，ヘドロが堆積した港湾における石炭灰造粒物を使ったアマモ生
育基盤について，現地実験によりアマモ場を形成する基盤として有効に機能することが示唆されて
いる．
(8) 波浪への安定性
石炭灰造粒物の流体力学特性を明らかにすることを目的に，中下慎也ら（2012）42)は，実海域に
造成した石炭灰造粒物基盤を模した室内実験を行い，波，流れを受ける石炭灰造粒物基盤の安定性
に関する事項について検討している．その中で，石炭灰造粒物の比重は，砂の比重に比べて小さく，
波や流れの強い浅場では地盤が安定しないことを想定し，模型実験で流速分布，底面せん断応力，
および間隙水圧の測定から地盤材料の安定機構について考察している．このなかで，構成した基盤
の形状が港湾内で発生する小さい波でも地形変位が発生しやすいといった課題が残っている．
(9) 新たな活用方法
東日本大震災の被災地に膨大に堆積する津波堆積ヘドロの処理について，齊藤直ら（2012）49)は，
石炭灰造粒物の持つ物理特性と化学特性を活用して，津波堆積ヘドロを長期間仮置した後でも利用
可能な第 2 種改良土相当の強度を持つ土材料に改質し，改良土の悪臭を抑制できる可能性を示して
いる．また，広く農地にある津波堆積ヘドロに散布することで，細菌繁殖抑制の効果を示している．
対象とする土質の性状に合わせた合理的な配合設計手法と管理手法の検証について展望している．
日本国外への展開として，福井勝吾ら（2012）50)は，韓国竜院湾における底質環境改善法の設計
として，石炭灰造粒物を用いた浄化法を提案している．
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1.2.4 研究課題の明確化
石炭灰造粒物有効活用の現状（1.2.2）で示したとおり，石炭灰造粒物を活用した環境改善技術の
更なる普及には，計画から施工段階までの技術開発とその効果の技術的検証（材料の有効性の検証）
に係る更なる研究が必要な現状がある．既往の研究をレビューした結果より得られた石炭灰造粒物
の利用拡大を図るうえでの技術的な検討課題を以下のとおり明確化する．また，その概要を表-1.2.3
に整理した．
(1) 材料特性に関する課題
産業副産物である石炭灰をセメントにより造粒・固化した人工材料のため，その化学物理特性に
ついて，明らかにされる必要がある．
微細な細孔が多く多孔質で，砂に比べ軽量であり，覆砂により Ca や Si 等の溶存態イオンが溶出
すると共に，pH が若干上昇する化学的特性を有している．既往の研究により基礎的な特性は把握さ
れているものの不明点が数多く存在している．具体的には，石炭灰とセメントの混合比率を変化す
ることで，強度や組成物質，細孔の分布等がどの様に変化するのかは不明である．また pH の上昇特
性，溶存態イオンの溶出特性についても定量評価はなされていない．さらに，セメントとの反応に
より生成されるため，養生期間および現地覆砂後の長期的な化学組成の変化が想定されるが，その
化学的な組成変化について評価されていない．これらリサイクル材料としての物理化学特性の評価
は本材料を普及させるうえで研究が必要な課題である．
(2) 環境改善メカニズムに関する課題
還元状態にある底質の改善効果は報告されているが，未だそのメカニズムは不明な事項が存在す
る．石炭灰造粒物は FA にセメントを添加しており，結晶質と非晶質の混合物質である．そのため覆
砂した底質（土壌）との反応が想定されるが，そのメカニズムは既往の研究では，明らかにされて
いない．覆砂による底質酸素要求量の低減も想定されるが，環境温度による影響を受けると考察さ
れる．有機泥上への覆砂により有機物の特性も変化すると考察される．従来から覆砂した底質の n-
ヘキサン抽出物質等の低減が報告されているが，そのメカニズム解明も課題である．硫化物イオン
の吸着機能についてもその特性を明らかにする事が課題である．これら石炭灰造粒物の底質改善機
構と改善性能に関する事項は，本技術を普及させるうえで研究が必要な課題である．
(3) 耐波浪性特性把握に関する課題
覆砂材料として浅場に設置する場合，流れや波浪により移動することが懸念される．流れ・波浪
等による石炭灰造粒物の移動特性を把握することは不可欠といえる．砂の波浪移動特性に関する研
究は古くから数多くなされてきたが，造粒物は，比重が軽く，砂や礫と比較し球形に近く，平均粒
径は 20mm 前後と大きく，内部摩擦角が明らかになっていない等，自然材料と異なる特性を有して
おり，波浪に対する諸特性を把握する事が課題である．また移動特性とともに移動予測が評価でき
れば，実施工時の設計手法構築が可能となる．これら石炭灰造粒物の耐波浪特性把握に関する事項
は，本技術を沿岸域において活用するうえで研究が必要な課題である．
(4) 施工技術に関する課題
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沿岸域における施工技術では，海上からの船舶による覆砂と陸上からのアプローチによる機械施
工があげられる．陸上からのアプローチによる施工ではヘドロの浄化とともに，超軟弱地盤上での
重機作業を可能とする作業通路および作業場構築技術の開発が必要である．また，施工後の経年に
伴う改善効果を評価することも効果の持続性を検討する上で必要である．
ETV では，技術的課題や改善の方向性として，「効果の持続性を高めるための技術的検討が，今後，
必要である．」とし，他の実水域への適用可能性を検討する際の留意点として「覆土により海底地形
の変化が伴うことを考慮しつつ，比較的栄養塩濃度の高い海域などの環境改善を必要とする場所を
慎重に選定する必要がある．」と見解が示されている．しかし，浮泥が大量に堆積した過栄養海域に
おける底質の改善事例は少なく，技術が確立されていない現状がある．本材料の普及拡大を図るう
えで負荷が大きい過栄養な沿岸域における石炭灰造粒物を活用した施工技術の開発が必要である．
これら石炭灰造粒物の施工および効果の評価に関する事項は，本技術を沿岸域において活用する
うえで研究が必要な課題である．
(5) 生物の生息基盤に関する課題
還元有機泥が堆積した干潟に覆砂した場合の生物親和性については，十分な定量評価がなされて
いない．覆砂後の生物相の変化と珪藻類の選好的な付着状況，シジミ，アサリの生息基盤としての
適用性，およびアマモの着床基盤としての適用性など生植物生息の可否を丁寧に評価することが必
要である．これら石炭灰造粒物の生物親和性に関する事項は，本技術を沿岸域において活用するう
えで研究が必要な課題である．
表-1.2.3 研究課題の概要と解決のアプローチ(研究のロードマップ)
レビューによる課題項目 研究課題の明確化 研究方法（解決のアプローチ）
1.材料特性に関する課題 FA とセメントの混合により物理化学特性の何（比表面積，密度，強度，
組成化合物）が変化するのか不明．
FA とセメントの配合比率を変
化させた造粒物を製造し，その
物理化学特性（比表面積，密度，
強度，組成化合物）の変化を定
量評価する．
弱アルカリ環境の保持による底質を
改善する手法だが，海水および淡水
での pH の上昇特性が定量評価され
ていない．
室内実験により海水および淡水
での pHの上昇特性を評価する．
Ca イオン，Si イオン等の溶存態イオ
ンの溶出について，その溶出期間と
溶出量が定量化されていない．
溶出が想定される溶存態イオン
について，長期的な溶出量を室
内実験により評価する．
原材料となる FA，セメントとの化学
特性が明確でない．
FA，セメントおよび造粒物につ
いて，化学特性を実験的に評価
する．
製造後の養生期間により組成・特性
が変化すると想定するが明確でな
い．
FA とセメントの混合比率を変
化させた造粒物の 30 ヶ月後の
組成変化を評価する．
長期間覆砂した場合の造粒物の物理
化学特性は不明．
実海域で長期間使用（最長 13
年間）した造粒物を採取して，
未使用品との物理化学特性の変
化を評価する．
2.環境改善メカニズムに
関する課題
有機泥との何らかの反応特性がある
と考察されるがその詳細は不明．
土壌と造粒物の反応特性を室内
実験により評価する．
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覆砂した底質の酸素消費要求量の改
善効果が定量化されていない．
室内実験により覆砂した干潟を
再現し，酸素消費抑制量を温度
毎に評価する．
還元有機泥の特性変化が明らかに去
れていない．
覆砂により変化した有機泥の特
性を現地調査，および試料分析
により評価する．
従来から確認されている n-ヘキサン
抽出物質等の改善メカニズムが不
明．
油脂類の吸着特性に関する仮説
を考察し，実験および現地調査
により検証する．
硫化物イオンの吸着特性と造粒物の
配合の関係が明らかにされていな
い．
硫化物イオン吸着特性と造粒物
の配合について，その関係性を
実験的に評価する．
3.施工技術に関する課題 陸上施工による効率的な覆砂技術が検討できないか．また実事業に反映
できる施工速度や施工効率および覆
砂厚の設計手法が確立されていな
い．
小規模な実証試験により，重機
作業の効率化が図れる作業床構
築技術を実証する．
小規模実証試験で得られた知見
により大規模施工での作業効率
施工速度等の検証により施工技
術に関する知見を蓄積する．
造粒物覆砂による透水層機能に関す
る知見の蓄積が不十分．
既往の覆砂箇所で透水層機能に
関する調査を行い，効果知見を
蓄積する．
負荷が大きい環境での効果的な施工
方法の確立．
実事業へ提案可能な覆砂工法を
開発する．
底質改善状況を評価するための手法
構築が必要．
効果の確認調査を通じて調査手
法の構築を図る．
4.生物生息基盤に関する
課題
珪藻類の繁茂は定性的な評価が多く
数値評価の事例が不足している．ま
た生物相の変化に関する事例も不
足．
造粒物覆砂と在来底質による藻
類および生物相の現地調査によ
り，珪藻付着量の数値評価，生
物相の経時変化を評価する．
有用二枚貝（シジミ，アサリ）生息
基盤としての適用性は不明．
ヤマトシジミの生息基盤として
の適用性を室内および現地実験
により評価．
アサリの生息基盤としての適用
性を室内および現地実験により
評価．
造粒物基盤でのアマモ場の形成過程
の知見は不十分．
実海域での造粒物基盤での育成
実験によりアマモ場の形成過程
を評価する．
5.耐波浪特性に関する課
題
流れ・波浪による移動限界特性が明
らかにされていない．
粒径毎の造粒物について流れ・
波浪による移動特性を水理実験
により評価する．
混合粒径の移動特性を水理実験
により評価する．
沿岸域に覆砂した場合の波浪による
造粒物の移動が予測できないか．
岸沖報告の移動特性を水理実験
により明らかにする．
水理実験結果より波浪による移
動を数値シミュレーションによ
り定式化する．
造粒物を敷設した干潟の移動防止工
が検討できないか．
草方格原理による造粒物基盤の
浸食防止工の適用性を評価す
る．
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1.3 研究の方法
本節では，研究課題の明確化において整理した研究ロードマップ（図-1.2.3）の研究方法（解決
のアプローチ）をより詳細に示す． 
以下に前節（1.2.4）で示した研究課題に対する各章での本研究の方法について述べる． 
1.3.1 石炭灰造粒物の材料特性（第 2 章）
第 2 章では，海砂代替材としての石炭灰造粒物の基礎特性を概説し，これまでに明らかにされて
いない，物理化学特性に関する事項を本研究に係る公表論文を主体に論じる．
(1) 配合を調整した造粒物の物理化学特性の変化
石炭灰造粒物は，石炭灰とセメントの混合・造粒固化によって製造されている．この材料比率に
よって物理・化学特性は変化し，覆砂材としての性状変化が想定される．材料配合の比率を変化さ
せた造粒物を製造し，配合調整した石炭灰造粒物の物理化学特性の変化を明らかとする．
(2) 石炭灰造粒物の底質改善に係る材料特性
石炭灰造粒物は，弱アルカリ環境の形成および Ca イオンや Si イオン等の溶存態イオンの溶出に
その特徴があると報告されているが，その定量的な評価は，既往の研究では不明である．①造粒物
の組成の変化，②石炭灰造粒物による pH 上昇特性，③溶存態イオンの溶出特性，④原材料となるフ
ライアッシュおよび高炉セメントの水和特性，⑤石炭灰造粒物の長期的な物理化学特性の変化につ
いて対照材料（自然砂礫，コンクリートおよびセメント固化体）との比較等により，石炭灰造粒物
の覆砂材としての物理・化学特性について，その詳細を明らかとする．
(3) 長期的な物理化学特性
実海域で長期間覆砂材に使用した場合の海砂代替材としての物理特性（強度，吸水率，形状）の
維持や化学特性に伴う組成変化については十分に明らかにされていない．石炭灰造粒物を覆砂材と
して活用する場合の，物理化学特性に基づく長期的な機能性維持について，実験的に明らかとする．
敷設後 13年および 3年が経過した石炭灰造粒物を採取し，物理化学特性の維持および変化について，
実験室での覆砂層再現によるマクロ的手法と元素分析によるミクロ的手法により長期的な物理化学
特性の変化を明らかとする．
1.3.2 石炭灰造粒物の底質改善機能（第 3 章）
第 3 章では，石炭灰造粒物覆砂による底質改善機構について，既往の研究をレビューすると共に，
これまで明らかにされていない，土壌反応特性と底質安定化機構，石炭灰造粒物により浄化された
河岸ヘドロの特性，油脂類の吸着性能と覆砂効果，硫化物イオン吸着機能と吸着サイトの再生機構
と最適配合に関する事項を本研究に係る公表論文を主体に論じる．
(1) 土壌反応特性と底質安定化機構 
還元有機泥が堆積した干潟に石炭灰造粒物を敷設する場合の土壌反応特性，および干潟上を歩行
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可能とする地盤支持力の改善と底質の溶出物質を抑制する化学反応特性である底質安定化機構を明
らかにする．石炭灰造粒物の覆砂材としての底質改善機構を明らかにするため，対照材料と土壌反
応特性，化学組成性状を比較し，底質安定化機構に関する新たな知見を得る． 
(2) 底質酸素要求量の低減効果
石炭灰造粒物は内部空隙が大きく覆砂材として用いた場合に，透水性が良い事が確認されている．
覆砂材として活用する場合，透水性と相反するキャッピンング効果である底質酸素要求量の低減効
果は重要であるが十分に明らかとされていない．また環境温度の変化により底質の酸素要求量は変
化するため，覆砂効果は温度変化の影響を受ける．環境温度を変化させた場合の石炭灰造粒物覆砂
による底質酸素消費抑制効果，および溶出物質抑制効果に関する実験を行い，従来評価されていな
かった新たな知見を得る． 
(3) 河岸ヘドロの有機物特性 
還元有機泥上に覆砂すると CaO を含む酸化物を溶出するアルカリ剤造粒物はヘドロ内に蓄積する
還元物質の酸化（還元状態の緩和）や有機泥粒子のコンシステンシーの変化等を生起させてヘドロ
層の浄化（硫化水素の発生や貧酸素化抑制，地下水の流動性向上等）を促進し，生物棲息場の再生
を可能にする機能を有している．ヘドロ化が進んだ河岸干潟に 1km 以上にわたって散布した石炭灰
造粒物覆砂箇所を対象に，石炭灰造粒物によるヘドロ地盤の浄化量を評価するための有機物特性に
関する新たな知見を得る．
(4) 油脂類の吸着特性と微生物付着特性 
石炭灰造粒物の覆砂区では，n-ヘキサン抽出物質の低減が確認されている．これは石炭灰造粒物
の微細空隙に油分が吸着されやすく，その吸着された油脂類を餌として分解する微生物が選好的に
付着し卓越するためと考察される．しかし，その詳細は評価されていない．この底質環境改善機能
に係る材料特性を評価するため，実験室で現地を模擬した覆砂層を再現し，石炭灰造粒物を覆砂材
として活用した場合の油脂類の吸着特性について定量的に把握する． また，沿岸域に覆砂された石
炭灰造粒物のサンプリング試料表面に付着しているバイオフィルムについて，その DNA 解析により
微生物の同定を行い，環境改善性能に関する新たな知見を得る．
1.3.3 石炭灰造粒物による沿岸域の底質改善手法と改善効果（第 4 章）
第 4 章では，事業実施に必要となる計画から施工段階までの技術的ノウハウを具体的な手法によ
り研究，実証した事項について，手順および機能効果について論じる．具体的には，ヘドロが堆積
する干潟において，底質浄化能力を持つ作業場構築技術を開発した．その成果を基に大規模な施工
開発技術に発展させ，その施工に係る技術を開発すると共に，改善性能を評価した．石炭灰造粒物
覆砂による沿岸域の底質改善技術に関する事項を本研究に係る公表論文を主体に論じる．
(1) 京橋川作業床 
広島デルタ太田川派川河岸には有機泥が堆積し景観，親水性が低下している．市内派川河岸の親
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水性の回復を目的に，石炭灰造粒物を用いた底質改善実証試験事業（産官学プロジェクト）が進め
られている．本論文では，有機泥が堆積する河岸干潟での重機作業では，仮設作業床の構築が不可
欠である．重機を用いる石炭灰造粒物の撒布作業では，造粒物により作業場の構築が可能であるこ
とを確認し，作業場そのものにも底質改善機能を有する浄化層（造粒物層）の構築法について論じ
る． 
また，本技術を実事業で活用するための大規模底質改善施工技術を確立することを目的に，大規
模（7,296m2）実証試験により施工性能・事業コストを評価し，支持力 0 kN/m2 のヘドロ堆積干潟に
おいて B/C 向上が望め，安全な重機作業を可能とする石炭灰造粒物の敷設厚を評価できる設計用デ
ータの蓄積を図る．
(2) 河口域干潟に覆砂した石炭灰造粒物層の持続性
広島デルタの河口域の河川干潟では生活排水の増加によりヘドロ化が進み，アナジャコ等が優占
する泥干潟が形成されている．泥化が進み，かつ護岸堤内側との地下水流動が遮断された河川干潟
の底質環境改善を図るため，2011 年には石炭灰造粒物を用いた透水層が設置された．本論文では石
炭灰造粒物層内における地下水流動性を把握するために，施工 2 年後の造粒物層内の流動性，地下
水の性状の測定，地下水の連続測定を実施し，その機能および効果について論じる．
(3) 過栄養な内港における石炭灰造粒物による底質改善手法
スカムの発生や悪臭問題のある過栄養な内港域において，石炭灰造粒物による底質改善の有効性
に関する実証試験が実施されている．実証試験開始後，スカムの大量発生は認められず，一定の改
善効果があることが確認されている．一方で，経時的に石炭灰造粒物層の沈下が生じ，散布区境界
外から堆積泥の流入が生じ，これに伴い被覆層上へ最大 80cm 程度の厚みで浮泥が堆積していた． 
本論文では，過栄養な内港域で有効な底質改善手法として，1 層目に細粒分，2 層目に粗粒分を
散布し，圧密沈下が生じた後に 3 層目を散布する粒度調整 3 度撒き工法の提案について，現地調査
および室内実験により論じる． 
(4) 超軟弱泥堆積海域での底質改善状況を評価するための調査手法
一般に有機物の堆積が深刻な場での調査は慣例的な方法で行なわれており，間隙水の採水法や海
底泥の採取法，およびそれらの分析法は確立されていない．特に，底質分析においては貝殻等が混
入する海底泥の特性を無視したまま土質試験法に準拠して行なわれる等，海域での調査に適合した
調査法や分析法は統一されていないのが現状である． 
本論文では，堆積泥の浄化が進む海底において浄化の程度を評価するための調査法，分析法を検
討するため，福山内港において行なった超軟弱堆積泥の調査の方法を検証するとともに，有機泥や
間隙水の分析法および分析結果の評価について論じる． 
1.3.4 石炭灰造粒物の覆砂材としての生物親和性（第 5 章）
第 5 章では，石炭灰造粒物の生物親和性に係る事項について，本研究に係る公表論文を主体に論
じる．珪藻類の付着，アサリやシジミといった有用二枚貝への生息基盤，およびアマモ育成基盤と
しての適用性を評価する．石炭灰造粒物の生物生息基盤としての親和性を室内実験や現地実験，お
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よび現地調査により評価する． 
(1) 藻類の付着量および干潟生物相の変化
砂礫状材料である石炭灰造粒物は透水性が高く，覆砂層内および層上では珪藻類の付着が確認さ
れるが，これまで付着藻類の特徴や付着量は詳細に評価されていない．本論文では，有機泥堆積干
潟に石炭灰造粒物を敷設した場合の珪藻類の付着を対照箇所と併せて現地調査および試料分析によ
り定量評価することで，珪藻類付着特性について論じる．
また，干潟再生材として石炭灰造粒物を用いることによる覆砂前後の底生生物相の変遷について
論じる． 
(2) シジミ生息基盤への適用性
還元有機泥が堆積した感潮河川底質へ石炭灰造粒物を覆砂した場合のシジミ生息基盤への適用性
を評価する．本論文では，現地調査，現地実験および室内実験により，石炭灰造粒物と対照材料（在
来底質，自然砂礫）を生息基盤として比較し，適用性を論じる．本検討において最も重要な課題は，
まず砂礫質材料である石炭灰造粒物に，砂泥と同様にシジミが潜入可能であるか確認することであ
る．還元状態が改善された底質 DO と感潮域の塩分が重要な項目と考察されるため，短期的，長期
的に評価する場合，生息基盤としてどちらの影響が支配的かを検討する．また，潜入可否と併せて，
継続した有機泥沈降がある還元有機泥底質改善箇所のシジミ生息環境を調査した．これらの検討に
より従来把握されていなかった石炭灰造粒物覆砂のシジミ生息基盤への適用性について評価する． 
(3) アサリ生息基盤への適用性
底質の改善に併せて，アサリ等有用二枚貝の生息基盤の回復が期待されている．石炭灰造粒物は，
覆砂材としての生物親和性が確認されているが，アサリの生息基盤としての基礎特性は十分に明ら
かにされていない．本論文では，還元有機泥が堆積する干潟へ石炭灰造粒物を覆砂材として活用し
た場合のアサリ生息基盤への適用性について実験的に評価する．対照基盤（在来底質，自然砂礫）
との比較による室内実験，現地実験およびモニタリング調査により，石炭灰造粒物のアサリ生息基
盤への適用性について新たな知見を得る． 
(4) 石炭灰造粒物基盤におけるアマモ場の形成過程と維持機構
還元有機泥が堆積した過酷な環境下においてアマモ場を構築するために，ヘドロの底質改善効果
を有する石炭灰造粒物を生育基盤材料として使った室内実験，現地実験が行われ，その有効性が検
証されている．石炭灰造粒物は，アマモの生育に支障がないこと，石炭灰造粒物を用いて現地の底
質，地盤高を最適化すればアマモ群落を十分期待できることが明らかになっている． 
一方，造成初期における生育基盤の不安定化への対策のほか，高水温をはじめとした衰退要因で
消滅しない群落の構築が課題となっている．本論文では，石炭灰造粒物によるアマモ生育基盤につ
いて，複数年にわたる継続調査を行い，都市部の港湾に造成した生育基盤でのアマモ場形成過程と
定着機構について論じる． 
1.3.5 石炭灰造粒物の耐波浪特性（覆砂設計手法）（第 6 章）
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第 6 章では，事業実施に必要となる流れ・波浪による石炭灰造粒物の耐波浪特性について論じる．
浅海域での活用にあたり，流れや・波浪による石炭灰造粒物（混合粒径）の移動限界特性を検討し，
沿岸域での波浪による石炭灰造粒物の移動を数値解析シミュレーションにより予測する手法を構築
する．また，草方格原理を応用した石炭灰造粒物基盤の浸食防止工について研究する．これら水理
実験により明らかにした石炭灰造粒物の耐波浪特性に関する事項を本研究に係る公表論文を主体に
論じる．
(1) 石炭灰造粒物の流れ・波浪による移動限界特性 
浅場における石炭灰造粒物の設置水深，断面形状等を設計するために，流れ・波浪による石炭灰
造粒物の移動特性を把握することが不可欠である．砂浜の移動に関する研究は古くから数多くなさ
れてきたが，石炭灰造粒物は，①比重が 1.8（砂質土 2.6）と小さい，②造粒物であるため砂や礫と
比較して球形に近い，③平均粒径が 20mm 前後と大きい，内部摩擦角が明らかになっていないなど，
これまでの研究で実施されてきた実験材料と異なる点が多い．このため，石炭灰造粒物の移動限界
を評価するには，従来の提案式の石炭灰造粒物に対する適用性をあらかじめ確認しておく必要があ
る．そこで，石炭灰造粒物に対し流れ・波浪における移動限界を調べる水理実験を行い，実験結果
と従来の提案された公式とを比較して，それらの石炭灰造粒物への適用性を示す．
(2) 沿岸域に覆砂した石炭灰造粒物の移動予測
砂礫と材料物性の異なる（比重が軽い，球形）石炭灰造粒物について波浪による岸沖方向の移動
状況を確認し，数値シミュレーションにより海浜変形を再現することで，石炭灰造粒物を用いた浅
場造成時の設計を可能にすることを目的に論じる．まずは，①均等および混合粒径の石炭灰造粒物
の波浪による岸沖方向の移動状況を水理実験により明らかにする．さらに，②水理実験結果より石
炭灰造粒物へ適用できるよう平衡断面予測モデルの係数を設定し，再現計算を試みる．また，③石
炭灰造粒物の移動抑制を目的として潜堤を設置した水理実験を行い，平衡断面予測モデルによる再
現について検討する．
(3) 草方格原理を応用した石炭灰造粒物基盤の浸食防止工
石炭灰造粒物は，その材料特性（比重：1.8g/cm3）のため，構成した基盤の形状が港湾内で発生す
る小さい波でも地形変位が発生しやすいといった課題が残っている．造成初期においてその傾向が
現れやすく，これはアマモを代表とする生物の生息基盤として活用する場合，造成基盤で侵食が発
生すれば，造成初期ではアマモの定着不良，定着後はアマモ地下部の露出，損傷による流出が懸念
される．そこで，本論文では，港湾内で発生する波浪に対する石炭灰造粒物基盤の侵食防止工とし
て，砂漠の飛砂防止対策である「草方格原理」を応用した侵食防止工について，水理模型実験及び
実海域での実証実験によって，対策工としての効果検証や現地への適用性について検討する．
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1.4 論文の研究フロー
 論文の研究フローを図-1.4.1 に示す． 
図中番号は，第 2～6 章の関連節番号を索引として示す
図-1.4.1 論文の研究項目に関する関係図（研究項目相関図）
耐波浪特性（覆砂設計手法） 第 6 章
沿岸域の底質改善手法と改善効果 第 4 章
石炭灰造粒物の材料特性 第 2 章 石炭灰造粒物の底質改善機能 第 3 章
土壌との反応特性
有機泥底質安定化
3.2
干潟ヘドロの改善
有機泥の特性変化
3.4 
有機泥油脂類の
吸着
3.5.1 
造粒物へのバイオ
フィルム形成と
油脂類分解
3.5.2，3.5.3 
覆砂による底質酸
素要求量低減
底質溶出物質抑制
3.3 
生物親和性 第 5 章
シジミ生息基盤
への適用性評価
5.3 
アサリ生息基盤
への適用性評価
5.4 
珪藻類の付着特性
生物相の変化
5.2 
アマモ生息基盤
モ場の形成と維持
5.5 
干潟での小規模実
証試験（機能，効率）
4.1 
干潟での大規模実
証試験（機能，支持
力，施工効率）
4.2 
干潟覆砂後の
透水層機能維持
4.3 
高負荷海域の
覆砂工法検討
4.4 
硫化物イオン吸着
機能再生および配
合と吸着機能
3.6.1，3.6.2 
長期使用造粒物の
機能維持と組成変
化
2.7
配合による比表面積
細孔分，組成変化
2.2 
貯留，掛け流し
条件での pH 上昇
2.3 
溶存態イオンの溶
出特性
2.4 
造粒物原料となる
アルカリ剤の化学
特性
2.5
造粒物の配合と養
生期間による組成
変化
2.6
流れによる安定性
水理実験 6.1 
沿岸域石炭灰造粒物覆砂の変形予測
水理実験および数値解析
6.3
波浪による安定性
水理実験 6.2 
アマモ基盤
浸食防止工
6.4 
覆砂移動抑制
6.3.6 
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1.5 論文の構成
本論文は，図-1.5.1に示すように 7 章で構成される．本論文では石炭灰造粒物を覆砂材として活
用し，沿岸域に堆積した有機泥底質の改善技術に係る改善機構と改善性能を含めた技術開発とその
技術的検証を目的とした研究について論じた．本研究は産官学の研究協定による実証試験事業へ参
画し，そのフィールドに密着して取り組んでおり，研究成果の一部は工学的な事業課題に対する解
決手法として貢献している．本論文では，石炭灰造粒物の①物理化学特性を明らかにするとともに，
②石炭灰造粒物の底質改善機構と性能について研究した．③実証試験事業や実事業での施工技術の
開発と改善性能を評価した．更に，実証試験により石炭灰造粒物覆砂層の④生物生息基盤としての
親和性を評価し，生物生息基盤への適用手法について検討し，併せて，⑤沿岸域での覆砂設計に必
要となる耐波浪特性を検討している．本論文は 7 章から構成されている．
第 1 章では，本研究の背景，目的と位置付けを示し，本研究の対象材料である石炭灰造粒物につ
いて概要と特徴および石炭灰造粒物有効活用の現状について概説した．また既往の研究をレビュー
して取りまとめ，研究課題を明確化して研究方法を示し，本論文と石炭灰造粒物覆砂技術活用に関
する索引を整理した．
第 2 章では，海砂代替材としての石炭灰造粒物の基礎特性を概説し，明らかにされていない物理
化学的な材料特性を論じた．主として室内実験を中心に，配合調整した石炭灰造粒物の特性の変化，
覆砂層の pH 上昇特性，溶存態イオンの溶出特性，10 年以上経過した長期的な物理化学特性の変化
について研究し，定量的な知見を得た．その結果，石炭灰造粒物の覆砂材としての物理化学的特性
を明らかとした．
第 3 章では，石炭灰造粒物覆砂による底質改善機構について，既往の研究をレビューすると共に，
これまで明らかにされていない改善機構と改善性能を実験（室内，現地）および現地調査の分析結
果により論じた．その結果，土壌反応特性と底質安定化機構，石炭灰造粒物により浄化された河岸
ヘドロの特性，油脂類吸着性能と微生物のバイオフィルム形成，硫化物イオン吸着機能と吸着サイ
トの再生機構について，その特性を評価した．
第 4 章では，覆砂事業に必要となる計画から施工段階までの技術的ノウハウを具体的な手法によ
り研究開発し，実証した事項について実施手順および機能効果について論じた．
第 5 章では，石炭灰造粒物の生物親和性に係る事項について論じた．珪藻類の付着状況，アサリ
やシジミといった有用二枚貝への生息基盤，およびアマモ育成基盤としての適用性を研究した．室
内実験や現地実験，および現地調査により石炭灰造粒物の生物生息基盤としての親和性を評価する
と共に，実証試験により生物生息基盤への適用手法について評価した．
第 6 章では，覆砂事業に必要となる流れ・波浪による石炭灰造粒物の耐波浪特性について，主と
して水理模型実験により論じた．本研究において，流れや・波浪による石炭灰造粒物の移動限界特
性の検討，覆砂後の波浪移動の予測を数値解析により定式化した．また，草方格原理を応用した石
炭灰造粒物基盤の浸食防止工について検討した．
最後に第 7 章では，各章の内容を要約整理するとともに，本研究で得られた研究成果を総括し，
今後の研究課題を取りまとめた．
なお，第7章は本研究論文の独立した要約として小冊子にすることが可能な内容で取りまとめる．
- 23 - 
図-1.5.1 論文の構成
第１章 序論 
1.1 研究の背景 1.2 研究の目的と位置付け 1.3 研究の方法 1.4 研究フロー
第２章 石炭灰造粒物の材料特性 
2.1 石炭灰造粒物の基礎特性 2.2 配合調整した石炭灰造粒物の物理・化学特性
2.3 石炭灰造粒物による pH上昇特性   2.4 保水特性と溶存態イオンの溶出特性
2.5 材料となるアルカリ剤の化学特性 2.6 長期養生した海砂代替材の組成変化
2.7 長期的な物理化学特性の変化
第５章 石炭灰造粒物の覆砂材としての生物親和性 
5.1 生物親和性評価の概要        5.2 覆砂による底生生物相の変化
5.3 ヤマトシジミ生息基盤への適用性評価 5.4アサリ生息基盤への適用性評価
5.5 アマモ場の形成過程と維持機構
第３章 石炭灰造粒物の底質改善機能 
3.1 石炭灰造粒物覆砂による底質改善機構の概要
3.2土壌反応特性と底質安定化機構   3.3 底質酸素要求量の低減効果
3.4 石炭灰造粒物により浄化された河岸ヘドロの有機物特性評価
3.5 油脂類の吸着性能と微生物付着特性 
3.6 硫化物イオン吸着機能と吸着サイトの再生機構と最適配合の検討
第７章 結論 
7.1 研究の背景・目的と位置付け
7.2 石炭灰造粒物の材料特性
7.3 石炭灰造粒物の底質改善機能
7.4 石炭灰造粒物による沿岸域の底質改善手法と改善効果
7.5 石炭灰造粒物の覆砂材としての生物親和性
7.6 石炭灰造粒物の耐波浪特性（覆砂設計手法）7.7 本研究の成果 7.8 今後の課題
第６章 石炭灰造粒物の耐波浪特性（覆砂設計手法） 
6.1 流れによる石炭灰造粒物の移動限界特性
6.2 波浪による石炭灰造粒物の移動限界特性
6.3 覆砂した石炭灰造粒物の移動予測
6.4 草方格原理を応用した石炭灰造粒物基盤の浸食防止工
第４章 石炭灰造粒物による沿岸域の底質改善手法と改善効果 
4.1 石炭灰造粒物に係る施工技術の概要
4.2 底質浄化能力を持つ作業場構築技術の開発
4.3 大規模底質改善施工技術の開発
4.4 石炭灰造粒物透水層の地下水流動と濁質の輸送
4.5過栄養な内港における底質改善手法
4.6 超軟弱泥堆積海域での底質改善状況を評価するための調査法
注１）第 2,3,4,5,6章は本研究に係る公表論文を主体に論じる．
注２）第 2,3,5,6章の第 1節は既往研究のレビューにより概説する．
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1.6 石炭灰造粒物覆砂技術の活用に関する索引
1.6.1 石炭灰造粒物覆砂技術による底質改善の手順
石炭灰造粒物覆砂技術による底質改善の実施フローは，図-1.6.1に示すとおりである．還元状態
となった沿岸域を再生させるためには，単に底質の改善だけではなく，生物が生息できる場の復元
が必要である．生物の生息環境に係る環境構築の方針が十分に策定されていない場合は，周辺の自
然環境や類似事例などから，柔軟な対応を行えるような事業計画を策定する．
図-1.6.1 石炭灰造粒物による底質改善技術の実施フロー
1.6.2 沿岸域の底質環境改善方針の設定（索引）
沿岸域の底質環境改善方針の設定に際しては，対象域の自然・社会条件を含めた環境条件をもと
にその底質環境をどのように改善するかを考慮し，併せて生息生物種の生態に配慮するとともに，
環境条件に応じて相互に関連する対策技術を適切に組み合わせることが重要である．
改善すべき底質環境条件とその対策および石炭灰造粒物覆砂適用技術の関係を図-1.6.2に示した．
索引枠（右枠）には，第 2～6章の関連節番号を索引として示した．
底質改善個所の選定 
現状（環境条件）の把握 
底質改善方針の設定 
底質改善手法の検討 
底質改善状況の評価 
環境改善技術の設計 
環境改善事業の施工 
対象個所選定の条件：干満，河川や下水流入，海水の遡上，
地下水の流動，汽水域の形成状況，干潟面の侵食・堆積傾
向，背後の護岸構造，河床部の構造物など
適地選定条件：地形，潮位，水質・底質環境，生態系他
規模設定条件：生物生息環境，水質浄化機能
上位・関連計画，自然条件，社会条件を考慮
石炭灰造粒物の適用性検討 
第 2章 石炭灰造粒物の材料特性
第 3章 石炭灰造粒物の底質改善機能
石炭灰造粒物の覆砂工法および効果検討（設計手法） 
第 4章 石炭灰造粒物による底質改善手法と改善効果
第 5章 石炭灰造粒物の覆砂材としての生物親和性
第 6章 石炭灰造粒物の耐波浪特性
石炭灰造粒物覆砂による底質改善状況の評価
第 3章 4節 浄化された河岸ヘドロの有機物特性評価
第 4章 6節 底質改善状況を評価するための調査手法
- 25 - 
図-1.6.2 改善すべき底質の改善条件と石炭灰造粒物による適用技術
沿岸域
【１】
改善すべき底質の
環境条件・課題
河岸干潟への
有機泥の堆積
親水性・景観
の改善
生物生息環境
の悪化
（藻類の繁茂，有
用二枚貝）
公共工事
（護岸整備など）
合流式下水道
等からの放流
水質・底質悪化
藻場の消失
【２】
底質改善方針
の策定
有機泥の
処理・分解
親水性の向上
河岸への
アクセスの改善
底生生物の増加
ミチゲーション
下水放流水対策
既存堆積泥の
処理
水質・底質改善
アマモ場などの
再生・創出
?
?
?
?
?
【索引】
石炭灰造粒物覆砂による
適用技術
第 5章 5.3, 5.4 
覆砂状散布
底泥への被覆覆砂
第 5章 5.5，第 6章 6.4 
アマモ場の創造
第 4章 4.4 
覆砂による水循環
第 4章 4.2, 4.3 
浸透泥層への覆砂
第 4章 4.1, 4.2, 4.3 
干潟の形成
覆砂マウンド
・散策道の設置，残土処理
第 5章 5.2 
動植物の育成基盤
水産資源の生息場の造成
第 5章 5.5, 5.6 
有機泥の捕捉・分解
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1.6 用語の定義
石炭灰（Coal ash）
石炭灰火力発電所から産出される産業副産物．
フライアッシュ（Fly ash）
石炭火力発電所の微粉炭燃焼ボイラの燃焼ガスから電気集じん器で採取された石炭灰．
クリンカアッシュ（Clinker ash）
石炭火力発電所の微粉炭燃焼ボイラの炉底（クリンカホッパ）に落下採取された石炭灰．
石炭灰造粒物（Granulated coal ash）：
石炭火力発電所から産出されるフライアッシュをセメントで造粒・固化した海砂代替材．
産業副産物（Industrial by-product）
産業活動に伴い副次的に産出される物質であり，再生資源および廃棄物等を含む．
再生資源（Recycling resources）
産業副産物等のうち有用なもので原材料として利用できるもの又はその可能性があるもの．
アルカリ剤造粒物（Alkaline granulated material）
石炭灰造粒物を含む CaOを含む酸化物を溶出する造粒物の総称．
還元有機泥（sludge）
有機物を多量に含み底質に堆積し還元状態となった底泥．本研究での改善対象物となる．
覆砂（Covering）
汚濁の進んだ海底面を良質な材料で覆うことにより，底泥からの栄養塩類の溶出を低減し，底
生生物などの生息環境を改善する．
底質（Sediment）
海域，河川，湖沼など水域の底に溜まった表層土．
底質改善（Sediment improvement）
還元状態の有機泥が堆積し生物相が貧弱となった沿岸域の水底表層土の性状を好気状態に改質
し底生生物などの生息環境を改善する．
被覆層（Over layer）
底泥上へ散布された覆砂材の層で，原泥と混合状態にないもの．
スカム（Scum）
汚泥が自ら発生した気体を含んで軽くなり水面に浮上したもの．油脂類や比重の低い有機物を
多量に含んでいる．
還元物質（ODU：Oxygen Demand Unit）
H2SやMn2+，Fe2+などの還元物質濃度を酸素消費量に換算した物質量．
セディメントトラップ（Sediment trap）
上方から下方へ沈降する粒子を補修する器具および手法．
生物親和性（Biological affinity）
生物生息の容易さ．人工材料が生物へ与える影響の度合い．
吸着サイト（Adsorption site）
硫化水素等を化学的に分解，吸収する物質面の総称．
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第２章 石炭灰造粒物の材料特性
2.1 石炭灰造粒物の基礎特性（概要）
石炭灰造粒物は，火力発電所から発生するフライアッシュをセメントと混合し，適量の加水によ
り造粒・固化した海砂代替材である．中央粒径 d 50=20 mm 程度の礫状材料 1）であり，覆砂材として
硫化水素の発生抑制・吸着およびリン酸（栄養物質）の吸着効果が確認されている．覆砂材，干潟
再生材として酸化物を溶出する空隙率の大きい石炭灰造粒物透水層を設置することにより，堆積泥
による目詰まり防止（イオン交換による透水性の向上），間隙内への大気の取り込みと流れによる
DO 供給（酸化状態の確保），そして有機泥の分解と流出による有機泥の減量が期待される 2), 3)．本
章では，石炭灰造粒物の基礎特性を示すとともに，これまで明らかにされていない材料特性として，
配合調整した石炭灰造粒物の物理化学的特性変化，覆砂層のアルカリ環境維持（pH 上昇）特性，溶
存態イオンの溶出特性，および 13 年経過した造粒物の長期的な機能維持について論じる．
2.1.1 石炭灰造粒物の材料特性
石炭灰造粒物の基本的物性一覧を表-2.1.1に示す．砂質土より軽量で，吸水率が大きい特徴を有
している．
表-2.1.1 石炭灰造粒物の基本的物性一覧 1)
品質項目 単位 試験方法 規格値 備考
土粒子の密度 g/cm3 JIS-A-1202 2.1～2.4 砂質土 2.6～2.8 
乾燥密度 g/cm3 JIS-A-1225 0.8～1.1 砂質土 1.2～1.8 
湿潤密度 g/cm3 JIS-A-1225 1.0～1.4 砂質土 1.6～2.0 
含水比 % JIS-A-1203 15～35  
粒度（ふるい） % JIS-A-1204 粒径加積曲線参照
透水試験
（粒径 40mm 以下） m/s 
JIS-A-1218 1.04×10-2 m/s (0Ec)  
4.99×10-7 m/s (6Ec) 
最適含水比 % JIS-A-1210 40～50 (5mm 以下)  
20～30 (40mm 以下) 
吸水率 % JIS-A-1110 
JIS-A-1109
15～25 水砕スラグ 0.5～3.0 
三軸圧縮強度
内部摩擦角
（粒径 40mm 以下） 度 JGS 0524 
35 以上 (0Ec) 礫質土   35°砂質土   30°
水砕スラグ 35°
45 以上 (6Ec) 
圧壊強度 MPa JIS-Z-8841 1.2 以上
重金属の溶出試験 - 海洋汚染基準（昭和 48.2.17 総令 6） 基準値以下
陸上利用の場合は「土壌の
汚染に係る環境基準」
出典）中国電力㈱：Hi ビーズ（製品パンフレット）1) 掲載図を転載
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2.1.2 物理化学特性に関する既往の研究
石炭灰造粒物の細孔径について，樋野和俊ら（2010）4)は，水銀圧入法により測定している．図-2.1.1
および表-2.1.2にその結果を示す．測定結果によると平均細孔半径は 0.011μm で，メソポア範囲（直
径 2～50nm の細孔）の細孔が多く，細孔容積も 0.29 ml/g となっている．石炭灰造粒物の気孔率は
40%あることから，無数の微細孔を保有しており，この微細孔が大きな表面積となり物質の吸着に
優位に働くと考察している．海域への石炭灰造粒物の敷設状況を写真-2.1.1へ示す．表層へ藻類が
繁茂しており，これまで覆砂材として活用されてきた海砂とは異なる様相を示しており，単なるカ
バーリング材の効果以上の特性を有することが想定される．
出典）石炭灰造粒物の環境改善効果に係る基礎的性状（図-2，樋野和俊
ら，土木学会第 65 回年次学術講演会，9/2010.）4) 掲載図を転載
図-2.1.1 石炭灰造粒物の細孔径分布 4)
表-2.1.2 石炭灰造粒物の細孔径測定値（水銀圧入法）4)
累積細孔容積
（ml/g）
平均細孔半径
（μm）
気孔率
（%）
かさ密度
（g/ml）
真密度
（g/ml）
0.29 0.011 40 1.4 2.34 
出典）石炭灰造粒物の環境改善効果に係る基礎的性状（表-3，樋野和俊ら，
土木学会第 65 回年次学術講演会，9/2010.）4) 掲載表を転載
写真-2.1.1 海域への石炭灰造粒物の敷設状況
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2.2 配合調整した石炭灰造粒物の物理化学特性
2.2.1 配合調整した石炭灰造粒物の製作と物理化学特性に関する実験方法
石炭灰造粒物は，FA（フライアッシュ）と高炉セメント B 種（JIS 規格品）および結合水の化学
反応（水和反応とポゾラン反応）によって生成される化合物であり，FA とセメントの混合比率によ
り物理化学特性が異なることが想定されるが，その詳細は確認されていない．自然砂礫と異なり非
晶質と結晶質の混合物質となっており物理的な材料特性のみでなく，その化学組成によりイオンの
溶出特性等が変化することが想定される．
FA とセメント混合率の変化による覆砂材の化学的な組成変化を把握するために，表-2.2.1に示す
様に配合を変化させて，小型パン型造粒機を用いて加水転動造粒方式により造粒物（覆砂材：粒径
10 mm）を試験製作した．なお，比較試料として FA 添加率を可能な限り大きくした FA 固化体（ケ
ース 1），および FA を添加しないセメント固化体（ケース 5）を試作した．覆砂材としての特性に影
響を与えると想定される空隙率，比表面積，細孔径分布，および反応性を評価する非晶質強度を定
量的に評価した．
比表面積は，気体吸着法（窒素吸着，BET 多点法：ASAP2420, マイクロメリティック社製）によ
り測定した．また空隙率，細孔径分布は細孔分布測定装置（マイクロメリティックオートポアⅢ9400, 
島津製作所社製）を用い水銀圧入法（測定範囲：0.005～120 µm）により測定した．なお，空隙率は
単位質量あたりの全細孔容積に，乾燥密度を積算した値である．空隙の分布は細孔径に対する細孔
容積と加積細孔容積率として表示した．併せて，XRD（X 線回折装置, RAD-RU300, 理学電機製）に
より結晶組成物（化合物）を同定し，同定された物質の半定量解析（Reference Intensity Ratio 法）を
実施した．非晶質量の評価は，結晶質と非晶質のピークを分離して非晶質強度を全強度（非晶質含）
で除すことで定性的に算出した．また，熱重量・示唆熱分析（差動型熱天秤, Themo plis EVOⅡ, リ
ガク社製）により組成物質量を評価した．
表-2.2.1 試験製作した覆砂材（石炭灰造粒物）の配合 5)
2.2.2 物理化学特性試験の結果と考察 
FA 添加量に比例し乾燥密度は低下した（図-2.2.1）．これはセメントに比較し FA の密度が小さい
ためである．一方，空隙率は FA95 %（ケース 1）で大きかったが，セメント添加率が極端に低く，
覆砂材に要求される材料強度は満足されなかった．要求強度を満足する FA 添加率はケース 2 以下で
あり，FA70 %で空隙率が最大となっていた．これは比表面積（図-2.2.2）が FA70 %で最も高くな
っている結果と一致する．細孔容積分布（図-2.2.3）と加積細孔容積分布（図-2.2.4）も FA の添加
率に応じて大きく性状が異なっていた．覆砂材の空隙率，比表面積が大きいと底質中の間隙水との
接触面積が大きくなるため，溶存態イオンの溶出およびイオン交換等の化学反応性が向上すると評
石炭灰添加率 高炉ｾﾒﾝﾄB種添加率
（重量比） （重量比）
ケース1 95.0% 5.0%
ケース2 87.0% 13.0%
ケース3 70.0% 30.0%
ケース4 40.0% 60.0%
ケース5 0.0% 100.0%
海砂代替材
試作配合
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図-2.2.1 覆砂材の配合と空隙率・乾燥密度の関係 5)
図-2.2.2 覆砂材の配合と比表面積・非晶質量評価の関係 5)
図-2.2.3 FA 比率を調整した覆砂材の細孔容積分布 5)
図-2.2.4 FA 比率を調整した覆砂材の加積細孔容積率分布 5)
- 34 - 
価できる．また，非晶質量評価が高いほど，覆砂材の組成物質は結晶化しておらず溶存態イオンの
溶出が高いと考察する．本実験において，FA 添加率が高いほど非晶質量は高く，結晶化が促進され
ていない結果が得られた．
一方で，石炭灰造粒物の硬化は，セメントの水和反応，および水和物と FA とのポゾラン反応によ
るものであり，両反応により比表面積と空隙率を最適化する添加率が存在する．比表面積および細
孔容積分布から FA70 ％程度が覆砂材として反応性が高いと実験結果から評価できる．
2.2.3 配合調整した海砂代替材の圧壊強度
配合調整した海砂代替材の圧壊強度試験を実施した．試験は 12 ヶ月養生後に 1 軸圧縮試験機によ
り球形試料を対象とした JIS-Z-8841 圧壊強度試験に基づき実施した．直径 10 mm 程度の試料をそ
れぞれ 10 個用いた．10 試料の平均値（圧壊強度）と変動係数を図-2.2.5に示す．石炭灰添加率の
増加に伴い，圧壊強度は低下した．これは，図-2.2.6 に示す強度発現に寄与する CaO の構成比の
変動と傾向がほぼ一致している．1.2N/mm2 を品質基準としており，石炭灰添加率 90%程度までは
実施工に必要な強度水準が満足されている．
図-2.2.5 配合を変化した海砂代替材の圧壊強度 6)
2.2.4 配合調整した石炭灰造粒物の主要元素構成比
30 ヶ月養生した海砂代替材 5 ケースを用いた蛍光 X 線分析装置により元素構成比を分析した（図
-2.2.6）．微量元素も分析したが，ここでは主要な構成元素を示した．横軸は石炭灰の添加率，縦軸
は XRF 分析で得られた元素構成比である．配合調整した海砂代替材の元素構成比が明らかとなった．
Si, Al および Fe は石炭灰の添加率に伴い増加した．一方で，Ca, S,および Mg は石炭灰添加率増加
に伴い減少した．これらは各材料の混合比率に依存している．産地および産出時期により石炭灰お
よびセメントの元素構成は変動するため海砂代替材の元素構成も変動するが図-2.2.6により製造さ
れる海砂代替材の元素組成を説明できる．
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図-2.2.6 配合を変化した海砂代替材の主要元素構成比 6)
2.2.5 石炭灰造粒物の XRD 解析による化合物の同定
配合調整した造粒物を XRD（X 線回折）解析装置（RAD-RU300; 理学電気製）により分析した結
果，FA 混合率による結晶組成物の違いが確認された（表-2.2.2）．これは FA とセメント混合率によ
る水和反応とポゾラン反応率の相違が原因と考察される．併せて同定された物質の半定量解析
（Reference Intensity Ratio 法）により，FA 混合率の違いによる化合物（結晶組成物）の定量評価（表
-2.2.2）した．非晶質量の評価は，非晶質を含む全強度をピーク分離により算出し，非晶質強度を
全強度で割る事で求めた．本実験により組成物質の非晶質量（表-2.2.2）が定量的に明らかとなっ
た．FA 混合率が高いほどセメント量が減少し，セメント水和反応による結晶組成物が減少するため
結晶化していない非晶質量が高くなったと考察できる．ケース 1 は，造粒可能となる最小限のセメ
ント混合率で，FA とほぼ同様の性状と考えられる．一方で，ケース 5 には FA は添加されておらず，
セメント固化体の組成が示されている．非晶質量評価が高いほど，覆砂材の組成物質は結晶化して
おらず溶存態イオン溶出能力は高くなると考察される．
2.2.6 熱重量・示唆熱分析による組成物質量の把握
熱重量・示唆熱分析（TG-DTA 分析）は，試料を加熱した際に起こる質量変化（TG）と熱的挙動
（DTA：発熱や吸熱）を連続的に測定することで，その質量変化を基に，セメント水和物，ポゾラ
ン反応生成物質量の定量化が可能である．分析条件は窒素ガス雰囲気で還元状態とし，温度条件を
25 ～1000 ℃，昇温速度を 10 ℃/分とした．TG 曲線（図-2.2.7）は熱重量分析結果であり，TG の
下降は質量減少を示す．DTA 曲線（図-2.2.8）は示差熱分析結果（熱的挙動）であり，DTA の上昇
は発熱現象を，下降は吸熱現象を示す．図中 25～300 ℃は，付着水の脱離，カルシウムシリケート
水和物や Ettringite 等の脱水分解による質量減少と吸熱が示されている．400～550 ℃は，Ca(OH)2
（Portlandite）の脱水分解による質量減少と吸熱，600～900 ℃は，覆砂材に含まれる CaCO3（Calcite）
の脱炭酸による質量減少と吸熱反応が主な反応である．FA 混合率の増加とともに温度上昇に伴う
TG の質量減少率は，増加（図-2.2.7）した．これは非晶質量が多いと相対的に結晶水和物が減少し，
高温でも脱水分解量が減り TG が変化しないと考察できる．これは XRD 解析で確認された FA 混合
率の増加とともに非晶質量が増加（表-2.2.2）する傾向と同様であった．
1000 ℃において，FA95 %の TG は-2.5 %であるが，FA0 %（セメント固化体）では TG は-15.0 %
となっている．また FA95 % の吸熱量は最も高く, FA0 %の吸熱量は最も低い結果となった．これま
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でに覆砂材として活用されている石炭灰造粒物は，FA87 %の混合率である．これは覆砂材として施
工する際に必要となる強度（1.2MPa）を満足するセメント混合率より配合を選定している．
FA 混合率を変化させて，土壌反応特性と Ca イオン等溶存態イオン溶出特性をコントロールでき
れば，後述する石炭灰造粒物による還元有機泥干潟の底質安定化検討が可能になると想定する．土
壌反応特性，Ca イオン等溶存態イオン溶出特性は，造粒物の組成性状と密接に関係している．今後
は，FA 混合率を変化した造粒物により土壌反応特性，Ca イオン等溶存態イオンの溶出特性を実験
的に把握し，本研究で得られた XRD 解析，TG-DTA 分析結果を比較して，土壌反応特性と組成物質
の相関関係を評価することが課題である．
表-2.2.2 配合比率を変化させた石炭灰造粒物の定量結果 7)
図-2.2.7 FA 混合率を変化した覆砂材の TG 曲線 7)
FA95 %
FA87 %
FA70 %
FA40 %
FA0 %
Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 Case 5
FA95 % FA87 % FA70 % FA40 % FA0 %
非晶質量評価 61.8 61.2 54.5 48.8 41.6
A16Si2O13(Mullite) 48.9 30 19.9 16 0
SiO2(Quartz) 24.3 17.8 9.5 9.4 0
CaCO3 (Calcite) 20.1 46.8 36.6 49.6 13.3
Ca3SiO5 (Hatrurite) 6.8 4.8 13.6 19.5 34.4
Ca6A12(SO4)3
･(OH)12･26H2O(Ettringite)
0 0.5 1.0 2.7 2
Ca(OH)2 (Portlandite) 0 0 0 2.2 3.3
CaSiO3 (Wollastonite) 0 0 2.9 0 6.8
β-Ca2SiO4 0 0 0 0 36.6
γ- Ca2SiO4 0 0 16.3 0 0
Ca3 A12O6 0 0 0 0 3.6
C2H2CaO4･A12O3
･3CaO･11 H2O 0 0 0 0.6 0
相　名
(結晶名称)
定量値（wt％）
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図-2.2.8 FA 混合率を変化した覆砂材の DTA 曲線 7)
FA87 %
FA0 %
FA95 %
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2.3 石炭灰造粒物による pH 上昇特性
2.3.1 石炭灰造粒物による pH 上昇実験 
石炭灰造粒物の覆砂層内および直上水では pH が上昇するが，これまで pH の上昇特性は詳細に評
価されていない．本研究では，海水および淡水（純水および河川水）に石炭灰造粒物を敷設した場
合の短期的な pH 上昇について，室内実験によりその基礎特性を明らかにする．これまでの現地実証
試験や覆砂事業で，敷設箇所の pH 上昇が確認されている．Ca イオンの継続的な溶出によるアルカ
リ環境を維持することにより，硫化水素の発生抑制や富栄養化した底質からの溶出するリン酸の吸
着および溶出抑制が確認されている．その pH 上昇特性は，定性的に確認されているが，定量的な特
性評価は十分でない．
本節では，海水および淡水（純水）での石炭灰造粒物の敷設環境を想定した条件を実験室で再現
し，①水流が無い貯留状態（静止媒体中の拡散）と②水流がある掛け流し状態（対流項を考慮した
拡散）について評価し，覆砂層内の pH 上昇特性について示す．
2.3.2 貯留実験による pH 上昇実験（静止媒体中の拡散） 
実験用水槽（φ100 mm, 高さ 700 mm）に石炭灰造粒物（5 mm 以下）を敷設し，純水（イオン交
換水）と海水を表-2.3.1に示す実験条件で投入し pH の挙動を観察した．pH の測定は図-2.3.1に示
す，①水槽上部, ②石炭灰造粒物層直上水（上層 5 cm）, ③造粒物間隙水の 3 箇所で 0,5, 10, 30, 60, 120
分後に行った．ただし，実験用水と造粒物の固液比 1：100 の試料については，間隙水は測定できな
い．初期水の pH は海水 8.1，純水 7.6 とした．静止媒体中の拡散と対流拡散を評価するため，スタ
ーラーによる撹拌の有無についても実験条件とした．
また，長期的な石炭灰造粒物の pH 変化を把握するため，固液比 1:10 において，貯留状態でお pH
上昇実験を実施した．200g に 2000mL の河川水を用いて実験した．粒度の影響を評価するために粒
径に応じた測定を実施した．
2.3.3 かけ流しによる pH 上昇実験（対流項を考慮した拡散） 
4000 mL のカラム（図-2.3.5）に石炭灰造粒物を敷設して，純水を掛け流し，カラム下部の排水
口での pHの挙動を測定した．石炭灰造粒物の敷設量はカラムの通水断面積で 5 %, 10 %, 15 %の 3 ケ
ース（表-2.3.2）とした．流量は，20, 40, 200 mL/min の 3 ケースとした．これらの断面流速は，そ
れぞれ，0.25, 0.50, 2.50 cm/min となり，カラム内の純水は，200 分，100 分，20 分で入れ替わる．
初期水の pH を 7.6 で実験を開始し，実験用水の pH が定常状態となり十分に安定したことを確認す
るまで測定した．
2.3.4 pH 上昇実験結果と考察 
(1) 貯留状態での pH 上昇特性
貯留条件での pH 上昇特性を図-2.3.2に示す．固液比 1:100 においても pH 上昇は 10 分程度で安
定した．よって，実験開始 10 分後の pH を図-2.3.3に整理した．固液比が 10:100 の場合，海水の初
期 pH(8.1)は，間隙水で 9.0, 水槽上部で 8.5 へ上昇している．また，純水の初期 pH(7.6)は，間隙水
で 10.4，水槽上部で 9.9 へ上昇している．固液比が大きいと撹拌の有無は影響しないが，固液比が小
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さい場合は，撹拌の影響が明確に確認された．長期的な石炭灰造粒物の pH 変化を把握するため，固
液比 1:10 において，貯留した実験結果を図-2.3.4に示す．粒径による pH 上昇の相違は表面積に影
響していると考察できる．感潮河川水のため水質の緩衝作用により pH は時間の経過に従い大きく変
動する結果が得られた．本実験結果より，現地においても複雑な緩衝作用により pH は大きく変動す
ることが想定される．
(2) 掛け流し状態での pH 上昇特性
掛け流し条件での pH 上昇特性を図-2.3.6（(a), (b), (c)）に示す．流量が 200mL/min, 断面積比 5%
においても pH 上昇は 10 分程度で安定した．よって，実験開始 40 分後の pH を図-2.3.6(d)に整理し
た．純水の初期 pH(7.6)は，断面積比が大きく（15 %），流速が遅い（20 mL/min）場合（図-2.3.6(c)）
に 10.4 へ上昇している．これは貯留条件（純水）の間隙水と同定度の pH である．また，流速が大
きく断面積が小さい場合でも 9.7 へ上昇している．これは貯留条件（純水）の直上水（9.5～9.7）と
同程度の pH である．
(3) pH 上昇実験の考察
本実験により，石炭灰造粒物覆砂による pH 上昇特性が明らかとなった．造粒物を緩衝作用の少な
い淡水域で使用する場合の覆砂層内間隙水 pH は 9.5～10.4 程度に維持されると考察する．また，貯
留実験結果より，海域で使用する場合の覆砂層内間隙水 pH は，8.0～9.0 程度に維持されると考察で
きる．なお，現地海域での覆砂箇所では流水の移流，拡散により設置 18 日後において層内間隙水
pH は 8.1～8.7 となっている 9)．
表-2.3.1 貯留実験（pH 上昇実験）条件 8)
表-2.3.2 かけ流し実験条件
図-2.3.1 貯留実験（pH 上昇実験）の概要 8)
項　目
カラム容量
敷設量
流　速
実験条件
4,000mL
3ケース　通水断面比　5%, 10%, 15%
3ケース　20mL/min, 40mL/min, 200mL/min
実験用水
固液比
（石炭灰造粒物：実験用水）
撹拌の有無
pH計測時間 初期値，5, 10, 20, 60, 120分
実験用水　　　100
石炭灰造粒物（4ケース）　1，3，5，10
2ケース；撹拌有り，撹拌無し
2ケース；純水（イオン交換水），海水
石炭灰造粒物
10.4cm
透明塩化
ビニル管
イオン交換水
または海水
①水槽上部
②直上水上層5cm
③ 石炭灰造粒物間隙水
pHﾒｰﾀｰ
70
.7
cm
①
②
③
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図-2.3.2 石炭灰造粒物による pH 上昇実験結果 8)
図-2.3.3 石炭灰造粒物による pH 上昇実験結果 8)
図-2.3.4 石炭灰造粒物による長期 pH 上昇実験結果
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図-2.3.5 石炭灰造粒物によるかけ流し実験概要
(a)流速 2.50 cm/min (b)流速 0.50 cm/min 
(c)流速 0.25 cm/min (d)定常状態での pH 
図-2.3.6 掛け流し条件（純水）での pH 上昇特性
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2.4 石炭灰造粒物の保水特性と溶存態イオンの溶出特性
2.4.1 石炭灰造粒物と比較材料の保水特性と Ca 溶出特性
石炭灰造粒物の粗粒分を含めた透水性については，既往の研究 5)で報告されており粒径 2mm 以上
の粗粒分は，一般的な砂礫土と同様の透水性能を有している．本研究では覆砂材として土壌反応性
を評価するため，従来明らかにされていない細粒分（2mm 以下）について，その透水性と保水特性
を pF 試験（砂柱法および遠心法：地盤工学会規格 JGS0151-2009）により評価（図-2.4.1）した．
石炭灰造粒物と CA の粒度分布は，ほぼ同様である．pF 値 3.0 以上では，毛管現象で連続していた
水が脱水により連続が切れはじめる状態である．塑性限界と一致しており難移動性の水分と評価で
きる．pF 値 1.5～3.0 が保水性に寄与する水分となり，pF 値 1.5 以下の土壌水分は重力に引っ張られ
て流亡する易移動性水分である．覆砂した石炭灰造粒物の細粒分層内は FA と同等の高い保水性を有
すると評価される．CA と同等の粒度分布であるが保水性は向上している．これは石炭灰造粒物の高
い空隙率（約 40 %）に起因すると考察できる．
次に，石炭灰造粒物と比較材料（FA,CA，および自然石（広島花崗岩））の Ca イオン溶出特性を
室内実験により比較（図-2.4.2）した．試験材料をイオン交換水で洗浄しプラスチック製ネットに
入れてアクリルパイプ内に吊るし，イオン交換水 2 L，固液比 2.5 ％，20 ℃の恒温槽内で，直上水
をスターラーで攪拌した．経過日数毎に試料を採水し，ろ過後（ろ紙 No5 C），Ca イオン溶出量を
ICP 質量分析装置（Agilent 7500 ce）により分析した．分析結果は材料重量で除して単位重量当りの
溶出量により評価した．90 日間の Ca イオン溶出量は CA(240 g/g)および花崗岩（70 g/g）は微量
であり FA(3800g/g)も，30 日でほぼ溶出が止まっている．一方，石炭灰造粒物は一定勾配の溶出速
度が維持されており，既往の研究 5)で，石炭灰造粒物からは 360 日以降も Ca イオンが溶出すること
が確認されている．本実験により同条件において石炭灰造粒物は，自然石，CA，および FA に比較
し Ca イオンの溶出速度が大きいことが定量的に明らかとなった．
図-2.4.1 石炭灰と石炭灰造粒物（細粒分）の pF-水分 7)
pF=3.0:塑性限界
pF=1.5:液性限界
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図-2.4.2 石炭灰造粒物と比較材料の Ca 溶出特性 7)
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2.4.2 溶存態イオンの溶出試験方法 
広島湾ではカキ養殖が盛んであり，カキの主要な餌である珪藻が成長段階に必要とするケイ酸イ
オンが海域および干潟覆砂材から供給されることを想定し溶出試験を長期的（300 日間）に実施した．
併せて石炭灰造粒物の主要な組成物質であるが溶出特性が明らかにされていない物質（Ca，Al，Fe，
および Mn）の溶出特性を実験的に評価した．溶出試験は石炭灰造粒物（覆砂材：配合ケース 2），
広島県産自然石（花崗岩），および海域工事で用いられる高炉セメント B 種コンクリート（呼び強度：
30 N/mm2）を比較材料として室内実験により実施した．
測定結果を確認しながら十分な溶出が確認されるものについて，長期的（300 日間）に実験を継続
した．試験材料をイオン交換水で洗浄しプラスチック製ネットに入れてアクリルパイプ内に吊るし，
イオン交換水 2 L，固液比 2.5 ％，20 ℃の恒温槽内で，直上水をスターラーで攪拌した．経過日数
毎に，試料を採水し，ろ過後（ろ紙 No5 C），各測定項目を分析（表-2.4.1）した．なお，実験開始
30 日までは，溶解度維持のため 10 日毎にイオン交換水を全て入れ替えた．ケイ素の測定には，吸光
光度計（UV1600），その他の測定物質には ICP 質量分析装置（Agilent 7500 ce）を使用した．測定結
果は材料重量で除して単位重量当りの溶出量により評価した．
表-2.4.1 溶存態イオンの測定方法 5)
2.4.3 溶出特性試験の結果と考察
実験開始から 300 日間の測定対象物質の溶出特性を評価するとともに，その結果から比較材料と
の相違を考察する．鉄，マンガンについては，90 日間測定を実施したが，どの材料からもほぼ全試
料が定量下限値未満の測定結果であったため，90 日間で測定を中止した．鉄，マンガンについては
何らかの物質と反応し，溶存態でなく沈殿物として沈降している可能性も推測される．石炭灰造粒
物の主な組成物である Ca イオンの溶出量（図-2.4.3）が多い結果であった．自然石である花崗岩か
らは，各溶存態イオンの溶出は定量下限値以下で，有意な値は確認されなかった．石炭灰造粒物と
コンクリートからの 300日間の溶存態イオン溶出量を比較するとCaイオン（図-2.4.3）については，
ほぼ同等，Si イオン（図-2.4.4）は約 5 倍，Al イオン（図-2.4.5）は約 3 倍の溶出が確認された．
Ca イオンは，石炭灰造粒物の組成物質から遊離，溶出したものと評価できる．コンクリートのセメ
ント添加量は 300 kg/m3 以上であり，試験に用いた石炭灰造粒物のセメント量と比較し 2 倍程度で
あるにも関わらず Ca イオンの溶出量は同程度であった．これは石炭灰造粒物の空隙率，比表面積お
よび非晶質量の特性に起因すると考察する．Ca イオン，Si イオンは，溶出速度が一定勾配で維持さ
れており，1 年程度は安定して溶出機能が維持されると評価できる．一方で，Al イオンは，180 日経
過以降はその溶出が止まっている．
測定項目 測定物質 測定方法 定量下限（mg/L）
ケイ酸イオン ケイ素 JIS K 0101 44.1.1 0.100
カルシウムイオン カルシウム 0.001
アルミニウムイオン アルミニウム 0.001
鉄イオン 鉄 0.001
マンガンイオン マンガン 0.001
誘導結合プラズマ
―質量分析装置に
よる一斉分析法
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図-2.4.3 乾燥重量当りのカルシウムイオン溶出 5)
図-2.4.4 乾燥重量当りのケイ酸イオン溶出量 5)
図-2.4.5 乾燥重量当りのアルミニウムイオン溶出量 5)
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2.5 環境再生材の材料となるアルカリ剤の化学特性
2.5.1 アルカリ剤の化学特性の検討目的
沿岸地盤に堆積する砂泥は溶解（イオンの溶出）やカチオン交換により様々な底質環境を形成し
ている．鉱物から溶出するイオンは生物の成長に極めて重要な働きを持っており，過剰に有機物が
堆積する場では鉱物の溶解のし易さが生態系に及ぼす影響は大きくなる．鉱物を構成するシリカ
（SiO2）等の酸化物は酸性土壌を中性化，弱アルカリ性化する他，底棲生物の良好な餌となる植物
の活性を高める等，生態系にとって極めて優良な溶出物である．シリカの溶出は土粒子などを構成
するSi-O-Si結合（siloxane bond）が加水分解されること，すなわちシリカ表面にあるシラノール基
（Si-OH）でアルカリ土類金属イオンがイオン交換することにより促進する．Doveら10)は，純水で
はシラノール基の加水分解はほとんど起こらないこと，田中12)はNaClやKClなどアルカリ金属イオ
ンがシリカゲル表面の水素イオンとイオン交換すると，Si-O-Siの切断が起こりやすくなること，シ
リカの溶出は陽イオンの種類（イオン半径）にも依存しており，Na溶液よりもCa溶液においてシリ
カの溶出速度が速いことを示している．上記のように酸化物の溶解は鉱物からのシリカの溶出を誘
発する等，土壌を構成する物質の物性を変化させること，溶存イオンの種類によって物性変化の程
度が変わることはよく知られている．
本研究では，溶解非晶質の SiO2，Al2O3，CaO，Fe2O3 等の酸化鉱物を含んで組成されるアルカ
リ剤（酸化物）としての性質を有する鉱物の再結晶組成物を対象とする．アルカリ剤が溶解する時
には水と反応し水酸化物を介して OH-と陽イオンが溶出される．溶出イオンは土壌の pH の上昇と 2
次鉱物であるる微細土粒子表面での陽イオン交換により粒子の性質を変化させる．
例えば水和Na+が吸着した粒子にCa2+等の多価の陽イオンが侵入するとSiの溶出の他にカチオン
交換に引き続きイオン架橋を形成し微細粒子の凝集（団粒構造化）を起こし易くして土壌環境を改
善する．金属イオンを溶出させるアルカリ剤は粒子のコンシステンシー変化（団粒構造化）等を生
起させて地盤地下水の流動性向上や地盤の還元化（硫化水素の発生等）を抑制する効果が想定され
る．コンシステンシー変化は生物棲息場を再生させていく等，有機物が堆積しヘドロ化した沿岸域
を再生する可能性を高める．本研究では石炭灰等を用いて作成するアルカリ剤造粒物が還元化した
有機泥土壌での生態系を再生する機構を明らかにすることを目標として造粒物の材料となるアルカ
リ剤の化学特性，主にイオンの溶出特性，水和特性を論じた．
表-2.5.1 各アルカリ剤の化学組成 10)
アルカリ剤
CaO(%)
SiO2(%)
Al2O3(%)
MnO(%)
アルカリ剤の
調整方法
粉砕後
75µm以下に調整
Fo（75µmオーバー）
Fa（75µmアンダー）
の2種類の試料に分級
75µm以下に調整
3.3 27 8.9
2.8 - 0.1
脱炭スラグ フライアッシュ 高炉セメントB種
42.2 1 55
12.4 63 24.7
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2.5.2 イオンの溶出と水和固化特性の把握 
(1) 対象とするアルカリ剤 
本研究では水と混合させることで水和固化体を生成するアルカリ剤を対象とした．用いたアルカ
リ剤は石炭灰（FA），脱炭スラグ（スラグ），高炉セメントB種（セメント）である．（）内は本論文
中での呼称である．表-2.5.1には用いたアルカリ剤の化学組成が示されている．
(a) 石炭灰（フライアッシュ；FA）
燃焼炉内で浮遊する溶融状態の灰分が EP（電気集塵機）で捕捉されたものが FA である．FA は
石炭が粉砕された微粉炭（石炭粉）が燃焼炉で 1000℃以上で燃焼した生成灰であるが，数％の微粉
炭が未燃焼炭素として残る．石炭には不純物としてカオリナイト，イライト，パイライト，クオー
ツ等の鉱物が含まれており，これらは約 1600℃の燃焼により溶解し再結晶化する．結晶質として
FAに含まれるSiO2は 70%程度であるが，そのうち 2割程度はクオーツ（SiO2）とムライト（Al6O13Si2）
の結晶相，その他は非晶質のガラス相として存在する．パイライト（FeS2）に含まれる鉄は燃焼に
よりマグネタイト，ヘマタイトに結晶化した酸化鉱物となる（図-2.5.1）．FA は Ca(OH)2が加わる
ことで，ポゾラン反応が進行し，水和固化体が生成される．
(b) 脱炭スラグ（スラグ）
脱炭スラグは製鋼スラグの 1 種である．製鋼スラグは，鉄鋼製造に伴う副産物である鉄鋼スラグ
の 1 つであり，銑鉄やスクラップから成分を調節し，鋼を製造する製鋼工程で副生される．脱炭ス
ラグは転炉内で酸素と反応させ除去する工程で生成するスラグであり，Ca，Si などを酸化物として
含有する．製鋼スラグは溶解した酸化物等が比較的ゆっくり冷却されるため，主にカルシウムシリ
ケート等の結晶質を有する．製鋼スラグは潜在水硬性を有し，pH を高くすることでイオンを溶出さ
せ固化することが可能だが，固化するためには溶出したイオン結合する相手が必要である．
(c) 高炉セメント B 種（セメント）
潜在水硬性のある高炉スラグ（鉄鋼スラグの一種）の微粉末を普通ポルトランドセメントに 30～
60%混合させ製造している．高炉セメントに含まれている酸化物は水和反応を起こり易くするため
不安定な結晶である．
図-2.5.1 微粉炭の約 1600℃の燃焼によるフライアッシュの生成概念図 10)
パイライト
カオリナイト，イライト
クオーツ
＜微粉炭＞
ガラス相
ボイラー中で燃焼，粘土成
分は変質・溶融
マグネタイト・
ヘマタイト
ムライト：ボイラー内
で析出
Feの一部はガラス相
に固溶クオーツ
＜フライアッシュ＞
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表-2.5.2 各温度での燃焼物 10)
（AF：エトリンガイト水和物，AFm：モノサルフェート水和物，
C3AH6：ハイドロガーネット，CH：Ca(OH)2）
(2) 金属イオンの溶出と水和物（固化体）の生成 
 対象としたアルカリ剤は水に接触すると溶解し，CaやSi等の金属イオンが溶出する．非晶質の酸
化金属は水と反応することで，水和物を形成する．Ca，Siイオンは相互に結合し水和反応が進行す
る．溶出したCa，Siイオンはアルカリ剤表面で水と反応してケイ酸カルシウム水和物（C-S-H）や
水酸化カルシウム（Ca(OH)2）等の水和物を生成し，アルカリ剤の固化が進行する．アルカリ剤の
水和反応が進行し水和物が生成する過程で，水和物の一部は大気中のCO2と反応し難溶性の炭酸カ
ルシウムが生成される．そのため炭酸カルシウムの生成が進行することで溶出特性が変化する．白
川ら13)は，炭酸ガスとセメント水和物の反応への水和の影響について示しており，セメント水和物
と炭酸ガスの主な反応を(2.5.1)式のように示している．また，Ca(OH)2は炭酸ガスと反応し炭酸カ
ルシウムを生成（(2.5.2)式）しやすい特性を有する．
3CaO・2SiO2・3H2O+3CO2®3CaCO3+2SiO2+3H2O  (2.5.1) 
Ca(OH)2+CO2®CaCO3  (2.5.2) 
 無機質であるアルカリ剤が燃焼により減量するのは化合物に結合した水酸基（OH-），炭酸基
（CO32-），水和物中の H2O の気化によるものである．水酸基を持つ化合物，水和物は燃焼すること
で水酸基，結合水の脱水が起こり，炭酸カルシウムでは脱炭酸が起こる．水和生成物や炭酸カルシ
ウムの燃焼温度はそれぞれ異なることから，燃焼試験を行うことで水和反応の進行度や生成物の推
定が可能と考えられる．表-2.5.2には，各温度で燃焼する水和生成物が示されている．
図-2.5.2 各アルカリ剤の粒度分布 10)
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表-2.5.3 海水中の含有物 10)
表-2.5.4 溶媒中のイオン量 10)
（表中のイオンは測定項目である）
(a)SiO32- (b)Ca2+ 
(c)Al3+ (d)Mn2+
図-2.5.3 各アルカリ剤からの溶出イオン濃度 10)
（実線上では純水と海水の溶出量が同値，凡例は図（a）～（d）で共通，
図(b)中の白抜きは，海水中に含まれていた Ca 濃度を差し引いた真の溶出量）
成分 重量(g) 濃度(g/L)
塩化マグネシウム（６水塩） 222.23 11.11
塩化カルシウム(２水塩） 30.7 1.54
塩化ストロンチウム（６水塩） 0.85 0.04
塩化カリウム 13.89 0.69
炭酸水素ナトリウム 4.02 0.20
臭化カリウム 2.01 0.10
ホウ酸 0.54 0.03
フッ化ナトリウム 0.06 0.00
塩化ナトリウム 490.68 24.53
硫酸ナトリウム(無水） 81.88 4.09
Mn
[mmol/L]
　ND
(0.009mmol/L以下)
ND
(0.01mmol/L以下)
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[mmol/L]
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(3) 水和固化に関するアルカリ剤の特性把握試験 
(a) 溶出試験
イオンの溶出は水とアルカリ剤の表面が接触し，酸化金属が溶解することで起こるため，溶出速
度は表面積に依存する．溶解が起こる材料の表面積を可能な程度均一化するため，試料は 75m で
調整された．スラグは粉砕し 75µm 以下に調整，FA は 75m フルイにより Fo（75µm 残留）と Fa
（75m 通過）の 2 種類の試料に分級した．図-5.2.2 に試験に用いたアルカリ剤の粒度分布を示し
ており，セメント，Fa，スラグが同分布とみなせる程度に調整されていることがわかる．アルカリ
剤からのイオンの溶出は，溶媒に溶存するイオン濃度等に依存するため，溶媒として純水と海水を
用いた．
溶出試験は純水溶媒と海水溶媒で比較できる様に，それぞれの溶媒において固液比1:10に調節し，
100rpm で 6 時間振とう後，1 時間静置させ，ガラス繊維ろ紙グレード GF/F（粒子保持能:0.7m）
のろ紙でろ過した後にイオン濃度を測定した．用いた海水の溶存イオン濃度が表-2.5.3 に示されて
いる．溶解後に測定されたイオンは，アルカリ剤を構成する主成分の酸化金属（CaO，SiO2，AlO3，
MnO）から溶出する Ca，Si，Al，Mn である．測定量は測定時の存在量であり，化学反応などが起
こった場合は実際の溶出量よりも少ない値を示すが，本論文では測定値を溶出量として扱っている．
溶媒の性状としてイオンの他に pH，酸化還元電位（ORP），電気伝達度（EC） を測定した．
(b) 燃焼試験
燃焼試験では溶出試験に用いた試料に加えて水和固化させた試料が用いられた．試料は 100℃で乾
燥され，燃焼温度を変えて減量が測定された．水和固化の進度は水和固化体からの水の脱離温度が
異なることを利用して，200℃，300℃，375℃，500℃，600℃，850℃の各温度で燃焼させ，その減
量を比較して推定した．アルカリ剤中の水和水の離脱（表-2.5.2）は 200℃～600℃，炭酸カルシウ
ムの燃焼は 850℃であることから，水和物と CaCO3を区別することができる．
(c) 水和固化試験 
アルカリ剤に水を加えない状態，水を加えた後，1 時間（1h），1 日（1d），1 週間（1w）の 4 段
階で生成された水和物の燃焼試験を行った．水和物はアルカリ剤 10g に水 3g を加えて生成された．
加水により変化する物質は水和物のみと考え，水和物の燃焼温度から，各段階での水和状態（水和
反応の進行程度）の評価を行った．アルカリ剤の水和反応の進行度の推定は燃焼試験結果（各温度
での減量分布特性）を比較することで行なった．
2.5.3 アルカリ剤の化学特性 
(1) 溶出特性 
(a) 溶媒の性状変化による溶出特性の把握 
図-2.5.3 には各アルカリ剤から溶出するイオン濃度の純水溶媒と海水溶媒での比較を示している．
図には(a) Si， (b) Ca，  (c) Al，  (d) Mn の各イオン濃度を示している．図中の実線は純水と海水
での溶出量が 1 対 1 となる量を示している．図-2.5.3(b) Ca には溶媒中に含まれていたイオン量（表
-2.5.4）を差し引いたアルカリ剤から溶出した真の溶出量も併せて示している．全てのイオンの溶
出量は純水と海水で異なり，かつ各々のイオンで溶出特性が異なっている．全てのアルカリ剤にお
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いて海水中での Ca と Si の溶出量は増大する特性があり，セメント，FA では純水に比較して 2 倍
を越える溶出量になる． Ca は他の 3 つのイオンの 100 倍以上のオーダーでの溶出があり，Ca の
溶出量は FA，スラグ，セメント間で数倍の差がある． Al は FA，Mn はセメントとスラグのみで溶
出し，Al，Mn とも純水中での溶出が多くなっている．Al は Ca と結合することで水和物を生成す
る物質であり，Mn は電子伝達物質である．
図-2.5.4には各アルカリ剤の F-CaO（フリーライム：未水和の CaO）含有量と Ca の溶出量関係が
示されている．F-CaO はエチレングリコールに溶出した CaO を ICP 発光分光分析法により測定さ
れた． Ca2+の溶出は C-S-H や CaO から起こるが，初期の溶出段階では F-CaO の反応（CaO + H2O 
® Ca(OH)2 ® Ca2+ + 2OH-）が優先して起こり，C-S-H からは長期間に渡って溶出する．本試験で
溶出している Ca2+はほとんどが F-CaO からの溶出であると考えられることから，FA，スラグとも
純水では 1 時間で F-CaO の 40％が溶解したと推定される．
図-2.5.5には溶媒の(a) pH-ORP，(b) ion-pH， (c) ion-ORP 関係が示されている． ion は測定さ
れた Al，Ca，Si，Mn イオン溶出量の和である．酸化物から陽イオンが溶出すると OH-が生産され，
pH は増加する．pH が増加すると ORP は pH 依存性により，図-2.5.5(a)の H+/H2の勾配（pH 依
存減率）に沿って減少する．純水中でのイオン溶出では ORP は pH 依存減率に近い勾配で変化して
いるが，海水での ORP は pH 依存減率を越えて低下している．pH 依存減率と異なる ORP の低下
は溶存物質の還元反応によって起こることから，海水中ではアルカリ剤の溶解（イオンの溶出）に
より酸化還元反応を誘発していることが推定される．図-2.5.5(a)での海水中の ORP 低下は
MnOx(s)/Mn2+の勾配に準じて低下していることから，海水中では Mn イオンからの電子生産により
ORP が低下していることが予想される．MnOx/Mn2+の酸化還元反応は Matocha14)により(5.2.3)式
で示されている．
  OHMneHsMnOx 222
12
2
1            (2.5.3) 
29.1OhE
スラグとセメントでは純水中での Mn イオンの溶出が確認できており（図-2.5.3），(5.2.3)式の反
応が起こることが裏付けられる．
イオンの溶出量が純水よりも多い状態にあるにも関わらず（図-2.5.5(b)），pH は純水に比較して
海水においてすべてのアルカリ剤で低くなっている．陽イオンの溶出量が多い海水中での pH の上
昇量が純水よりも少なくなるためには，陽イオンとともに溶出する OH-が消費される必要がある．
原ら（2013）15)は，セメント処理土の Ca 溶出は海水に含まれる MgCl2 や MgSO4 が処理土中の
Ca(OH)2と反応し不溶性の Mg(OH)2を生成すると同時に溶解度の高い CaCl2や CaSO4の形態に変
化させることを示している．海水には約 10 %の MgCl が溶存しており，OH-は Mg イオンと反応し，
不溶性の Mg(OH)2が生成されたことが pH を低下させた一因と考えられる．
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図-2.5.4 F-CaO 含有量-Ca 溶出量関係 10)
（黒塗りは純水，白抜きは海水,，実線は 1：1 の線を示す）
(a) 純水中での溶出           (b) 海水中での溶出
（イオン濃度スケール図(a)の 1/2）     
図-2.5.6 各アルカリ剤の Ec-ion 関係 10)
（図(b)のドットを含むプロットは，表-5.2.3中の Mg 濃度を EC 換算した値を含む EC を示す）
図-2.5.5 各アルカリ剤からのイオン溶出と pH，ORP の変化特性 10)
（黒塗りは純水，白抜きは海水での溶出試験結果，ion は Al，Ca，Si，Mn イオンの総量を示す．
図(a)での点線は水の pH 依存減率，実線は MnOx(s)/Mn2+の pH 依存性を示す．）
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(a)純水中での溶出           (b) 海水中での溶出
図-2.5.7 EC 実測値-積算値関係 10)
図-2.5.8 各アルカリ剤の燃焼特性 10)
(a)高炉セメント           (b) FA 
(c) Fo (d) 脱炭スラグ
図-2.5.9 各アルカリ剤の水和反応時間毎の燃焼特性 10)
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(b) 電気伝導度による溶出イオン量把握の可能性 
図-2.5.6 には EC-ion 関係，図-2.5.7 には溶媒中に存在するイオン量から求めた EC（積算値）
と測定値が比較されている．積算 EC は各溶融イオンの極限伝導率から求められた．図-2.5.7中の
実線は，NaCl を溶解して求められた EC の関係を示している．EC は溶出イオン量の増加が多いア
ルカリ剤で大きくなるが，海水ではイオンの溶出によって溶出前の海水の EC よりも低くなってい
る（図-2.5.6）．海水中でイオンの溶出によって EC が減少するのは前述した不溶性物質（Mg(OH)2）
や水和物の生成によるものと考えられる．海水の EC が Na イオンのみが示す EC に近い値を示して
おり，海水の EC が Na イオンに強く依存していることがわかる．
海水中の pH は Mg(OH)2が形成されると低下し，図-2.5.5(b)と図-2.5.6から pH と EC の関係は
反比例の関係であることから，Mg イオン濃度の低下により EC の低下が起こることが予測される．
EC への Na イオンの極限当量伝導率  = 50.11S･cm2/eq，Ca イオンでは  = 120S･cm2/eq，Mg イ
オンでは 106.06 S･cm2/eq であるので，海水中の Mg イオンが Mg(OH)2となることによる EC の低下
量を見積もると 69.38mS/m となる．図-2.5.6(b)では，海水中の Mg イオンが全て Mg(OH)2 となった
と仮定し，Mg(OH)2の生成による EC の減量分を加えた場合にも海水よりも低い EC を示している．
したがって EC の低下は水酸化物の生成の他にアルカリ剤から溶解した Ca，Si，Al イオンが溶解
と同時に水和反応を生起していると考えられ，更なる EC の減量分は水和物の生成によって起こっ
ていると考えられる．
(2) 燃焼特性
(a) アルカリ剤の燃焼特性 
図-2.5.8には各アルカリ剤と石炭の燃焼特性が示されている．石炭の燃焼特性を示したのは，FA
に未燃炭素が含まれているためである．燃焼特性が異なることは，水和状態等が異なる成分（化合
物）によりアルカリ剤が構成されていることを示している．850℃までの燃焼により脱炭スラグでは
約 4%，Fa では約 2%，Fo では約 10%，高炉セメントでは約 1%の減量がある． Fo での減量分の 90%
以上が 375～600℃で燃焼しており，石炭の減量分布と比較すると石炭成分より高い温度での燃焼温
度であることがわかる．石炭から硫黄，コールタール等の不純物が除かれると燃焼温度が上昇する
ことがわかっており 16)，この燃焼分が未燃炭素と推定される．
600～850℃で燃焼するのは，CaCO3である．脱炭スラグでは減量の 60%が CaCO3，離脱水も他のア
ルカリ剤の 5 倍以上多くあり，CO2の吸収や水和が起こり易い素材であると考えられる．
(b) 水和固化体の燃焼特性 
図-2.5.9には各アルカリ剤の水和反応時間毎の燃焼量の変化を示している．セメントでは時間を
経るにつれて水和固化体が増加しているのが明確にわかる．スラグは，加水 1 時間後に燃焼量は 2
倍程度変化するが，1 週間後の変化は 1 時間で起こる水和の 1/2～1/3 程度である．セメントでは，
加水することにより水和反応の 60%が 1 日で起こり，FA やスラグでは，1 週間では水和反応がほと
んど起こっていないことがわかる．FA はポゾランであるため，FA の水和反応を促進させるために
は，Ca(OH)2や NaOH などの水酸基が必要である．FA 中には Si や Al は豊富に含まれているが，CaO
等の酸化物が含まれていないため，FA 単独では水和固化が起こらなかったことが考えられる．スラ
グは水硬性を有しているが，1 週間では水和反応が十分に促進されていないことが予測される．また，
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セメントでは水和反応時間の増加に伴い各燃焼温度での燃焼量も増加していることから，エトリン
ガイト水和物や Ca(OH)２等の水和生成物が生成されていることが確認された．スラグでは 50～200℃
間で多くの燃焼量が増加していることから，エトリンガイト水和物やモノサルフェート水和物が生
成されていることが確認できた．
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2.6 長期養生した海砂代替材の組成物変化
2.6.1 海砂代替材の組成物変化
養生開始 6 ヶ月後と 30 ヶ月後に，海砂代替材 5 ケースを用いて XRD 回折により結晶組成物を定
量評価した．確認された結晶組成物とその化学式を表-2.6.1 に示す．6 ヶ月養生後の結晶組成物質
を図-2.6.1，および 30 ヶ月養生後の結晶組成物質を図-2.6.2 に示す．養生期間により結晶組成物
質比が異なることが確認された．石炭灰とセメント水和物によるポゾラン反応は長期的に進行して
おり，6 ヶ月以降も継続していると考察される．海砂代替材の主な結晶組成物は，Mulite, Calcite, 
Quartz, Hatrulite, Portlandite である．石炭灰の添加率にともない Mulite, Quartz は増加，
Hatrulite, Portlandite, Calcite は減少している．6 ヶ月養生後では石炭灰添加率と結晶組成物の比
率について明確な関係性が認められないが，長期養生後では，添加率と結晶組成物の比率に明らか
な関係性が認められる．これは造粒物の石炭灰とセメント水和物による硬化反応が十分に進行する
ことに基因していると考察できる．なお，蛍光 X 線分析（XRF）および XRD 回折による定性・簡
易定量分析では，試料を粉砕し均質化して偏りが無くなる様に調整している．
表-2.6.1 実験で確認された結晶組成物とその化学式 6)
図-2.6.1 配合を変化した海砂代替材の主要元素構成(1) 6)
図-2.6.2 配合を変化した海砂代替材の主要元素構成(2) 6)
結晶組成物質名称 化学式
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2.6.2 長期養生試料の SEM 画像による観察および考察
30 ヶ月養生した海砂代替材を SEM 画像により観察した．造粒物は 30 ヶ月の養生後に中心部で分
割し，破断面中心部を観察対象箇所とした．写真-2.6.1の(a)から(e)に造粒物中心を観察した SEM
画像，(f)に海砂代替材の製造に用いた石炭灰の SEM 画像を示す．
石炭灰添加率 70%,および 87%試料で多数の針状結晶組成物とそれに伴う微細空隙の発達が確認さ
れた．この微細空隙は FA 添加率 0%（写真-2.6.1(e)）の造粒物では確認されなかった．SEM 画像
観察から微細空隙の発達を最大化する混合率が存在することが考察される．
(a)ケース 1:石炭灰添加率 95%  (b)ケース 2:石炭灰添加率 87%  (c)ケース 3:石炭灰添加率 70%
(d)ケース 4:石炭灰添加率 40%  (e)ケース 5:石炭灰添加率 0%  (f)石炭灰 100%
写真-2.6.1 配合調整した海砂代替材（30 ヶ月養生後）および石炭灰の SEM 画像 6)
2.6.3 長期養生試料の比表面積の変化
石炭灰とセメントの混合比率により比表面積が変化する事を 2 章 2 節で明らかにした．本節では
長期的な養生期間の変化により海砂代替材の比表面積がどの様に変化するかを明らかとした．6 ヶ月
および 30 ヶ月養生した試料を用い，気体吸着法（窒素吸着，BET 多点法）により比表面積を測定し
た．測定結果を図-2.6.3に示す．養生期間に関わらず，比表面積は配合比率の影響を大きく受けて
おり，石炭灰添加率 70 %で大きくなっている．また，6 ヶ月養生と 30 ヶ月養生を比較すると全ての
配合で比表面積は増加している．石炭灰添加率が 40 %以下の場合，比表面積は 8 m2/g 以下である．
一方 70 %では 20 m2/g 以上となっており，大きな相違がある．
本論文 3 章において，石炭灰添加率 70 %でポゾラン反応率が高い事（図-3.6.7）を示しており，
ポゾラン反応に伴い微細孔が発達し比表面積が増加すると考察できる．
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図-2.6.3 長期養生した海砂代替材の比表面積変化 6)
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2.7 石炭灰造粒物の長期的な物理化学特性の変化
実海域で長期間覆砂材に活用した場合の海砂代替材としての物理特性（強度，吸水率，形状）の
維持や化学特性に伴う組成変化については十分に明らかにされていない．本節では，石炭灰造粒物
を覆砂材として活用する場合の長期的な物理化学特性の機能性維持について，実験的に明らかとす
ることを目的に論じた．敷設後 13 年および 3 年が経過した石炭灰造粒物を採取し，マクロ的な手法
とミクロ的な手法により実験し長期特性を評価した．石炭灰造粒物は，セメントをバインダーとし
た固化物のため，海水中で遊離カルシウムの溶出，水和に伴う pH の上昇や水酸化マグネシウムの生
成がある．底質中では生成した水酸化カルシウムが可溶性のシリカと反応してカルシウムシリケー
ト水和物を生成するポゾラン反応が起こることを考察（第 3 章 3.2.2）している．個別の反応は定性
的に明らかであるが，その反応により石炭灰造粒物の組成がの様に変化するかは未だ明らかにされ
ていない．
本節では，実海域覆砂箇所から採取した試料により物理特性評価のため，圧壊強度試験，吸水率
試験を実施した．また，化学特性評価のため，マクロ的な評価として，室内での覆砂層再現実験（pH
上昇試験）を行った．組成変化をミクロ的に把握するため，石炭灰造粒物断面の元素量分析と SEM
観察を行った．更に中心部と表層部の組成の相違が確認された 3 年経過試料について XRD 解析によ
り結晶組成物質を同定した．そして，表層部と中心部に試料を分割して Ca および Si の溶出試験を
実施し，組成変化に伴う溶出能力の変化を評価した．
これらの実験，調査により石炭灰造粒物の長期的な覆砂材としての安定性と組成変化のメカニズム
について新たな知見を得た．
2.7.1 長期間覆砂に用いた石炭灰造粒物の物理特性
海域底質覆砂材（敷設後 13 年）および干潟覆砂材（敷設後 3 年）として敷設されている石炭灰造
粒物を海域より採取（表-2.7.1）し，その物理特性（表-2.7.1）を評価した．比較用材料として，
未使用覆砂材（石炭灰造粒物）を準備した．採取したすべての覆砂材について外観を観察したが，
摩耗や破砕は無く，形状は安定しており，外観面の劣化は確認されなかった．一方で表層部の色調
は製造時の外観と比較して茶黒色に変色していた．これらの圧壊試験を実施し強度を確認した．一
軸圧縮試験機により(JIS-Z-8841)に基づき試験を実施した．なお，試験サンプル数は 20 供試体とした．
強度特性を評価した結果，未使用品と同等の強度水準（規格値: 1.20 MPa 以上）が維持されているこ
とを確認した．
圧壊試験後の破断面を確認すると，覆砂経年後の試料は，未使用覆砂材と異なり，同心円状の色
調変化が確認（写真-1）された．表層からの物質反応によるものと想定されるが，中心部の色調も
変化している．石炭灰造粒物はセメントと FA の硬化反応により固化しており，天然材料と異なり，
緩やかであるが海水中で組成変化が進行すると想定される．この断面の組成変化については，元素
分析により評価することとした．
長期的な物理特性の変化有無を確認するため，吸水率についても試験を実施した．吸水率試験の
結果を表-2.7.2に示す．13 年および 3 年経過試料と未使用覆砂材の吸水率は同程度であった．この
結果より，内部空隙等も経年に伴う変化は軽微と考察される．これらの結果より石炭灰造粒物は実
海域で長期的（13 年）に海砂代替材として活用されても物理的に安定した材料と評価できる．
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表-2.7.1 採取・分析試料の概要 17)
表-2.7.2 採取試料の物理特性 17)
2.7.2 長期間覆砂に用いた石炭灰造粒物での覆砂層再現実験（化学特性評価）
石炭灰造粒物の主な化学特性として Ca イオンおよび Si イオンの溶出 5)がある．石炭灰造粒物の覆
砂層内間隙水 pH は周辺環境より上昇する．石炭灰造粒物透水層内間隙水の pH 上昇は遊離 Ca の溶
出に起因しており，長期的には Ca 溶出特性が抑制されると想定する．この pH 上昇特性について，
マクロ的に把握するために，実験室で現地覆砂層を再現（表-2.7.3）し実験した．採取した試料を
用いφ150 mm の円筒形実験水槽内に 100 mm の覆砂層を整形した．これに固液比 1:1 および 1:3 の
条件で実験用水を加え，経時変化による pH の上昇を測定した．固液比 1:1 は覆砂層内間隙水の再現
を目的とした．固液比 1:3 は，覆砂層直上水の再現である．実験用水は，海水では干渉作用が高く
評価が困難なため，純水（イオン交換水）と淡水（活性炭処理した河川水）を用いた．
覆砂 13 年および 3 年経過試料により pH 上昇試験を実施した結果（図-2.7.1, 図-2.7.2），経過年数
に応じて pH 上昇の抑制を確認した．固液比 1:1，純水による実験では，覆砂年数に応じ pH 上昇が
緩やかとなった．固液比 1:3 になると純水での pH 上昇抑制が明らかである．固液比 1:1 の淡水では
13 年経過試料の pH 上昇は抑制され，1:3 になると 3 年経過試料も上昇は抑制される．実験では pH
は 10 分以内に一定値に収束している．これは現地覆砂層の pH が一定値に維持されることに一致す
る．本実験により経過年数に応じ pH 上昇は抑制されるが，13 年経過後も一定の pH 上昇特性が維持
されていることが明らかとなった．
採取箇所 干潟敷設箇所（表層） 海底覆砂箇所（表層）
覆砂後経過時間 3年 13年
覆砂時期 2012年12月 2002年
採取時期 2015年11月 2015年10月
採取箇所
広島県広島市
一級河川太田川水系
河岸干潟（潮位差4m）
山口県熊毛郡
田布施町　馬島沖
海底底質（水深12m）
敷設環境 好気環境 好気環境
採取方法 干出時に採取 潜水作業により採取
項　目 未使用覆砂材 3年経過試料 13年経過試料
圧壊強度 1.30 MPa 1.33 MPa 1.42 MPa
吸水率 22.0% 22.3% 25.1%
色　　調 灰色 灰色 茶黒色
外　　観 - 劣化等なし 劣化等なし
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表-2.7.3 覆砂層再現実験概要 17)
図-2.7.1 石炭灰造粒物覆砂層再現による pH 上昇試験(1) 17)
図-2.7.2 石炭灰造粒物覆砂層再現による pH 上昇試験(2) 17)
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項　目
固液比
実験水
実験材料
2種類：純水および活性炭処理水
実験条件
1:1（層内間隙水を想定）, 1:3（直上水を想定）
3種類　未使用の石炭灰造粒物
13年および3年経過覆砂材試料
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2.7.3 海水浸漬による化学組成変化
(1) 海水での長期浸漬による化学組成変化
海砂代替材を海水に 3年間浸漬した試料，および実海域で覆砂材として活用し 13年が経過した試
料の元素構成比と組成物質を分析した．分析結果は 30ヶ月養生し未使用の海砂代替材と化学組成に
ついて比較評価した．比較試料は表-2.2.1のケース 2（石炭灰添加率 87 %）と同じ配合である．
蛍光 X 線分析による元素構成比の把握と XRD 回析による結晶組成物の分析により考察，評価し
た．また，海水への浸漬に伴う組成変化は，海砂代替材の表層から徐々に進展すると考察されたた
め，試料は表層部と中心部に分割し，偏りが無い様に粉砕処理して分析した．試料は直径 20 mmの
ものを使用し，中心~半径 5 mmを中心部，半径 5~10 mmを表層部として分割した．
図-2.7.3 長期養生試料の元素構成比と結晶組成物質 6)
図-2.7.4 海水中で 3年間浸漬した海砂代替材の元素構成比 6)
図-2.7.5 13年間海域で活用した海砂代替材の元素構成比 6)
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図-2.7.6 海水中で 3年間浸漬した海砂代替材の結晶組成物 6)
図-2.7.7 13年間海域で活用した海砂代替材の結晶組成物 6)
(2) 海水浸漬試料の分析結果と考察
30ヶ月養生し未使用の海砂代替材（石炭灰添加率 87 %）の元素構成比と結晶組成物質を図-2.7.3
に示す．海域で 3年間浸漬した試料の元素構成比を図-2.7.4，結晶組成物質を図-2.7.6に示す．Ca
の減少とともに，Mgの吸着が確認された．中心部と比較し，表層部は Ca減少量が多く，Mg付着
量が多い．13 年間海域で活用した試料の元素構成比を図-2.7.5，結晶組成物質を図-2.7.7 に示す．
Calcite の比率が低下し，Magnesite，および Sjogrenite が生成されている．このメカニズムは Ca
の溶出と海水由来の Mg が交換され，生成されたものと考察される．3 年間海水に浸漬した試料と
13年間使用した試料の組成変化は，ほぼ同様である．また 3年間海水浸漬した試料は中心部と表層
部の CaとMgの元素構成比が大きく相違しており，表層から CaとMgの交換反応が進んでいるこ
とが把握された．13年経過試料も表層部と中心部の組成は Caと Mgの比率が相違している．しか
し，その差は 3年浸漬試料と比較して小さく，海砂代替材の最終組成形態と考察できる．
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(3) 海水浸漬試料の付着物質および溶出物質の評価方法
海域に敷設された海砂代替材には，海水の影響により表層および細孔へ海水由来の物質が吸着さ
れ担持されると想定される．また，造粒物からは組成変化が収束するまでの長期に渡り Ca 等の溶
存態イオンが溶出する事を確認した（第 2章 2.4.3）．これら溶出物質を把握するため，13年経過試
料および 3 年間海水浸漬試料を用いて，付着および溶出物質を定量評価した．試料を純水により十
分に洗浄し，105℃の乾燥炉で 24時間乾燥した．乾燥した海砂代替材 100g を純水 1000mlにより
固液比 1:10として溶液試料を作成し，20℃の恒温室に静置した．それぞれ 4日後，および 7日後に，
溶液を ICP発光分光分析装置（iCAP6000, Thermo Fisher scientific）により分析した．これら分析値
を比較する事で，海域での使用に伴い付着する物質と長期的に溶出が継続する物質を評価した．
(4) 溶出物質の分析結果と考察
ICP 発光分光分析装置により分析された結果を図-2.7.8～図-2.7.11 に示す。ここでは主要な溶
存態イオンを示した．横軸に純水への浸漬期間，縦軸に純水に溶解した海砂代替材の付着および溶
出物質が示されている．Caは溶出物質で海水に 3年間浸漬する事で，組成変化に伴い溶出量は微量
になったと考察される．S，Pは未使用品からも溶出されているが，その構成比から考察して海域で
付着したものが溶解していると想定できる．Na，K は海水由来成分のため吸着物質と考察できる．
Siは微量だが定常的に溶出している．Al，Fe，Mnの溶出量は非常に微量である．
図-2.7.8 海砂代替材の溶出物質(1) 6)
図-2.7.9 海砂代替材の溶出物質(2) 6)
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図-2.7.10 海砂代替材の溶出物質(3) 6)
図-2.7.11 海砂代替材の溶出物質(4) 6) 
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2.7.4 経年覆砂材内部の元素構成変化
(1) 長期覆砂試料の元素分析方法
敷設後 13年および 3年が経過した石炭灰造粒物の組成変化を評価するため，ミクロ的なアプロー
チとして，石炭灰造粒物の構成元素について定性分析を実施した．覆砂材として使用された石炭灰
造粒物を未使用覆砂材と比較すると，図-2.7.12に示すとおり，断面に同心円状の色調変化が認めら
れる．石炭灰造粒物からは，Ca，Si，Al の長期的な溶出が確認されている（第 2 章 2.4.3）．断面部
の色調変化は，これらの溶出イオンや底質での造粒物組成物質の変化によるものと想定される．元
素分析には，電子線マイクロアナライザ（EPMA: Electron Probe Micro Analyzer, SHIMADZU製）を
用いた．
採取した石炭灰造粒物を 2つに分割し，断面整形の後に図-2.7.12に示す間隔で，中心部から表層
の元素構成を測定した．図-2.7.12に示す石炭灰造粒物の中心から 6～8 mm程度の箇所に色調の変
化点がある．1 箇所の測定範囲は，30.21 μm×22.66 μm とした．石炭灰には未燃炭素が含まれて
おり，その範囲を測定すると炭素元素量（C）が卓越し適切な組成変化の評価が困難となるため，複
数回測定して特異値は棄却した．EPMAによる元素分析に併せて，各測定断面箇所を SEM画像によ
り観察した．
(2) 長期覆砂試料の元素分析結果および考察
EPMAによる石炭灰造粒物内の元素構成分析結果を図-2.7.13～図-2.7.18に示す．SiO2およびそ
の他の酸化物が主要な組成物質となっているため，O元素の構成比率が大きい．O, Si, Cの元素構成
は一定で安定し表層部から中心部まで変化は確認されない．Ca 元素は，3 年経過試料（図-2.7.13）
は，表層部（10,12mm）の測定箇所で減少している．また，13 年経過試料は，中心部から表層部ま
での全体で Ca元素の減少が確認（図-2.7.13）された．Mgは 13年経過試料の表層で高くなってお
り，海水由来の反応物質と考察できる．また，Pは干潟覆砂（3年）の表層側で明らかに高い，これ
は既往の研究 5,6)で明らかにされている Pの吸着機能で，Caとの反応により吸着されたと考察でき
る．断面内の組成物質量のバラツキを考慮すると，13年経過試料は，中心部から表層部までほぼ同
様の元素組成と評価できる．未使用品の元素組成もほぼ同様の組成であった．
図-2.7.12 石炭灰造粒物の断面および EPMA分析箇所 17)
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図-2.7.13 覆砂材の Ca元素量分析結果 17)
図-2.7.14 覆砂材（3年）の元素量分析結果（1）17)
図-2.7.15 覆砂材（13年）の元素分析結果（1）17)
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図-2.7.16 覆砂材（3年）の元素分析結果(2) 17)
図-2.7.17 覆砂材（13年）の元素分析結果(2) 17)
図-2.7.18 覆砂材の P元素量分析結果 17)
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(3) 長期覆砂試料の SEM画像による観察および考察
EPMAにより測定した分析箇所について SEM画像により観察した．写真-2.7.1,写真-2.7.2はそ
れぞれ，石炭灰造粒物断面の表層部および中心部を示したものである．覆砂 3年試料の中心部では，
エトリンガイトの針状結晶（写真-2.7.1(a)），ポルトランダイト（Ca(OH)2）の六角板状の結晶性水
和物が数多く確認された（写真-2.7.1(b)）．これらのことから中心部には反応物質（Ca）が多数存
在していると評価できる．
表層はケイ酸カルシウム水和物（C-S-H）の結晶やエトリンガイトの針状結晶が存在せず，全体が
塊状になっていることがわかる．これは，表層が炭酸化し CaCO3が形成された結果と考察される．
また，干潟部への覆砂試料は，表層に珪藻類の付着が数多く観察された（写真-2.7.2(a)）．一方で，
覆砂 13年試料では，中心部から表層部までの SEM画像で，エトリンガイトの針状結晶，ポルトラ
ンダイト（Ca(OH)2）の六角板状の結晶性水和物は確認されず，表層部と同様に炭酸化が進行してい
ると考察された．13年試料は，断面全体が 3年経過試料の表層 2 mm範囲と同様の断面性状が観察
された．
未使用の造粒物についても SEM画像で確認した結果，表層は未使用の状況で炭酸化しており，そ
の厚さは SEM観察および EPMA分析の結果，2mm程度と考察される（写真-2.7.2(b)）．13年経過
試料は Ca 元素が低減しているが，強度特性は未使用品と同等である（表-2.7.2）．これは炭酸化に
伴う CaCO3の形成により，外殻部の強度が増進され，長期的な強度の維持に寄与していることが想
定される．
写真-2.7.1 石炭灰造粒物中心部（覆砂後 3年経過）17)
写真-2.7.2 石炭灰造粒物表層部の SEM画像 17)
4μm 4μm
(a) エトリンガイトの針状結晶    (b)六角板状の結晶性水和物 
4μm 4μm
(a)珪藻の付着（覆砂 3年後） (b)未使用の覆砂材表層部
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(4) 覆砂石炭灰造粒物の XRD解析による化合物同定
3年経過試料の中心部と表層部は，元素構成が異なっており，それぞれの組成物質が異なることが
想定された，3年経過試料の表層部と中心部の組成物質を調べることで，組成変化を評価することが
可能と想定されたため，未使用の石炭灰造粒物と干潟に 3 年覆砂された造粒物の表層部と中心部の
組成変化を XRD 解析により把握した．石炭灰造粒物は，FA（中国電力（株）新小野田発電所産）
と高炉セメント B種（JIS規格品）および結合水の化学反応（水和反応とポゾラン反応）によって生
成される化合物であり，FAとセメントの混合により結晶組成物質が生成される．石炭灰造粒物の結
晶組成物（化合物）の組成変化と非晶質量を XRD（X線回折）解析装置（RAD-RU300; 理学電気製）
により分析した．併せて同定された物質の半定量解析（Reference Intensity Ratio法）を実施し，表層
部，中心部および未使用品の違いによる化合物（結晶組成物）の定量評価を実施した．非晶質量の
評価は，非晶質を含む全強度をピーク分離により算出し，非晶質強度を全強度で割る事で求めた．
(5) XRD解析による化合物の同定結果と考察
XRD解析結果を図-2.7.19に示す．2θ= 20～40°において各試料のピークの違いが確認できる．
XRD解析の結果，未使用品の石炭灰造粒物と比較して，覆砂経年試料は，非晶質量が低下している
ことが確認された．その非晶質量（表-2.7.4）は，中心部より表層部の低下が大きくなっており，
非晶質部の溶出による減少が想定される．非晶質量評価が高いほど，覆砂材の組成物質は結晶化し
ておらず溶存態イオン溶出能力は高くなると考察される．
試料毎の結晶組成物の違いが確認された（表-2.7.5）． 覆砂３年経過試料の表層部と中心部の違
いによる化合物（結晶組成物）を定量評価した（表-2.7.5）．Mulliteは未使用品と中心部で同様の組
成量である．CaCO3は未使用と表層部で同様の組成量であった．表層部で CaCO3が多く検出された
要因は，遊離 CaOと CO2の反応により表層で炭酸化が進行し CaCO3が生成したためと考えられる．
覆砂試料から Fe3O4（Magnetite），Ca4Al2O6Cl12･10H2O（Hydrocalumite）が 1.6～8.7 %と少量ではあ
るが検出された．Magnetiteは，鉄の酸化物であり，海域・河川・湖沼など水環境に遍在する磁性細
菌の細胞内にも含まれている．未使用の造粒物からはMagnetiteが検出されていないことから，実海
域試料から検出された Magnetite は底質または石炭灰造粒物表層に生息していた磁性細菌由来の可
能性が示唆される．
Hydrocalumiteは，水酸化カルシウムとカルシウムアルミネート CaO・2Al2O3が反応して生成する
ことが報告されている．実海域試料で検出されたハイドロカルマイトは，石炭灰造粒物が海水中で
の反応により生成したと考察できる．これら生成物と敷設環境に関する詳細把握は，今後の研究課
題である．
XRD解析により，表層部と中心部でその化学組成が変化していることが確認された．海域での覆
砂により中心部から表層部において，非晶質量の低減量が大きくなっている．これは表層から，遊
離 Ca や Si 等が溶出するためと考察できる．結晶組成物量は，非晶質量が考慮されていないため，
直接的に比較は困難であるが，表層部で CaCO3は高く，表層で炭酸化し造粒物の圧破強度の維持に
寄与することで，物理特性を安定化していると考察できる．
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図-2.7.19 石炭灰造粒物の XRD分析結果 17)
表-2.7.4 非晶質量評価結果 17)
表-2.7.5 結晶組成物量評価 17)
石炭灰造粒物
未使用品
覆砂3年経過試料
表層部
覆砂3年経過試料
中心部
A16Si2O13
Mullite
30.0 21.5 30.3
SiO2
Quartz
17.8 27.0 39.4
CaCO3
Calcite
46.8 41.2 21.5
Ca3SiO5
Hatrurite
4.8 0.0 0.0
Ca6A12(SO4)3(OH)12･26H2O
Ettringite
0.5 0.0 0.0
Fe3O4
Magnetite
0.0 8.7 6.3
Ca4A12O6C112･10H2O
Hydrocalumite
0.0 1.6 2.5
相 名
結晶名称
定量値（wt%）
試料名 非晶質強度（cps）
全強度
（cps）
非晶質量評価
（非晶質強度/
全強度×100）
石炭灰造粒物：未使用品 385542 629942 61.2
覆砂3年経過試料-表層部 307467 646346 47.6
覆砂3年経過試料-中心部 370273 661532 56.0
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2.7.5 経年覆砂材からの溶存イオン溶出特性
(1) 溶存態イオンの溶出試験方法
経年覆砂試料からのイオン溶出特性を調査した．既往の研究でその溶出特性が明らかにされてい
る物質（Ca，および Si）の溶出特性を実験的に評価した．溶出試験は覆砂後 3年経過した試料の表
層部と中心部である．試料は中心部と表層部を切断して作成した．また，未使用の石炭灰造粒物を
対照材料とした．なお，中心部と表層部で元素構成比の相違が確認された覆砂後 3 年経過試料を対
象とした．
実験は，試験材料をイオン交換水で洗浄しプラスチック製ネットに入れてアクリルパイプ内に吊
るし，イオン交換水 2 L，固液比は 1：400（試料 5.0 g），20 ℃の恒温槽内で，直上水をスターラー
で攪拌した．実験期間は 1ヶ月（31日）とし所定の経過日数毎に，試料を採水し，ろ過後（ろ紙 No5 
C），Caおよび Siの溶出量を分析した．なお，溶解度維持のため 10日毎にイオン交換水を全て入れ
替えた．Siの測定には，吸光光度計（UV1600），Caの測定には ICP質量分析装置（Agilent 7500 ce）
を使用した．
(2) 溶出特性試験の結果と考察
覆砂 3 年経過試料の表層部と中心部からの溶出イオンを定量的に評価した．Si イオン溶出量を図
-2.7.20に，Caイオン溶出量を図-2.7.21に示す． Siについは，3年経過後も表層部，中心部とも
に，未使用品と同様の溶出特性が維持されていた．この結果より Siについては，実海域においても
長期的に溶出が継続していると考察される．一方，Ca イオンについては，実験開始から 10 日間の
溶出が，表層部で低かった．中心部からは未使用試料と同等の Caが溶出している．また 10～20日
間は，未使用覆砂材と比較し，表層部，中心部ともに溶出量は低い．しかし 20～30日では未使用品
と同等の溶出特性となることが確認された．これは，3年経過試料が，pH上昇試験（図-2.7.1およ
び図-2.7.2）において pH の上昇までに時間を要することと一致している．および，元素分析での
Ca量は表層側が低下している傾向と一致していた．13年経過試料も pHは上昇しており，能力は維
持できている．この結果より Caについては，実海域において，安定した箇所に覆砂された造粒物は，
3年経過後も覆砂層内において継続的に Caを溶出していると評価できる．
図-2.7.20 造粒物のケイ酸イオン溶出量（30日）17)
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
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1.4
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Si
溶
出
量
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L)
溶出日数（日）
溶解度維持のため10日で純水を交換
未使用覆砂材
経年覆砂材（表層部）
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図-2.7.21 造粒物の Caイオン溶出量（30日）17)
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2.8 本章のまとめ
本章では，石炭灰造粒物の物理化学特性について論じた．得られた結論は以下の通りである．
(1) 配合調整による物理化学特性の変化
1) 海砂代替材の元素構成比：配合を調整した海砂代替材（石炭灰造粒物）の元素構成比を示した．
Si, Alおよび Feは FAの添加率に伴い増加している．一方で，Ca, S, Mgはセメント添加率の低下
に伴い減少している．これらは各材料の混合比率に依存している．産地および産出時期により，
石炭灰およびセメントの元素構成は変動するが，造粒・固化で元素構成比は変化しないことを示
した．
2) 海砂代替材の配合評価：比表面積の増加を目的とした場合は，FA添加率を 70 %以上にすること
で，比表面積の増加が図れる．
(2) pH上昇特性
1) 実験により，石炭灰造粒物覆砂による pH 上昇特性を示した．造粒物を緩衝作用の少ない淡水域
で使用する場合の覆砂層内間隙水 pHは 9.5～10.4程度に維持されると考察する．
2) 貯留実験結果より，海域で使用する場合の覆砂層内間隙水 pH は，8.0～9.0 程度に維持されると
考察する．
(3) 保水特性と溶存態イオンの溶出特性
1) Caイオンは，石炭灰造粒物の組成物質から遊離，溶出したものと評価できる．コンクリートのセ
メント添加量は 300 kg/m3以上であり，試験に用いた石炭灰造粒物のセメント量と比較し 2倍程度
であるにも関わらず Caイオンの溶出量は同程度であることを示した．これは石炭灰造粒物の空隙
率，比表面積および非晶質量の特性に起因すると考察する．
3) Caイオン，Siイオンは，溶出速度が一定勾配で維持されており，1年程度は安定して溶出機能が
維持されると評価できる．
4) Alイオンは，180日経過以降はその溶出が止まっていることを示した．
(4) アルカリ剤の化学特性
1) 初期のCaイオンの溶出量はアルカリ剤に含有されるF-CaO量に依存することを示した．
2) アルカリ剤からのイオンの溶出は溶媒中に存在するイオンの化学反応（Mg(OH)2や水和物の生成）
を誘起するため，イオン量（EC）を低下させる．ECの低下量は水和物生成量の推定法として利用
できる可能性が見出された．
3) 水和物の減量は100℃～600℃での燃焼量で表すことができた．この特性を利用することによりア
ルカリ剤の水和過程の推定の可能性が示唆された．
4) 高炉セメントB種は，1日で水和反応の約60％が進行すること，脱炭スラグは加水後1時間以内に
初期の水和は終了すること，石炭灰単体ではほとんど水和反応が進行しないことを示した．
5) 溶出試験，燃焼試験からアルカリ剤の水和固化特性を推定することができた．イオンの溶出量が
多いアルカリ剤を水和させた固化体で高い燃焼率を示し，イオン溶出量が多いほど水和反応が促
進されることが示唆された．
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6) 還元化土壌の底質改善に効果的なアルカリ剤からのイオンの溶出は組成酸化物の結晶構造と溶
媒により異なるため，環境再生材の製造過程においてアルカリ剤の化学特性を考慮することでよ
り高い浄化能力を得ることが期待されることを示した．
(5) 長期養生した海砂代替材の組成物変化
1) 海砂代替材の結晶組成変化：6ヶ月および 30ヶ月養生後の結晶組成物質を評価した．養生期間に
より結晶組成物質が異なることが確認された．ポゾラン反応は長期的に進行しており，6ヶ月以降
も継続していると考察される．海砂代替材の主な結晶組成物は，Mulite, Calcite, Quartz, Hatrulite, 
Portlanditeである．石炭灰の添加率にともないMulite, Quartzは増加，Hatrulite, Portlandite, Calcite
は減少している．長期養生後のものは石炭灰添加率と結晶組成物の比率に明らかな関係性が認め
られる．これはポゾラン反応等が十分に進行していることに基因していると考察できる．
2) 長期的な比表面積の変化：長期養生期間に伴う比表面積の変化が確認された．養生期間中も長期
的に内部でポゾラン反応等が継続しており，製造 6ヶ月と 30ヶ月を比較すると比表面積が養生期
間に伴い増加している．
3) 海水浸漬した海砂代替材の元素構成と結晶組成物質の変化：海域で 3年間浸漬した海砂代替材の
分析により，Ca元素の減少とともに，Mgの吸着が確認された．XRD回折と蛍光 X線分析により，
元素構成と結晶組成物質の変化を評価した．元素構成比の変化と海域で長期的に浸漬した後の組
成物質の変化に関するメカニズムと最終組成形態が明らかとなった．
4) 海砂代替材の溶出物質：海水に長期浸漬した試料分析により，海砂代替材からの溶出物質を定量
評価した．Caは海水に 3年間浸漬する事で，組成変化に伴い溶出量は微量になったと考察される．
S，Pは未使用品からも溶出されているが，その構成比から考察して海域で付着したものが溶解し
ていると考察する．Siは微量だが定常的に溶出している．Al，Fe，Mnの溶出量は非常に微量であ
る．
(6) 長期的な物理化学特性の変化
1) 長期的物理特性：海底覆砂後 13 年および 3 年経過した石炭灰造粒物を採取し物理特性を評価し
た．形状は安定しており，外観から劣化等は確認されていない．強度特性を評価した結果，未使
用品と同等の強度水準（1.2 MPa以上）が維持されていることを確認した．また，吸水率について
も未使用品と同程度であった．これらより石炭灰造粒物は実海域で長期的（13年）に海砂代替材
として活用されても物理的に安定した材料と評価できる．
2) 長期的化学特性：覆砂 13年および 3年経過した試料による実験の結果，経過年数に応じて pH上
昇が抑制されることが確認された．一方で，13 年経過後も pH 上昇特性を有することが確認され
た．これは覆砂層の pHが長期間安定して維持されていることに一致する．
3) 長期的な元素構成変化：元素構成分析によって，造粒物内部の Caの減少が確認された．Caは表
層の減少量が多く，覆砂期間に伴い元素量が低下することが確認された．干潟の覆砂試料表層で
はリンの吸着が実証された．
4) 長期的な化学組成変化：XRD回析により，表層部と中心部でその化学組成が変化していることが
確認された．海域での覆砂により非晶質量が低下している．中心部より表層部において，非晶質
量の低減量が大きくなっていた．また，表層は未使用品ですでに炭酸化しており，その厚さは SEM
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観察および EPMA分析の結果，2 mm程度と考察された．
5) 組成変化後のイオン溶出特性：覆砂 3年経過試料の表層部と中心部からの溶出イオンを定量的に
評価した．Siイオンは，3年経過後も表層部，中心部ともに未使用品と同様の溶出特性であった．
Caイオンは，表層部は低下しているが，中心部は未使用試料と同程度の溶出特性であった．
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第３章 石炭灰造粒物の底質改善機能
3.1 石炭灰造粒物覆砂による底質改善機構の概要
3.1.1 石炭灰造粒物の底質改善に関する既往の研究
石炭灰造粒物は，中央粒径 d 50=20 mm 程度の砂礫状材料であり，硫化水素の発生抑制・吸着およ
びリン酸（栄養物質）の吸着効果が確認されている．フライアッシュの化学成分である二酸化ケイ
素（SiO2）および酸化アルミニウム（Al2O3）にセメントの主要成分である酸化カルシウム（CaO）
が合わさった化学成分組成である．様々な酸化物を溶出する石炭灰造粒物は，有機物を含む底質の
環境修復に用いられている．例えば酸化カルシウムは，水中で水和反応を起こして水酸化カルシウ
ム（Ca(OH)2）を生成して pH を上昇させる．石炭灰造粒物は，有機泥の浄化（有機物の分解や硫化
水素の吸着など）を促進して，有機泥の還元化（ヘドロ化）を抑制する特性を持つ．
図-3.1.1 は，石炭灰造粒物による有機泥の浄化機能の概要を覆砂の事例で示している．石炭灰造
粒物は，硫化物の吸着，大きな粒子間空隙による沈降有機泥のトラップ効果や通水効果，間隙内の
酸性化防止，生物による効率的な有機物の分解などの機能を有している．石炭灰造粒物による有機
泥の被覆は，底泥の間隙水から溶出するリン酸を吸着して底層水への溶出を低減することで，水域
の富栄養化を抑制する機能を有している．
アルカリ化合物は様々な酸化物を溶出し，有機泥の堆積する場の環境修復技術に用いられている．
本研究の対象である石炭灰の化学成分の中では，酸化カルシウム（CaO），酸化マグネシウム（MgO），
酸化ナトリウム（Na2O），酸化カリウム（K2O）がリン酸と反応すると考えられる．主に酸化カルシ
ウムにより，難溶性のリン酸カルシウム（Ca3(PO4)2）を生成（図-3.1.2）していると推測される．
出典）環境修復用の砂代替材－石炭灰を使用した環境修復用砂代替材－（Hi ビーズ／新技
術情報提供システム[NETIS]，国土交通省，中国電力株式会社）1) 掲載図を転載
図-3.1.1 石炭灰造粒物の覆砂効果の概要 1)
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出典）石炭灰造粒物を用いた河口域干潟および浅海域の底質環境改善手法の
評価（図-4.2.2，藤原哲宏，3/2014.）2) 掲載図を転載
図-3.1.2 石炭灰造粒物の富栄養化の抑制機能 2)
図-3.1.3 には，泥層内での有機物の分解系統図を示す．泥内の有機物が分解すると H+が発生し，
電子が蓄積するために酸化体（最終電子受容体（TEA），Terminal Electron Acceptor）の還元物質（ODU）
化が進行する．一方，主要な成分が酸化物（SiO2，Fe2O3，CaO など）の石炭灰を材料とする石炭灰
造粒物は，接触する泥層間隙水内に酸化物を溶出する．間隙水内に溶出した酸化物は，泥内に蓄積
した電子および H+を消費して泥内の還元状態を緩和するとともに弱アルカリ環境にする．
また，アルカリ化合物である石炭灰造粒物の有機泥への混入により，泥内に含有される鉄，マン
ガン，硫黄などのイオンは，Mediator（電子伝達物質）として電子の伝達距離を延長する．有機泥内
の電子を強制的に放出させることにより，硫化水素の生成や酸素の消費が抑制され生物の生息環境
が改善する 11)．無害化された有機物が栄養分として底生生物に利用されることで，生物の自助によ
る長期的な生態系の多様性への転換が期待される．
出典）石炭灰造粒物の組成とヘドロ浄化機能（図-5，上野耕平ら，土木学会
第 63 回中国支部研究発表会発表概要集，5/2011.）3) 掲載図を転載
図-3.1.3 泥層内での有機物の分解系統図 3)
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覆砂材として酸化物を溶出する空隙率の大きい石炭灰造粒物透水層を設置（図-3.1.4）すること
により，還元有機泥層の安定化，沈降堆積泥による目詰まり防止（イオン交換による透水性向上），
間隙内への大気の取り込みと流れによる DO 供給（酸化状態確保），そして有機泥の分解と流出によ
る有機泥の減量が期待される 4)．
また，石炭灰造粒物層には干出時に層内間隙に大気を蓄えて，冠水後も造粒物層間隙内に大気が
残留する機構が形成されている．写真-3.1.1 は，河岸干潟での石炭灰造粒物による覆砂部の表面か
ら気泡が出ている状況である．造粒物層内では間隙水と空気の流動性が高く，大気は干出時に石炭
灰造粒物層下部まで入り込み，造粒物層間隙の一部に残留する．この機構により，造粒物層内に捕
捉された有機泥は嫌気性分解だけでなく，好気的な分解過程を有すると想定することができる．さ
らに，造粒物層下の有機泥に対しても大気との接触距離を短縮し，接触時間を拡大することで酸化
的状態の形成を助長していると考えられる．
出典）地下水が遮断された河口干潟でのアサリ育成場の創造（図-9，藤原哲宏ら，
土木学会論文集 B3Vol.69, No.2., 6/2013.）4) 掲載図を転載
図-3.1.4 石炭灰造粒物の敷設による底質改善メカニズム 4)
出典）石炭灰造粒物を用いた河口域干潟および浅海域の底質環境改善手法
の評価（写真-4.2.2，藤原哲宏，3/2014.）2) 掲載図を転載
写真-3.1.1 石炭灰造粒物による覆砂部からの発泡状況（干出前）2)
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3.1.2 硫化水素の吸着機能
石炭灰造粒物を用いた硫化水素の吸着機能が，これまでの研究により，その効果が報告されてい
る．浅岡聡ら（2009）5)は，石炭灰造粒物のもつ特性を活用し，硫化物イオンの除去について，評価
を行っている．
DO を 2 mg/L 以下とし，硫化物イオンの初期濃度をそれぞれ 8 mg-S/L，80 mg-S/L に調整した海水
に石炭灰造粒物を混合し，硫化物イオンの吸着効果（図-3.1.5）を調べている．その結果，初期濃
度 8 mg-S/L のケースで石炭灰造粒物添加 44 時間後に硫化物イオンが検出限界値（0.1 mg-S/L）以下，
80 mg-S/L のケースで 96 時間後に同じく検出限界値以下まで低下している．この実験により，石炭
灰造粒物は還元状態において硫化物イオンの吸着能力があることが明らかと言える．
さらに，石炭灰造粒物の硫化物イオン飽和吸着量（図-3.1.6）については 108 mg-S/L との実験結
果が示されており，活性炭（2.3～71 mg-S/L）を上回る吸着能力があることが報告されている．
出典）石炭灰造粒物による硫化物イオンの除去（Fig.1, 2，浅岡聡ら，
水環境学会誌 Vol.32 No.7, 2009.）5) 掲載図を転載
図-3.1.5 硫化物イオン濃度の経時変化 5)
出典）石炭灰造粒物による硫化物イオンの除去（Fig.4，浅岡聡ら，
水環境学会誌 Vol.32 No.7, 2009.）5) 掲載図を転載
図-3.1.6 石炭灰造粒物への硫化物イオンの飽和吸着量 5)
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3.1.3 リンの吸着機能
石炭灰造粒物を用いたリンの吸着機能が，これまでの研究によりその成果が報告されている 7), 8), 9)．
中原らは，石炭灰造粒物のもつ特性を活用し，覆砂による底質改善について，評価を行っている．
石炭灰造粒物を有機質底泥に混合したときの底質改善効果を，水槽を用いた擬似現場実験により
検証した結果 6)によると，石炭灰造粒物は間隙水中の PO4-P を吸着し，底泥からの PO4-P の溶出を
抑制（図-3.1.7）することが明らかとなっている．また，底泥の pH を上昇させることで，硫酸還元
菌の活性を抑制できる可能性がある一方で，pH 上昇に伴って底泥から NH4-N が溶出することから，
底泥に石炭灰造粒物を混合する場合には，石炭灰造粒物の混合比率を少なくするなどして pH 上昇を
抑える工夫（図-3.1.8），あるいはアンモニア濃度自体を低下させるなどの対策が必要であることが
示されている．
出典）石炭灰造粒物による有機質底泥の改善（図-4, 図-5, 浅岡聡，山本民次，
用水と廃水 Vol.51 No.2、pp.157-163, 2009.）6) 掲載図を転載
図-3.1.7 底泥間隙水の栄養塩濃度の経時変化 6)
出典）石炭灰造粒物による有機質底泥の改善（図-4, 図-5, 浅岡聡，山本民次，
用水と廃水 Vol.51 No.2、pp.157-16, 2009.）6) 掲載図を転載
図-3.1.8 底泥の pH の経時変化 6)
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3.1.4 底質改善機構と改善性能に関する検討事項
前節までで，石炭灰造粒物の有する底質改善効果について概説した．しかし，還元有機泥が堆積
した干潟に石炭灰造粒物を敷設する場合の造粒物と有機泥との土壌反応特性，および干潟上を歩行
可能とする地盤支持力の改善と底質の溶出物質を抑制する化学反応特性である底質安定化機構につ
いては，十分に明らかにされていない．
本章では，石炭灰造粒物を覆砂材および干潟再生材として活用する場合の土壌反応性，および化
学的材料特性に基づく底質安定化機構と改善性能について，底質酸素消費抑制効果，および栄養塩
類溶出抑制効果に関する室内外での実験を行い，底質改善機構と改善性能について論じる．
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3.2 土壌反応特性と底質安定化機構
3.2.1 石炭灰造粒物および比較材料の土壌反応特性
干潟還元有機泥は，その土壌構成が複雑で有機物を多量に含有している一方，覆砂材となる自然
砂礫は結晶質であり，土壌反応性は非常に低い．石炭灰造粒物は，FA にセメントを添加し造粒固化
した砂代替材であり，結晶質と非晶質の混合物質である．SEM 画像（写真-3.2.1）で示すとおり紛
体である FA の化学性状は，セメントの水和反応やポゾラン反応により変化していると想定される．
造粒固化により FA が有する陽イオン交換容量（CEC）や電気伝導度等の土壌反応特性が，どの様
に変化するかは明らかにされていない．その特性変化を明らかにするため，造粒前の FA と石炭灰造
粒物の土壌反応特性を評価した．石炭灰造粒物は，粒径 0～40mm の分布を有し 2mm 以下の細粒分
20 %未満で活用されている．本研究では粉体との比較のため細粒分に着目し，土壌反応特性を粒径
2 mm 以下の細粒分により実験した．なお，2 mm 以上の粗粒分も化学組成が同様なため土壌反応特
性は同程度になると考察される．
土壌環境分析法に準拠して，交換性陽イオンは原子吸光光度法，リン酸吸収係数はリン酸アンモ
ニウム液法，可給態リン酸は水溶出法，および性状分析は土壌養分分析法により評価した（表-3.2.1）．
併せて比較材料として，火力発電所から産出される石炭灰の一種で砂礫状物質のクリンカアッシュ
（CA）の反応特性も評価した．CEC は，土壌中のもっとも重要な化学反応指標の一つで，窒素やリ
ン酸などのイオン吸着保持に影響を与える要因である．有機土壌で 25～40 程度，砂礫土壌では 5～
10程度である．石炭灰造粒物のCECは8.80 meq/100gであり，FA（0.71 meq/100g），CA（0.39 meq/100g）
と比較し 10～20 倍程度である．CEC の増加は，交換性陽イオンの Ca イオンの増加によるものと考
察される．交換性陽イオンは土粒子に吸着されている Ca2+，Mg2+，K+，Na+であり，その結合は弱
く容易に別のイオンと置き換わることが可能である．アンモニア態窒素，硝酸態窒素は造粒固化に
より低減している．可給態リン酸は土壌生物が吸収利用できるリン酸の総量で，FA と比較し造粒固
化により低減されていると考察できる．土壌分析法に基づくリン酸吸収係数は，土壌のリン酸吸収
力を評価する指標であり火山灰土で数値が高く（2000 以上），砂質土で低くなる．石炭灰造粒物のリ
ン酸吸収係数は，2540 であり，高い値と評価できる．広島湾ではカキ養殖が盛んであり，カキの主
要な餌である珪藻が成長段階に必要とするケイ酸イオンが海域および干潟覆砂材から供給されるこ
とを想定し溶出試験を長期間（300 日間）実施した．併せてこの作用により，底質からのリン酸溶出
を抑制していると考察できる．石炭灰造粒物の土壌反応特性は．粉体である FA および砂礫状物質で
ある CA と比較し，陽イオン交換容量は約 10 倍，リン酸吸収係数は 3 倍以上となっており，造粒固
化により土中イオン吸着保持性能が向上されていると評価できる．
写真-3.2.1 SEM 画像(a)石炭灰造粒物，(b)造粒前の FA 11)
5μm5μm
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表-3.2.1 石炭灰と石炭灰造粒物の土壌反応特性 11)
3.2.2 石炭灰造粒物による底質安定化機構
(1) 石炭灰造粒物と有機泥の化学反応機構
石炭灰造粒物覆砂により，有機泥層と石炭灰造粒物の接触・混合層では，その土壌反応性と溶出
される Ca イオンの造粒物層内での保水性により，間隙水の Ca イオン濃度が向上し，局所的に高 pH
層（pH10～11）が形成される．その結果，底質有機泥は次に示す化学反応機構により改質されると
考察する．土粒子は，概ね負に帯電しており互いに反発しあう状態にあるが，Ca イオンの正の電荷
によってこれが中和され，土粒子は凝集し団粒化が促進される（図-3.2.1）．さらに団粒化した有機
泥中では，間隙中に針状結晶水和物（Ettringite）によるネット構造が生成し，有機泥を安定化する
（図-3.2.2）．微量ではあるが，石炭灰造粒物層内に存在する Ca (OH)2は，有機泥土粒子のシリカ分
とポゾラン反応を起こし，土粒子と石炭灰造粒物との接着が起こると想定する．併せて，水和反応
による土の含水比低下に起因されて有機泥が安定化し含水比の低下も想定される．反応物質である
Ca (OH)2 は，TG 曲線（図-2.2.5）FA87 %の 400～550 ℃の減少量より 0.4 %と算定できるが，微量
なためコンクリートの様な硬化反応ではなく，地盤の安定化（0.4～6 N/cm2）程度の強度レベルとな
る．実際の底質覆砂では，これらの反応機構は単独でなく複合して起こると考察する．
感潮域では上記反応機構に併せて，海水由来の硫酸塩が存在するため，石炭灰造粒物層内で
Ettringite の再生成が促進されると考察する．硫酸塩による Ettringite 再生成の反応は，既往の研究 12)
により以下の様に示され．その反応機構は次のとおりと考察する．石炭灰造粒物層内の局所的な pH
上昇で硫酸塩はセメント水和物である Ca(OH)2 と反応し二水石膏を生成する（式(3.2.1)）．そして，
カルシウムアルミネート水和物と反応し Ettringite を生成（式(3.2.2)）し周囲の有機泥と共に凝固す
る．
単位 ＦＡ 石炭灰造粒物 CA
陽イオン交換容量（CEC） meq/100g 0.71 8.80 0.39
電気伝導度 mS/cm 1.00 0.99 1.11
カルシウム 27.1 52.1 12.3
マグネシウム 1.2 1.2 0.4
カリウム 0.1 2.0 0.01
ナトリウム 0.3 1.3 0.1
アンモニア態窒素 5.8 2.1 1.2
硝酸態窒素 0.6 0.3 0.4
リン酸吸収係数 - 797 2540 675
mg/100g 208.7 10.1 15.6
カルシウム 0.1未満 11.0 0.1
マグネシウム 0.08 1.0 0.22
カリウム 4.0 7.0 2.8
ナトリウム 4.4 5.6 7.3
*実験は，すべて2mm以下の粒径で実施
分析項目
窒素
可給態リン酸
mg-dry/kg性状分析
mg/100g
交換性
陽イオン meq/100g
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Ca (OH) 2 + Na2SO4 + H2O 
→ CaSO4・2H2O + 2NaOH                (3.2.1) 
3CaO・Al2O3・6H2O + 3(CaSO4・2H2O) + 20H2O 
→ 3CaO・Al2O3・3CaSO4・32H2O         (3.2.2) 
図-3.2.1 石炭灰造粒物覆砂による土粒子の凝集・団粒化概念図 11)
図-3.2.2 石炭灰造粒物覆砂による有機泥安定化概念図 11)
3.2.3 石炭灰造粒物による底質安定化実験および調査
覆砂材である石炭灰造粒物と有機泥の接触面および混合層では，図-3.2.1，図-3.2.2 に示す反応
により底質の安定化が図られると考察されるため，その反応による安定化を室内実験および現地覆
砂箇所からの試料採取により，一軸圧縮強度試験で評価した．作成した試料は現地を模擬して覆砂
表層から底質までの混合層の再現を目的とした（表-3.2.2）．自然状態の有機泥を 1 級河川太田川派
川干潟より採取し，石炭灰造粒物を混合し，高さ 10 cm，直径φ5 cm の円柱供試体により評価した
（図-3.2.3）．供試体は気中養生のため，硫酸塩の供給は遮断され自然乾燥状態により覆砂初期の安
定化が再現されている．そのため，長期的な凝固反応は生じていない．石炭灰造粒物のみでは反応
性は低く，海水由来の硫酸塩類を含有する有機底泥との混合により凝固反応が促進されていると考
察する．
あわせて，太田川派川京橋川干潟で凝固反応した石炭灰造粒物を複数個所で採取し 5 cm×5 cm 程
度のサイズに整形加工し圧縮強度を評価した．採取箇所底質の pH（7.3～8.9）と強度はバラツキが
－
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－
－
－
－
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－
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大きく，6 試料の反応性を 1 軸圧縮強度で評価したところ，0.4～26 N/cm2 であった．これは覆砂後 3
年が経過しており，局所的な海水由来の硫酸塩等による Ettringite の生成により化学的凝固が促進さ
れたと考察される．その反応状況を SEM 画像により観察した．室内実験で有機泥と混合安定化させ
た試料（写真-3.2.3(a)）と 1 軸圧縮強度が 26 N/cm2 であった現地凝固試料（写真-3.2.3(b)）を比較
すると，現地試料は凝固が促進し緻密になっていることが確認された．これは地盤の安定化（0.4～6 
N/cm2）の強度レベルを上回っており，有機泥の混入量は不明だが時間の経過とともに，式(3.2.2)の
Ettringite の生成が促進されたと考察される．
表-3.2.2 試験製作した試料一覧 11)
図-3.2.3 石炭灰造粒物覆砂による有機泥安定化評価 11)
写真-3.2.2  SEM 画像(a)ケース 3，(b)現地覆砂での凝固試料 11)
No. 作成試料（カッコ内は重量比） 対象箇所
ケース1 石炭灰造粒物のみ 表　層
ケース2 還元有機泥（30%）+石炭灰造粒物（70%） 混合層１
ケース3 還元有機泥（50%）+石炭灰造粒物（50%） 混合層2
ケース4 還元有機泥（70%）+石炭灰造粒物（30%） 混合層3
ケース5 還元有機泥のみ 対象底質
10μm 10μm
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3.3 石炭灰造粒物覆砂による底質酸素要求量の低減効果
既往の研究で，石炭灰造粒物は内部空隙が大きく覆砂材として用いたとき透水性が良いことが確
認されている．透水性が向上するためキャッピング効果については，自然砂よりも劣るとも想定さ
れるが，干潟において，覆砂効果の確認は重要であるが十分に明らかにされていない．本研究では，
石炭灰造粒物による油脂類の吸着特性を定量的に把握し，自然石等他の覆砂材と比較すると共に，
底質酸素要求量（SOD:Sediment Oxdation Demand）に代表される溶出物の抑制効果を室内実験により
評価することで，石炭灰造粒物の環境改善性能に関する新たな知見を得た．
3.3.1 干潟覆砂を再現した室内実験方法
(1) 底質酸素要求量低減に係る温度依存性評価
これまでの研究で，石炭灰造粒物の覆砂実験により SOD の低減が確認されている 6)．還元有機泥
層内の酸素消費要因としては，還元された金属の酸化，底生生物の呼吸，好気微生物の呼吸，硝化，
硫化物の酸化等が挙げられる．これら消費過程を個別に考慮するのは事象を複雑にし，覆砂効果を
評価するには効率的でない．還元有機泥堆積干潟の DO 消費には，温度依存性があるため，温度を
変化させた場合の石炭灰造粒物による SOD 抑制効果を実験した．
(2) 干潟覆砂を再現した室内実験方法
石炭灰造粒物覆砂による底質改善効果を評価するために，現地干潟を模擬した室内実験を実施し
た．対象箇所を広島デルタ 1 級河川太田川派川の感潮河川干潟の底質として，還元状態となった底
泥から溶出する物質と石炭灰造粒物覆砂による溶出抑制効果を実験的に評価した．現地干潟の底泥
を採取し，円筒形コアパイプ（φ10 cm，h=50 cm）を用いて覆砂効果の確認実験が実施できる 5 cm
の覆砂厚として，現地の層状地盤を約 1/10 スケールで再現した（図-3.3.1）．溶出物を評価するた
め，直上水は純水を用いた．恒温槽に装置を配置し温度を 10, 20, 30 ℃に設定，上部を蓋で閉塞し，
初期 DO は現地採泥時の直上水に合せ，20，30℃では 5.6 mg/L，10℃では 6.0 mg/L とした．DO は水
深 10cm 毎，3 箇所で測定し平均した．DO の経時変化により酸素消費抑制効果を評価した．併せて，
20，30℃において，現地還元有機泥間隙水 DO と同等の 1 mg/L 未満となった実験開始 240 時間後に，
装置内の水を採取し還元状態で溶出する物質を測定した．覆砂試料についても効果比較のため同時
に測定した．また，20℃条件の試験体は，蓋をした状態で 150 日間の長期にわたり試験を継続し溶
出物質（Fe, P, Mn, および Na）の抑制効果を確認した．
3.3.2 干潟覆砂を再現した室内実験結果と考察
底泥溶出物抑制実験（図-3.3.1）による結果（図-3.3.2，図-3.3.3）から底質酸素要求量（Sediment 
Oxygen Demand；SOD）を実験期間 100 時間，および 200 時間で算出した（図-3.3.4，図-3.3.5）．
横軸は実験水槽の温度，縦軸は底質酸素要求量（DO 消費速度）である．感潮河川干潟有機泥に比較
し，石炭灰造粒物を覆砂することにより 20℃における実験開始から 100 時間での SOD（図-3.3.4）
は，還元有機泥 275 mg/m2/day，石炭灰造粒物覆砂 125 mg/m2/day となっており，約 150.0 mg/m2/day
の低減効果が確認された．200 時間においても SOD 低減量は大きい（図-3.3.5）．本実験により石炭
灰造粒物覆砂による底質の酸素消費量の低減効果は温度条件により評価可能なことが確認された．
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3.3.3 干潟覆砂を再現した室内実験による底質からの溶出物質抑制効果 
再現した層状地盤底泥（図-3.3.1）からの溶出物質抑制効果を確認した．試料は懸濁物質を取り
除き，溶存物質を ICP 発光分光分析（iCAP6000,Thermo Fisher scientific）により評価（図-3.3.6）し
た．ここでは主な物質（P, Fe, Mn, および P）を示した．覆砂により底質からの溶出物質量は低減さ
れ低減効果が確認された．既往の研究 7)により石炭灰造粒物にはリンの吸着が確認されている．一
般的にリンは底泥の還元化と共に溶出量が増加する．石炭灰造粒物覆砂により還元状態は緩和され，
リンの溶出量が低減されていることが図-3.3.6に示されている．Fe, Mn は還元状態で溶出する代表
的な金属だが，これらの抑制も長期的に図られている．Na は，感潮河川域の底泥のため海水由来の
ものである．造粒物層間隙を通じて，底泥から溶出している．150 日経過後は造粒物覆砂の水槽 DO
も 1 mg/L 未満の還元状態であったが，Fe, Mn, P の溶出は抑制されている．これらは造粒物と溶出物
質とのイオン交換等化学反応に基因すると考察され，この原因究明については今後の課題としたい．
図-3.3.1 底泥溶出物質抑制実験概要および還元有機泥性状 13)
項　　目 感潮河川干潟
強熱減量 （%） 4～10
含水比 (%) 67.4～81.3
ORP (mV) -328～-40
DO (mg/L) 0.5～1.0
硫 化 物 0.09～0.17
n-ヘキサン抽出
物質 (mg/kg) 500～1000
PO4-P (mg/L) 0.1～1.3
NH4-N (mg/L) 1.5～6.0
還元有機泥性状
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図-3.3.2 還元有機泥による DO 消費実験 13)
図-3.3.3 石炭灰造粒物による DO 消費低減実験 13)
図-3.3.4 石炭灰造粒物覆砂による SOD の低減効果(1) 13)
図-3.3.5 石炭灰造粒物覆砂による SOD の低減効果(2) 13)
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図-3.3.6 石炭灰造粒物による底質溶出物質の低減 13)
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3.4 石炭灰造粒物により浄化された河岸ヘドロの有機物特性評価
3.4.1 河岸ヘドロの有機物特性評価の概要
太田川市内派川では人口増に伴う生活排水の増加によりしばしば未処理下水が放流され河岸のヘ
ドロ化が進んでいる．広島市内中心を流れる京橋川河岸においても上げ潮により河口から浮遊物質
が輸送され 1cm/年程度の有機泥の堆積がある．著者らはアルカリ剤造粒物である石炭灰造粒物を利
用し，市内派川河岸に堆積したヘドロの浄化と生態系の再生を行なってきた．この底質改善技術を
適用した 1 つとして京橋川での改善効果の評価を行なっている．
石炭灰造粒物のように酸化物（SiO2，Fe2O3，CaO 等）を材料として造粒されたアルカリ剤造粒物
がヘドロ上に散布されると，造粒物を構成する酸化物から泥層内間隙水に陽イオンと OH-が溶出す
るため，pH が上昇する．さらに，アルカリ剤造粒物から溶出する水和 Ca2+は，土粒子表面に弱吸着
水として吸着している水和イオン（海水と接する粒子では主に水和 Na+）と交換して水分子層厚（含
水比）を減少させる．さらに，弱吸着水厚の減少は土のコンシステンシー特性の変化（液性限界，
塑性指数の低下）を促すと想定される．これらのコンシステンシーの変化は土粒子の粘性や水に対
する鋭敏さを低下させ，微細粒子の団粒構造化や粒子の流動性を増大する効果を有している．すな
わち，CaO を含む酸化物を溶出するアルカリ剤造粒物はヘドロ内に蓄積する還元物質の酸化（還元
状態の緩和）や有機泥粒子のコンシステンシーの変化等を生起させてヘドロ層の浄化（硫化水素の
発生や貧酸素化抑制，地下水の流動性向上等）を促進し，生物棲息場の再生を可能にする機能を有
している．本節ではヘドロ化が進んだ河岸干潟に 1km 以上にわたって散布した石炭灰造粒物による
ヘドロ地盤の浄化量を評価するための調査法および分析結果について論じた．
3.4.2 有機泥を構成する有機物の概要と分析法
(1) 有機物の嫌気性消化過程
嫌気性消化過程では，易分解性である不安定な有機物（多糖類，タンパク質，脂質等）は低分子
化され，最終的に二酸化炭素やメタンに無機化される 15)．消化過程では ATP（アデノシン三リン酸）
の生産等が行なわれ，微生物体内にエネルギーとして蓄えられている．有機物の分解では消化過程
で生成される電子と H+は微生物の活動（ATP 生成等）に利用されるが，利用後に電子は酸化物の還
元（ODU：oxigen demand unit の生成）に用いられ，H+と共に泥層内に蓄積される．堆積泥中で起こ
るこれらの過程が有機泥のヘドロ化（還元化，酸性化）である．一方，不安定有機物を材料として
16)，または植物プランクトン中の不飽和脂肪酸が酸化することによって 17)，フミン酸，フルボ酸，
ヒューミン等の腐植性有機物の生成が行なわれる．腐植性有機物は土壌の陽イオン交換容量（CEC）
を増大させる等の働きを有しており，腐植性有機物の存在はアルカリ剤造粒物の浄化効果を助長し
ている．
(2) 有機泥の採取と分析方法
堆積有機泥の採取は京橋川に加えて福山港，広島湾奥部（呉湾，海田湾）で行われた．福山港で
は下水放流口（内港）から約 2 km と 10 km 以上離れた有機物含有量の少ない地点で採取した．
(a) アルカリ剤造粒物散布後の底泥採取 
アルカリ剤造粒物として石炭灰をセメントで造粒した石炭灰造粒物が 2013年 5月に 10 cm～40 cm
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厚で河岸に散布された．試料採取は散布地点と未施工地点で行なわれた．未施工地点での底泥の採
取厚は 10 cm，上層は地盤表層，中層は 10 cm 深，下層は 20 cm 深を規準面とした．散布地点では上
層は表造粒物，または泥表面から 5 cm 厚で採取し，中層，下層は未施工地点の中層，下層に対応さ
せて採取した．
(b) 有機泥に含まれる元素および油脂成分の分析
採取した有機泥の含有元素（C，N），n-ヘキサン抽出物質，粒度組成，および燃焼特性を測定した．
n-ヘキサン抽出物質にはフェノール類，アミン類等が含まれるが，これらを含めて油脂類として扱
った．110℃で炉乾燥させた有機泥を CHN 分析装置により含有元素量を測定した．CHN 分析により
測定された C は全炭素（T-C）を表している．
(c) 泥の燃焼特性試験
燃焼試験では電気マッフル炉（Yamato 科学機器社製，FO510）を用いて有機泥を 110℃で乾燥（含
水比測定）後，200℃から 600℃までに温度を変えて 4 時間燃焼し，燃焼量に対する減少量（mg/g）
を測定した．燃焼温度は IL の添え字として，例えば 400℃までの燃焼量は IL400 のように標記した．
一般的に海底泥を対象とした有機泥分析では有機物量として IL600 が利用されているが，600℃の燃
焼では粒子に吸着する構造水（強吸着水）の蒸発による質量減少が含まれることから，本解析では
400℃の燃焼による減量分 IL400 を全有機物量としている 18)．したがって IL600 と IL400 との差は構
造水量として考えることができる．また，不安定有機物は易燃性有機物であることから 19)，IL300
を不安定有機物量として用いている．
3.4.3 河岸堆積泥の特性
(1) 不安定有機物の堆積状態
図-3.4.1には有機物の特性として，(a) 全有機物量（IL400）と不安定有機物量（IL300），(b) IL400
と T-C，(c)構造水（IL600-IL400）と吸着水（含水比-構造水），図-3.4.2には微細粒子の物理･化学特
性として，細粒分含有率（シルト+粘土成分）に対する(a)含水比，(b)全炭素量，(c)油脂類（n-ヘキ
サン抽出物質）の各々との関係が示されている．なお，セジメントトラップは河岸に 15 日間設置し
捕捉された有機泥を河岸に輸送されて沈降する有機泥として分析した．
(a) 不安定有機物の含有割合
不安定有機物には高分子のタンパク質，炭水化物，脂質および，それらの低分子化した炭素化合
物が含まれる．不安定有機物は易分解性であるため，不安定有機物含有量の多い有機泥は還元化し
易い．図-3.4.1(a)では IL 比（＝IL300/IL400）は 0.6～0.8 程度の値をとっており（図-3.4.4 の横軸
に IL 比が示されている），不安定有機物の含有量が多い傾向にある．0.7 を越える IL 比を持つ有機
泥は下水処理場に集積された未処理汚泥（下水汚泥）と同程度の不安定有機物を含む可能性がある．
自然由来の有機物であれば，易燃性有機物は不安定な有機物として扱うことができる．しかし，対
象域は様々な起源の有機物が流入する河岸であり，易燃性有機物が全て不安定有機物として扱うに
は問題がある．本論文では比較的分析容易な n-ヘキサンで抽出される油脂類を IL300 とともに分析
することで有機物の起源を議論する．
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下水汚泥では油脂類が不安定有機物に占める割合が大きいが，京橋川の干潟泥（京橋泥）では堆
積泥，捕捉泥がともに 1/4 以下の含有量である（図-3.4.4）．植物プランクトンを主に起源とする広
島県呉湾の堆積有機泥（呉泥）では油脂類量は IL 比が同程度である広島県福山港内港の堆積泥（福
山泥）の 1/5 程度の値を有している．京橋泥は一次生産を起源とした有機泥と同オーダの油脂分量
となっている．一方，セジメントトラップ捕捉泥は堆積泥と同程度の IL 比で，かつ堆積泥に比べ有
機物含有量が多く粒子が細かい特性がある（図-3.4.2(b)）が，捕捉泥においては 0.5~1.1 mg/g 程度
の油脂量でしかない．既往の調査において，京橋泥には 1mg/g を越える油脂類がしばしば検出され
ており，流況によって対象域への輸送量は変化すると考えられる．干満を繰り返す感潮河川では放
流口からの流路が長くなるために放流下水を起源とした高級脂肪酸は対象域に輸送される間に分解
し，低級化した脂肪酸は可溶性となり水中へ分離され易い特性がある．
(b) 炭素，窒素含有量
 全有機物（IL400）に含まれる全炭素量（C/IL 比）は 0.5～0.7 を中心に分布の範囲が広いが（図
-3.4.1(b)），Steutel ら 20)の示した 0.58 を中心に分布している．C/IL 比は炭素化合物である有機物の
炭素組成率を示している．なお，C/IL 比の高い不安定有機物は高級脂肪酸に代表される（75％程度）．
京橋泥では C/IL 比が 70％を越える有機物を含んでいるのに対して（図-3.4.1(b)），不安定有機物に
対する油脂類含有量は 2％程度であり，油脂類が C/IL 比の高い要因になっていない．不安定有機物
ではない易燃性の高分子炭素化合物が含まれていると考えられることから，対象泥では IL300 を無
条件で不安定有機物量とすることには問題がある．また，窒素の含有量は少ない（C/N>20）ことを
 (a) 有機物量(IL400)～不安定有機物量(IL300) (b) IL400～T-C (c) 構造水(IL600- IL400)～吸着水
図-3.4.1 有機泥に含まれる有機物と微細粒子の特性（図-3～図-6までの凡例は共通）14)
(a) 含水比 (b) 全炭素量       (c) 油脂類
図-3.4.2 細粒分（シルト･粘土分）の物理･化学特性（点線は補助線）14)
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合わせて考察すると，タンパク質（アミノ酸）の含有は少なく，掃流されてきた不安定有機物の分
解が終了段階にある，または陸域土壌起源の有機物が多く含まれると考えられる．
(c) 水分保持能力
 有機泥の水分保持能力は微細土粒子と細粒分に付着する有機物が担っており，通常の堆積泥の含
水比は細粒分の含有割合に比例している．微細土粒子には構造水（500℃程度以上で蒸発）と水和し
た陽イオン（水和イオン，100℃で蒸発）が電気的に吸着しており，水和イオンの作る水分子層厚が
粒子の保水能力の大きさに比例している．有機泥粒子に保持される水分は吸着水の外側には有機物
に起因する重力水，または膨潤水（含水量-構造水-吸着水）が存在する．有機物の付着により粒子の
表面積が増えること等によって水分保持能力は増大すると考えられる．太田川河岸泥では概ね細粒
分（重量比）の 1.1 倍が含水比になっている 21)．京橋泥もこの値を中心にプロットされる（図-3.4.2(a)
中の実線）が，上層泥の含水比は高い傾向にある．未施工上層泥の重力水は構造水の 20 倍を越えて
いることから（図-3.4.1(c)），上層泥の含水比が高いのは有機物が緩い状態で付着しているためと考
えられ，水分は重力水として保持され易い粒子構造になっている．
(2) 堆積泥および沈降泥の酸化還元状態
図-3.4.3に堆積泥の pH と ORP の関係を示した．図中の実線は上から MnOx/Mn2+，Fe(OH)3/Fe2+，
SO42-/H2S の酸化還元平衡線を表している．pH と ORP の関係は SO42-/H2S の平衡線よりも上側にプ
ロットされており，河岸干潟では Fe イオン（Fe2+，Fe3+）を主体とした酸化還元反応が起こってい
ると推定される．また，酸素の供給が制限されるセジメントトラップ内に捕捉された有機泥では，
有機物分解や ODU の酸化による酸素消費能力が高いために，一般的に捕捉泥は強い還元状態を示す．
しかし，本調査結果では 15 日間の捕捉期間にも関わらず ORP が高い状態で維持されており，有機
泥の掃流時間が長く酸素消費能力が小さい有機物状態で捕捉されていることが予想される．捕捉泥
の酸化還元状態は油脂含有量が少ないことと連動していると考えられ，京橋河岸には下水成分の多
くが中間体程度にまで分解が進んだ有機物，または易粘性の高分子炭素化合物である有機物が掃流
されてきたと推定される．
図-3.4.3 京橋泥の酸化還元状態（pH～ORP 関係）14) 図-3.4.4 油脂類含有状態の比較 14)
（京橋泥の凡例は図-3.4.1に同じ）
(3) 京橋泥と下水汚泥、海底堆積泥との比較
図-3.4.4 では河岸に堆積する京橋泥と海域に拡散した後に堆積して湾奥海底泥と同じレベルの油
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脂類含有状態にある下水汚泥混入泥（福山泥），および広島湾奥に堆積する湾奥海底泥（海田泥，呉
泥）の性状が示されている．図では全有機物に占める不安定有機物量比（IL 比）と油脂類含有量と
の関係が比較されている．未処理下水が継続的に供給される場では IL 比が低下しても主要素である
油脂類の含有割合の減少は少ない（油脂類の残存比が高い）傾向にある．広島湾奥域は下水起源の
有機物の他に一次生産起源の有機物が堆積する環境にあり，下水が主な起源である有機泥と比較し
て油脂類の含有率は低い状態にある．一方，他時期での調査においては海田泥と同程度の油脂含有
量であったが，本期間では京橋泥への油脂類の含有率は広島湾奥泥よりも低い状態にあり，新たな
下水起源泥の有機物の堆積が少なかったと判断できる．有機泥に含まれる有機物の種類は有機泥の
形成，起源に強く依存するが，これらの結果は下水起源泥の輸送経路，放流からの経過時間等の有
機泥の受けた履歴に対する依存度が高いことを示している．
京橋泥の油脂類含有量の変動が海底堆積泥に比較して大きいのは混入した下水起源泥の放流から
堆積に至るまでに受ける履歴，すなわち海水，淡水との接触時間，回数にも強く依存すると考えら
れる．下水汚泥に存在する易燃性有機物の多くは不安定な有機物として扱えるが，浮遊，沈降を繰
り返して堆積する有機物には様々に異なる濃度のイオンとの接触がある．有機泥粒子での陽イオン
交換や不安定有機物の分解は有機泥粒子の物理的特性を変化させるため不安定有機物の分離が促進
されれば，安定な易燃性有機物が選択的に残存していくと考えられる．さらに，京橋泥では干潟の
特性である藻類等を起源にもつ不安定有機物が新たに生産されることも油脂含有率が少なく不安定
有機物量の多い状態を形成する要因として考えられる．
写真-3.4.1 石炭灰造粒物層の断面写真 14) 写真-3.4.2 干出前に造粒物層内から気泡が浮出
する状況（層内に常時空気が保持されている）14)
3.4.4 石炭灰造粒物の散布効果とその機構
(1) 造粒物層内での有機物性状変化
石炭灰造粒物層内，または層上に堆積した有機泥（じ後層内泥と呼ぶ）の分析値は図-3.4.1～図
-3.4.6 中に×で示されている．全ての図において層内泥は未施工（または施工前）上層泥の値とは
異なる位置にプロットされており，石炭灰造粒物から間隙水に溶出したイオンの影響を受けて層内
泥の性状を変化させたことがわかる．
(a) 造粒物層に形成される間隙
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写真-3.4.1は造粒物散布後 3 年を経た造粒物層内の断面写真である．対象断面は約 70 cm 厚で散
布した後，施工時に作業道として利用しているため，数 10 回の重機（約 1t）の通行により造粒物層
表層と泥層は締め固められている．このため造粒物層上層では間隙が小さくなるが，それ以深では
間隙率が高い状態にある．有機泥の堆積は表層の 10cm 程度に限られ，有機泥の堆積した上層におい
ても空気，水が上下に貫通するため堆積した有機泥が圧密されることはない．造粒物層への有機泥
の堆積状態は造粒物の設置法，有機泥との接触割合に依存して変化するが，表層下数 10 cm にあっ
ても層内の浸透性は高く，写真-3.4.1 にあるように干出時層内に地下水が造粒物層内に停滞するこ
とはない．
(b) 造粒物層内に堆積した有機泥の性状
 粘土粒子表面でNa+からCa2+への陽イオン交換が起これば水和イオン径が小さくなり有機泥の含
水比（土粒子吸着水量）は低下する（3.4.4 で後述）はずであるが，本調査結果では造粒物層が設置
されていない干潟表面に堆積する有機泥（未施工上層泥）よりも含水比が高くなっている（図
-3.4.2(a)）．しかし層内泥に含まれる細粒分含有率は少ない状態にあることから（図-3.4.2，未施工
上層泥の約 60％に対して約 40％），有機泥粒子の団粒構造化が予想できる．石炭灰造粒物自体に
0.2g/g 程度の吸水能力があり，吸水した造粒物が試料として混入することにより高含水比の特性が
現われることも考えられるが，層内泥の C/IL 比が大きいことから有機物の付着が多いことが原因と
考えるのが妥当である．さらに，含水比の測定は採取方法，分析までの保管要領によって大きく値
が変化する．干出後約 4 時間経過した後に採取した層内泥は 88％，未施工上層泥は 128％の含水比
であり，造粒物層内では土粒子への吸着水量が低下していると推定できる．このことは図-3.4.1(c)
において層内泥では吸着水量が多く，未施工地点では吸着水の 20 倍を越える重力水が含まれている
ことにも裏付けられている．
また，有機泥が石炭灰造粒物と接触することにより易燃性有機物に含まれる油脂類量は未施工域
の 1/2 レベルに低下しており，選択的に脂肪酸が分解，分離（液化，けん化），または腐植傾向化（脱
水等による安定化）し易い環境が形成されている可能性がある．これまでの現地実験でも石炭灰造
粒物層設置場では油脂類の減量が起こっており，本結果においても同様の効果が現われている．
COOH 基はアルカリ層内において H+が Ca2+等の金属イオンに置換され不溶性の脂肪酸塩に中和さ
れる（けん化）．造粒物層内にできる間隙内では脂肪酸の金属石鹸化等，pH の上昇に伴った金属イ
オンの結合が起こり易い場が形成されている可能性が高いことがわかる．
(c) 造粒物層内，層下に形成される酸化環元状態
層内泥の pH～ORP 関係が MnOx/Mn2+の酸化還元平衡線に近づき，層下にある堆積泥においても
Fe(OH)3/Fe2+の平衡線付近に変化しており（図-3.4.3），造粒物層による還元性の弱化，さらに酸化
的状態への傾向が顕著に現われている．造粒物層内には干出時に層内に空気が蓄えられ，冠水後も
層内に空気が残留する機構が形成されている（写真-3.4.2）．造粒物層内に堆積する有機泥は嫌気的
分解（電子の蓄積，還元化）のみならず，好気的な分解（電子の消費，呼吸）が行われていること
が考えられる．
(2) 石炭灰造粒物による有機物性状変化機構
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(a) 造粒物層内で起こる物理・化学現象
造粒物層内では生物の棲息環境が向上されることがこれまで行なった全ての現地実験で実証され
ている．生物の棲息環境の向上は酸化物の溶出に引き続いて造粒物層内の浸透性が向上することに
よると考えられる．造粒物層内の化学的特性は，浸透性に起因する以下の層内泥の物理性状変化を
引き起こす役割を荷っている．
a) 液性限界の低下（粒子粘着性の低下）
 石炭灰造粒物からは酸化物（Ca2+，Si2+等の陽イオン）の溶出があり，造粒物層内では Ca2+の濃度
上昇が顕著に現れる．河口干潟では堆積有機泥が接するのは海水であることが多いことから有機泥
には主に水和 Na+が吸着していると考えられる．干潟に設置された造粒物層内へは海水の浸入が多
いが，造粒物からの Ca2+の溶出により造粒物層内の Ca2+濃度が上昇するため有機泥に吸着する水和
Na+が水和 Ca2+と交換される機会が多くなる．Na+は Ca2+に比較して水和数が低いために粒子の保水
能力の低下による粒子表面への吸着水層厚の減少が起こる．吸着水層厚（含水比）の減少は有機泥
粒子の粘着性低下として現われる．
① 酸素消費量の低下
図-3.4.5 に示した層内泥と未施工上層泥の酸素消費試験結果では層内泥の酸素消費速度は 1/3 程
度に低下しており，造粒物層内での ODU の生産量が少ない，または消費量が多いことがわかる．酸
素消費試験に用いた有機泥の pH，ORP は層内泥が 6.7 と 124mV，未施工上層泥が 6.3 と-63mV であ
り，ORP 値と酸素消費速度が連動している．速度の速い酸素消費は主に ODU が行なっていること
から，造粒物層内では電子が蓄積されない状態が形成されている（図-3.4.3）ことがわかる．造粒
物層では干出中に流入した空気を保持する構造，酸化物を溶出する能力を有しており，有機物の分
解により生産された電子を電子伝達物質を介して酸素，または酸化物に受け渡すこと（ODU の酸化）
ができている．
② 団粒構造化（泥粒子の団粒化）
土粒子の団粒構造化は通気性，透水性，保水性を向上させることが知られている．石炭灰造粒物
が乾燥状態にない造粒物層内では Ca2+を介して細粒有機泥相互の結合が起こる．図-3.4.6には京橋
泥を構成するシルト粘土分（74μm 以下）と礫分（2mm 以上）との関係が示されている．ここで扱
う粒度区分は粒径を示すために用いられている．層内泥ではシルト粘土分に対する礫分の含有量が
高い．未施工上層泥と比較すると礫分の含有率が 10 倍以上高くなっており，造粒物により微細有機
泥の団粒構造化が進んでいることが推定できる．図-3.4.2(b)で示したように未施工上層泥では有機
物（T-C）がシルト粘土分に含有しているのに対して層内泥に含まれる有機物は礫分にも多く付着し
ており，微細な有機泥が相互に結合し，団粒構造化していることが裏付けされる．
③ 層内泥の化学的状態と粒子付着
有機泥の性状は粒子周辺の陽イオンの状態，酸化還元電位に依存している．対象干潟に浸入する
水は海水であり Na+濃度（海水では 10000mg/L オーダ）は Ca2+濃度の 25 倍程度ある．石炭灰造粒物
の単位 cm2 当りの Ca2+の脱イオン水への溶出量は約 200mg/10 日である．Ca2+濃度の増加によって造
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粒物層内で Na+と Ca2+のイオン交換が起こり易くなれば，造粒物層内は有機泥の含水量（吸着水）
を低下させる場に変化していく．前述したように有機泥粒子が Ca2+濃度の高い造粒物層内に侵入し
有機泥粒子に吸着している水和 Na+が水和 Ca2+に交換されると，有機泥の粘着性が低下し，粒子相
互の結合力を弱める．
有機泥粒子が乾燥状態にある石炭灰造粒物に接する場合には重力水が吸引され陽イオンを介した
有機泥と造粒物との間に結合強度（サクション）の増大が得られるが，石炭灰造粒物が湿潤状態に
ある場合には造粒物の吸水力が無くなり，有機泥粒子の造粒物への付着力が小さくなる．さらに有
機泥粒子の吸着水層厚の減少（粘着性の低下）により粒子の相互脱着が引き起こされる．すなわち，
有機泥層に構築された石炭灰造粒物層内では造粒物から溶出した Ca2+が層内泥の粘着性を低下させ
流動性を向上させていると推定される．
図-3.4.5 層内泥と未施工表層泥の酸素消費速度 14) 図-3.4.6 層内泥の団粒構造化 14)
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3.5 油脂類の吸着性能と微生物付着特性 
本研究は，石炭灰造粒物を覆砂材として活用する場合の，油脂類の吸着特性，覆砂による底質 SOD
とリンの低減効果，またそれらに関係する覆砂層内および直上水の pH 上昇特性を実験的に明らかと
することを目的とした． 
実験室で現地を模擬した覆砂層を再現し，石炭灰造粒物を覆砂材として活用した場合の特性につ
いて実験する． これまでの研究で，石炭灰造粒物表面には油分分解に関与する微生物がバイオフィ
ルムを形成し担持されることが想定される．好気条件では油分分解に関与する好気性細菌，嫌気条
件では油分分解に関与する嫌気性細菌が，周辺底泥に比較して卓越することが確認されている．こ
れは石炭灰造粒物の微細空隙に油分が吸着されやすく，その吸着された油脂類を餌として分解する
微生物が選好的に付着し卓越するためと考察される． 
3.5.1 石炭灰造粒物の油脂類吸着性能 
(1) 石炭灰造粒物への油脂類吸着機構 
石炭灰造粒物覆砂箇所では，これまでの調査により n-ヘキサン抽出物に代表される油脂類の低減
が確認されている．また，石炭灰造粒物の表層には，周辺底泥と比較し，油分解機能を有する微生
物（細菌）の卓越が確認されている．これらから，石炭灰造粒物は，有機泥の油脂類を吸着し，そ
の油脂類を微生物により分解していると想定される．
石炭灰造粒物による油分解機能に関する概念図を図-3.5.1 に示す．河岸干潟の石炭灰造粒物覆砂
層の間隙へ沈降有機泥がトラップされると石炭灰造粒物の細孔径が油脂類を吸着する．吸着された
油脂類を集積因子として油分解微生物が増殖し微生物膜（バイオフィルム）を形成する．この微生
物膜（バイオフィルム）が周辺の油脂類を含有する有機物を分解する．分解にあたっては，石炭灰
造粒物層内の pH 上昇に伴うアルカリにより，油脂類が軟化し，表層での分解を容易にすると共に，
剥離しやすい性状へ改質されると想定される．
しかし，石炭灰造粒物への油脂類の吸着特性は，これまでの研究では明らかにされていない．本
研究では，室内実験により，石炭灰造粒物への油脂類吸着特性を自然礫質材と比較するし定量的に
評価した．その後に，現地干潟を再現した室内実験により，石炭灰造粒物の油脂類の吸着効果を評
価した
(2) 石炭灰造粒物への油脂類吸着確認実験
干潟再現実験に先立ち，油脂類吸着機能の有無について確認実験を実施した．廃植物油脂に石炭
灰造粒物および対照材料である花崗岩（自然石）を浸漬し油脂類を付着させ，24 時間経過後に，表
面の油脂類を布により丁寧に拭き取った．その後，還流抽出法により試料（石炭灰造粒物および自
然石）に付着している n-ヘキサン抽出物質量を分析した．結果を表-3.5.1に示す．石炭灰造粒物は，
自然石と比較し油脂類の高い吸着特性を有することを確認した．油脂類に浸漬した石炭灰造粒物表
層への油脂類の付着量は，一般の自然礫と比較し約 50 倍程度あることが，実験により確認された．
これは，図-2.2.1および図-2.2.2に示した石炭灰造粒物の高い空隙率（40 %程度）と比表面積（7 m2/g
程度）に起因するものと考察する．
吸着状況を確認するため，未使用の石炭灰造粒物，油脂類を付着させた石炭灰造粒物，および覆
砂した干潟から採取した石炭灰造粒物の各試料を自然乾燥させ水分を除去した後に、走査型電子顕
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微鏡（JSM-6490：日本電子製）にて加速電圧 1.0kV で撮影を行った。その SEM 画像を写真-3.5.1
に示す．
未使用の石炭灰造粒物の表層には油脂類の付着は確認（写真-3.5.1(a)）されなかった．油脂類を
付着させた石炭灰造粒物の表層では，石炭灰造粒物表層の空隙部に付着している油脂類の様子（写
真-3.5.1(b)）が観察された．敷設した干潟から採取された石炭灰造粒物の表層には，油脂類に浸漬
させた石炭灰造粒物の表層と同様の油脂類の付着を確認した（写真-3.5.2）．この SEM 観察と油脂
類吸着確認実験により，石炭灰造粒物には，油脂類が吸着され易いことが明らかとなった．
図-3.5.1 石炭灰造粒物による油吸着と微生物分解概念図 13)
表-3.5.1 油脂類吸着確認実験結果 13)
写真-3.5.1 SEM 画像 石炭灰造粒物表層 13)
石炭灰造粒物への
有機物油分の吸着・軟化
石炭灰
造粒物
油分解微生物による
微生物膜形成
微生物による周辺有
機物の消費・分解
細孔へ
油分
吸着
底質有機泥
表層へ
微生物
膜形成
微生物
の有機
物分解
底質有機泥 底質有機泥 底質有機泥
沈降有機泥の
トラップ
10μm 10μm
(a)未使用の造粒物表層    (b)油脂類の付着状況 
試料名 分析値（mg/kg）
石炭灰造粒物（植物性油脂浸漬） 140,000
天然石（植物性油脂浸漬） 2,900
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(3) 現地河川干潟を模擬した油脂類吸着実験方法
干潟での石炭灰造粒物への油脂類吸着プロセスを確認するために，室内実験により，石炭灰造粒
物と自然石（広島県産花崗岩）に還元有機泥を付着させて，油脂類の吸着特性を定量的に評価した．
実験条件を表-3.5.2に示す．
京橋川河岸干潟に堆積した還元有機泥を採取し，事前に，強熱減量（IL），n-ヘキサン抽出物質
（n-hexane extractable substances）を測定した．実験室でφ10cm，高さ 40cm の 2 本のアクリルパイプ
管内に，採取した有機泥を 10cm の高さまで配置し，京橋川干潟を模擬した環境を再現した．配置し
た底泥内に，それぞれ石炭灰造粒物と自然石を敷設する．その上にイオン交換水 2L を加えた後に，
20℃の恒温室内に静置して，石炭灰造粒物および自然石に油脂類を吸着させる．8 日後および 21 日
間静置後，アクリルパイプ内の石炭灰造粒物と自然石を回収し，表面に付着した底泥を拭き取る．
その試料はソックスレー抽出器(Soxhlet ex-tractor）を用いて還流抽出法により，n-ヘキサン抽出物質
を分析する．n-ヘキサン抽出物質は，溶媒であるノルマルヘキサンにより抽出される不揮発性物質
の総称で，油分（動植物油脂類および鉱物油）以外にも，界面活性剤や石鹸，アルコール，アミン
類，フェノール等が含まれることから，石炭灰造粒物および天然石には油分以外の不揮発性物質が
一定量含まれていると考えられる．これらを事前に確認し初期値とした．
(4) 河川干潟を模擬した油脂類吸着実験の結果と考察
対照干潟の底質分析結果を図-3.5.2 に示す．また，河川干潟を模擬した油脂類吸着実験結果を図
-3.5.3に示す．分析は 3 試料で実施し，結果は 3 試料の分析値を平均している．初期値は石炭灰造
粒物 200 mg/kg，天然砂礫材 230 mg/kg でほぼ同値であったため，ここでは初期値を 210 mg/kg とし
て結果を整理した．実験開始 8 日後，および 21 日後の n-ヘキサン抽出物質により実験結果を評価し
た．8 日後において石炭灰造粒物には，天然石と比較して約 2 倍の油脂類が吸着されていると評価で
きる．21 日後は，初期値（210 mg/kg）を基準にすると石炭灰造粒物は 720 mg/kg，天然砂礫材は
250mg/kg となり，吸着量が大幅に増加している．石炭灰造粒物の吸着量は，実験開始 21 日後で有
機泥の n-ヘキサン抽出物質（700 mg/kg）とほぼ同値となっている．本実験により，21 日後に天然砂
礫と比較し，3 倍程度の油脂類吸着特性が確認された．実験室と同様の現象が，有機泥堆積干潟にお
いても起こっていると考察される．吸着された油脂類は，微生物により分解されると共に，石炭灰
造粒物により形成される覆砂層内のアルカリ環境により油脂類が軟化し流出しやすくなると考察で
きる．
表-3.5.2 石炭灰造粒物への油脂類吸着実験条件 13)
油脂類の吸着評価
覆砂材
還元有機泥
実験用水
実験期間
n-ヘキサン抽出物質を測定
2ケース；石炭灰造粒物，天然石
１級河川太田川派川京橋川感潮域から採取
8日，21日後に吸着量を評価
純水（イオン交換水）
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図-3.5.2 干潟を模擬した覆砂材への油脂類吸着実験概要 13)
図-3.5.3 干潟を模擬した油脂類吸着実験結果 13)
3.5.2 有機泥堆積干潟での油脂類低減効果検証 
(1) 有機泥堆積干潟での油脂類低減効果検証方法
現地干潟でのモニタリング調査結果により油脂類の低減効果について検証した．2013 年から 3 年
間のモニタリング調査により，沈降泥，有機泥が堆積した在来底質，石炭灰造粒物敷設層上への堆
積泥について採取し，強熱減量（IL）と n-ヘキサン抽出物質（油脂類）を分析した結果を整理した．
沈降泥は，干潟底質にセジメントトラップを夏季に 1 ヶ月間設置し回収したものである．
また，現地の石炭灰造粒物を採取し，付着泥を拭き取り石炭灰造粒物の油脂類吸着実験と同様に
油脂類の付着状況を確認した．採取した石炭灰造粒物は，表面にバイオフィルムが形成された手触
りがヌルヌルとした試料である．実験室に落ち帰り，SEM 画像により表層を詳細に観察した．
(2) 調査結果および考察
測定項目 測定値
ORP (mV) -328～-40
DO (mg/L) 0.5～1.0
強熱減量 10.2%
n-ヘキサン
抽出物質 700mg/kg
COD 36mg/g
PO4-P (mg/L) 0.1～1.3
NH4-N (mg/L) 1.5～6.0
実験に用いた対象干潟底質
石炭灰造粒物 天然砂礫材
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油脂類の低減効果の検証結果を図-3.5.4 に示す．採取した泥の IL と n-ヘキサン抽出物質（油脂
類）の関係を整理した．夏季の沈降泥は，IL が 12～14 %程度で，油脂類は 1,000～1,400 mg/kg であ
り，有機物量が多く油脂類含有量も多いと評価される．沈降泥が堆積する在来干潟および，石炭灰
造粒物覆砂区では，どちらも有機物の流出や分解により IL および油脂類は低減されている．油脂類
は造粒物覆砂区で 100～710 mg/kg，在来干潟区で 400～1,100mg/kg であり，造粒物区で大きく低減
している．覆砂後 3 年間のデータで，在来干潟の n-ヘキサン抽出物質の 1/2～2/3 程度に低減されて
いる．これは油脂類の吸着実験結果と同じ傾向である．3 年間のモニタリング結果すべてで，在来底
質より石炭灰造粒物敷設区の n-ヘキサン抽出物質が低減されている。
また，敷設した干潟から採取された石炭灰造粒物の表層には，油脂類に浸漬させた石炭灰造粒物
表層と同様の油脂類と考察される付着物が確認された（写真-3.5.2）．
図-3.5.4 干潟調査による油脂類低減効果の確認 13)
写真-3.5.2 SEM 画像：干潟で採取した石炭灰造粒物の表層 13)
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3.5.3 石炭灰造粒物への微生物の付着評価
(1) 微生物付着評価用試料の採取
石炭灰造粒物への細菌の付着特性を評価するため，敷設した海域から石炭灰造粒物とその周辺底
泥のサンプルを採取し，室内実験により細菌 DNA 分析を行った．それぞれのサンプルにより細菌担
持の有無を分析し，石炭灰造粒物のみに担持されている細菌の同定を実施した．
採取箇所は表-3 に示す干潟敷設箇所と湾域覆砂箇所である．干潟敷設箇所は，4 m 程度の潮位変
動により干出する河岸干潟の有機泥上に敷設された石炭灰造粒物で，好気環境の底質である．一方，
湾域覆砂箇所は，湾内のカキの垂下式養殖場カキ筏下の底質に覆砂された石炭灰造粒物で，その底
質 DO は夏季に 3 mg/L 以下となることもあり嫌気環境の底質といえる．それぞれの底質に敷設され
た造粒物と対照試料として周辺底泥を採取し，その基質に付着する細菌を評価した．
(2) 基質に付着した微生物の細菌群集構造解析
採取した試料から Ultra Clean DNA Isolation kit（MoBio 社製）を用いて細菌の DNA を抽出し，DNA
を増幅させ細菌群集構造解析により付着細菌を同定した．
好気環境および嫌気環境ともに，造粒物と対照底泥の細菌 DNA 解析結果は類似し，それぞれの環境
で同属の細菌の付着が推定された．好気環境では造粒物試料にのみ，強い蛍光輝度のバンドが 2 箇
所，嫌気環境においても造粒物試料にのみ，強い蛍光輝度のバンドが 2 箇所確認された．これらの
バンドは，造粒物へ卓越して付着している細菌の存在を示しており，PCR-変性剤グラジエントゲル
電気泳動(DGGE)法により，それぞれの 2 本のバンドに該当する細菌を同定した．
(3) 付着微生物の評価および考察
好気環境，嫌気環境のそれぞれにおいて，同定した結果を表-3.5.3に示す．好気環境の 2 本のバ
ンドは，いずれも Sphingomonas属であった．Sphingomonas属は好気性細菌で基質表層にバイオフィ
ルムを形成し油類を分解することが知られている．また，嫌気環境の 2 本のバンドは，Acidovorax
属，および Propionibacterium 属と推定された．これらも基質表層にバイオフィルムを形成し，油類
を分解することが知られている．
石炭灰造粒物の敷設環境により，卓越して担持される微生物が異なっている事が確認された．干
潮時に好気的環境となる干潟域では好機性菌が卓越し，有機物分解に寄与している。カキ筏下の嫌
気的環境では，有機物分解に関与する嫌気性菌が周辺泥より卓越している．
石炭灰造粒物に付着していた細菌は対照基質（周辺底泥）では存在比率が低い結果であった．これ
は，石炭灰造粒物の微生物（細菌）担持機能の高さを示していると推定される．石炭灰造粒物に卓
越して付着していた細菌は，いずれも油分解，有機物分解，および脱窒に関与するものであった．
これらは，石炭灰造粒物周辺での有機物分解等に関係していると考察される．
卓越した細菌は，いずれもバイオフィルムを形成する細菌であり，石炭灰造粒物の表面にバイオフ
ィルムを形成し付着していると考察される．石炭灰造粒物の細孔径は 0.01～5 µm の範囲（図-2.2.3）
であり，細菌の大きさは数 µm であることから，細菌が担持されるには十分な空隙（細孔）ではな
い．このことからも表層に生物膜を形成して細菌が担持されていると評価できる．
本実験結果より，石炭灰造粒物は油分解能を有する細菌を集積している可能性が高い．これは石
炭灰造粒物の微細孔に沈降泥由来の油分が吸着され，その油分を増殖因子として，油分解菌が石炭
- 106 - 
灰造粒物周辺に生物膜を形成していると考察される．石炭灰造粒物敷設箇所では n-ヘキサン抽出物
の減少が複数箇所で報告されており，本属の分解能によることが推察される．
表-3.5.3 石炭灰造粒物に卓越した付着細菌 22)
採取箇所 干潟敷設箇所（表層） 湾域覆砂箇所（表層）
採取時期 2012年11月 2012年11月
採取箇所
広島県広島市
一級河川太田川水系
河岸干潟（潮位差4m）
広島県江田島市
カキ養殖筏下の底質
水深11m-14m
敷設環境 好気環境 嫌気環境
採取方法 干出時に採取 潜水作業により採取
石炭灰造粒物のみへ
付着が確認された
微生物（細菌）
Sphingomonas 属 Acidovorax 属Propionibacterium 属
・好気性菌 ・嫌気性菌
・バイオフィルムにより
　基質に付着
・バイオフィルムにより
　基質に付着
・有機物分解による浄化 ・有機物分解による浄化
・油分解菌 ・油分解菌
Acidovorax属のみの特性
・脱窒菌：脱窒による
　窒素除去に関与
微生物の特性
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3.6 硫化物イオン吸着機能と吸着サイトの再生機構と最適配合の検討
3.6.1 硫化物イオン吸着機能と吸着サイトの再生機構の検討
(1) 硫化物イオン吸着機能と吸着サイトの再生機構の検討目的 
石炭灰造粒物は，硫化物イオンに対して吸着能を有することが明らかになっている．既往の研究
により石炭灰造粒物を有機泥に覆砂すると長期にわたって硫化物イオンの濃度上昇が抑制されてい
る 10）．この持続効果は石炭灰造粒物の硫化物イオン吸着サイトが再生しているためと推察できる．
本節では，長期にわたる持続効果の定量的把握とそのメカニズムを実験的に明らかにする． 
(2) 嫌気・好気条件の繰り返しによる硫化物イオンの吸着試験 
 有機泥が堆積した閉鎖性水域では，①夏期（成層期）に貧酸素状態が継続し硫化物イオンが石炭
灰造粒物表面に吸着され，②季節が夏から秋へ移行し鉛直混合期に入ると水底（底層）へ酸素が供
給され，石炭灰造粒物表面の硫化物イオン吸着サイトが再生し，次の季節を迎え，再び硫化物イオ
ンを吸着すると考えられる．この嫌気・好気条件を模擬した室内試験により，硫化物イオンの吸着
試験を実施した．実験①：嫌気条件（夏期の成層期を想定）により，予め窒素ガスをパージし酸素
を脱気した硫化物イオン溶液へ石炭灰造粒物を添加，密栓し，100 rpm, 25℃(pH8.2; 30 mM Tris 緩
衝液)で振とうさせながら経時的に硫化物イオンを測定した．実験②：好気条件（夏季→秋期の鉛直
混合期を想定）として，嫌気実験終了後に緩衝液に入れ替え，通気可能な条件により 1日間，100 rpm, 
25℃で振とうした．このように嫌気条件にて硫化物イオンを石炭灰造粒物に「吸着」させ，その後，
好気条件とし石炭灰造粒物に吸着した硫化物イオンを脱着させ，吸着サイトを「再生」させる操作
を 1 サイクルとする．硫化物イオン初期濃度 100 mg-S/L の実験条件で 10 サイクルを繰返しサイク
ル毎の硫化物イオンの吸着速度を測定し吸着性能の持続性を評価した（図-3.6.1）. 
図-3.6.1 硫化物イオン吸着量の経時変化 23)
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図-3.6.2 石炭灰造粒物の硫化物イオン吸着サイト再生機構 23)
(3) 嫌気・好気条件による硫化物イオン吸着性能評価 
好気・嫌気条件を繰り返し，吸着サイトを繰り返し再生させても，少なくとも 10 回までは吸着量
や吸着速度は低下せず，吸着能が持続することが明らかになった（図-3.6.1）．吸着・再生を繰り返
すと実験容器の底に硫黄の白色沈殿が観察されることから，石炭灰造粒物表面に吸着した硫黄が吸
着・再生を繰り返す過程で一部が剥がれ，石炭灰造粒物表面が露出すると考えられた（図-3.6.2）． 
(4) 石炭灰造粒物吸着サイトの再生メカニズム 
造粒物に吸着した硫化物イオンの化学形態および，酸化，吸着サイトの再生に関与すると想定さ
れた鉄やマンガンの形態変化（酸化還元反応に伴う価数変化）をＸ線吸収微細構造分析（XAFS）で
測定し，鉄・マンガンの価数変化から吸着サイトの再生について評価した．硫化物イオンを吸着後，
好気条件で吸着サイトを再生したときの造粒物表面のマンガンおよび，標準試料（MnS, MnSO4, 
Mn2O3）の XAFS スペクトルを図-3.6.3 に示す．従来の研究から，石炭灰造粒物の +III 価のマン
ガン酸化物が+II 価へ還元されるのに伴い硫化物イオンが硫黄へ酸化することが知られている．本研
究では造粒物のマンガン酸化物を硫化物イオンの吸着サイトとして，マンガン酸化物のピークが低
エネルギー側にシフトすると「吸着サイトへの吸着（還元）），高エネルギー側にシフトすると「吸
着サイトの再生（酸化）」と定義し，嫌気（吸着）・好気（再生）条件を繰り返して再生機構を明ら
かにした． 
硫化物イオン吸着前の石炭灰造粒物と吸着 1 回目を比較すると吸着後はピークが低エネルギー側
にシフトしており（図-3.6.3），石炭灰造粒物のマンガン酸化物が還元されたことがわかる．次に，
好気条件にした「再生 1回目」を比較すると，「吸着１回目」に比べ，ピークが高エネルギー側にシ
フトしており石炭灰造粒物のマンガン酸化物が酸化されたことがわかる．ただし，「再生 1回目」と
吸着前を比べるとピークは「吸着前」まではシフトせず，一部の吸着サイトが再生したと考えられ
た．同サイクルによる実験で吸着サイト機能再生が明らかとなった． 
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図-3.6.3 マンガンの XAFS スペクトル（造粒物表面）23)
図-3.6.4 鉄の XAFS スペクトル（造粒物表面）23)
図-3.6.5 硫黄の XAFS スペクトル（造粒物表面） 23)
X ray energy (eV) 
X ray energy (eV) 
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(5) 石炭灰造粒物の表面の鉄の化学形態 
硫化物イオンの吸着および吸着サイトの再生を繰り返したときの造粒物表面の鉄の XAFS スペク
トルを図-3.6.4 に示す．吸着・再生を繰り返しても，吸収端のエネルギーやピークのエネルギーに
ついて有意なシフトは認められず，石炭灰造粒物表面の鉄の形態は変化していない．よって，石炭
灰造粒物表面の鉄は硫化物イオン吸着や吸着サイト再生に関与してないと考えられた． 
(6) 石炭灰造粒物に吸着された硫化物イオンの化学形態 
吸着・再生を繰り返したときの石炭灰造粒物表面の硫黄，および標準物質（0 価および+6 価の硫
黄）の XAFS スペクトルを図-3.6.5に示す．硫化物イオン吸着前の造粒物には 2482 eV 付近に+6 価
の硫酸塩を示すピークが認められた．硫化物イオン吸着後（吸着 1 回目）では新たに 2472 eV 付近
に 0 価の硫黄のピークが認められ，硫化物イオン吸着後，好気条件にした「再生 1 回目」において
も 0 価の硫黄のピークが認められた．これは再生操作を繰返しても消失せず，硫化物イオンは吸着
されると好気条件移行後も硫黄の化学形態は安定していることを示している． 
(7) 硫化物イオン吸着機能と吸着サイトの再生機構の検討の結論 
硫化物イオンは石炭灰造粒物表面でマンガン酸化物によって硫黄へ酸化され石炭灰造粒物表面に
吸着される．表面に形成された硫黄の一部は剥がれ石炭灰造粒物の表面が露出する．好気条件では
マンガン酸化物が酸化され吸着サイトが再生される．このように好気・嫌気の繰返しによる石炭灰
造粒物の硫化物イオン吸着機能は 10 サイクル（10 シーズン）後も有効であると考えられる． 
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3.6.2 硫化物イオン吸着機能に注目した石炭灰造粒物の最適配合の検討 
(1) 硫化物イオン吸着機能に注目した最適配合の検討の目的 
石炭灰造粒物は，海砂代替材として石炭火力発電所から発生するフライアッシュ（FA）とセメン
トを造粒・固化して製造されている．既往の研究で硫化物イオン吸着特性（108mg/g）が確認されて
おり 5)，閉鎖性水域の有機泥に覆砂すると硫化物イオンの濃度上昇が長期にわたって抑制されてい
る．本研究では，石炭灰造粒物の FA 混合比率を変化させて，配合による硫化物イオン吸着機能への
影響について実験的に明らかにするとともに，影響要因と考えられる比表面積，ポゾラン反応率と
の関係を実験結果に基づき考察した． 
(2) 配合調整した石炭灰造粒物の硫化物イオン吸着特性 
FA とセメントの混合比率を調整（表-3.6.1）し，粒径 10 mm 程度の造粒物を製造した．大気雰囲
気で1ヶ月間養生したものを試験材料として，室内実験により硫化物イオンの吸着試験を実施した． 
石炭灰造粒物による硫化物イオン吸着試験は次のとおり．トリス塩酸緩衝液 30 mM を窒素ガスで
脱気し，溶存酸素濃度を 0.2 m/g-S /L 以下とした後，pH=8.2 に調整した．この実験溶液に試験製作
した石炭灰造粒物を添加し，実験容器内の気相を窒素ガスで置換し密栓した。その後，25℃, 100 rpm
で穏やかに振とうし，溶存硫化物用検知管により硫化物イオン濃度を経時的に測定した．また，対
照実験用に石炭灰造粒物を添加しない対照区を設けて同様に実験した． 
配合 G（FA=100%），F（FA:C=97.5:2.5）は強度が不足しており造粒物として形状が維持できない
ため実験から除外した．また，配合 E（FA:C=95:5）も強度不足により吸着試験中に徐々に形状が崩
壊した．本実験により FA 混合比率を変化させた場合の硫化物イオン吸着特性への影響が定量的に把
握され，硫化物イオン吸着量の経時変化は，FA 混合比率が高いほど吸着量も高いこと（図-3.6.6）
が明らかとなった．なお，配合 A(セメント 100%)では硫化物イオンの吸着特性は確認されなかった．
セメント水和物では硫化物イオンが吸着されないことが明らかである． 
表-3.6.1 試験配合表 24)
配合ケース フライアッシュ（F）重量比
セメント（C）
重量比
A 0.0 100.0
B 40.0 60.0
C 70.0 30.0
D 87.0 13.0
E 95.0 5.0
F 97.5 2.5
G 100.0 0.0
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図-3.6.6 配合調整した造粒物の硫化物イオン吸着速度 24)
(3) 配合調整した石炭灰造粒物のポゾラン反応率 
混合比率の変化による硫化物イオン吸着機能とポゾラン反応率の関係について考察した．ポゾラ
ン反応は，FA のシリカ，アルミナがセメントの水和の際に生成される水酸化カルシウムと反応し組
織が緻密になる化学反応であり，強度発現や比表面積の制御に重要であることから，硫化物イオン
吸着機能とも何らかの関係性が想定された．そこで，FA とセメントの混合率を変化させた石炭灰造
粒物のポゾラン反応率の定量化を試みた．ポゾラン反応率は，FA とセメントの混合率を変化させた
造粒物製造時の FA 重量から，養生後に含まれる未反応の FA 重量を差し引くことで推定した．未反
応の FA 重量は，山本ら（2010）25)FA コンクリート中の FA 量の推定の方法を参考にした．ただし，
山本らの方法はフレッシュコンクリートに含まれる FA 量を測定するものである．そのため，本研究
では石炭灰造粒物中の未反応の FA が定量できるように手法を一部修正し，ポゾラン反応率を定量的
に評価した（図-3.6.7）．FA が最も反応した混合比は，FA：C＝70：30 であった．一方，硫化物イ
オンの吸着量が増加するのは FA87％以上の混合率である．硫化物イオンの吸着量については，比表
面積の影響は確認できなかった．一方で FA 比率が 70%以上の場合に高いポゾラン反応率を呈し，そ
の範囲で硫化物イオン吸着量が高い事が確認されたが（図-3.6.8），相関が得られる結果とならなか
った． 
図-3.6.7 配合調整した造粒物のポゾラン反応率 24)
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図-3.6.8 比表面積と硫化物イオン吸着量 24)
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3.7 本章のまとめ
本章では，石炭灰造粒物覆砂による沿岸域の底質改善機構と改善性能について検討した．得られ
た結論は以下の通りである．
(1) 土壌反応特性と化学特性による底質安定化機構
1) 石炭灰造粒物の土壌反応特性は，粉体である FA および砂礫状物質である CA と比較し，陽イオ
ン交換容量は約 10 倍，リン酸吸収係数は 3 倍以上となっており，造粒固化により，土中イオン吸
着保持性能が向上することを示した．
2) 石炭灰造粒物は，砂礫材料の CA と比較し造粒固化により，高い保水性能を有する．また，自然
石，CA，および FA に比較し，Ca イオンの溶出速度が大きく，これは土壌反応性試験結果と傾向
が一致している．
3) 石炭灰造粒物覆砂による底質安定化機構と安定効果を室内実験，現地調査結果より示した．
4) 石炭灰造粒物覆砂による底質酸素消費抑制効果，および溶出物質の抑制効果を示した．
(2) アルカリ剤造粒物として底質との反応特性
1) 有機泥を構成する有機物の物理・化学特性評価では，有機泥の C/IL 比（有機物組成），燃焼特性
（含水比，不安定有機物等），n-ヘキサン抽出物質（油脂類），酸素消費速度（ODU 量），pH～ORP
関係を指標として相互関係を分析することにより実用的に有機泥の特性を推定できる．
2) 造粒物から溶出する CaO は造粒物層内での陽イオン交換を促進し有機泥のコンシステンシーを
変化させることで造粒物層内での流動性（粒子の団粒構造化，粘着性低下）を向上させていると
推定できる．
3) 造粒物によって形成される間隙層内に保持される空気，流動水の効用は pH～ORP 関係，酸素消
費速度に明確に現われることを示した．
4) 石炭灰造粒物層では沈降・堆積する有機泥の還元化の抑制，間隙水の流動性を向上させることが
確認された．
(3) 油脂類吸着と微生物付着特性
1) 石炭灰造粒物への油脂類吸着：確認実験および現地の再現実験により石炭灰造粒物への油脂類吸
着特性が明らかとなった．自然石と比較し 50 倍の油脂類吸着性能があることが明らかとなった．
2) 覆砂効果の確認：温度依存性のある SOD の低減効果が定量的に確認された．底質からの溶出物
質の抑制効果が併せて評価された．
3) 石炭灰造粒物表層に油分解菌がバイオフィルムを形成し卓越して担持されることを確認した．こ
れらは底泥の n-ヘキサン抽出物の減少に寄与していると考察する．
(4) 硫化物イオン吸着機能
1) 硫化物イオンは石炭灰造粒物表面でマンガン酸化物によって硫黄へ酸化され石炭灰造粒物表面
に吸着される．表面に形成された硫黄の一部は剥がれ石炭灰造粒物の表面が露出する． 
2) 好気条件ではマンガン酸化物が酸化され吸着サイトが再生される．好気・嫌気の繰返しによる石
炭灰造粒物の硫化物イオン吸着機能は 10 サイクル（10 シーズン）後も有効であることを示した．
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第４章 石炭灰造粒物による沿岸域の底質改善手法と改善効果
4.1 石炭灰造粒物に係る施工技術の概要
4.1.1 石炭灰造粒物を用いた施工技術に関する既往の研究
石炭灰造粒物を用いた施工技術が，これまでに研究されその成果が報告されている．
末次弘道ら（2011）1)は，2009 年 5 月～6 月に実施された海田湾（水深 7～10m）での試験施工で
施工上の設計散布層厚 7 cm, 12 cm, 23 cmに対し中央粒径が 20mm 程度の石炭灰造粒物を敷設する場
合の施工方法を検討している．
施工では，敷き均し作業が不要な「ベルトコンベア方式薄層撒出し工法（NETIS 登録
No.CGK-070001-V）」2)が採用されている．薄層撒出し工法は，図-4.1.1に示すように，石炭灰造粒
物をベルトコンベアのホッパーから定量に切り出し，ベルトコンベア上のスクレーパにより，横方
向に均一に落下させることにより撒出す．撒出し厚は，ベルトコンベア速度および作業台船の移動
速度を変えることにより，覆砂層 5cm～50cm 程度までを自由に設定することが可能で，均一な撒出
しにより均し作業が不要となるとしている．
藤原哲宏ら（2013）3)は，アサリ育成場の構築のため，育成層内の地下水循環（DO の供給）およ
び流入下水（有機泥）の浄化の機能を向上させることを目的に，石炭灰造粒物透水層の設置による
実証試験を実施している．
透水層の設置は澪筋の窪み 10m 幅を覆砂範囲とし，平均覆砂厚を 0.3m，施工延長を 140m として
おり，施工は，容量 2.0m3 のコンクリートバケットに石炭灰造粒物を入れ，スパット台船搭載のク
ローラクレーンで吊上げて，作業員と潜水士の誘導により所定の位置に石炭灰造粒物を投入した（写
真-4.1.1）．覆砂は，幅 10m×延長 140m の造成範囲を 2.5m 間隔に分割して，設計覆砂厚 0.3m 相当
量（1.9m3）の石炭灰造粒物を小山状に投入した（図-4.1.2）．石炭灰造粒物の小山（写真-4.1.2）
は，波浪や流水によって移動し時間経過とともに平坦になっていくと考えて敷き均しを省いている．
中海では，富栄養化の急速な進行，汽水湖特有の塩分躍層の形成，埋め立てや干拓事業に伴う浅
場の消失，浚渫窪地の形成などにより，夏季の貧酸素水塊の発生，水質汚濁が問題となっている 5)．
自然再生推進法に基づく中海自然再生協議会第 1 期実施計画の中海浚渫窪地の環境修復実証事業の
一環として，中海・米子湾細井沖窪地に石炭灰造粒物を 50cm 厚で敷設する実証事業 5)が実施されて
いる．これら大規模な事業では，石炭灰造粒物は船舶による海上輸送で施工箇所へ運搬されている．
上記のような大規模な事業のほか，湾奥部の小規模水路，運河なども施工対象として適用性があ
る．広島県広島市（大河漁港）において，中原真哉ら（2012）6)は，石炭灰造粒物による底質改善の
実証試験を実施し，海底の覆砂により悪臭の原因となる硫化水素の発生抑制および，栄養塩類の溶
出抑制を確認している．
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図-4.1.1 スクレーパ付きベルトコンベア方式薄層撒出し工法の概念図 2)
出典）干潟造成用薄層撒き出し工法，NETIS 登録 CGK-070001-A 
（中国高圧コンクリート工業㈱）2) より転載
図-4.1.2 石炭灰造粒物の小山状投入概要図 3)
出典）石炭灰造粒物を用いた河口域干潟および浅海域の底質環境改善手法の評価
（図-5.5.10，藤原哲宏，3/2014）2) 掲載図を転載
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写真-4.1.1 コンクリートバケットを用いた覆砂材の投入状況 2)
出典）石炭灰造粒物を用いた河口域干潟および浅海域の底質環境改善手法の評価
（図-5.5.3，藤原哲宏，3/2014）2) 掲載図を転載
写真-4.1.2 覆砂材（石炭灰造粒物）の小山状投入完了時の状況 3)
出典）地下水が遮断された河口干潟でのアサリ育成場の構築，（写真-3，藤原哲宏
ら，土木学会論文集 B3（海洋開発）， Vo1.69, No.2, 6/2013）3) 掲載図を転載
写真-4.1.3 石炭灰造粒物の海上運搬状況
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4.1.2 石炭灰造粒物を用いた施工技術に関する検討課題
石炭灰造粒物を用いた施工技術については，その適用事例が少ないため，検討すべき課題がある．
本章では，以下の課題について論じた． 
沿岸域における施工技術では，海上からの船舶による覆砂と陸上からのアプローチによる機械施
工があげられる．陸上から施工ではヘドロの浄化とともに，超軟弱地盤上での重機作業を可能とす
る作業通路および作業場構築技術の開発が必要であり 4 章 2 節，3 節において，その技術開発に関し
て論じる．
また，施工後の経年に伴う改善効果を評価することも効果の持続性を検討する上で必要であり．4
章 4 節において，改善効果の持続性について論じる．
環境省環境技術実証事業（ETV）平成 22年度の閉鎖性海域における水環境改善技術分野において，
石炭灰造粒物の技術的課題や改善の方向性として，「効果の持続性を高めるための技術的検討が，今
後，必要である．」とし，他の実水域への適用可能性を検討する際の留意点として「覆土により海底
地形の変化が伴うことを考慮しつつ，比較的栄養塩濃度の高い海域などの環境改善を必要とする場
所を慎重に選定する必要がある．」と見解が示されている．しかし，浮泥が大量に堆積した過栄養海
域における底質の改善事例は少なく，技術が確立されていない現状である．石炭灰造粒物の活用拡
大を推進するうえで過栄養な沿岸域における石炭灰造粒物を活用した施工技術の開発が必要であり
4 章 5 節において，本技術開発に関して論じる．
これら石炭灰造粒物の施工および効果の評価に関する事項は，本技術を沿岸域において活用する
うえで研究が必要な課題である．改善評価に関する調査手法について 4 章 6 節において論じる．
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4.2 底質浄化能力を持つ作業場構築技術の開発
4.2.1 底質浄化能力を持つ作業場構築技術の開発目的
近年，異常降雨や人口増に伴う生活排水の増加により，陸域から河川への高い汚濁物質の流入負
荷が発生している．特に，合流式下水道が整備された都市域では，処理不可能な汚水が放流され河
道内に有機泥として蓄積され，底質環境の悪化を招いている．太田川三角州（広島デルタ）では，
当初計画を越える生活排水等の放出により河道内に形成された干潟のヘドロ化（有機泥の還元的堆
積）が進行し生態系が大きく変化している．感潮河川では上げ潮とともに河口から有機泥が運ばれ
ると干潟部には高塩分の吸着水を持つ有機泥が沈降・堆積する．海水環境下で堆積した有機泥は海
水によって掃流され難く，淡水が流れる機会の少ない干潟上には有機泥が堆積しやすい状況にある．  
都市を流れる河道の環境再生を目的に，広島デルタを貫流する太田川水系の京橋川河岸干潟（写
真-4.2.1）を環境改善対象として石炭灰造粒物を用いた底質改善実証試験事業（産官学プロジェク
ト）が進められた．本研究は，この実証試験事業に参画し，ヘドロの浄化とともに都市河川河道内
において効率的に造粒物散布作業を実施するために，超軟弱泥上での重機作業を可能とする作業通
路および作業場の構築法を検討した． 
本節の研究目的はヘドロ堆積干潟において安全で費用対効果の高い作業場を石炭灰造粒物により
構築し，作業場そのものも底質改善を促進する手法を開発することである．提案する作業場は施工
後に仮設作業床の撤去が不要で，遊歩道等に活用でき，底質改善事業の B/C 向上が望める新たな作
業場構築技術を検討した．事業実施に必要となる作業場構築技術を開発するため，事前調査による
干潟の詳細評価，作業場構築技術の検討，実証試験区の設計と構築を行なった．そして，実証試験
区のモニタリング調査により干潟再生と作業場構築技術の検証・評価を実施した． 
(実証試験前 2009 年 12 月)  （実証試験区構築後 2011 年 3 月） 
写真-4.2.1 京橋川オープンカフェ沿い干潟 7)
4.2.2 干潟再生実証試験の目的と対象干潟の概要
(1) 干潟再生実証試験の目的 
当該地区は干潟沿いのオープンカフェによる賑わい場の提供に併せて，河川利便者の親水性向上
を目指した「水の都ひろしま」構想を実践する地域である．「水の都」とは美しい水辺を人々が有意
義に利用できる空間であることを認識して，①底質改善（還元性の低減），②親水性向上（水辺の再
認識），③生物生息環境改善（生態系の再生）を目標とした干潟再生を試みた．  
(2) 干潟環境の事前調査 
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図-4.2.1に実証試験対象地区の位置図，写真-4.2.2に施工前の干潟の状況を示す．対象干潟には
高有機質の微細泥（有機泥）が還元的に堆積し親水性は低い状況にある．親水性，多様性の高い干
潟再生に必要な要因分析と対策方針を検討するため，2009 年 12 月～2010 年 2 月に干潟環境の事前
調査（干潟の地形・性状，地下水流動，河川水質，底質，生物調査等）を行った． 
(a) 干潟の地形と表層の性状 
対象地域では塑望時潮位差が 4m あり，大潮干潮時には河岸に幅 15m 程度の干潟が出現する．干
潟地盤上には河口から運ばれた有機泥が最大で 1m 程度堆積し超軟弱な地盤となっている．図-4.2.2
と図-4.2.3に有機泥の堆積状況を示した．図-4.2.2には平面図，図-4.2.3には代表的な断面図が示
されている．干潟地盤には，数十 cm の厚さで有機泥が砂層上に堆積していた．有機泥厚の厚い箇所
では 1m 以上，深度約 0.5m 以深では護岸整備時からあると考えられるガレキの占める割合が多くな
っている．  
(b) 地下水流動の状況 
広島デルタ河川では潮汐変動によりデルタ地下と河道内には水位差が生じデルタ地下から河道内
に地下水が流出している．対象域における地下水の流入を調査した．護岸際付近では,深度約 0.4 m
付近の砂層から地下水の湧出があり,護岸背後からの流出水も確認された．しかしながら干潟地盤内
に挿入したコアパイプでは，地下水の流動状況は確認できず(写真-4.2.3)，干潟有機泥層には，地
下水の水循環は形成されていなかった．  
(c) 底質と土壌硬度 
底質調査結果を表-4.2.1に示した．底質の強熱減量値は 8.4％,シルト・粘土分が約 8 割を占めて
おり,広島湾沿岸域に堆積する有機泥に近い特性であると考えられる．干潟土壌硬度は 0.0～0.2 
kgf/cm2（土壌硬度計による測定）であり，超軟弱地盤である. 土壌硬度の分布は一様に小さい傾向
を示しており区域ごとによる違いは把握できなかった．  
(d) 生物調査
コドラート（0.25 m×0.25 m）を用いて深さ 5 cm までの干潟泥を採取した結果，軟体動物 2 種，環
形動物 7 種，節足動物 3 種の計 12 種を確認した．環形動物（ゴカイ類）が主な生息種であり，
Heteromastus 属（イトゴカイ）の生息が多く干潟の生物相は貧弱であった． 
図-4.2.1 京橋川オープンカフェ前面 干潟再生実証試験位置図 7)
実証試験箇所（広島市）
広島市中区橋本
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写真-4.2.2 京橋川オープンカフェ沿い干潟の状況(2009 年 12 月) 7)
図-4.2.2 事前調査時の干潟のヘドロ（高有機泥）堆積状況 7)
図-4.2.3 対象干潟断面図（図-2 中干潟断面位置）7)
写真-4.2.3 コアパイプによる地下水流動状況確認 7)
★
凡例（泥厚）
捨石
0-10cm
10-20cm
20-40cm
40-60cm
60-80cm
80-100cm
100cm以上
調査地点
水質調査
コア採取
底質・生物採取
澪筋
施工前（2009 年 12 月） 
干潟土壌硬度 0～0.2kgf/cm2 
干潟断面位置
鉄筋棒調査により確認した高有機泥層 
砂層 
60cm
φ25cm
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表-4.2.1 底質調査結果 7)
4.2.3 干潟機能再生と作業場構築技術の検討 
(1) 干潟潟機能再生の考え方 
大潮干潮時に出現する 15m 程度の干潟を再生対象として実証試験区(図-4.2.4)を設定した．干潟
機能再生のため，①干潟堆積ヘドロ層内の水循環（底層還元化の抑制）および②親水性機能を向上
させる歩行可能地盤を構築する．①の手法として河岸堆積泥内と表層に透水性の高い浸透層を構築
する．浸透層での地下水の循環機構は広島デルタ河川の特性であるデルタ地盤方向から流水部への
地下水の流出機構を利用する．ただし，本護岸では干潟背後護岸の法尻には鋼矢板（止水矢板，耐
震矢板）が打設されており，河道内へのデルタ地下水の流動を阻害しているため(図-4.2.5)，事前
調査時に確認された護岸付近からの湧出水を利用する構造を検討した．②の手法として超軟弱泥層
硬化・安定化により干潟地盤の支持力を向上させる．市民が干潟上を散策できる親水性の高い河岸
構造を浸透層に付与する． 
(2) 対策工の検討 
(a) 有機泥の浄化能力を持つ石炭灰造粒物層 
上げ潮による継続的な有機泥の供給があることから，第 3 章で示した干潟に沈降・堆積する有機
泥油脂類の減量が期待でき，さらに生態系の再生に実績のある礫状の石炭灰造粒物を用いることに
した．石炭灰造粒物は火力発電所から発生する石炭灰に少量のセメントを混合したものであり，図
-2.4.3，図-2.4.4 で示すとおり Ca イオン，Si イオン等が溶出する酸化物が主成分である．石炭灰
造粒物を用いた浸透層を構築することで透水層（間隙）の目詰まり防止，還元化の抑制，干潟層内
での酸素の保持効果が期待される．なお，生態系の再生に係る生物親和性は，第 5 章において論じ
る． 
(b) 浸透層での水循環（DO の供給・空気の保持）の形成 
細粒有機泥が主に堆積する底層での水循環の機能は，透水性の高い層（透水性を維持できる粗粒
材による透水溝）をヘドロ地盤内および表層に設置し，護岸下層からの流出水を透水層内に流動さ
せることで発揮させる．流動に併せて，礫状材料によって形成される間隙には干潮時に間隙内に取
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り込んだ大気により生物に対する十分な酸素供給が可能となる構造を作る． 
(c) 超軟弱地盤上での作業場構築技術の検討
一般的に超軟弱地盤上での重機作業は鉄板等を用いて行われる．鉄板等の敷設，撤収には，大規
模な仮設工事が必要となるばかりでなく，敷設，撤去に作業時間を要するため，施工時の作業効率
が大きく低下し，事業費が増高する課題がある．この課題を解決するために，石炭灰造粒物を敷設
して作業場を構築する方法(図-4.2.6)を検討した．造粒物を活用することにより，施工機械の交通
荷重を利用して散布造粒物を地盤表層へ強制置換させることで，透水層の機能を確保するとともに，
ヘドロの掘削が不要なため建設残土の発生を大きく抑制できる． 
本技術が実施工に適用できれば，施工後に足場の撤収を必要とせず，短時間に作業場を構築でき
ると同時に敷設した作業場自体がヘドロを浄化する機能を有する透水層となる．作業終了後には作
業場透水層は石炭灰造粒物による透水溝と同様にヘドロ浄化を促進しつつ，遊歩道等の構造物（透
水層）として活用できる． 
(3) 構築する干潟再生構造物とその機能 
干潟再生透水層として構築する透水溝の底質改善メカニズムを図-4.2.7 に示す．酸化物を溶出す
る空隙率の大きい透水溝を設置することにより，①堆積泥による目詰まり防止（イオン交換による
透水性の同上），②間隙内への大気の取り込みと流れによる DO の供給（酸化状態の確保），③有機泥
の分解と流出による有機泥の減量が可能となる．なお，施工後は透水層となる作業場（図-4.2.6）
も透水溝と同様な干潟再生機能が期待され，その効果を評価する．また，透水溝の掘削により発生
したヘドロ残土を石炭灰造粒物細粒分と混合固化し混合覆砂マウンドを構築（図-4.2.7）すること
で，残土処分と親水性向上を図ることができる 3)． 
図-4.2.4 作業場構築範囲を示す試験区の施工平面図 7)
図-4.2.5 コアパイプ調査による干潟推定断面および護岸構造図 7)
図中:L は，測量ラインを示す 
：測量代表点を示す（護岸より 2m）
L2 L5
：底質・生物調査個所
凡 例 
作業場（透水層）370m2
透 水 溝    33m2
混合覆砂    70m2
対照区試験区 
コアパイプ調査により干潟地盤内を推定 
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4.2.4 実証試験区および作業場の設計と構築 
(1) 作業場（兼透水層）の設計 
 作業場（透水層）の敷設厚は，交通荷重および敷設材料自重に対し，河床地盤の支持力が確保で
きる深度（厚さ）により検討した．河床地盤の支持力は Terzaghi の式に基づき算定した．せん断抵
抗角φ=0°と評価し，粘着力は，Terzaghi and Peck の推定式と粘性土のコンシステンシーの関係より
12.5 kN/m2 と評価した．使用する最大重機（本実証試験では，クローラキャリア 1t 級）が 2台並列
した場合を荷重条件として，石炭灰造粒物敷設厚さごとの支持力を照査した結果，45 cm の敷設厚で，
安全率 1.3 を確保できる設計となった．現地での施工性を考慮し設計敷設厚を 50 cm とした．作業
場構築の検討モデルを図-4.2.8に示す．なお，石炭灰造粒物の単位体積重量（13 kN/m3）は，一般
の砕石等（18 kN/m3）に比較し軽いため，設計上も有利になる． 
(2) 干潟再生実証試験施区の概要 
a) 施工場所
広島市中区橋本町（京橋川右岸：京橋川ｵｰﾌﾟﾝｶﾌｪ）
b) 施工面積 施工範囲：約 480m2  施工延長：約 70m 
c) 施工期間 2011 年 2 月～3 月（準備工を除く）
d) 施工方法 
敷鉄板による仮設作業場に代わり石炭灰造粒物を活用した作業場を採用した．検討(図-4.2.9)し
た透水溝と混合覆砂による約 70 m2 の実証試験区は作業場を浸透層に活用することで約 480 m2 に拡
大(図-4.2.4 ，写真-4.2.4)できた．作業場は石炭灰造粒物を層状に敷設することで構築した．造粒
物の粒径は 3～40 mm で，施工必要量は約 200 m3 であった．ヘドロ上での作業に小型バックホウお
よびキャリア（約 1.0t）を用いた．作業場厚を 50cm で計画したが，実績のない工事のため安全性を
考慮し着工時は 70 cm 厚とした．ただし，作業開始後，安全性が確認された後は 50 cm 厚で構築し
た．トン袋に詰めた石炭灰造粒物をクレーンで吊り，河道内に散布した．クレーンの作業範囲外へ
は 1t のキャリアにより 0.5 t の造粒物を運び小型バックホウで層状に敷設(写真-4.2.5)した．敷設後
は，施工機械の交通荷重(写真-4.2.5)を利用して散布造粒物を地盤表層へ強制置換させることで，
透水層の機能を確保するとともに建設残土の発生を抑制した． 混合覆砂層は，図-4.2.7に示す透水
溝の施工で発生した底泥残土と 3mm 以下の石炭灰造粒物を約 1:1 となるようにバックホウ混合し，
混合覆砂（底泥残土＋細粒石炭灰造粒物）を作り，親水性向上施設とし，残土の発生量無しで干潟
再生事業を施工した． 
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図-4.2.6 石炭灰造粒物による作業場（作業道）構築技術 7)
図-4.2.7 石炭灰造粒物の透水溝による環境改善メカニズム 7)
図-4.2.8 作業場構築の検討モデル図 7)
図-4.2.9 実証試験区検討図 7)
重機荷重による強制置換
造粒物による作業道構築
砂 層
高有機泥層
施工後
遊歩道として親水性向上
透水層としてDO供給・保持
砂 層
高有機泥層
0.5m
周辺高有機泥への水循環促進（底質改善）
強制置換による高有機泥の圧密促進
高有機泥層
石炭灰造粒物による透水溝
混合覆砂
砂 層
0.5m程度
水循環促進（底質改善）
間隙への大気取込み
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写真-4.2.4 実証試験区の構築 7)
4.2.5 小規模実証試験の検証・評価 
(1) 作業場構築の施工効率 
作業場および実証試験区構築に係る施工実績を表-4.2.2 に示す．感潮河川干潟のため，施工可能
時間は干潮時の 4 時間程度である．小規模な施工機械によるものにも関わらず，23 m2/hr 程度（表
-4.2.3）の高い施工効率で作業場を構築出来る事が確認された．石炭灰造粒物による作業場構築は，
高有機泥を掘削後に設置する透水溝工（施工効率 1.4 m2/hr）に比較し施工効率は 16倍程度向上する．
しかしながら，作業場は透水溝と構造が異なるため底質改善機能を確認することが必要となる． 
(2) 干潟再生事業の費用便益比（B/C）向上 
環境再生事業では便益を数値として表すのは複雑となるため，ここでは底質改善範囲のみを便益
（Benefit），仮設備を含めた施工総額を費用（Cost）として B/C を検討した．本作業場構築技術を活
用することにより，当初計画していた 100ｍ2 程度の実証試験検討案（図-4.2.9）に比較し，同規模
の予算で約 480m2 の試験区が施工可能となった．作業場を撤去せず透水層として底質改善事業に活
用する事で従来の仮設作業床と比較し高い施工効率を確保できた．実証試験区の底質改善範囲は 4.8
倍（実証試験区:480m2/検討案:100m2）となり B/C の向上(B/C=4.8)が可能となった． 
軟弱干潟上での敷鉄板による仮設作業床と施工単価を比較するために，作業サイクルに基づき概
算施工費を算出した．作業条件により施工費用は異なるため，実証試験で稼働した重機，稼働作業
人員および必要資材を調達可能額により算出(表-4.2.3)した．造粒物作業場の施工単価(2.4千円/m2)
は，敷鉄板による仮設作業床の施工単価（5.0 千円/m2）と比較し 1/2 程度に低減される．なお，現場
状況により変動する作業場以外の仮設工および資機材の現場への運搬費は考慮していない． 
(3) 底質および生物生息環境の改善効果と親水性向上 
構築した作業場による底質および生物生息環境の改善機能を評価するためモニタリング調査を行
った．実証試験区と対照区の底質性状を調査（観測位置は図-4.2.4）した結果，作業場構築（透水
層）により水循環が形成され強熱減量，n-ヘキサン抽出物質，硫化物は試験区で低い値(図-4.2.11)
実証試験区域:延長 70m 
施工範囲 
（施工完了時 2011 年 3月） 
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を維持しており，底質性状が改善されていることが確認された．底質の酸化還元電位は対照区に比
べ試験区で高く酸化状態が維持されていた．また，作業場の透水層機能維持を確認するため，透水
層（作業場）の一部を掘削調査した．表層から 15cm 程度の造粒物間隙に有機泥がトラップされてい
たが，嫌気状態になっておらず 15cm 以深の造粒物層空隙は保たれ透水層の機能維持が確認された．
さらに，作業場を構築した造粒物層境界部において生物量が増加しており(図-4.2.12)透水層の効果
により生物生息環境が改善されていると考えられる． 
実証試験区の土壌硬度および地盤形状のモニタリングにより造粒物作業場の親水性機能向上を評
価した．中山式土壌硬度計により実証試験区の構築 18 ヶ月後の土壌硬度分布（図-4.2.13）を調査
した結果，作業場において遊歩道等に必要な硬度（1～5 kgf/cm2）の維持が確認された． 
作業場構築によるヘドロ堆積厚ごとの土壌硬度変化（図-4.2.14）を確認した．ヘドロ堆積厚が 100cm
程度であっても造粒物により安定した土壌硬度が維持されている． 
遊歩道の形状維持を評価するため定期的に実証試験区の水準測量を行った．作業場地盤高の経時
変化（観測位置は図-4.2.4）を図-4.2.15に示す．当初の形状，地盤高が維持されており，新たなヘ
ドロ堆積による地盤高の変化も確認されなかった．実証試験前と比較し親水性向上が図られている
ことが確認された． 
写真-4.2.6 作業場施工状況および構築した作業場 7)
表-4.2.2 試験区および作業場構築に係る施工実績 7)
工 法
施工面
積
施工時間
石炭灰
造粒物量
透水溝工 33.1m2 6 日×4hr 29m3
混合覆砂工 70.4m2 3 日×4hr 30m3
作業場(散布工含) 371.1m2 4 日×4hr 154m3
計 474.6m2 13 日×4hr 213m3
キャリアの走行状況 (2011 年 2 月) 
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表-4.2.3 作業場構築に係る施工費用および施工効率 7)
工 法 石炭灰造粒物作業場
仮設作業床
（敷鉄板設置・撤去）
日施工費 22.3 万円/日 32.5 万円/日
日施工数量 92.8m2／日(4hr／日) 65.0m2／日(4hr／日) 
時間施工効率 23.2m2／hr 16.3m2／hr 
1m2当り施工費 2.4 千円/m2 5.0 千円/m2
撤去作業 不要 必要（上記施工費に含）
施工規模 100～500m2
施工条件 軟弱干潟作業，材料工事費共（資機材運搬費除）
図-4.2.11 干潟表層泥の底質性状 7)
図-4.2.12 造粒物層境界部の干潟底生生物調査結果 7)
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図-4.2.13 実証試験区の土壌硬度分布図 7)
図-4.2.14 遊歩道の機能維持を示す土壌硬度の変化 7)
図-4.2.15 造粒物作業場地盤高の経時変化 7)
施工 18ヶ月後（2012 年 8 月） 
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4.3 大規模底質改善施工技術の開発
4.3.1 大規模底質改善施工技術開発の必要性
広島デルタ太田川派川河岸には還元有機泥が堆積し，景観，親水性が低下している．へドロ（還
元有機泥）が堆積した干潟再生を目的に，石炭灰造粒物（リサイクル材）を用いた底質改善実証試
験事業（産官学プロジェクト）が進められている．著者らは，ヘドロが厚く堆積する河岸干潟にお
いて底質環境を改善するために，石炭灰造粒物による底質浄化能力を持つ作業通路構築技術（図
-4.3.1）を開発してきた．これまでの小規模（475 m2）実証試験により底質改善効果が確認され，
事業化に向けた基本的な施工技術が確立されている 7)．
本節の研究目的は，開発技術を実事業で活用するため大規模（7,296 m2）実証試験により，①施工
性能，事業コストを評価し，②地盤支持力 0 kN/m2 のヘドロ堆積干潟において B/C 向上が望める安
全な重機作業を可能とする造粒物の敷設厚を評価できる設計用データの蓄積を図り，③干潟再生材
としての酸素（底質 DO）供給機能，および造粒物の生物親和性を検証することで干潟再生事業に必
要となる大規模底質改善施工技術を確立することである．
研究対象は，太田川水系京橋川の河岸干潟である．当地区では「水の都ひろしま」推進計画を踏
まえ干潟沿いのオープンカフェによる賑わい場の提供（写真-4.3.1）と共に，河岸の親水性向上を
併せた干潟再生事業が進められている．対象干潟の事前調査，試験区の設計施工，施工後のモニタ
リング調査，および室内実験により開発技術を検証・評価した．
写真-4.3.1 対象干潟の外観 8) 写真-4.3.2 大規模試験区構築 8)
   （施工前 2009 年 12 月）        （施工後 2013 年 5 月）
図-4.3.1 石炭灰造粒物による作業通路構築技術 8)
重機荷重による強制置換
造粒物による作業通路構築
砂 層
高有機泥層
施工後
遊歩道として親水性向上
透水層としてDO供給・保持
砂 層
高有機泥層
荷重により
敷設厚を設計
施工0.5m
周辺高有機泥への水循環促進（底質改善）
強制置換による高有機泥の圧密促進（支持力向上）
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4.3.2 大規模実証試験の目的と対象干潟の概要
(1) 大規模実証試験の目的
2011 年からの小規模実証試験により，限られた範囲での底質改善，親水性向上，生物生息環境改
善効果が確認されている．しかし本技術の事業化に向けては，小規模実証試験では確認できない大
規模施工時の施工性，事業コスト縮減，実効性の高い底質改善技術の確立が必要である．本実証試
験の目的は，大規模施工技術を確立すると共に，歩行困難となった干潟を人が歩き水辺に近づける
空間に改善し親水性の向上を図り，悪化した底質環境を改善し，多様な生物生息環境を創出するこ
とである．
(2) 対象ヘドロ干潟の概要と事業範囲の検討
当該箇所は感潮河川で朔望潮位差が約 4 m，大潮干潮時に幅 15 m 程度の干潟が出現する．対象干
潟の一部は，石炭灰造粒物による小規模な底質改善実証試験（2011 年）が実施されている．2012 年
に対象干潟を詳細に調査（干潟性状，土壌硬度，底質等）し底質改善が必要な箇所を選定した（図
-4.3.2）．干潟上には還元有機泥が最大で 1 m 程度堆積し歩行困難であった．微硫化水素臭が発生し
底泥は広島湾沿岸に堆積する有機泥に近い特性であった．
図-4.3.2 対象干潟の底質状況概要図（2012 年調査結果）8)
(3) 石炭灰造粒物による透水層の機能
石炭灰造粒物は，火力発電所から発生するフライアッシュを造粒・固化した海砂代替材である．
礫状材料であり，覆砂材として硫化水素の発生抑制・吸着およびリン酸（栄養物質）の吸着効果が
確認されている．干潟再生材として酸化物を溶出する空隙率の大きい石炭灰造粒物透水層を設置す
ることにより，①堆積泥による目詰まり防止（イオン交換による透水性の向上），②間隙内への大気
の取り込みと流れによる DO 供給（酸化状態の確保），③有機泥の分解と流出による有機泥の減量が
期待される．施工後は遊歩道となる作業通路も透水層として同様な干潟再生機能が期待される 3), 9), 
10)．
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4.3.3 大規模施工技術の確立
(1) 施工技術の検討と事業費用低減策
底質改善が必要な事業範囲への石炭灰造粒物透水層の施工を検討した．対象干潟の上下流には道
路橋が架橋されており作業船の現場への入域は困難である．造粒物を陸上作業により敷設するには，
ヘドロ堆積干潟上に重機作業が可能となる作業道の構築が必要であった．干潟の土壌硬度は，人が
歩行可能となる 50 kN/m2（土壌の表面硬度を貫入により測定)以下であり重機作業に必要な支持力は
確保されていない．仮設作業道を設置撤去するには多額のコストがかかるため石炭灰造粒物を敷設
することで地盤の適度な安定化を図り施工時の重機作業を可能とし，施工後は干潟上を散策できる
遊歩道とするとともに，透水層として底質への DO 供給・保持による底質改善を目指した．大規模
実証試験での透水層施工技術の概要を図-4.3.3に示す．2012 年の調査結果より図-4.3.4に示す箇所
を大規模実証試験範囲とした．施工数量が増加するため施工単位当りの費用が低減されることは明
らかである．しかし，干潟へ覆砂するためのアプローチとなる作業通路の施工量も同様に増加する
ため，小規模施工と同じ工法ではコスト低減額は限られてしまう．そこで小規模実証試験時に，そ
の底質改善効果が確認された敷設厚さ 10 cm の薄層覆砂を基本とする工法（図-4.3.5）を採用した．
地盤へのめり込みが大きく覆砂機能の確保が困難な箇所は覆砂厚を 20 cm に増加して，機能を確保
しつつ平均厚を減少させることにより，施工速度向上とコスト低減を図った．
図-4.3.3 大規模実証試験による透水層施工技術の概要 8)
図-4.3.4 大規模実証試験施工平面図および調査箇所 8)
No.1
対照区
No.3
平板載荷試験実施箇
No.2
水質(DO他)連続測定箇
凡 例
：モニタリングポイント0    50    100 m
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図-4.3.5 石炭灰造粒物作業通路および薄層覆砂の概要 8)
(2) 実証試験区設計時の地盤評価
作業場（透水層）の敷設厚は，交通荷重および敷設材料自重に対し，河床地盤の支持力が確保で
きる深度（敷設厚）を算出することで設計した．河床地盤の支持力は Terzaghi の式に基づき算定し
た．せん断抵抗角φ=0 °と評価し，粘着力は，Terzaghi and Peck の推定式と粘性土のコンシステン
シーの関係より粘着力 c=12.5 kN/m2（非常に柔らかい）と評価した．実際の干潟は歩行さえ出来ず
支持力は 0 kN/m2 であるが，施工時に造粒物および重機荷重により地盤全体が強制的に置換，圧密
され造粒物と在来干潟の 2 層地盤が形成されると仮定した．本設計計算に基づく干潟地盤の許容支
持力は 63 kN/m2 となり造粒物敷設厚 30 cm で，施工重機（1 t 積キャリア）走行時の安全を確保でき
る設計となった．ただし，施工時の安全性を考慮して 50 cm 厚での施工とした．なお，敷設する材
料の自重も載荷荷重となり石炭灰造粒物の単位体積重量（13 kN/m3）は，一般の砕石等（18 kN/m3）
に比較し軽いため軽量盛土材と同様に設計上も有利になる．本手法で算出した地盤支持力の妥当性
を検証するため，施工後に平板載荷試験による支持力試験により評価することとした．
(3) 大規模実証試験区の構築
大規模実証試験区の施工は，7,296 m2 のヘドロ干潟を対象とし 2013 年 5 月に施工完了した（写真
-4.3.2,写真-4.3.3）．都市部干潟での施工のため，造粒物を大型土嚢に積めて搬入する必要があっ
た．4 t 積トラックに 1 t 大型土嚢 4 袋を積載して現場搬入した．大型土嚢に詰めた石炭灰造粒物は
13 t 級クレーンで吊り，河道内に敷設した．クレーンの作業範囲外へは 1 t 積キャリアにより石炭灰
造粒物を運び小型バックホウで層状に敷均した．敷設後は，施工機械の交通荷重を利用して散布造
粒物を地盤表層へ強制置換させることで，作業通路を構築し透水層の機能を確保するとともに建設
残土の発生を抑制した．施工箇所は，潮位の影響を受けるため，作業時間は 4 hr/日であった．
(4) 施工速度の向上と施工コストの低減評価
実証試験区構築で得られた詳細データから今後の事業化検討のために施工速度，事業コストを定
量的に評価した（表-4.3.1）．環境再生事業では便益を数値として表すのは複雑となるため，ここで
は底質改善範囲のみを便益（Benefit），造粒物の搬入費用を含めた施工総額を費用（Cost）として B/C
を検討した．小規模施工時データと比較し事業コストの低減（1 m2 当り 56 %低減），施工効率の向
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上（小規模施工の 4.3 倍）が確認された．薄層覆砂（厚さ 10 cm）を主とした施工により，小規模施
工時の平均層厚 42 cm は，大規模施工時では平均層厚 35 cm に低減可能となった．これにより単位
（1 m2）当り施工量は 83 %に低減されている．なお，施工箇所が都市部でない場合はダンプトラッ
クによる直接搬入が可能となり，大型土嚢での詰込み，荷卸し作業が不要となり施工費用は更に低
減可能となる．
写真-4.3.3 石炭灰造粒物の敷設状況（藻類の付着状況）8)
表-4.3.1 石炭灰造粒物層の施工速度と施工費用の低減効果 8)
4.3.4 石炭灰造粒物透水層の支持力評価
(1) 平板載荷試験による作業通路の支持力評価
ヘドロ堆積干潟での安定した重機作業に必要となる作業用通路の設計データを蓄積するために，
施工後に現場実験により造粒物敷設厚毎の支持力を図-4.3.4 に示す箇所で平板載荷試験により評価
した．試験箇所は在来ヘドロ干潟と施工時に干潟上へ実験的に敷設した厚さが異なる4箇所（5 cm, 10 
cm, 20 cm,および 50 cm）とした．
造粒物は礫状材料のためポータブルコーン貫入試験等の簡易試験では，粒礫状の造粒物が貫入の
支障になり，適切な支持力評価が困難なため平板載荷試験（写真-4.3.4）により測定した．干潮時
の干潟上での作業となり安定した試験反力の確保が困難なため，試験は，「JIS A 1215 道路の平板載
荷試験方法」に準拠しながらも試験条件を次の通り設定した．一般的な平板載荷試験の載荷盤はφ
30 cm であるが，これは粒状材料を対象にしている場合である．本試験では造粒物を対象とするため，
載荷盤の径は造粒物径を考慮し，大型のφ45 cm とした．変位は 4 箇所のダイヤルゲージにより測定
し，荷重は重量を測定してある錘を人力により載荷した．載荷パターンは「段階式載荷」とし，初
期荷重を載せて載荷盤を十分に馴染ませた後に，錘を段階的に載せて沈下の進行が止まるのを待っ
項　　　目 大規模試験施工 小規模試験施工
河川底質改善範囲 7,296m2 475m2
造粒物施工数量 2,584m3 200m3
施工期間（施工時間） 47日（191hr） 13日（52hr）
１日当り施工速度 160m2/日 37m2/日
施工速度の向上率 小規模施工の4.3倍 1
実証試験費用 54.0百万円 8.0百万円
1m2当り施工費用 7,400円/m2 16,800円/ｍ2
1m2当り造粒物使用量 0.35m3/m2 0.42m3/m2
1m2当り施工費低減 小規模に比較し56％減 -
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て載荷荷重と変位計を読み取り記録した． 所定の載荷継続時間中に変位量が急激に増大，荷重保持
や荷重載荷が困難になったなど地盤が破壊状態に達したと判断できる時は試験を終了することとし
た．試験後は造粒物の敷設厚さを確認するため，載荷箇所を試掘し敷設厚さを確認した．
平板載荷試験により得られた造粒物敷設厚毎の荷重強度と沈下量の関係を図-4.3.6 に示す．道路
舗装路盤（コンクリート舗装），鉄道路床，空港滑走路床などと同様に，地盤反力係数を算定する沈
下量 S=1.25 mm として地盤の支持力を評価（図-4.3.7）した．許容支持力は図-4.3.7の支持力に適
切な安全率（通常 3）を考慮して算出が可能である．
(2) 石炭灰造粒物作業通路の設計方法
敷設した造粒物（透水層）を新たな支持層と評価し重機荷重を支持させる場合，支持力は弱い下
層地盤（干潟地盤）の影響をうけるため地盤の多層性を考慮する必要がある．弱層（干潟地盤）が
全体の支持力値を支配するのか，あるいは作業通路（透水層）を含む層状地盤全体の破壊によって
支持力が決定されるか検討が必要である．平板載荷試験結果より，0 kN/m2 の干潟地盤支持力は，造
粒物 5 cm 厚の敷設により 77 kN/m2 に向上している．下層地盤の影響は受けるものの，層状地盤全体
で荷重を支持していると評価できる．よって，ヘドロ干潟であっても，石炭灰造粒物による強制置
換，圧密促進により造粒物と在来干潟の 2 層地盤が形成され，弱層への応力分散を考慮して河床地
盤の支持力が確保できる深度（厚さ）を算出することで作業用通路の設計が可能となる．平板載可
試験結果より許容支持力を評価すると造粒物敷設厚 30 cm では，約 210 kN/m2 の極限支持力となり安
全率を 3 とすれば，許容支持力は設計値とほぼ同様の 70 kN/m2（設計値 63 kN/m2）と評価できる．
写真-4.3.4 石炭灰造粒物層の平板載荷試験状況 8)
図-4.3.6 造粒物敷設厚毎の荷重強度と沈下量の関係 8)
造粒物 50cm干潟表層
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図-4.3.7 石炭灰造粒物敷設厚と支持力の関係 8)
4.3.5 干潟再生材の透水機能評価
(1) 透水層の機能性確認
施工した透水層（作業用通路）の透水機能を評価するため，施工前後の干潟にメモリー式水質計
（図-4.3.8）を図-4.3.9,図-4.3.10 に示す設置高に埋設し，1 ヶ月間（大潮期～大潮期）の連続観
測により透水層内の水循環の形成と底質 DO の供給機能を確認した．施工前の高有機泥層内 DO（図
-4.3.9）は，1~2 mg/L 程度であった．干出時においても DO は 3.8 mg/L 以下であり干潟は還元的な
状況であった．透水層（作業通路）施工後の DO（図-4.3.10）は，上下層内ともに 6 mg/L 以上が観
測されており，水位（潮位変化）に追従した水循環機能が確保されていることが検証された．対象
干潟は干潮河川であり，塩分濃度も水位変動に追従して干潮時は河川水の影響を受け，満潮時は海
水の影響を受けることが確認された．このことから作業用通路は透水層としても十分に機能してい
ることが確認された．
(2) モニタリングによる改善効果の確認
施工後モニタリングにより底質の改善，親水性の向上，生物生息環境の改善について評価した．
干潟の歩行可否を指標とする親水性機能の向上は，干潟表層の土壌硬度を測定することにより評価
した．施工 15 ヶ月後（2014 年 8 月）においても歩行に必要な 50 kN/cm2 以上の土壌硬度が干潟全体
で維持されている．底質改善効果は，対照区および施工範囲 3 ヵ所（図-4.3.4）のモニタリングポ
イントで評価した．施工 15 ヶ月後においても硫化水素の発生抑制が確認されている．
図-4.3.8 水質計設置・測定概要 8)
施工前 施工後
2012年 2013年
11～12月 11～12月
（1ヶ月連続） （1ヶ月連続）
泥層内 造粒物層内
干潟深度 透水層上層　
10cm 下層　
水位，DO 水位，DO
塩分，水温 塩分，水温
期間
箇所
項目
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図-4.3.9 高有機泥層内（施工前）の DO評価 8)
図-4.3.10 石炭灰造粒物層内（施工１年後）の DO評価 8)
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4.4 石炭灰造粒物層内における地下水流動と濁質の輸送
4.4.1 石炭灰造粒物層内における地下水流動と濁質の輸送の検討目的
広島デルタを流れる太田川の市内派川河口域の河川干潟では生活排水の増加によりヘドロ化が進
み，アナジャコ等が優占する泥干潟が広範囲に形成されている．また，漁獲量が低下したアサリ漁
場再生のために種苗放流が継続されているが，その効果も小さく，アサリの生産は期待できない状
況にある．広島デルタでは不透水層が T.P.-10～-30m付近にあり 11)，河川護岸の耐震化にあたり，護
岸の河川側法尻や堤内側法尻に不透水層まで達する鋼矢板が打設されている．不透水層まで達する
鋼矢板の打設によって護岸堤内地と干潟間での地下水循環が阻害されることが示唆されており 12)，
太田川に形成されている干潟に生息する二枚貝の生息環境を形成する重要な要因の一つに地下水流
れがあることが示されており 13)，地下水循環の阻害がアサリの生産低下の一因として予想される．
2011 年には泥化が進み，かつ護岸堤内地側との地下水流動が阻害された河川干潟においてアサリ
育成技術構築の試みとして，透水性が高く，造粒物から CaO等が溶出するアルカリ剤としての効果
も期待できる 14)石炭灰造粒物を用いた透水層が設置された．さらに，2012年には干潟の底質環境改
善機能の検証を目的とした現地実証試験とモニタリング調査が実施され，施工後 12ヶ月後の結果が
報告されている 3)．その結果，造粒物の散布により地下水の流動性の改善，底質の強熱減量の減少，
酸化還元電位の改善が確認されている．
本研究では施工から 2年後の 2013年から 2014年にかけて底質，地下水質の現地調査を行い，石
炭灰造粒物層内における地下水の流動を明らかにし，石炭灰造粒物散布による改善効果の持続性や
二枚貝の生育場としての適性について検討した．
4.4.2 石炭灰造粒物層内に形成される環境
(1) 調査地点と現地調査の概要
図-4.4.1に調査を実施した太田川市内派川の吉島地区，図-4.4.2には吉島地区における石炭灰造
粒物の散布状況と調査地点を示す．調査地点の特徴として，造粒物区 1は造粒物が非常に多く，40cm
程度の層厚がある．造粒物の間隙は砂泥だが，やや締まっており，砂が比較的多い．造粒物区 2 は
造粒物が多く，30cm程度の層厚があり，造粒物の間隙は砂泥である．対照区は造粒物の散布が無い
地点で造粒物区の近くに設定した．対照区の底質は砂泥だが，泥分が多い． 
河川干潟に施工した造粒物層内の地下水質，地下水の流動を把握するために，造粒物区と対照区
における流動性，地下水の性状，造粒物層内における地下水の連続測定を実施した．地下水の流動
は造粒物層内と対照区の地下水位の変化を連続的に測定することで地下水の動きの有無を地下水流
動性として検討し，造粒物層内の地下水の性状は塩分，水温，クロロフィル a濃度，濁度，pH，ORP
を多項目水質計（AAQ-1183，JFEアドバンテック社製）などを用いて測定した． 
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図-4.4.1 調査地点 15)
図-4.4.2 石炭灰造粒物の散布状況 15)
(2) 造粒物散布地点と対照区での地下水性状
図-4.4.3には 2013年 11月 22日に測定した造粒物区と対照区の深度毎に測定した地下水の pHと
ORPの関係，図-4.4.4には造粒物区 2における地下水質の鉛直プロファイルを示した．
対照区では pHが 7.7～7.8，造粒物区では pHが 7.9～8.15と造粒物区で pHが 0.2程度高い．これ
は，石炭灰造粒物の効果の 1つであるCaOの溶出に伴ってOH-が生成されたことによるものである．
また，地盤下になるほど ORPは低下する傾向にあり，その低下量は pHの上昇による低下分よりも
大きい．特に，造粒物区 2では地盤下 35cm程度から泥層が確認されており，石炭灰造粒物層よりも
下の泥層まで達すると ORP は地盤下 40cm で-100mV，地盤下 50cmで-250mV と急激に低下し，還
元的な状態が形成されていることがわかる．
図-4.4.4より，地盤下 35cmで泥層が出現するとともに地下水の水温が上昇し，DOが低下する傾
向にあり，石炭灰造粒物層と泥層では異なる水環境が形成されていることがわかる．
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図-4.4.3 造粒物区と対照区の深度毎に測定した地下水の pH～ORP関係 15)
表-4.4.4 造粒物区 2における地下水質の鉛直プロファイル 15)
(3) 粒物層内の地下水性状の連続測定
造粒物層内の地下水性状を連続測定し，流動性を測定することを目的として，造粒物区 1 と 2 の
地盤下 20cm，25cm に流向・流速計（Comact-EM 計，JFE アドバンテック社製）を設置した．測器
はφ125mmのメッシュ（φ2mm程度）入りの塩ビパイプに入れ，地下水を 10分間隔で連続測定し
た．同時に河川に水位・水温計（Compact-TD計，JFEアドバンテック社製）を設置し，河川水の水
位，水温を連続測定した．石炭灰造粒物層内で生じている地下水流動は機器の精度（1cm/s）よりも
小さかったため，地下水流向・流速については考察することができなかった．そのため，地下水の
水温変動のみを用いて地下水の流動性を検討した．
図-4.4.5には吉島における(a)河川水位，(b)造粒物層内の地下水と河川水の水温の経時変化が示さ
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れている．地下水温は上げ潮開始直後に低下しており，上げ潮の干潟冠水時に低水温の河川水が地
盤内に活発に浸透していることがわかる．水温の変動が造粒物区 1 と 2 で異なるのは両地点の機器
の設置高さが異なるため（造粒物区 1：地盤下 20cm，造粒物区 2：地盤下 25cm）であると考えられ
る．
以上のことから石炭灰造粒物層内においては地下水の流動が活発に生じていることがわかった．
表-4.4.5 吉島における(a)河川水位，(b)造粒物層内の地下水と河川水の水温の経時変化 15)
(4) 石炭灰造粒物層，対照区における地下水位変動
図-4.4.6には大潮期における(a)河川水位と(b)造粒物区 1，対照区における地下水位変化が示され
ている．石炭灰造粒物区 1の地盤高は T.P.-0.76m，泥干潟区の地盤高は T.P.-0.95mであった．地下水
位は造粒物区 1，対照区それぞれにφ250mm の塩ビパイプを 20cm 程度埋め，パイプ内に出現する
地下水位の経時変化を測定した．
泥質干潟においては地下水の流動性が低く，河川水との水位差が生じた場合においても地下水位
が低下しない現象が太田川市内派川の空鞘地区で確認されており 16)，吉島地区においても底質改善
前の泥干潟では地下水位の低下が生じるような環境ではなかったことが予想される．造粒物区にお
いては河川水位が地盤高よりも低い期間に 5 cm以上地下水位が低下したのに対し，泥干潟である対
照区においては地下水位の低下は生じていないことがわかる．造粒物層内における地下水位の低下
は下げ潮時に透水性の高い石炭灰造粒物層の地下水位と河川水位の水位差が生じることによって生
じている．
図-4.4.7 には 2014 年 5月 29 日に石炭灰造粒物地盤内，河川に水温・水位計（Compact-TD 計）
をそれぞれ設置して測定された地下水位と河川水位の経時変化が示されている．地下水位測定地点
の地盤高は T.P.-0.88m程度であり，図中に実線で示されている．また，機器は地盤下 20cm程度に埋
設した．地下水位は河川水位が地盤高まで低下した後から水位の低下勾配が急激に変化する．この
期間は干潟が干出しており，図-4.4.6で示されている地下水位の変動と一致する．石炭灰造粒物区
における地下水位は河川水位が地盤高よりも低くなったときに確認され，地下水位と河川水位の間
に水位差が生じるタイミングは調査期間中ほぼ一定であった．また，干出時間は潮汐に依存し，大
潮期には干出時間は長くなる．干出時間の増加に伴い地下水位低下量も増加しており，石炭灰造粒
物区においては干出期間に地下水位が低下し続けていることがわかる．
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図-4.4.6 大潮期における(a)河川水位と(b)造粒物区 1，対照区における地下水位変化 15)
図-4.4.7 河川水位と石炭灰造粒物層内の地下水位変動 15)
(5) 潮位変動に伴う石炭灰造粒物層内の地下水質変動
図-4.4.8 には石炭灰造粒物の地盤下 10cm，20cm，30cm における(a)河川水位，(b)地下水位，(c)
塩分，(d)水温，(e)DO濃度の経時変化が示されている．地下水質は，造粒物区 1にφ250mmの塩ビ
パイプ 3本をそれぞれ 10cm，20cm，30cmの深さまで並べて挿入し，パイプ内の泥と石炭灰造粒物
を除去し，塩ビパイプの底面から湧出する地下水を多項目水質計を用いて測定した．なお，地盤下
30cmにおいても塩ビパイプの底面は泥層まで達しておらず，石炭灰造粒物層からの地下水を測定し
ている．
石炭灰造粒物層内の地下水はどの深さにおいても同様の低下速度であり，下げ潮時の 100分間で 5
～6cm低下した．17時 15分の結果は河川水位が地盤高と等しくなる直前の測定結果であり，河川水
位の上昇に伴って石炭灰造粒物内の地下水位が上昇し始めていることがわかる．地下水質は地盤下
10cmと 20cm，30cmでは大きく異なり，地盤下 10cmの塩分は低く，水温，pH，DO濃度は高い．
地盤下 10cmの水質は同時に測定した河川水表層の水質に近いことから，河川水の影響を受けた地下
水であることが予想される．一方で地盤下 20cm以深の地下水は起源が河川表層水とは異なる石炭灰
造粒物層内を流れる地下水と考えられ，水温は地盤下 10cmと比較して 2度程度低く，塩分は 2～3psu
程度高い．しかしながら，DO濃度は 5mg/L程度存在している．
これらの結果から，石炭灰造粒物層内では地下水流動が活発に生じており，地下水位も地盤下
10cm程度まで低下していることがわかる．対照区では地下水位が低下せず，石炭灰造粒物層内では
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地下水位が低下すること，地下水の DO 濃度が高い状態で保たれていることから，施工後 2 年が経
過しても地下水流動性が高い場が維持されていることがわかった．
図-4.4.8 石炭灰造粒物層内の各深さにおける
(a)河川水位，(b)地下水位，(c)塩分，(d)水温，(e)DO濃度の経時変化 15)
4.4.3 石炭灰造粒物層内での濁質の輸送
石炭灰造粒物層内においては現地の泥干潟と比較して地下水の流動性が高く，干出時に地下水位
が低下すること，地下水流動に伴う水温変動や DO 濃度が高い状態で維持されていることが確認さ
れた．石炭灰造粒物層内においては地下水流動に伴い濁質が堆積していることが現地調査から明ら
かとなっており，この石炭灰造粒物内を流動する濁質が底生生物の餌料として利用できるのであれ
ば，底生生物（アサリなど）の良好な生息場が形成されている可能性がある．以下では，石炭灰造
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粒物層内を流動する濁質に着目し，濁質の組成や時間的な濃度変化について検討する．
(1) 調査の概要
地下水，河川水に含まれる濁質の組成を明らかにするため，2014年 9月 9日に河川水位が地盤高
よりも低くなった期間（下げ潮時）と，その後河川水位が地盤高付近まで上昇した期間（上げ潮時）
に河川水と造粒物区 1の層内の地下水を採取し，クロロフィル aとフェオフィチン濃度を測定した．
また，造粒物層内での濁質の移動，DO濃度の経時変化を明らかにするため，造粒物層内の地下水の
連続測定を実施した．造粒物層内の地下水の連続測定には造粒物層内に 3mmのメッシュで覆ったカ
ゴ（16cm×26cm×12cm）を設置し，その中に塩分・水温計（Compact-CT 計），溶存酸素計（DOW
計），濁度計（CLW計，以上 JFEアドバンテック社製）を設置し，2014年 9月 10日～10月 7日ま
で 10分間隔で地下水の連続測定を実施した．塩分と水温については河川水も併せて調査した．地下
水の測定において，各機器は測定部を上に向けて測定を行った．調査後には造粒物層内に設置した
カゴ内の堆積泥（造粒物層内を流動する濁質が堆積したもの）と造粒物区表層の堆積泥を採取し，
75µm のふるいで分けることで細粒分含有率と燃焼特性（300℃，375℃，500℃，600℃の強熱減量）
を測定した．
(2) 造粒物層内の濁質性状と潮汐に伴う変動
図-4.4.9 には下げ潮時，上げ潮時における河川水と造粒物層内間隙水のクロロフィル a，フェオ
フィチン濃度，図-4.4.10 には観測期間中の(a)河川水位，河川水と間隙水の(b)塩分，(c)水温，間隙
水の(d)クロロフィル a，濁度，(e)DO濃度の経時変化が示されている．
クロロフィル a は二枚貝の餌料となるが，造粒物層内には河川水と同程度の濃度でクロロフィル a
が存在していること（図-4.4.9），造粒物層内の間隙水性状は干潟が干出するタイミングで大きく変
化しており（図-4.4.10），地下水位の低下に伴って表層河川水が浸透していることが予想される．
二枚貝の生育環境として重要なクロロフィル aは概ね 2～6µg/Lで河川水のクロロフィル aと同程度
の濃度で長期的に維持されており，DO濃度は 2～8mg/Lの範囲で変動しており，貧酸素状態が継続
することはなかった．
(3) 造粒物層内を流動する濁質の性状
図-4.4.11 には造粒物区 2 の表層と層内に堆積する泥の(a)細粒分含有率，(b)燃焼特性を示した．
造粒物層内を流動する濁質は表層に堆積する泥よりも細粒分含有率，有機物量（IL600）が高いこと
がわかる．75µmのふるいでふるい分けした試料では表層泥と層内の濁質の燃焼特性は同程度である
ことから，表層泥は造粒物層内へ輸送される際に有機物量を多く含む細かい粒径の濁質に選別され
て輸送されていることが予想される．
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図-4.4.9 下げ潮時，上げ潮時における河川水と造粒物層内地下水の
クロロフィル a，フェオフィチン濃度 15)
図-4.4.10 大潮期における(a)河川水位と造粒物層内と河川水の
(b)塩分，(c)水温，(d)クロロフィル a，濁度，(e)DO濃度の変化
（点線期間は造粒物区の干潟が干出したことを表す）15)
0
2
4
6
8
10
12
14
河川水
（下げ潮）
河川水
（上げ潮）
地下水
（下げ潮）
地下水
（上げ潮）
ク ロ
ロ
フ ィ
ル
a ,
 フ
ェ オ
フ ィ
チ
ン
[ m g
/ L
]
クロロフィルa フェオフィチン
-2
-1
0
1
2
3
12 12.5 13 13.5 14
W
at
er
 le
ve
l [
m
]
Time [day]
河川水
0
5
10
15
20
25
30
35
12 12.5 13 13.5 14
Sa
lin
ity
Time [day]
河川水
地下水
20
21
22
23
24
25
26
12 12.5 13 13.5 14
Te
m
pe
ra
tu
re
 [d
eg
]
Time [day]
河川水
地下水
0
20
40
60
80
0
2
4
6
8
12 12.5 13 13.5 14
Tu
rb
 [F
T
U
]
C
hl
-a
 [p
pb
]
Time [day]
Chl-a
Turb
0
2
4
6
8
10
12 12.5 13 13.5 14
D
O
 [m
g/
L
]
Time [day] (Sep.12-14, 2014)
-
-
. .
W
at
er
 le
ve
l [
m
]
i  [ ]
. .
Sa
lin
ity
i  [ ]
. .
Te
m
pe
ra
tu
re
 [d
eg
]
i  [ ]
. .
Tu
rb
 [F
T
U
]
C
hl
-a
 [p
pb
]
i  [ ]
l-
r
. .
D
O
 [m
g/
L
]
i  [ ] ( . - , )
(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
地盤高（T.P.-0.8m）
- 148 - 
図-4.4.11 造粒物区 2の表層と層内に堆積する泥の(a)細粒分含有率，(b)燃焼特性 15)
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4.5過栄養な内港における底質改善手法
4.5.1 過栄養な内港における底質改善手法検討の目的 
港湾内の内港地区や水路といった狭小な海域では，富栄養状態を通り越し，大量の浮泥の堆積，
青潮の頻発，悪臭の発生といった過栄養状態にある海域がいまだ散見される．このような，狭小な
過栄養海域は，人々の生活に近接した場にあることが多く，アメニティ環境の向上を考える上で早
急な対策が望まれる．また，本来，陸域と海域の接点という生物の生息や再生産に重要な海域にデ
ッドゾーンが広がることは，沿岸域の生態系保全の視点からも望ましいものではない．
このような過栄養海域における環境改善の方向性として，まず，過栄養状態を作り出す原因とな
っている負荷源対策が挙げられるであろう．一方で，近年，閉鎖性海域における貧酸素といった水
環境の改善に，底質の改善が重要であることも指摘されている 19）．浮泥が大量に堆積しているよう
な過栄養海域においても，陸域の負荷の対策に加え，底質の改善が重要と考えられる．しかしなが
ら，浮泥が大量に堆積した過栄養海域における底質の改善事例は少なく，技術が確立されていない
のが現状である．
福山市の市街地に位置する福山港内港地区（以下，内港地区）では，閉鎖性の強い海域に合流式
下水道の越流負荷があり，海底に未処理下水を多く含んだ浮泥が 1ｍ以上堆積した．この結果，赤潮
や青潮が頻発するとともに，例年，スカム（scum）と呼ばれる浮泥の海面への浮遊現象 20）があり，
悪臭や景観面から水環境問題が深刻化し，環境改善が求められていた（写真-4.5.1）．これに対して
内港地区の環境改善を目的として効果的な底質改善策を検討するための実証試験が実施された 21）．
一方，平成 26年 4月には福山市により合流式下水道の改善事業（越流負荷を 4割程度に削減）が完
了しており，実証試験は下水道の改善事業の完成に合わせて行なう抜本的な底質改善事業の手法を
決定するためのものである．本研究の目的は，内港地区の実証試験の結果をもとに，浮泥が大量に
堆積するような過栄養海域における石炭灰造粒物を用いた底質改善手法を提案するものであり，福
山泥に対する石炭灰造粒物の効果については既往の研究 17), 21)で検討されている．
写真-4.5.1 実証試験の範囲 18)
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実証試験範囲に示された tは石炭造粒物の設計散布厚を示す．
図-4.5.1 実証試験の範囲と調査地点図 18)
4.5.2 実証試験の実施概要
(1) 実証試験の目標と施工区の概要
実証試験では，内港地区で特に問題となっている「スカムの発生」，「悪臭被害」，「生物生息環境
の著しい悪化」を改善可能な技術を実証し，海域環境改善方策の提言を行うことが目標とされた．
実証試験区の施工は，中国地方整備局，広島県，福山市により，最も有機汚濁の進んだ湾奥部の
計約 1haの範囲において 2010年 3月から 4月間に実施された（図-4.5.1）．内港地区は航路になっ
ているため，設計段階において，航路水深 2ｍ，または現状水深の確保が制約条件となっている．そ
こで，石炭灰造粒物の初期のめり込みとその後の密沈下によって航路水深がほぼ変化しない設計層
厚として，30cm，50cm，70cm の区画が設計された 21）．各散布厚における設計上の最終的な水深の
増加量は，ぞれぞれの区間で施工前水深+22cm，+6cm，-12cmであり，制約条件は確保された．
(2) 実証試験区の施工状況
海田湾の実証試験で使用された薄層撒き出し工法 24）は，内港地区が狭隘な地形のため適さず，起
重機船とグラブバケットにより，石炭灰造粒物を散布することで施工を行った．確実に散布厚を確
保するためバケット一掴みあたりの散布層厚および面積を測定し，散布回数を調整することで設計
層厚分の造粒物散布を行った．
施工直後の石炭灰造粒物の散布と材料のめり込みによる地盤高の変化が水深変化として測量され
た．散布による 30cm，50cm，70cmの区画の平均水深増加量はそれぞれ+1cm，+12cm，+29cmであ
り（図-4.5.2），施工時の石炭灰造粒物の底泥への平均めり込み量（散布量－地盤高の増加量）に換
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算すると，それぞれの区画で，29cm，38cm，42cm であった．室内実験から土質特性（液性限界，
塑性限界）を考慮してめり込み量は 25cm と予想したが 21)，石炭灰造粒物の海底衝突時の浮泥の巻
き上がり量が予想を越えて多く，散布厚が厚い程めり込み量が多くなったと考えられる．なお，施
工後の圧密沈下により，1年後には施工前から地盤高の変化がほぼ無かったことを確認している．
各区とも 15地点ずつ計測した平均値であり，バーは標準偏差を示す．
図-4.5.2 施工直後の 30cm区，50cm区，70cm区の地盤高の増加量の平均値 18)
4.5.3 モニタリング調査
(1) 調査概要
モニタリング調査は，図-4.5.1に示す調査地点を中心に実施した．施工直後の 2011年 4月から開
始し，2013年 12月まで実施した．以下に主要な調査の実施方法を示す．
スカムの発生状況を把握するため，5月，8月，10月，12月の 4ヶ月間，内港地区を展望できる
眺望点にカメラを設置し，15分間隔で連続撮影を行った．スカムの発生レベルを表-4.5.1のとおり
定義し，各日のスカムの最大発生時の写真からスカム発生状況を評価した．また，石炭灰造粒物層
の沈下状況と浮泥の堆積状況を把握するため，水路測量業務準則施工細則の浮泥計測方法を応用し，
地盤高の計測と浮泥厚の計測を行った．ここで，地盤面は底面積 113cm2，重量約 2.7kg の円錐形の
錘の静止位置，浮泥面は簡易音響測深器の計測水深位置，浮泥厚は浮泥面と地盤面の差分と定義し
た．さらに，水・底質の改善状況を把握するため，多項目水質計により水質の鉛直プロファイルを
計測するとともに，潜水士により，底質，直上水，間隙水，底生生物の採取を行った．実証試験区
内（St.1，St.2，St.3）の間隙水については，予めエアストーンを石炭灰造粒物層内の上面から 10cm
の深度に埋設し，エアストーンに繋いだチューブからシリンジ等で吸引することで採水を行った．
なお，実証試験区内では，石炭灰造粒物層の上面を採取深度の基準にしたため，浮泥表面からの間
隙水の採水位置や底質の採取位置は石炭灰造粒物層上への浮泥の堆積厚に依存している．一方で，
対照地点（St.5，St.6）については，柱状採泥した底泥表面の 0-10cmを採取し，底質や間隙水の分析
試料としたため，実証試験区内の地点と浮泥表面からの採取深度が異なっている．
0
10
20
30
40
50
60
70cm 50cm 30cm
石炭灰造粒物の散布厚
施
工
直
後
の
地
盤
高
増
加
量
（c
m）
- 152 - 
表-4.5.1 スカムの発生レベルの定義．18)
レベル 1 数個程度のスカムが見られる．
レベル 2 撮影範囲の局所部でスカムが見られる．
レベル 3 撮影範囲の特定範囲でスカムが見られる．
レベル 4 撮影範囲の広範囲でスカムが見られる．
レベル 5 海面がスカムで覆われる（図-1参照）．
(2) 主要な調査結果
図-4.5.3にスカムの発生頻度の高い春季（5月）のスカムの発生状況を示した．散布後の 3年間，
レベル 4以上のスカムの発生は確認されておらず，写真-4.5.1のようなレベル 5のスカムの発生は
無かった．これは，最も有機汚濁の進んだ範囲を石炭灰造粒物で被覆した効果と考えられる．また，
スカムの大規模発生のあった年の 4 月の月降水量は，100mmを超えていたが，実証試験期間中の 4
月の月降水量は 50mm程度であり，気象的な要因によりスカムの発生が少なかった可能性もある．
実証試験区内の状況については，施工から約 3 ヶ月後には，石炭灰造粒物層の圧密沈下と同時に，
石炭灰造粒物層の上に浮泥が 30cmから 50cm程度堆積していた（図-4.5.4）．その後も St.1から St.3
の石炭灰造粒物層の地盤高は緩やかに圧密沈下し，これと反比例するように浮泥の堆積量は増加し
ている．地盤高の沈下量と浮泥の堆積量の間には有意な正の相関関係が見られ，石炭灰造粒物層が
沈下することで生じる“窪み”に周辺の浮泥が流入してきたものと推定される（図-4.5.5）．なお，
急激に浮泥の堆積が生じた 2011年 4月から 8月間において，合流式下水道から越流負荷された懸濁
物質が全て St.1から St.3の区画（約 0.5ha）に堆積したとしても，5cm程度にしかならず，同期間の
浮泥堆積量の 10%から 20%程度しか説明できないことを確認している．
石炭灰造粒物層へ浮泥が大量に堆積した条件下において，底泥（もしくは石炭灰造粒物層）の酸
化還元電位（ORP）や間隙水中の硫化水素濃度は，散布区と対照区で差が見られなくなる傾向にあ
った．悪臭の原因物質である間隙水中の硫化水素濃度の経時変化を図-4.5.6に示した．実証試験区
の施工から約 3ヶ月後の 2011年 8月の時点では，対照区の St.5において最も硫化水素濃度は高く，
実証試験区の St.1から 3では最大で 1/2以下まで硫化水素濃度は低下していた．施工後 2年を経過
すると，間隙水中の硫化水素濃度は対照区と試験区で明確な差が無くなった．なお，図-4.5.6にお
いて対照区の St.6 では，散布区よりも硫化水素濃度が低く，相対的に良好な底質環境であることを
示している．これは，水深が浅く，貧酸素の影響を受けにくい地点であること，造粒物の散布区の
窪みへ浮泥が流れ込んだため，下水からの放流成分（浮泥）の堆積が減ったことによると考えられ
る．ちなみに，下水には富栄化物質が溶存態としても含まれていることから，局所的な底質改善の
みでは水質までの改善には限界があり，実証試験期間中において，青潮，赤潮に対する改善効果は
確認できなかった．また，底生生物については，実証試験期間中，全地点において確認できなかっ
た．
本実証試験では散布区への浮泥の堆積により石炭灰造粒物による底質改善効果が明確に現れてい
なかった．一方で，局所的な沈下が生じることにより，放流下水の堆積範囲を狭める効果があるこ
とが確認された．ただし，継続的に下水放流が続く場では堆積泥厚が増大していくため，浄化効果
の高い間隙を多く持った石炭灰造粒物層を維持することが必要となる．以上の結果より，下水放流
が続く超軟弱な底泥を有する海域において底質改善効果を継続的に得るには，地盤の局所的な沈下
を減少させ，高間隙の石炭灰造粒物層を形成することが重要と言える．また，浮泥堆積を制御でき
ない場合には，どの程度の浮泥堆積まで効果が持続するかを把握し，管理することが必要と考えら
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れる．これらの点は，実証試験区のモニタリング結果のみから検討することは困難であり，①高間
隙層を形成させるための効率的な散布方法，②底質改善効果減衰させないための浮泥堆積層厚の把
握を主な目的に室内実験を行った．
図-4.5.3 実証試験期間中の春季のスカムの発生状況 18)
図-4.5.4 実証試験期間中の地盤高（上）と浮泥堆積量の経時変化 18)
図-4.5.5 石炭灰造粒物層の沈下量と浮泥堆積層厚の関係 18)
（地盤高の増加があった 2013年 12月以降は，堆積している浮泥の圧密により
計測地盤高が増加したと考え，データを除外した．）
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図-4.5.6 実証試験期間中の間隙水中の硫化水素濃度の変化 18)
4.5.4 効果的な散布方法に関する実験
(1) 実験の目的と概要
内港地区では，高間隙の造粒物層を形成させることが底改善効果を得るために重要と考えられた．
また，地盤高の沈み込みと浮泥の大量堆積を最小限にするには，初期のめり込み量の低減も重要な
課題と考えられた．これらの点を改善した効率的な散布方法を把握するため，アクリル水槽でグラ
ブバケットでの施工状況を模し，石炭灰造粒物の散布状態の観察を行った．アクリル水槽のサイズ
は 350mm×350mm×高さ 1300mm であり，1m 以上の落下距離を確保し，石炭灰造粒物が泥面に達
するまでに終端速度に達することを確認している．
(2) 実験結果
アクリル実験水槽による観察結果を図-4.5.7に示した．観察の結果，グラブバケットによる散布
では，分級が生じ，大粒径の石炭灰造粒物から，海底に到達することが明らかとなった．大粒径の
石炭灰造粒物から海底へ到達する状況にあると，高間隙の造粒物層が形成され難くなることが予想
される（図-4.5.8）．石炭灰造粒物層間隙への浮泥の捕捉という観点からは，このような物理構造は
不利であり，上層側には大きな間隙（隙間）を持った粗粒径の石炭造粒物層が形成されることが望
ましい．また，めり込み量が当初予想よりも大きかった理由の一つとしてバケットから投入された
造粒物塊の運動量が大きく海底泥の巻き上がり量が多かったことが考えられる．なお，海田湾の実
証試験で用いられたような薄層撒き出し工法 24）の場合は，少量の造粒物が連続的に散布されるため，
巻き上がり量が少ないと考えられる．
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図-4.5.7 アクリル水槽による観察結果 18)
図-4.5.8 アクリル水槽に堆積した石炭灰造粒物層の粒度 18)
4.5.5 効果が減衰する浮泥堆積厚に関する実験
(1) 実験の目的と概要
内港地区において，底質改善効果を継続的に得るには，底質改善効果が減衰する浮泥層厚を把握
し，管理することが必要と考えられた．また，散布実験から示されるように，石炭灰造粒物の粒度
は重要なファクターであり，粒度による効果の差異の把握も必要と考えられた．
以上のような点を把握するために室内実験を行った．実験は，2013年 9月に St.5で採取した柱状
採泥試料を用いた．内径 15cm のアクリルコアで柱状採泥した底泥試料（約 40cm）に対して 20cm
厚で石炭灰造粒物を散布した．散布した石炭灰造粒物の粒径範囲は 5mm-40mm（ケース 2）と
5mm-10mm（ケース 3）の 2種類である．また，石炭灰造粒物層上への浮泥の堆積状況を再現するた
め，St.5付近で採取した浮泥を 5cm，10cm，20cm堆積させたケースを作成した（ケース 4からケー
ス 6）．石炭灰造粒物の散布を行わないケース（底泥約 60cm）を比較対照とした（ケース 1）．溶出
試験は，覆砂や浮泥堆積の影響が明確に把握できるように，閉鎖・静置条件で行い，採取時の水温
（27℃）で 14日間培養した．培養後，直上水の溶存硫化物，pH・酸化還元電位（ORP）の計測を行
った．
(2) 実験結果
溶出試験の結果を図-4.5.9に示した．浮泥の堆積が無いケ－ス 2では，石炭灰造粒物からのカル
シウム分の溶出により直上水の pHは 9程度まで上昇し， pH7を基準として補正した ORPは正の値
を示した．溶存硫化物濃度も対照（ケース 1）より大幅に低下し，底質改善効果が確認できた．一方，
浮泥の堆積ケースでは，浮泥堆積厚が 5cm（ケース 4）ではケース 2と同程度であったが，10cm（ケ
ース 5）になると直上水の ORPの低下や溶存硫化物濃度の上昇が生じ，効果が減衰する可能性が高
いことが示された．浮泥の堆積厚が 20cm（ケース 6）になると対照（ケース 1）と同程度まで ORP
の低下や溶存硫化物濃度の上昇が見られ，底質改善効果がほぼ消失する可能性を示していた．また，
粒度を調整したケースについて見てみると，ケース 3（5-10mm；粒度調整品）では，直上水中の pH
は 10以上まで上昇し，溶存硫化物濃度は検出下限以下であり，ケース 2（5-40mm；通常製品）と比
較し，硫化水素の溶出抑制効果が高いことを示していた．これは，粒径が細かいほど，溶存硫化物
が拡散するための間隙（隙間）が少なく，キャッピングの効果が高くなること，細粒分を用いるこ
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とで単位体積あたりの石炭灰造粒物の表面積が多くなり，カルシウム分の溶出や硫化水素の化学的
除去もしくは抑制の効果がケース 2より強く得られたためと考えられる．
図-4.5.9 溶出試験による 14日後の直上水の酸化還元電位・pH（上）と
pH7を基準とした酸化還元電位・溶存硫化物濃度（下）18)
4.5.6 内港地区における底質改善手法の提案
実証試験で得られた各種知見を踏まえ，内港地区で適用可能な底質改善手法を提案した（図
-4.5.10）．まず，グラブバケット工法で生じる分級の影響をキャンセルするため，予め材料の粒度
調整を行い，1層目に細粒分を散布することで，めり込み量を最小限にしつつ，キャッピング効果の
高い層で浮泥を覆い，地盤面を安定化させる．その後，粗粒分を散布することで，大きな間隙（隙
間）を持ち，新たに沈降してくる浮泥を補足しやすい層を形成させる．ここまでを一次施工とし，
一次施工後は経過観察期間を設ける．これは，浮泥層が数 m の厚みで堆積している内港地区では，
地盤の圧密沈下が生じ，表層へ浮泥が大量に堆積する可能性があるためである．施工後の圧密沈下
により，底質改善効果の減衰が生じる可能性の高い 10cm以上の浮泥堆積が認められた場合には，航
路水深を確保できる範囲で粗粒分による二次施工を行う．
内港地区では，本手法を用いて底質改善が進められた．2014年 8月から 10月にかけて最奥部の約
2ha の一次施工が行われた（図-4.5.1）．2014 年 12 月にはこれまで底生生物の生息が確認されなか
った St.2 において，海底面にゴカイの棲管も確認されており，浮泥の堆積厚も数 cm と非常に良好
な状態であることが確認されている（写真-4.5.2）．
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図-4.5.10 内港地区における底質改善手法の概念図 18)
写真-4.5.2 本格施工前（左）と本格施工から 3ヶ月後（右）の St.2における海底面の状況 18)
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4.6 超軟弱泥堆積海域での底質改善状況を評価するための調査手法 
4.6.1 調査法検討の目的
海底泥は嫌気的な状態にあるため，有機泥の嫌気分解によって生成される ODU（酸素消費物質）
の高い酸素消費能力により強い還元場が形成されている．不安定な有機物 26)が堆積する底泥の含水
比は高く 500％を超える場もある．特に，未処理下水等を起源とする不安定な有機物が多量に含まれ
る汚水が海底に堆積した海域では超軟弱な地盤が形成され底質環境の調査および改善は極めて困難
な状態にある．このような海域での底質浄化の方法として土粒子より固体密度の小さい礫状造粒物
の撒布法が実証されている 27)．海田湾等で実施されている浄化法は礫状造粒物である石炭灰造粒物
を海底に撒布して超軟弱地盤の圧密を促進するとともに，酸化的な高間隙層を構築し間隙層内にト
ラップされた沈降有機泥を浄化するものである．一般に有機物の堆積が深刻な場での調査は慣例的
な方法で行なわれており，間隙水の採水法や海底泥の採取法，およびそれらの分析法は確立されて
いない．特に，底質分析においては貝殻等が混入する海底泥の特性を無視したまま土質試験法に準
拠して行なわれる等，海域での調査に適合した調査法や分析法は統一されていないのが現状である．
本節の検討目的は堆積泥の浄化が進む海底において浄化の程度を評価するための調査法，分析法
を確立することである．本節では，福山内港において行なった超軟弱堆積泥の調査の方法を検証す
るとともに，有機泥や間隙水の分析法および分析結果の評価について論じる．
4.6.2 福山内港での現地底泥浄化実験の概要
福山内港での石炭灰造粒物の撒布は現況（60回/年程度）の下水放流下において底泥からのスカム
の浮上を抑制し悪臭を防止すること，下水放流量が低減される 2014年度に実際的な環境再生を行う
ために効率的な施工方法を確立することを目的に国交省，広島県，福山市，中国電力（株），広島大
学の共同事業として行なわれた．施工後の 3 年間は造粒物の撒布によりスカムの発生を抑制し悪臭
を防止することができている．2011年～2013年までの底質浄化実験（2011年 3月に造粒物撒布完了
21)）ではスカムの発生抑制機構の解明，現地に適応する最適な造粒物の撒布方法等を明らかにする
ために，年 2回の調査が計画されている．なお，本節の研究で用いた結果は主に 2011年の調査で得
られたものである．
(1) 石炭灰造粒物の撒布範囲と撒布厚
2014年に抜本的対策を行なうための実証実験である造粒物の撒布は，限定的な条件下で行われた．
ただし，スカムによる悪臭対策は急務であったため，最大の効果が発揮されるように，海底の有機
汚濁化が最も深刻であり，スカムや硫化水素（悪臭）の発生源と考えられる水路～水路出口付近で
行われた．図-4.6.1に現地での造粒物の撒布範囲と撒布厚さを示した．撒布層厚は有機汚泥化が進
む水路部～出口付近で 50cmとした．実証実験では，最適な施工厚を決定するために 30cm～70cmの
範囲（太線区画）で撒布厚を変えて施工している．図-4.6.1には原地調査を行うための基準点が併
記されている．
(2) 福山内港底泥調査の視点
造粒物撒布の効果である①造粒物層の沈下（ヘドロ圧密）量，②有機物の造粒物層上への堆積量，
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造粒物層間隙量の変化，③間隙層内での有機物の性状変化，④造粒物による有機泥の浄化能力を評
価するために計画された以下に示す調査が行なわれた．
①試験区画の施工地盤沈下量状況に関する調査
②沈降泥の造粒物層上への有機泥の堆積と造粒物層間隙への捕捉に関する調査
③，④石炭灰造粒物層によるスカムや硫化水素等の発生抑制（浄化量把握）に関する調査
4.6.3 超軟弱地盤での環境調査の計画
(1) 造粒物撒布に伴う地盤沈下量の推定（①）
 有機泥の沈降が頻繁にある超軟弱地盤では地盤面の変動を詳細に捉えることは困難であるため，
音波，レッド等を用いた通常行なわれる測深法に併せて，図-4.6.2に示す模型（塩ビパイプcm）
を用いて造粒物層の沈下量および地盤面高さ（新規堆積厚）を予測した．50cm厚で造粒物を投入し
た直径 30cmの塩ビパイプと造粒物を投入しない 2種類の塩ビパイプをヘドロ層に設置した．造粒物
層表面の高さは撒布によるめり込み量が 20cm3)としてヘドロ層表面+30cmとした．基準値となる水
温計の沈下を防止するため，図-4.6.2中央に示したように支持パイプ（2.5m）に水温計を取り付け
た．ただし，現地海底にはヘドロが数 m の厚さ（容易に2cm の塩ビパイプが泥内に挿入される深
度）で堆積しており，完全に固定することは不可能であった．
図-4.6.2には計測パイプの(a)設置時と(b)回収時の状況が示されている．造粒物層は自重によって
沈降するのみならず，海底に新しく有機泥が堆積したことがわかる．造粒物層と地盤面の動きは層
内で測定された水温関係によって推定した．本推定法では深度およびパイプ内に固定して測定され
た泥温と月 1回測定された海底直上の水温（CTD）を指標値として利用した．図-4.6.4には一例と
して設置後，約 5 ヶ月間の地盤表面および造粒物層表面での温度と CTD 水温の経時変化を示した．
これらの温度を比較することによって海底面の位置を推定した．
図-4.6.1 造粒物の撒布範囲と厚さ，および調査地点 25)
N
50cm 
30cm 
層厚 
70cm 
層厚 
50cm 
：調査地点（ST.1～8） 
：被覆層範囲 
福山内港 
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図-4.6.2 地盤面および造粒物層の沈下の予測のための模型実験 25)
      （St.4に設置，図(b)では設置時と回収時のセンサーの深さの変化を→で表している）
図-4.6.3 造粒物層内の間隙測定（間隙泥採取）法 25)
(2) 造粒物層内への沈降泥の流入量調査（②）
 造粒物層の間隙の変化は図-4.6.3に示すガイド（25cm×25cm×深さ 50cmの枠）を用いて行なわ
れた．ガイドを造粒物層表面まで挿入し，造粒物層上に堆積した有機泥を手動ポンプで採取した後，
ガイドを造粒物層に 10cm押し込んだ後，手動ポンプにより間隙内に溜まった有機泥量を間隙の変化
量とした．造粒物投入によって形成される造粒物層内の間隙量は20cm のアクリルパイプに溜めた
25cm×25cmの採取枠
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海水中に造粒物を投入し，造粒物層上に上昇した海水の体積から算出した．施工後の有効間隙量（侵
入した有機泥量を除いた間隙量）は間隙内に溜まった有機泥の体積，重量から算定された．
(3) 造粒物層上への有機泥の堆積量調査（②）
上記の方法で造粒物層上から採取された有機泥量から堆積量を計測，さらにセジメントトラップ
法によって有機泥の沈降量を計測した．また，沈降泥の造粒物層上への堆積量の推定法として CTD
法および圧力計による方法を提案した．CTD法は超軟弱な海底ではセンサー部が容易にヘドロ層内
に貫入されることを利用して，貫入時の伝導度の変化から泥厚を推定した．
堆積量の経時変化は有機泥層内に埋設した水温水圧計（図-4.6.2，TD計）によって推定した．海
水に対して約 2 倍の水中密度の有機泥が圧力センサー上に堆積することにより堆積厚さ分の圧力の
上昇を感知することになる．圧力値から水位変動分を差し引けば圧力センサーによって新規に堆積
する有機泥の堆積厚さを測定することを試みた．
(4) 石炭灰造粒物による有機泥の浄化量把握調査（③，④）
直接およびセジメントトラップによって採取された有機泥の IL，含水比，POC，PON，n-ヘキサ
ン抽出物質量，pH，ORPが測定された．さらに，造粒物層とヘドロ層内に埋設したエアストーンに
より採取された間隙水の DIN，DIP，HS-，硫酸イオン濃度が測定された．これらの造粒物層と非撒
布層で採取された有機泥，間隙水の分析結果を比較することで石炭灰造粒物による有機泥の浄化量
を把握した．
4.6.4 調査方法の妥当性の検討
造粒物模型によって推定された造粒物層の沈下量，および CTD，圧力計を用いて推定した造粒物
層上への有機泥の堆積高さ，さらに有機泥，間隙水の性状比較による造粒物の浄化能力について検
討した結果（妥当性）について評価する．
図-4.6.4 ヘドロ表層に設置された水温の経時変化から推定される底面の位置の例 25)
 （○は CTDデータ，凡例の Hは図造粒物ビーズ層，Nは非散布層，
→は設置時と回収時のセンサーの海底面からの深さの変化を表す）
6/16 は+10cm に
設置した水温計
は海水中に存在
新規ヘド
ロの堆積
浅い泥深で低水温
10cm/20日以
上の沈み込み
とヘドロ堆積
Apr. May Jun. Jul. Aug.
H+10cm が
N+10cm よ
りも深い位
置に沈下
Time  day (2011) 
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図-4.6.5 推定される造粒物上への有機泥の堆積量 25)
（造粒物上面（連○）の沈降と新規堆積量（バー））
(1) 水温，泥温関係による造粒物層の沈下量の推定
 造粒物層系では模型の沈下と新規有機泥の堆積により全体で海底面下 56cm の深さから回収され
た．同じレベルに設置した 2つの計測用パイプでは回収時（4ヶ月後）には造粒物層系が非撒布系よ
りも 34cm深く沈下していた（図-4.6.2(b)）．
自重によりヘドロ層内に沈下していく造粒物層内に埋設した温度計および造粒物を投入しない計測
パイプ内に設置した温度計データに，基準となる温度計データ，海底水温（CTD）を合わせて比較
することにより造粒物層の動きが推定された．
図-4.6.5に推定された造粒物層の沈降と新規ヘドロ層の堆積量が示されている．図中の連○は造
粒物層表面の位置の推定値，バーはヘドロ層表面の位置の推定値を示している．推定値は，例えば
図-4.6.4に示した深さの泥温と CTD水温との比較から求められる．泥温を指標として造粒物層の沈
下深さを推定する本手法では基準となる深さの温度計を固定できていないが，完全に固定できない
場合でも，CTD水温および複数設置した泥温が基準値として利用でき，図-4.6.5に示すように造粒
物層の沈下と堆積量を妥当に推定できている．ただし，圧力センサーには下水放流等の影響が含ま
れているため高周波成分の利用には流速等のデータが必要となる．
(2) CTDによる有機泥の堆積量の推定
図-4.6.6に CTDによって造粒物層上に堆積した有機泥厚さを示した．上段は海底地形とともに有
機泥厚さが示されており，下段には造粒物層上に堆積した有機泥厚さのみが示されている．造粒物
層上への有機泥の堆積量は伝導率測定センサーが泥層内に埋設した時に伝導率が低下することを利
用しており，伝導率の低下点の水深と造粒物層に着底した水深の差を新規堆積泥厚としている．堆
積泥層厚の精度は同時に潜水士により測定された堆積泥厚と比較することで十分な精度を確認でき
た．
(3) 圧力センサーによる有機泥堆積量の推定
図-4.6.5中の実線は圧力センサーによる有機泥層表面の推定値を示している．圧力計による堆積
泥の推定では圧力値の他に水位データを用いる．本推定法では堆積泥層内に埋設された圧力センサ
ーの圧力値と実水位との差から水位変動によらない変動成分を求めて浮泥の堆積厚を求めた．ただ
初期被覆層表面
Aug. Jul. Jun. May Apr. 
圧力センサー
による推定値
初期地質
Time  day (2011) 
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し，埋設された圧力センサーは気圧を正確に除去できないため，気圧等による水位変動成分が含ま
れると考えられる．図-4.6.5において圧力センサー値とパイプ内で測定された水温分布から求めら
れる堆積厚さ（バー）を比較する．図-4.6.4 に示した海底+10cm に設置された温度（N+10cm）と
CTD水温から 6月以降にヘドロ堆積が始まり，7月 17日（106日）までに 10cm以上のヘドロの堆
積があったことが推定できる．回収時に造粒物層表面上に堆積した 26cmの堆積泥層厚は，センサー
値と一致していた．さらに，圧力センサーから得られた結果は CTD水温と泥温の関係から得られた
結果と対応しており，泥内圧力と水位差の変動成分が有機泥の堆積量を表していると判断できる．
図-4.6.6 CTDによって推定された造粒物層状に堆積した浮泥厚さ 25)
(4) 石炭灰造粒物による有機泥の浄化量把握
(a) 有機泥浄化の評価 
海底堆積泥の汚濁は堆積有機泥の還元状態（ODUの種類と量）に依存している．不安定な有機物
が多量に堆積する場の還元性は強く，メタンとともに大量の H2S が発生し悪臭の原因となる．還元
性が弱い場においても Fe2+，Mn2+等のODUが水層のDOを消費し貧酸素化を促進する．したがって，
有機泥の浄化は①毒性の強い硫化水素量や②n-ヘキサン抽出物質，C/N比等で表わされる油脂分等の
不安定な有機物の減少量に合わせて③ODU の生成状態を表わす pH～ORP 関係から評価できる．下
水のような人為性の高い有機物を起源とする有機泥の浄化量を評価するためには POC，PON，IL等
の従来行なわれている物質の含有量を計測することに加えて有機泥の低温度での燃焼試験や間隙水
の pH～ORP関係を検討することにより考察の幅が増し，浄化機構の推定を容易にする．さらに，造
粒物の撒布，非撒布の効果を直接評価するためにセジメントトラップ内の閉じた場での造粒物の有
無による有機性状の変化を比較した．
(b) 造粒物による汚泥浄化能の評価
セジメントトラップ捕捉泥では造粒物の有無による沈降有機泥性状の違いを直接比較することより
造粒物による堆積物の浄化の程度を評価することが可能と考えられる．図-4.6.7にはセジメントト
ラップ内（St.4）に作成した造粒物層のある場合とない場合の沈降有機泥の性状が比較されている．
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図中の n-ヘキは n-ヘキサン抽出物質を表わしており，IL400 は 400℃で燃焼した減量値，IL600 は
400℃で残留した物質を更に 600℃で燃焼させた時の減量値である．燃焼温度を変えた強熱減量試験
により不安定な（易分解性）有機物と腐植性（難分解性）有機物の変化量を簡易に比較できる．300℃
～400℃による燃焼量は分解し易い不安定な有機物の含有量を示すことが報告されている 28)．文献
28)では 300℃での燃焼が提案されているが，本調査では初年度は 400℃，2年目は 300℃で燃焼試験
を行なっている．
福山内港泥に含まれる n-ヘキサン抽出物質量は 104mg/gオーダの濃度で存在しており，造粒物に
よる減量効果は限定的と考えられるが，図-4.6.7では n-ヘキサン抽出物質（油脂類）が 10％程度減
少している．また，POCの減量が PONに比較して大きくなっていることから，造粒物層内で不安定
な有機物の内，油脂の分解が進んでいることが推定できる．n-ヘキサン抽出物質の減少がある造粒
物層内では IL400 の減少も認められ，造粒物層内での油脂成分の減量が IL400 によって評価できて
いる．このことは n-ヘキサン抽出物質の変化を IL400により推定できる可能性を示唆している．
（c）造粒物層内でのヘドロ浄化の評価
図-4.6.8 には造粒物層内（St.1~3，St.7），非撒布域堆積泥層内（St.4~6，St.8）と St.1~3（造粒物
非投入セジメントトラップ）において 8月，12月に採取された有機泥の性状が比較されている．○
で囲んだ値は水路部（St.7と 8）での 12月の観測値である．pH～ORP関係には海田湾での実証実験
27)での結果もあわせて比較されている．図(f)の ILhは IL600と IL400の差であり，腐食性有機物量を
示す．堆積泥に含まれる有機物の組成は複雑で改質による性状変化を個々に捉えることは不可能で
ある．しかし，採取場所や採取方法により有機物性状が異なるため各々の方法で採取された有機泥
の IL400/IL600比（燃焼特性）n-ヘキサン抽出物質等の相互関係を見出すことにより有機泥の性状変
化を平均的に捉えることができる．
造粒物層内から採取された有機泥の顕著な特性は，pH，含水比が高いこと，n-ヘキサン抽出物質
濃度が低い傾向にあることである．一般的に有機泥の含水比は付着する有機物の量と性状に依存す
る．造粒物層内にある n-ヘキサン抽出物質量が少ない有機泥の含水比は高く POC含有量が小さい傾
向にある．造粒物層内では粗水性の高い油脂分が分解され易く，付着有機物量が同程度であれば油
脂分の減少により含水比の高い状態が保たれる．主に生活排水を起源とした堆積泥に含まれる n-ヘ
キサン抽出物質は，多種の油脂成分で構成されるが，長期に堆積すると，高級脂肪酸等の C の価数
の高い（C＝18 程度）油脂が残存する傾向にある．前述のように n-ヘキサン抽出物質含有量が高い
堆積泥には易燃焼性の有機物（IL400）が多く含まれることから，IL400/IL600 比（IL 比，図中の実
線と点線）から有機物の起源を推定することが可能である．例えば，生活起源の有機泥の IL比が 0.6
～0.75 程度であるのに対し，一次生産起源の有機泥では 0.3 程度の値をとる．IL 比が有機泥の起源
を表すのは脂肪酸の他，生活排水に多く含まれるタンパク質，糖等の不安定な有機物の燃焼温度が
低いためである．図-4.6.8(a)では IL600 が高い有機泥に IL400 の含有量が高く（図中の実線から点
線方向に変化），易粘性の（不安定な）有機物から分解が進んでいることがわかる．
セジメント捕捉泥の IL400～n-ヘキサン抽出物質関係に一意的な関係は現われていないのは，有機
物を構成する炭素化合物の種類が多く，脂質の占める割合が堆積期間により異っているためと考え
られる．また堆積していない有機泥（捕捉泥）にバラツキが多いのは生活排水として放流される有
機泥には様々な高分子の有機物が含まれているためであり，IL400 が高く n-ヘキサン抽出物質含有
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量が低い傾向にある有機泥は PON 濃度が高い傾向にある（図-4.6.8(b),(d)）ことから，流出初期の
有機泥には腐食性有機物が少なくアミノ基を含む炭素化合物の含有率が高い，これに対し堆積状態
ではアミノ酸の存在量は少なく，脂肪が蓄積され易いことが予測できる．
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図-4.6.7 セジメントトラップ内での造粒物層による沈降物の浄化量 25)
図-4.6.8 有機泥の性状評価のための分析項目の相互関係 25)
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(5) ヘドロ浄化機構の評価（強い還元状態下にあるヘドロ浄化機構）
図-5.6.8(e)では造粒物の撒布によって造粒物層内では pHが最大 8.2程度まで増加しており，酸性
化した福山内港有機泥を中和～弱アルカリ化する効果がある．造粒物層内では pHのみが上昇しORP
は上昇傾向にある．この関係を鉄および硫黄の還元反応式（図-4.6.8(e)中の実線，ネルンストの関
係，電極による H+/H2 の勾配加算済）から判断すると，福山内港に撒布した造粒物層内では硫化反
応（SO42-の生成）が起こり得る場が形成されているが，造粒物層によって硫化水素の発生（S の還
元）が抑制されていることがわかる．この効果により，造粒物層内で鉄の還元状態が抑制され酸素
消費能力が低下していることが理解される．
造粒物層内において硫化水素が発生し難い pH～ORP 関係が形成されるのは造粒物が徐々に酸化
物を溶出させる機構を有していることが主な要因である．継続的に溶出する酸化物が H2Oと反応し
てヘドロ層内の pHを増加させる．pHが高くなるのは造粒物から溶出した例えば CaOは加水分解さ
れ Ca2+と OH-にイオン化するためである．
図-4.6.9に石炭灰造粒物の混合による硫化水素除去機構を示した．硫化還元菌は嫌気状態で有機
物を分解し硫化水素を生成するが，pHの 9以上でその活動が弱くなることが知られている．有機泥
層に石炭灰造粒物が混入すると pH が高くなり硫化還元菌の活動が弱くなることで硫化水素の発生
が抑制され ORPの低下を抑えることになる．
さらに，石炭灰造粒物は CaOの他に酸化マグネシウム，酸化鉄など硫化水素を除去する機能を持
つ物質によって構成されている．これらの物質が溶出することにより酸化物から酸素が供給され硫
化水素を硫酸塩に酸化させる．したがって硫化水素の濃度が高い状態にある有機泥であっても So，
FeS，FeS2に変化し，硫化水素が除去される．造粒物層内では pH の上昇に伴う酸化反応が起こり，
酸素を消費する硫化水素を除去することで ORPの低下を生じさせていないと考えられる．これらの
酸化物の溶出が還元ポテンシャルを低下させ H2Sの生成を抑制することができる．
図-4.6.9 石炭灰造粒物混合による硫化水素除去機構 25)
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4.7 本章のまとめ
本章では，石炭灰造粒物による沿岸域の底質改善技術について検討した．得られた結論は以下の
通りである．
(1) 底質浄化能力を持つ作業場構築技術の開発について 
1) ヘドロ化が進み支持力 0 kN/cm2の超軟弱地盤において，重機作業が可能で干潟再生効果を兼ね備
えた新たな作業場構築技術を開発した． 
2) 造粒物をヘドロ干潟での作業場構築に活用する事で，従来の敷鉄板による作業床に比べ高い施工
効率で作業場を構築できることが確認された． 
3) 施工後の撤去が不要なため透水層として干潟再生事業に活用する事により再生事業の費用便益
比(B/C)を向上できる事が確認された． 
4) 造粒物作業場（透水層）により底質の IL，硫化物，n-ヘキサン抽出物が減少し，透水層としての
環境改善機能が確認された．また遊歩道として十分な土壌硬度が維持され，河岸利用者が散策等
に利用できる環境が維持され親水性が向上している． 
5) 本小規模実証試験で得られた成果を基に，当該地区では産官学による大規模な干潟再生実証試験
が実施された．  
(2) 大規模底質改善施工技術の開発について 
1) 大規模施工技術の確立：試験施工により施工指針とできる施工性能および事業コストが評価され，
小規模試験と比較し B/C向上が見込める大規模施工技術が確立した． 
2) 透水層の支持力と機能の確認：ヘドロ堆積干潟において造粒物透水層厚と地盤支持力の特性が新
たな知見として得られた．これにより高有機泥厚 1 mかつ干潟地盤支持力 0 kN/m2のヘドロ干潟
において，重機作業に必要となる作業用通路への石炭灰造粒物の敷設厚が検討可能となった．ま
た，透水層内で水位変動（潮位）に沿った水循環と底質 DO 供給が確認され，透水機能が検証さ
れた． 
(3) 透水層の地下水流動と濁質の輸送について 
1) 施工から 2年が経過した造粒物層内の地下水流動性を明らかにし，石炭灰造粒物散布による改善
効果の持続性や有用二枚貝の生育場としての適性について検討した．
2) 透水層としての機能を期待して施工された石炭灰造粒物層内では施工から 2年後においても十分
に地下水流動が生じており，透水層としての効果が持続していることが明らかとなった．
3) 造粒物層内では潮汐変動に伴う地下水位変動が生じていることから，地下水流動が活発に生じ，
地下水流動に伴って酸素を含む地下水とクロロフィル a を含む濁質が造粒物層内へ輸送されてい
ることが明らかとなった．
4) 造粒物層内では地下水流動に伴いクロロフィル aは 2～6µg/L，溶存酸素濃度は 2～8mg/Lで河川
水と同程度に維持されており，二枚貝の生息に良好な水環境が形成されていることが考察される． 
(4) 過栄養な内港における底質改善手法について 
1) 福山港内港地区において，石炭灰造粒物を用いた底質改善の実証試験を行い，スカムの抑制効果，
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底質改善効果を示した．
2) 下水の放出が継続する場では実証試験区の沈下に伴う表層への浮泥の堆積により底質改善効果
が減衰することも確認された．
3) また，グラブバケット工法による石炭灰造粒物の散布により，分級が生じ，めり込み量の増大と
溶出抑制効果の低減を引き起こしている可能性が指摘された．
4) このような点を踏まえ，1 層目に細粒分，2 層目に粗粒分を散布し，圧密沈下が生じた後に 3 層
目を散布する粒度調整 3 度撒き工法を提案し，内港地区において底生生物を着生できることを示
した． 
(5) 超軟弱泥堆積海域での底質改善状況を評価する調査手法について 
1) 造粒物撒布区域と非撒布区域の調査地点における従来のセジメントトラップ，採泥に加えて，造
粒物層模型等の実験的調査により，造粒物層の沈下量，新規ヘドロの堆積量の推定，間隙水の挙
動，石炭灰造粒物層のヘドロ浄化効果について把握することができた． 
2) 圧力センサーの変動値から新規流入ヘドロの堆積量を推定できることがわかった．この手法によ
り超軟弱泥上に堆積する有機泥を連続的に測定することが可能になった． 
3) 石炭灰造粒物層上に堆積する有機泥の堆積量をヘドロ層内での伝導度の変化（CTD 観測）により
十分な精度で推定できることが確認できた． 
4) 下水のような人為性の高い有機物を起源とするヘドロの浄化量を評価するためには従来行なわ
れている含有量を計測することに加えて IL400（燃焼特性）， n-ヘキサン抽出物質（油脂成分）や
pH，ORP の計測により考察の幅が増し，浄化機構を推定することを容易にする． 
5) 酸化物の継続的な溶出が還元ポテンシャルを低下し H2S の生成を抑制することができる 
- 170 - 
第４章 関連参考文献
1) 末次弘道，三戸勇吾，木村道夫，日比野忠史：ヘドロ化した海域における石炭灰造粒物の海底散
布時のめり込み量の評価と予測，土木学会論文集 B3（海洋開発），Vol.67, No.2, pp.523-528, 6/2011. 
2) 国土交通省：技術名称 スクレーパ付きベルトコンベア方式薄層撒出し工法，登録
No.CGK-070001-V，NETIS 新技術情報提供システム（New Technology Information System），新技
術概要説明情報，http://www.netis.mlit.go.jp/NetisRev/, 4/2016. 
3) 藤原哲宏，中本健二，日比野忠史，齊藤直：地下水が遮断された河口干潟でのアサリ育成場の構
築，土木学会論文集 B3（海洋開発）， Vo1.69, No.2, pp.I_1024-I_1029, 6/2013. 
4) NPO 法人自然再生センター：浚渫窪地埋め戻し資材としての産業副産物の活用―住民合意を目指
した安全性評価に関する研究―成果報告，環境省：環境研究・技術情報総合サイト，
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/index.html., 4/2016. 
5) NPO 法人自然再生センター：中海自然再生事業実施計画【第 1 期】浚渫窪地の環境修復事業，
http://www.nakaumi-saisei.org/., 4/2016. 
6) 中原真哉，平岡喜代典，山本民次，上嶋英機：石炭灰造粒物の覆砂による底質改善，水環境学会
誌， Vol.35, No.10, pp.159-166, 10/2012. 
7) 中本健二，廣中伸孝，樋野和俊，日比野忠史：ヘドロ堆積干潟での底質浄化能力を持つ作業場構
築技術の開発,土木学会論文集 B3(海洋開発),Vol.70, No.2, I_1104-I_1109, 2014. 
8) 中本健二，廣中伸孝，樋野和俊，日比野忠史：ヘドロ堆積干潟での石炭灰造粒物による大規模底
質改善施工技術の開発, 土木学会論文集 B3(海洋開発), Vol.71, No.2, I_808-I_813, 2015. 
9) 浅岡聡，山本民次ら：石炭灰造粒物による硫化物イオンの除去．水環境学会誌，32，pp.363-368，
2009.  
10) 日比野忠史，藤原哲宏，田多一史，中川保夫：廃棄物リサイクル品を用いた底質改善手法の検
討，土木学会論文集 B3（海洋開発）Vo1.67,Ⅰ, pp.505-510,2011. 
11) 中下慎也, 中岡孝行, 三上育英, 清家泰, 日比野忠史: 河川感潮域における不圧地下水と干潟地
下水との水循環, 土木学会論文集 B2（海岸工学）, Vol.69, pp. 1216-1220, 2013. 
12) 中下慎也, 駒井克昭, 日比野忠史, 福岡捷二, 阿部徹: 地下構造が河川干潟の地下水・底質環境に
及ぼす影響, 河川技術論文集, 第 16 巻, pp.185-190, 2010. 
13) 中下慎也, 駒井克昭, 日比野忠史, 池原貴一: 土砂に埋没したイソシジミの生息に関する基礎研
究, 土木学会論文集 B2（海岸工学）, Vol.66, pp.1086-1090, 2010. 
14) 藤原哲宏, 日比野忠史, 吉岡一郎, 田多一史: 砂層河岸に堆積した有機泥の浄化技術の評価 : 土
木学会論文集 B1（水工学）, Vol. 69, pp.1405-1410, 2013. 
15) 中下慎也，中本健二，中澤泉，福嶋正博，日比野忠史；石炭灰造粒物層内における地下水流動
と濁質の輸送，土木学会論文集 B3（海洋開発），Vol.71, I_1089-I_1094, 2015. 
16) 藤原哲宏, 日比野忠史, 末國光彦, 末次弘道, 富田智, 水野雅光: 浸透柱による水循環の形成と
底質改善効果の把握, 海洋開発論文集, 第 23 巻, pp.1135-1140, 2007. 
17) Granulated coal ash - used method for remediation of organic matter enriched costal sediments, Procedia 
Engineering, Vol.116, pp.326-333, 2015 
- 171 - 
18) 正田武，卜部憲登，平田正浩，三戸勇吾，中本健二，日比野忠史：過栄養な内港域における再
生資源を用いた底質改善手法の提案, 土木学会論文集 B3(海洋開発),Vol.71, No.2, I_880-I_885, 
2015. 
19) 山本裕規，山本民次，高田忠宏，三戸勇吾，高橋俊之：浮遊系－底生系カップリング・モデル
による広島湾北部海域の貧酸素水塊形成に関する動態解析，水環境学会誌, Vol.34, No.2, pp. 19-28, 
2011．
20) 山崎正夫，津久井公昭：河川におけるスカムの発生に関する研究（その 1），東京都環境科学研
究所年報，pp. 174-179, 1991. 
21) 濱田泰広，田辺弘雄，清水直樹，吉岡一郎，三戸勇吾，斉藤直，日比野忠史：スカムが発生す
る内港での底質環境の改善法の設計と施工，土木学会論文集 B3（海洋開発）, Vol.68, No.2, pp. 
I_1151-I_1156, 2012. 
22) 斉藤直，山本民次，日比野忠史，桑原智之，花岡研一：底生生物に対する石炭灰造粒物による
リサイクル材の安全性評価，土木学会論文集 B2（海岸工学）, Vol.67, No.2, pp. 1111-1115, 2011. 
23) 玉井和久，小畑健二，芳倉勝治，日比野忠史，首藤啓，山本裕規，三戸勇吾：石炭灰造粒物の
海底被覆による中・長期的な海域環境改善効果，土木学会論文集 B3（海洋開発）,Vol. 69, No.2, pp. 
I_892-I_897, 2013. 
24) 末次弘道，三戸勇吾，木村道夫，日比野忠史：ヘドロ化した海域における石炭灰造粒物の海底
散布時のめり込み量の評価予測，土木学会論文集 B3（海洋開発），Vol.67, No.2，pp. I_523-I_528，
2011. 
25) 日比野忠史，長津義幸，三戸勇吾，中本健二：超軟弱泥が堆積する海域での底質環境改善状況
を評価するための調査法, 土木学会論文集 B3(海洋開発),Vol.69, No.2, I_880-I_885, 2013. 
26) Cuypers, C., Grotenhuis, T., Nierop, K.G.J, Franco, E.M., Jager, A.D. and Rulkens, W.: Amorphous and 
condensed organic matter domains: the fffect of persufate oxidation on the composition of soil/ sediment 
organic matter, Chemosphere, Vol.48, pp.919-931, 2002.  
27) 玉井和久，西野博史，出路康夫，日比野忠史，首藤啓，西土井誠：石炭灰造粒物の海底被覆に
よる底質環境の改善効果の持続性，土木学会論文集 B3（海洋開発），Vol.68, No.2，pp. I_1145-I_1150, 
2012. 
28) 福井勝吾，鮎川和泰，菅原圧吾，清家泰，日比野忠史，福岡捷二：河口干潟地盤内での硝化･脱
窒を促進する浸透水の役割，土木学会論文集（水工学），Vol.69,NO.4, pp. I_553- I_558，2013. 
- 172 - 
第５章 石炭灰造粒物の覆砂材としての生物親和性評価
5.1 石炭灰造粒物の生物親和性に係る既往の研究と解明すべき課題
5.1.1 石炭灰造粒物の生物親和性に係る既往の研究
石炭灰造粒物を敷設することにより，底質の環境改善に併せて，底生生物の増加が確認，報告さ
れている．底質の改善には，生物の関与が重要なファクターとなり石炭灰造粒物覆砂の生物親和性
は，覆砂材として底質改善性能を評価するうえで重要な項目である．
環境省の「環境技術実証事業（2011）」1)では，「短期的効果」について，石炭灰造粒物区において，
底生生物の個体数，質重量，種類数および多様度指数が高い値を示し，石炭灰造粒物による生物生
息環境の改善効果を裏図ける結果が得られている．また，「長期的効果（8 年以上経過）」についても，
底生生物の個体数，質重量，種類数および多様度指数は，改良区で高い傾向にあり，種類数と個体
数は，石炭灰造粒物覆土前より増えており，生物生息環境の改善効果を裏付ける結果が得られてい
る．そして，「散布後 8 年を経過した石炭灰造粒物の状況をみると，覆土された状態を残し，底生生
物にとっては，堆積した泥だけでなく，付着基質やその間隙など，多様な生息環境が形成されてい
た．」と評価している．
石炭灰造粒物の生物への影響について，齋藤直ら（2011）2)は，底生生物に対する石炭灰造粒物に
よるリサイクル材の安全性を評価している．その中で，石炭灰造粒物の影響による微量重金属濃度
の生物濃縮作用を検討するためイシマキガイを用いて水槽実験による 120 日間の飼育を行い，重金
属の生物濃縮が認められなかったことを報告している．また，樋野和俊ら（2012）3)は，アサリ生息
基盤の創造に取り組み，石炭灰造粒物を用い実海域で２年間の実証試験を行い，主にアサリ育成基
盤への適用性を検証している．底質改善とアサリ場の検討として，藤原哲宏ら（2013）4)は，地下水
が遮断された河口干潟でのアサリ育成場の構築を試み，それまで確認されなかったアサリの生息を
確認している．
海底草植物類については，越川義功ら（2012）5)は，ヘドロが堆積した港湾において石炭灰造粒物
を使ったアマモ生育基盤を設置し，現地実験によりアマモ場を形成する基盤として有効に機能する
ことを示唆している．
5.1.2 石炭灰造粒物の生物親和性と研究すべき事項
既往の研究からも明らかな様に，石炭灰造粒物覆砂により形成された基盤への生物の生息に関す
る研究は知見も限られており，還元有機泥が堆積した干潟に覆砂した場合の生物親和性については，
十分な定量評価がなされていない．覆砂後の生物相の変化と珪藻類の選好的な付着状況，シジミ，
アサリ等の有用二枚貝の生息基盤としての適用性，および生物多様性を確保するためアマモの着床
基盤としての適用性など生植物生息の可否を丁寧に評価することが必要である．これら石炭灰造粒
物の生物親和性に関する事項は，本技術を沿岸域において活用するうえで研究が必要な課題である．
本論文では，次節以降で①珪藻類の選好的付着状況，②シジミの生息基盤としての適用性，③ア
サリの生息基盤としての適用性，④アマモの生息基盤としての適用性について論じる．
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5.2 覆砂による底生生物相の変化
5.2.1 覆砂材基質表層への珪藻類の付着調査
干潟へ覆砂された造粒物には，従来から覆砂数日後に藻類の付着が確認（写真-5.2.1）されてい
る．一方で，還元有機泥である在来底泥には，目視で藻類の付着は確認されない．これらの相違を
定量確認するため，周辺の自然石に付着している藻類を併せて採取，同定しその付着性を評価した． 
採取箇所は，同じく広島市内一級河川太田川水系の河岸干潟である．潮位差は約 4 m あり，干潟
の干出時に試料を採取した．石炭灰造粒物敷設箇所で，5 cm×5 cm の面積を 5 回ケレンし，サンプ
ル容器に採取した．同様に周辺自然石からも試料を採取し実験室に持ち帰り同定を行った。石炭灰
造粒物敷設箇所の干潟底質の ORP は 224 Eh.mV，在来底泥箇所は，-229 Eh.mV であった．また，pH
は，石炭灰造粒物箇所 7.93，在来底泥箇所は 7.02 であり，覆砂材敷設箇所は周辺より pH が高い値
を示した．これは石炭灰造粒物からの Ca イオン溶出（図-2.4.3）に起因するものである． 
5.2.2 付着藻類の評価および考察 
干潟へ敷設した石炭灰造粒物表層と周辺自然石表層の藻類を同定（図-5.2.1）した．優先種は，
珪藻類（図-5.2.2）であり，その細胞数と種類数を評価した．石炭灰造粒物の表層には，従来から
自然に存在する基質と同様の種が確認された．このことから石炭灰造粒物に付着する藻類は，従来
からの優先種であり，周辺自然石と比較し種類数は同程度であるが，細胞数は多く珪藻類が付着し
やすい環境にあると考察される．また，還元有機泥には，目視によって付着は確認されず，石炭灰
造粒物の敷設により従来優先種である珪藻類が選好的に付着する環境を創造できると想定される．
これは自然石にはないケイ酸イオン等の溶出特性（図-2.4.4）によるものと考察する． 
併せて，試料採取箇所の n-ヘキサン抽出物質を分析すると石炭灰造粒物の付着泥は 300 mg/kg，周
辺箇所表層では 500 mg/kg であった．同箇所でのセジメントトラップによる沈降泥の分析結果は
1,200 mg/kg であり，石炭灰造粒物による底泥油分の減少が確認された．この結果についても選好的
な付着微生物の関与が考察される． 
(a) 石炭灰造粒物への藻類付着(水没時)6) (b) 石炭灰造粒物への藻類付着(干潮時)7)
写真-5.2.1 干潟へ敷設した石炭灰造粒物への藻類付着状況 
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(a) 石炭灰造粒物表層      (b) 周辺自然石表層
図-5.2.1 干潟で確認された藻類の同定結果 6)
図-5.2.2 干潟で確認された藻類細胞数および種類 6)
5.2.3 造粒物への藻類付着と生物相の多様化 
敷設した造流物へ施工数日後から藻類の付着が確認（写真-5.2.1(a)）された．対照区の有機泥表
層では，目視で藻類の付着は確認されず，モニタリング箇所（図-4.3.4）で藻類の付着状況（図-5.2.3）
を調査した．確認された藻類は主に珪藻類で，優占種は特殊なものではなく干潟の一般的な種であ
った．干潟再生材として造粒物を用いることで，これら従来優先種により，ヘドロ干潟を従来の環
境へ改善できる可能性が示唆された．施工前後の調査により泥質を好む生物から，砂礫質を好む生
物へと干潟生物相の変化（表-5.2.1）が確認されている． 
図-5.2.3 造粒物表層の珪藻類付着量評価 7)
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表-5.2.1 施工前後で確認された生物相の変化 7)
箇所 施工前（2012.11） 施工後（2013.11） 施工後（2014.8）
No.1 △ Heteromastus属    （環形動物）
△ ﾔﾏﾄｽﾋﾟｵ
    （環形動物）
◎ ﾀﾃｼﾞﾏﾌｼﾞﾂﾎﾞ
    （節足動物） ◎
岩などに付
着して生息
No.2 □ ｳﾐｺﾞﾏﾂﾎﾞ    （軟体動物）
〇 ｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ
    （節足動物）
〇 ﾁｺﾞｶﾞﾆ
    （節足動物） 〇
礫混じりの
環境に生息
No.3 □ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ    （節足動物）
〇 ｼﾏﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ
    （節足動物）
〇  ｼﾏﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ
    （節足動物） 
砂泥環境に
生息
△ ﾁｺﾞｶﾞﾆ
    （節足動物） －
□ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ
    （節足動物）  泥環境に生息
- ﾊｴ目
    (節足動物) －
－ ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属
    (節足動物) － 不明
△ Heteromastus属
    （環形動物）
△ Heteromastus属
    （環形動物）
△ Heteromastus属
    （環形動物）
□ ｳﾐｺﾞﾏﾂﾎﾞ
    （軟体動物）
□ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ
    （節足動物）
△ ﾔﾏﾄｽﾋﾟｵ
    （環形動物）
－ － △ ｹﾔﾘﾑｼ科    （環形動物）
対照区
凡例
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5.2.4 石炭灰造粒物層内への藻類の付着量評価
(1) 珪藻類の付着量評価の目的
石炭灰造粒物の主要な化学組成物質はケイ素のため，長期間にわたり微量ではあるがケイ酸イオ
ンを溶出することを図-2.4.4 および図-2.7.20 において示した．砂礫状材料である石炭灰造粒物は
透水性が高く，覆砂層内および層上では珪藻類の付着が確認されるが，これまで付着藻類の特徴や
付着量は詳細に評価されていない．本節の研究目的は，有機泥堆積干潟に石炭灰造粒物を敷設した
場合の珪藻類の付着を現地調査および試料分析により定量評価することである
(2) 石炭灰造粒物への珪藻類の付着
これまでの現地実証試験や覆砂事業で，透水層として敷設された石炭灰造粒物への珪藻類の付着
が確認されている（写真-5.2.1）．微量なケイ酸イオンの継続的な溶出によるケイ素の供給機構を維
持することにより，珪藻類の消費による付着が想定される。一般的な砂泥区との付着量や付着種の
相違について定性的に確認されているが，定量的な付着評価は十分でない．本研究では，1 級河川太
田川市内派川において石炭灰造粒物敷設環境での珪藻類付着について，石炭灰造粒物層と周辺の有
機泥堆積層を比較することで造粒物層への珪藻類付着量について評価した．
(3) 底生性微細藻類の調査方法
対象は 1 級河川太田川市内派川（図-5.2.4）で,石炭灰造粒物による底質改善を実施している①天
満川中広地区，②旧太田川上流（基町地区），③旧太田川下流（本川吉島地区），④京橋川橋本地区
の 4 地区である．2014 年 9 月に，石炭灰造粒物区と周辺の在来底質区の底質試料を採取し実験室に
おいて微細藻類を観察し種を同定した．採取箇所の状況を図-5.2.5 に示す．石炭灰造粒物および在
来底質ともに表層と間隙にトラップされている微細藻類を対象に 5 cm×5 cm のコドラート，深度
3cm の試料を採取した．調査項目はクロロフィル a，フェオフィチンと微細藻類（優占種把握）であ
る．京橋川試料は，造粒物表層への珪藻類付着を確認するため採取試料の SEM 画像（写真-5.2.2）
を観察した．
(4) 調査結果と考察
クロロフィル a（図-5.6.5）は,石炭灰造粒物区で 17～210μg/25cm2，砂泥区で 5.4～38μg/25cm2
であり，造粒物層で顕著に高かった．フェオフィチンは石炭灰造粒物区で 5.3～95μg/25cm2，砂泥
区で 14～52μg/25cm2 であった．クロロフィルａ／（クロロフィルａ+フェオフィチン）は石炭灰造
粒物区で 68.9～76.9 %，砂泥区で 9.4～64.1 %であった．これらの結果から，石炭灰造粒物区は砂泥
区と比べて藻類の現存量，活性が高いと考察される．微細藻類（図-5.2.6）の種類数は石炭灰造粒
物区で 15～17 種類，砂泥区で 16～18 種類であり各地点とも共通した種類が確認され，確認された
種の多くは羽状目（表-5.2.2,写真-5.2.3）で底生性の種であった．優占種は，石炭灰造粒物区と砂
泥区を比較すると，旧太田川下流では優占種が異なっていたが，その他の 3 地点では概ね共通の種
が優占種である．また，石炭灰造粒物区では，Naviculaceae 1 や Navicula sp. 1 の比率が高い．
(5) 珪藻類の付着量評価の結果
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本検討により，石炭灰造粒物覆砂層の透水機能によりクロロフィル a 等の濁質が底質層内を循環
していると考察された．珪藻類の付着種類数は同程度であるが，石炭灰造粒物層で珪藻類の細胞数
は多く，珪藻類が付着しやすい環境が創造されていると考察される．
図-5.2.4 調査位置図（1 級河川太田川市内派川）8)
写真-5.2.2 SEM 画像：造粒物へ付着した珪藻（羽状目）8)
図-5.2.5 調査箇所のクロロフィル a とフェオフィチン 8)
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図-5.2.6 調査箇所藻類の種類数と細胞数 8)
表-5.2.2 調査箇所の藻類の優占種 8)
写真-5.2.3 太田川（調査箇所）で確認された微細藻類（優占種） 8)
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石炭灰造粒物区 単位 天満川 旧太田川下流 旧太田川上流 京橋川
Navicula sp. 1 Naviculaceae 1 Naviculaceae 1 Navicula sp. 1
％ 23.3 47.6 21.7 34.6
Naviculaceae 1 Navicula sp. 1 PENNALES 2 Nitzschia  sp. 2
13.6 11.9 14.7 10.3
Nitzschia  sp. 3 Cymbella  sp. 1 Nitzschia  sp. 3
13.6 14 10.3
在来砂泥区 単位 天満川 旧太田川下流 旧太田川上流 京橋川
Naviculaceae 1 Oscillatoria  sp. Cymbella  sp. 1 Navicula sp. 1
％ 28.9 10.4 15.8 31.9
PENNALES 2 PENNALES 2 PENNALES 2 不明4
12.2 10.4 15.8 17.0
Navicula sp. 1 Navicula sp. 1 Nitzschia  sp. 2
11.1 12.3 11.2
優占種　上位3種
（組成比10％以上）
優占種　上位3種
（組成比10％以上）
Nitzschia sp.1 Navicula ceae1 PENNALES 2
Cymbella sp.1 Melosira nummuloides
(河川水で確認)
Aulacoseria ambigua 
(河川水で確認)
Oscillatoria
藍藻網
Navicula sp.1 
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5.3 ヤマトシジミ生息基盤への適用性評価
5.3.1 シジミ生息基盤への適用性評価の目的
石炭灰造粒物覆砂による底質の改善に併せて，有用二枚貝であるヤマトシジミの生息基盤の回復
が求められている．石炭灰造粒物は，還元有機泥が堆積する底質の覆砂材として生物生息環境の改
善が確認され 6)，その生物親和性等が報告 7)されている．その一方，ヤマトシジミの生息基盤として
の適用性は明らかにされていない．
ヤマトシジミは高い水質浄化能力を有することから河川環境の水質改善および保全への効果が期
待されている 10), 11)．悪化した底質を良質な覆砂材で改善し，その底質がヤマトシジミの生息場とし
て機能すれば，漁業資源の増大のみならず採取による系外搬出効果による河川底質環境の改善にも
寄与できる．ヤマトシジミは砂泥質の底質を好む事が知られている．一方で，覆砂材である石炭灰
造粒物は砂礫質材料であるが，湿潤密度は 1.0～1.4 g/cm3 と自然砂礫（1.6～2.0 g/cm3）と比較し軽量
である．このため，粒径が大きくてもシジミの底質への潜入は自然砂礫と比較し有利と想定される
が，その潜入性性能は不明であり潜入能力解明は生息基盤としての適用性を検討するうえで極めて
重要である．
本研究の目的は，還元有機泥が堆積した感潮河川底質へ石炭灰造粒物を覆砂した場合のシジミ生
息基盤への適用性を評価することである．現地調査，現地実験および室内実験により，石炭灰造粒
物と対照材料（在来底質，自然砂礫）を生息基盤として比較し，適用性を評価した．
対象箇所は，広島デルタ１級河川太田川派川京橋川の感潮域（図-5.3.1）である．当該地区は還
元有機泥が堆積する干潟に石炭灰造粒物の覆砂（覆砂厚 10～50 cm）による底質改善事業が実施され
生物生息環境改善が期待されている．本研究において最も重要な課題は，まず砂礫質材料である石
炭灰造粒物に，砂泥と同様にシジミが潜入可能であるか確認することであった．次に，還元状態が
改善された底質 DO と感潮域の塩分が重要な項目と既往の研究 12), 13)から考察されたが，短期的，長
期的に評価する場合，生息基盤としてどちらの影響が支配的か検討した．また，潜入可否と併せて，
継続した有機泥沈降がある還元有機泥底質改善箇所のシジミ生息環境を調査した．
既往の研究で得られている環境条件 10), 11)を踏まえて，現地調査によりシジミの生息条件を把握し，
現地在来底質でのヤマトシジミ生息実験により検討項目を明確にした．その結果を室内実験条件に
反映し，実験水槽へ現地模擬地盤を構築し，各条件におけるヤマトシジミの底質への潜入行動を実
験的に明らかにした．これら一連の現地調査と実験（現地，室内）により，従来把握されていなか
った石炭灰造粒物覆砂のシジミ生息基盤への適用性に関する新たな知見が得られた．
写真-5.3.1 （a）石炭灰造粒物覆砂，（b）還元有機泥 9)
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5.3.2 河川感潮域底質でのシジミ生息環境調査
(1) 現地調査による対象箇所環境の把握
対象箇所の環境性状把握を目的に現地調査（2012.11.～2014.10）が実施された．石炭灰造粒物覆砂
箇所（30 cm 厚）および，在来還元有機泥堆積箇所で 2013 年 8 月に，□25 cm コドラートを用いて
表層 10 cm の底生生物を調査（表-5.3.1）し，微量であるがシジミの生息が確認された．太田川市
内派川でのヤマトシジミ生息環境の調査事例は少なく，太田川市内派川を対象とした既往の研究 11)
では，水温，塩分，DO，粘土含有率，ORP，地盤高を重要な環境要因として検討している．対象地
区の上流域ではシジミ漁が実施されている環境のため，本研究では，塩分，DO，底質（粘土含有率，
ORP）を重要な環境要因として調査した．漁業関係者から，対象箇所は高度成長期以前にシジミ漁
が盛んにおこなわれていた箇所で，底質に還元有機泥が堆積しシジミの生息が激減したとのことを
聞き取っており還元的な環境の影響についても評価が必要であった．
図-5.3.1 京橋川調査位置図 9)
表-5.3.1 対象河岸底質での底生生物生息調査結果 9)
調査箇所（広島市）
広島市中区橋本町 
No.1
No.2
凡 例 
:水質連続測定 
:ｾｼﾞﾒﾝﾄﾄﾗｯﾌﾟ 
:シジミ実験基盤 
:底質DO･塩分調査 
No.3
覆砂区（個体数） 在来区（個体数）
ｳﾐｺﾞﾏﾂﾎﾞ 1 0
ﾔﾏﾄｼｼﾞﾐ 2 2
ｿﾄｵﾘｶﾞｲ 2 1
Goniada属 5 2
ﾔﾏﾄｽﾋﾟｵ 12 2
Pseudopolydora属 1 0
Heteromastus属 65 2
Laonome属 83 5
ﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ属 5 2
ｸｰﾏ科 0 1
ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ 27 8
ｱﾅｼﾞｬｺ 1 0
ｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ 2 0
ﾔﾏﾄｵｻｶﾞﾆ 2 1
ﾁｺﾞｶﾞﾆ 3 0
ﾊｴ目 1 0
212個体 26個体
15種類 10種類
5.056g 1.454g
項　目 種名 太田川派川京橋川
湿　重　量
節足動物
環形動物
軟体動物
確認種類数
確認個体数
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(2) 対象箇所の水質調査結果とその概要
感潮河川のため，塩分変化の把握を目的に河川水位の上昇（大潮上げ潮）時に京橋川河央（図
-5.3.1）において，クロロフィル a，濁度を含めて水質連続測定を実施した．定時期（2013 年 12 月）
は河川流量が少なく塩分が高い渇水期とした． 干潮から満潮となる 4 時間の鉛直方向
プロファイルを観測（図-5.3.2）した．塩分躍層は明確でなく 3.5 m の水深で同様の塩分が観測
された．干潮時の塩分 10 PSU は満潮時に 32 PSU に上昇している．シジミの餌と関連付けられるク
ロロフィル a と濁度は，満潮前に急激に上昇する傾向にあった．濁度は干潮時には底層の巻き上が
り等の影響により 10～12 FTUを示し，上げ潮とともに低下傾向となり満潮時は 3FTU程度であった．
図-5.3.2 水質連続測定結果（上げ潮時に観測）9)
(3) 対象箇所の底質調査による底質 DO・塩分の評価
対象箇所の底質 DO と塩分を調査するため京橋川干潟（図-5.3.1）において，大潮時の還元有機
泥層内と石炭灰造粒物層内の底質 DO・塩分の経時変化を観測した．観測期間は 2013 年 11 月 23 日
から 1 ヶ月間とし，DO 計，塩分濃度計を底質内（河床から 10 cm 下層を測定）へ設置し，併せて河
川水位を連続して測定した．堆積している還元有機泥層内の底質 DO（図-5.3.3）は 2 mg/L 未満の
貧酸素状態，還元有機泥層内の塩分（図-5.3.4）は，恒常的に 15～20 PSU であった．感潮河川水の
塩分は最大 32 PSU が観測されており，泥層内の透水性は低いと考察される．一方，石炭灰造粒物層
は河川水位の変動に伴い，底質 DO（図-5.3.5）は好気環境を保つと共に，塩分（図-5.3.6）は 0～
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27 PSU と変動しており，透水性が高く層内の水循環が確認された．なお，図-5.3.5,図-5.3.6で，
河川水位が水質計設置高より低い時間帯のデータは取得されていない．石炭灰造粒物層内の DO 調
査は，夏季（2014 年 8 月から 1 ヶ月間）においても実施したが DO 経時変化は図-5.3.5と同様の傾
向であった．また，クロロフィル a，濁度を短時間の観測値で評価するのは適切でないため，干潟の
3 箇所（図-5.3.1）にセジメントトラップを設置し有機泥の沈降堆積速度を調査した（図-5.3.7）．3
回の調査期間中に出水はなく，トラップ内の泥は強熱減量が 10 %以上であることが確認された．測
定データから 5~50 g/m2/hr 程度の沈降速度があり恒常的な有機泥堆積環境であることが把握された．
なお，夏季（2014 年 8 月）にクロロフィル a を測定したところ 60 g/L あり季節変動が大きいこと
が確認された．
図-5.3.3 還元有機泥層内の DO 経時変化 9)
図-5.3.4 還元有機泥層内の塩分経時変化 9)
図-5.3.5 石炭灰造粒物層内の DO 経時変化 9)
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図-5.3.6 石炭灰造粒物層内の塩分経時変化 9)
(4) 現地調査によるシジミ生息に係る考察
現地調査により，石炭灰造粒物と還元有機泥層の底質 DO，塩分変動，間隙水循環および有機泥の
沈降堆積速度が把握された．既往の研究 12),13)では DO は 1.5mg/L 以上，塩分は，宍道湖産のヤマト
シジミでは，22PSU 以下が好適とされている．還元有機泥層の底質 DO は条件を満足しておらず，
長期的な生息は困難な環境と想定された．直上水の DO は上げ潮時に観測したところ 5.6 mg/L であ
り，底泥の巻き上がりの影響を考慮しても生息条件を十分に満たすものであった．一方で石炭灰造
粒物は透水性が良いため潮位変動に伴い 22 PSU 以上の塩分となる時間は大潮時に約 5 時間，小潮時
の塩分は 10 PSU 程度が最大値である．短時間であれば殻を閉じていると想定されるが，その時間的
な耐性については不明な点が多い．現地で個体数は少ないがシジミの生息は確認されており生息基
盤として適用性を検討するには複合した影響要因を個別に検討することが適切である．現地生息実
験を行い，底質と塩分条件を考慮した条件での室内実験を実施した． 
図-5.3.7 セジメントトラップによる沈降泥沈降速度 9)
5.3.3 河川感潮域での現地シジミ生息実験
室内実験に先立ち，還元有機泥の堆積環境においてヤマトシジミがどの程度生息可能か検証する
ため，還元有機泥内で現地生息実験（実験期間:2015.5.19～2015.6.18）を実施した．底質に試験区（1.6 
m×1.6 m）を設置しシジミ散布範囲を金網で区画しシジミの流出を抑制した．試験区にシジミ（200
個以上/m2）を散布し，生息状況を経過期間毎に観察しコドラートで生息数を確認した．試験区の地
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盤高は T.P.+1.4m で干潮時に干出するが干出後も十分な保水性を有している．粒度組成は太田川市内
派川において河口でシルト・粘土分は 10 %以下，下流域で 20～50 %，上流域で 50～80 %という特
徴があり，当該地区も京橋川の中・上流域に位置しており，シルト・粘土分が 80 %を占めた．
対象地区の底質および間隙水は，表-5.3.2 のとおりである．強熱減量は 8.4 %とやや大きい値であ
った．硫化物は 0.2 mg/g 以下であり，シジミの生息に問題がないレベルである．シジミ散布 2 日後
（写真-5.3.2）に，現地の観察とシジミ生息状況を 25 cm コドラートにより表層 10 cm 厚の範囲で
調査した．散布した半数のシジミは底質に潜入せず底質上で固く殻を閉ざしていた．上げ潮時の現
地測定で，直上水は 27 PSU が確認され高塩分によりシジミは潜入活動に移れなかったと考察される．
15 日後の調査では，半数が底質に潜入，半数は殻を開き死滅していた．散布 30 日後の調査では，コ
ドラート内外全てのシジミは殻を開けて死滅し，生存は確認されなかった．原因については，底質
の貧酸素状態と塩分濃度の影響が想定され，実験箇所の底質環境ではシジミの生息は困難と考察さ
れた．
表-5.3.2 現地底質条件一覧 9)
写真-5.3.2 （a）シジミ散布 2日後，（b）散布 15日後 9)
5.3.4 室内実験によるシジミ生息基盤の適用性評価
(1) 石炭灰造粒物および自然砂礫への潜入実験
現地での調査と実験結果を踏まえ，京橋川干潟および石炭灰造粒物覆砂箇所を模擬した実験基盤
を用いて，室内実験により石炭灰造粒物のシジミ生息基盤への適用性を検討した．当該対象箇所上
項　　目 対象箇所底質
強熱減量 （%） 4～10
含水比 (%) 67.4～81.3
ORP (mV) -328～-40
DO (mg/L) 0.5～1.0
硫 化 物 0.09～0.17
n-ヘキサン抽出
物質 (mg/kg) 500～1000
PO4-P (mg/L) 0.1～1.3
NH4-N (mg/L) 1.5～6.0
試験区状況
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流で採取されたシジミを用いて，シジミ成貝による模擬地盤への潜入性能および生息性能について
実験した．実験条件を表-5.3.3に，模擬基盤の性状を表-5.3.4に示す．本実験では，既往の研究 13)
と実験結果を比較できるように，気温，水温を 20 ℃とした．透明な矩形実験水槽（長さ 300 mm ×
幅 180mm）内に，高さ 100 mm の石炭灰造粒物，感潮域の還元有機泥，および比較材料により模擬
地盤を作成した．実験開始時の初期 DO は，現地実験の底質直上水と同じ 5.6 mg/L に調整し，DO
を経時的に測定した．京橋川の底質改善箇所約 2000 m 上流のシジミ漁場区で採取されたヤマトシジ
ミ（写真-5.3.3）を採取後速やかに実験室へ運搬し，模擬地盤上に静置した．本実験により対象干
潟でのシジミ生息基盤構築に必要な環境条件を考察した．配置後 1hr 以内の短期的な潜入状況を確
認すると共に実験環境への馴致時間を考慮して，24hr 毎に底質への潜入個体数を計測した．観察後
はシジミを掘り起し，模擬基盤上に再配置した．潜入できず時間の経過に伴い貝殻を開いて死亡が
確認されたものは取り除き生息数を計測した．
石炭灰造粒物の湿潤密度は，自然砂礫と比較し軽量であり，粒径が大きくてもシジミの底質への
潜入は有利と想定される．しかし，底質の粒径変化と潜入特性に関する知見はない．そこで石炭灰
造粒物の模擬基盤により，粒径とシジミ成貝の底質潜入性能（写真-5.3.4）について粒径分布を変
化させて実験（図-5.3.8）した．併せて比較基盤として京橋川シジミ漁場箇所の自然砂および自然
礫質材による潜入特性を実験（図-5.3.9）した．8 日間の室内実験において，石炭灰造粒物は粒度分
布φ2～10 mm では，自然砂と同様な潜入が観察された．石炭灰造粒物は，自然砂と比較して，湿潤
密度が小さく軽量なため，2～10 mm の粒径であれば，砂と同様な潜入が可能と考察できる．自然礫
質材φ19 mm が混入する地盤では 5 日程度で，半数が潜入を諦め底質上で殻を閉ざしていた．石炭
灰造粒物ではφ26.5 mm が混入すると同様な傾向であった．礫質材と同粒径であれば石炭灰造粒物
への潜入が容易であることが確認された．しかし，自然砂と比較すると潜入の容易さは劣っている．
一方で，現地は底質上に沈降有機泥が堆積するため，これを考慮した条件としたところ（有機泥を
容積比 10 %混入），自然砂と同様な潜入特性（図-5.3.10）となった．自然砂より湿潤密度が小さい
礫状の石炭灰造粒物層へ含水比が高く細粒分が多い有機泥が混合されることで，粒度調整効果が働
き底質の潜入抵抗が低減しシジミの潜入が容易になったと考察される．
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表-5.3.3 ヤマトシジミ潜入実験条件一覧 9)
表-5.3.4 実験模擬基盤の性状 9)
写真-5.3.3 (a) 実験用シジミ外観        (b) シジミ配置状況 9)
写真-5.3.4 石炭灰造粒物へのシジミ潜入開始・完了状況 9) 
項　目 実 験 条 件
シジミ殻長 20～32 mm程度（成貝）
シジミ殻幅 13～18 mm
湿　重　量 7.0g/個体（平均）：大16g～小4g
散布数量 10個体/水槽
実験水深 100 mm
模擬地盤厚 100 mm
水槽底質面積 540 cm2 （300 mm×180 mm）
シジミ散布密度 185個体/m2
実験用水 感潮河川水　塩分濃度毎に採水
実験基盤 基　盤　性　状
河川域還元有機泥 性状は表-2のとおり
河川域自然砂 上流シジミ漁場区で採取
石炭灰造粒物 実験条件により粒度分布を調整
自然礫質材 実験条件により粒度分布を調整
複合基盤 石炭灰造粒物＋河川域還元有機泥
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図-5.3.8 石炭灰造粒物の粒径を変化した場合の潜入状況 9)
図-5.3.9 砂礫の粒径を変化した場合の潜入状況 9)
図-5.3.10 石炭灰造粒物に有機泥を混合した場合の潜入状況 9)
図-5.3.11 塩分を変化した場合の潜入状況 9)
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 (2) 塩分と沈降泥を考慮した模擬地盤への潜入実験
潜入行動への塩分の影響を検討するため，複数の塩分条件により潜入実験を実施した．既往の研
究 13)では 22 PSU 以下は好適とされており，還元有機泥層内の 20 PSU（図-5.3.4）を考慮して，4
～20 PSU の 6 ケースで，自然砂地盤への潜入性能を確認（図-5.3.11）した．6～18 PSU では，静置
直後から潜砂行動を開始し，実験期間中安定して潜砂していた．一方で 20PSU では，殻を閉じ潜入
を開始しなかった．馴致時間が必要なこともあるが，20 PSU では 5 日以降，死貝が確認されはじめ，
8 日後は，潜砂した 1 個体以外を除いて殻を開き死亡していた．18 PSU と 20 PSU では，シジミの潜
入性能の違いが実験的に確認された．太田川派川に生息するヤマトシジミは，宍道湖における既往
の知見 13)22 PSU でなく，20 PSU で活動が制限される結果となった．本研究で用いたシジミは上流
域で採取しており潮位変動に伴う塩分変動が小さい環境で成長している．成長環境による塩分耐性
の違いによりシジミの活動が制限されたと考察される．
次に，高塩分（20 PSU）での底質の違いによる潜入行動特性を評価（図-5.3.12）した．複合基盤
は，石炭灰造粒物に現地の有機泥を混合したものである．石炭灰造粒物に有機泥を 10 %混合した模
擬基盤の潜入性能（図-5.3.10）が良好であったことを踏まえ，容積比で有機泥を 20%，および 30%
混合している．2 日後以降は，シジミが徐々に環境に馴致し，潜入数が増加していったが，基盤へ潜
入できたシジミは限られていた．塩分 20 PSU の環境（図-5.3.13）では，4 日後まではすべてのシ
ジミは生存していたが，5 日後から死亡が確認され始めた．基盤内へ潜入したシジミは生存できてい
た一方で，潜入していないシジミは死亡が確認され始めた．また 8 日後に生存していたシジミは全
て，模擬基盤内へ潜入したものであった．砂および石炭灰造粒物で死亡数が多いのは，透水性が良
く高い塩分が直接浸潤し間隙水中の塩分が高くなるためと考察できる．一方で，還元有機泥の透水
性は悪く貧酸素状態であるが，底泥採取時は干潮時で，5.6 mg/L の直上水が表層を流れ，模擬地盤
の塩分濃度は 18 PSU となっていた．既往の研究 12)では，ヤマトシジミは高い貧酸素耐性を有するこ
とが報告されている．底質による直上水 DO（図-5.3.14）は，還元有機泥で低くなり好適値（1.5mg/L
以上）未満となった．長期的には底質 DO の影響を大きく受けるが，短期的には高い塩分濃度で活
動が制限され，潜入できず死亡したと想定される．石炭灰造粒物と有機泥が混合されることで，塩
分濃度が高い環境において，保水性による塩分の影響と還元状態が緩和されシジミ生息基盤となる
環境が形成されると考察する．
現地シジミ生息実験結果を今回得られた知見で整理すると，短期的に潜入しなかったシジミは塩
分の影響を回避するために殻を閉ざしていたと想定する．2 週間後は半数が底質へ潜入していたが，
2 週間で塩分環境に馴致できたものも，底質 DO の還元状態により 1 ヶ月後には死滅したと考察でき
る．石炭灰造粒物を還元有機泥が堆積する感潮域においてシジミの生息基盤として適用するには 20 
PSU 以上でのシジミの塩分耐性時間を検討することが，今後の課題である．
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図-5.3.12 ヤマトシジミ潜入実験（20 PSU）結果 9)
図-5.3.13 生息基盤ごとのヤマトシジミの生存数の変化 9)
図-5.3.14 生息基盤ごとの DO の変化 9)
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5.4 アサリ生息基盤への適用性評価
還元有機泥が堆積する干潟へ石炭灰造粒物を覆砂材として活用した場合のアサリ生息基盤への適
用性について実験的に評価した．対照基盤（在来底質，自然砂礫）との比較による室内実験，現地
実験およびモニタリング調査により，石炭灰造粒物のアサリ生息基盤への適用性について論じた．
5.4.1 アサリ生息基盤への適用性評価の目的
河口干潟において石炭灰造粒物を用いた透水層の設置による干潟の底質改善機能の検証を目的と
した現地実証試験を実施（図-5.4.1）している．2011 年 8 月に覆砂（0.3 m 厚）と床掘置換（0.3 m
厚）による試験区域を造成し，それまで確認されなかったアサリの生息が確認されている 4)．石炭
灰造粒物は，覆砂材として生物親和性が確認 6)されているが，アサリ生息基盤としての基礎特性は
十分に明らかにされていない．これまでに石炭灰造粒物をアサリ育成基盤へ活用する研究が実施さ
れているが，良好な自然干潟において実施されたものである 3) 本研究の目的は，還元有機泥が堆積
する干潟へ覆砂材として石炭灰造粒物を活用した場合のアサリ生息基盤としての適用性を評価する
ことである．アサリが生息している場所を調べると，砂を基盤として小石が散在する砂礫質干潟で
多いことが報告されている 15)．覆砂材である石炭灰造粒物も砂礫質材料であり，湿潤密度は 1.0～
1.4g/cm3 と自然砂礫（1.6～2.0g/cm3）と比較し軽量である．粒径が大きくてもアサリの底質への潜入
は自然砂礫と比較し有利と想定されるが，その潜入性能は不明である．潜入能力解明は生息基盤と
しての適用性を検討するうえで極めて重要である．現地調査，および室内外での実験により，石炭
灰造粒物と対照材料（在来底質，自然砂礫）を比較し，潜入性能を明らかにすると共に，アサリ生
息基盤としての適用性を評価した．
5.4.2 石炭灰造粒物敷設干潟のアサリ生息調査
(1) 石炭灰造粒物覆砂箇所の干潟ゾーニング調査
石炭灰造粒物覆砂箇所（写真-5.4.1）は，施工から 4 年が経過している．小山形状に敷設した覆
砂材は，計画通り波浪や流水によって移動し時間経過とともに平坦になっている．施工から 2 年後
の 2013 年から 2014 年にかけて干潟調査が実施され，石炭灰造粒物層内では，地下水流動に伴って
酸素を含む地下水とクロロフィル a を含む濁質が造粒物層内へ輸送されていることが明らかとされ
ている 16)．2015 年 6 月に，石炭灰造粒物覆砂箇所とその周辺を含む範囲を調査し，底質の状態，原
地盤との混合状況や澪筋の状況から，造粒物の分布・混合範囲をゾーニングし干潟環境マップ（図
-5.4.2）を作成した．干潟環境マップから代表 9 地点を選定し，底質環境とアサリ生息の関係性把
握を試みた．
干潟の代表 9 地点について影響要因と考えられる粒度組成，含水比（水分量），全硫化物，強熱減
量，およびアサリを含む底生生物調査を実施した．各調査地点でコドラートにより 30 cm×30 cm，
深さ 10 cm の底質を採取し，1 mm 篩で篩分けし底生生物の同定，計測を実施した．また，石炭灰造
粒物の底質での体積率を併せて分析した．
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図-5.4.1 底質改善実証試験位置図および石炭灰造粒物覆砂範囲 14)
(2) アサリ生息調査結果および考察
干潟代表地点の底質粒度組成（図-5.4.3）は，岸側（1-1，2-1，3-1）で礫分の割合が高く，沖側
（1-3，2-3，3-3）で砂分が高い傾向であった．シルト・粘土分は，沖側の 2-3，3-3 で約 40 %と高い．
アサリ生息調査結果（図-5.4.4）と粒度組成を比較すると，底質の石炭灰造粒物体積比率が高い地
点で，多くのアサリが確認されている．また，アサリは低 DO 環境下には高い耐性を示すものの，
硫化物に対しては耐性が低く，アサリの生育が可能な硫化物濃度は，1.0 mg/g 以下との報告がある
17)．本調査では，いずれの調査地点も硫化物（図-5.4.5）は，0.1 mg/g 未満と低かったが，0.05 mg/g
を超える地点ではアサリの生息は確認されなかった．
1-1,1-2 では石炭灰造粒物層が厚く，水平方向へ水循環があることが確認 16)されている．アサリは
調査地点 1-2 の 18 個体/0.09 m2 が最も多く，稚貝の着底が確認されるとともに，調査地点 1-1,1-3,2-2
では成長した個体も確認された．また，強熱減量 1.1～10.3 %の範囲でアサリの現存量が多い事が報
告されている 17)．強熱減量（図-5.4.5）は 2～4％程度であり，問題ないと考察される．底生生物調
査結果の個体数（図-5.4.6）は，環形動物門が多く，アサリを含む軟体動物門は，石炭灰造粒物の
体積比率が高い地点で多い．石炭灰造粒物の体積比率が高い地点ではコケゴカイが相対的に多く出
現した．既往の研究 18)によりコケゴカイは，底質の撹拌作用が大きく，底質を酸化の方向に保つと
考えられている．体積比率が低い地点では，ドロオニスピオ，イトゴカイ類といった有機汚濁指標
種 19)が多い傾向にあった．
湿重量（図-5.4.7）は，軟体動物門が大きく，石炭灰造粒物区（写真-5.4.2,写真-5.4.3）で多い
傾向がみられた．主にアサリやホトトギスガイ等の二枚貝であった．アサリ，ゴカイが生息してい
る場所を調べると，砂を基盤として小石が散在する干潟で多いと言われている．砂だけの干潟（砂
原干潟）は，アサリがエイや魚に食べられた跡が，確認されている．砂だけの干潟に，粒径 50-60 mm
程度の小石を混ぜることによって，アサリをはじめとする底生生物が増え，アサリなどの着底量も
多い事が報告されている 15)．
本干潟においても砂礫状材料である石炭灰造粒物により同様の効果で，アサリを含む軟体動物の
生息環境が改善されたと考察される．これらの調査よりヘドロ堆積干潟をアサリ生息基盤へ改善す
る場合，水循環のみでなく底質の粒度組成が大きく影響すると考察された．両事項は密接な関係に
あるが短期的，および長期的に影響する要因を評価するため，粒度組成に関する現地実験と水循環
の無い状況を再現する室内実験により生息基盤の必要条件を検討した．
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写真-5.4.1 (a)施工時（2011 年 8 月），(b)施工 4 年後（2015 年 8 月）14)
図-5.4.2 干潟ゾーニングマップとアサリ生息調査箇所 14)
図-5.4.3 干潟調査地点の粒度組成 14)
図-5.4.4 アサリ生息状況（個体数）と造粒物の体積比率 14)
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図-5.4.5 アサリ生息状況（湿重量）と硫化物量 14)
図-5.4.6 干潟調査地点の生物個体数 14)    図-5.4.7 干潟調査地点の生物湿重量 14)
写真-5.4.2 (a)石炭灰造粒物区（1-1）      (b)有機泥堆積区（3-3）14)
写真-5.4.3 (a)石炭灰造粒物区（1-1）     (b)有機泥堆積区（3-3）14)
0
100
200
300
400
500
1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 3-1 3-2 3-3
個
体
数
（個
体
/0
.09
m2
)
調査地点
紐形動物
軟体動物
星口動物
環形動物
節足動物
棘皮動物
0.0
4.0
8.0
12.0
16.0
20.0
1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 3-1 3-2 3-3
湿
重
量
（
g/
0.
09
m2 )
調査地点
紐形動物
軟体動物
星口動物
環形動物
節足動物
棘皮動物
0.00
0.02
0.04
0.06
0.08
0.10
0
2
4
6
8
10
1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 3-1 3-2 3-3
硫
化
物
量
（g
/m
g ）
ア
サ
リ湿
重
量
（ g
/0
.0
9 
m
2 ）
干潟での調査地点
硫化物0.06g/mg
アサリ湿重量
硫化物量
- 194 - 
5.4.3 干潟での短期アサリ行動選好性実験
(1) 干潟での短期アサリ行動選好性実験方法
現地干潟で，底質粒度組成の影響を確認するために自然砂と石炭灰造粒物の基盤によりアサリの
行動選好性を実験した．砂による覆砂基盤は，沈降有機泥の堆積により早期に劣化する．石炭灰造
粒物は大きな間隙によるトラップ効果により長期的な機能維持が可能である．
ここでは粒度組成の影響を検討するため短期間での行動選好性を実験した．行動選好性実験（図
-5.4.8）では，在来自然砂層と石炭灰造粒物の互層（実験区 1,2），および生息基盤の透水性が向上
すると想定される地盤高の起伏を考慮した実験区 3 を設定した．透水性が良く土壌間隙水の流動が
ある，1-1 地点（図-5.4.2）に，50 cm×50 cm の実験区を設定した．実験区は金網で区画し，アサ
リの区画外への移動を抑止した．実験区の上層，下層へは自由に移動可能である．なお，実験区は
石炭灰造粒物敷設箇所に設定しているため，砂区の周囲は石炭灰造粒物の干潟である．短期的な選
好行動を評価するため，実験期間は大潮から次の大潮までの 15 日間（2014.5.29～2014.6.13）とした．
実験区の上層，下層へそれぞれ 40 個体（2 層 80 個体）散布し，3 つの実験区へアサリ成貝計 240 個
体（80 個体×3 実験区）を配置した．アサリには，識別可能なマーキングを施し，15 日後に移動箇
所と各層の生存個体数を確認した．干潟の大潮干潮時の干出時間は 4 時間程度である．既往の研究
20)でアサリの潜砂性能は，殻長 15～20 mm で最も高いとされており，本実験でも殻長 15～20 mm 程
度のアサリを主に使用した．
(2) 干潟でのアサリ行動選好性実験結果と考察
アサリの行動選好性実験結果を図-5.4.9に示す．環境への馴致時間が限られたためか，50～70 %
の生存率であった．本実験により下層に散布したアサリは総じて，上層へ移動する行動が確認され
た．また，生存個体数は下層よりも上層に散布したアサリが高い結果であった．実験終了時には，
ほとんどのアサリは上層へ移動しており，実験区 1 および 2 の下層で生存していたアサリは，それ
ぞれ 1 個体のみであった．これより覆砂層内の水循環が高い上層がアサリの生息に適している環境
にあることが考察される．また，実験区 3 での生存数が高い結果であった．これも石炭灰造粒物層
の高い透水性に起因していると考察される．石炭灰造粒物と対照材料（在来自然砂）では，行動選
好性に大きな違いはなく，アサリの生息には底質の水循環が重要な指標となり得ることが考察され
た．
石炭灰造粒物は，中央粒径 20 mm 程度ではあるが，実験結果より，アサリは石炭灰造粒物と砂区
相互を垂直方向に移動することが確認された．砂層と石炭灰造粒物層でのアサリの選好行動に大き
な相違はないと考察できる．
しかし，石炭灰造粒物下層から自然砂上層への移動量が若干少なく，砂層に比較しアサリの移動
が抑制されている可能性が想定された．これについて室内で粒度調整した基盤での潜入実験により
確認することとした．
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図-5.4.8 アサリ行動選好性実験概要 14)
図-5.4.9 アサリ行動選好性実験結果 14) 
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5.4.4 石炭灰造粒物層へのアサリ成貝潜入実験
(1) 石炭灰造粒物および自然砂礫への潜入実験
石炭灰造粒物の湿潤密度は，1.0～1.4 g/cm3 と自然砂礫（1.6～2.0 g/cm3）と比較し軽量のため，粒
径が大きくてもアサリによる底質への潜入は自然礫質と比較し有利と想定される．しかし，どの程
度の粒径まで潜入可能かとの知見はない．そこで室内実験により，石炭灰造粒物および自然砂礫に
よる模擬基盤を構築し，粒径とアサリ成貝の底質潜入性能について底質粒径を変化させて実験した．
粒径を変化させて同様の実験を実施することでアサリの短期的な潜入適応性を確認する．一方で，
石炭灰造粒物の覆砂箇所は底質上に沈降有機泥が堆積する干潟のため，これを考慮した条件におい
てもアサリの底質潜入能力について実験した．
(2) 室内実験方法（石炭灰造粒物への潜砂適応性）
実験条件を表-5.4.1に示す．実験では，透明な矩形実験水槽（長さ 300 mm × 幅 180mm）内に，
高さ 100 mm の模擬基盤を構築した．模擬基盤材料の一覧を表-5.4.2に示す．石炭灰造粒物，自然
砂礫および感潮域の還元有機底泥により実験模擬基盤を作成した．実験室の気温，水温は 20 ℃とし
た．実験開始時の初期 DO は，現地の底質直上水と同じ 5.6 mg/L に調整した．実験には人工海水を
使用した．アサリを 24 時間人工海水中の模擬基盤で馴致させた後に実験を開始した．模擬基盤上に
静置（写真-5.4.4）し，24 時間後に基盤へ潜入している個体数を計測した．実験は 3 回連続して実
施した．24 時間後に潜入していたアサリを掘り起し模擬基盤上に再配置した．
表-5.4.1 アサリ潜入実験条件一覧 14) 
表-5.4.2 実験模擬基盤の性状 14) 
(3) 室内実験結果および考察
石炭灰造粒物，自然砂および自然礫質材へのアサリの潜入実験結果（図-5.4.10）より，同粒径で
あれば石炭灰造粒物への潜入は，自然礫質材に比較し容易であることが確認された．しかし，自然
項　目 実 験 条 件
アサリ殻長 15～36 mm程度（成貝）
アサリ殻幅 13～32 mm
湿　重　量 8.0g/個体（平均）：大14g～小4g
散布数量 10個体/水槽
実験水深 100 mm
模擬地盤厚 100 mm
水槽底質面積 540 cm2 （300 mm×180 mm）
アサリ散布密度 185個体/m2
実験用水 人工海水
実験基盤 基　盤　性　状
還元有機泥 干潟堆積ヘドロを採取
河川域自然砂 1級河川太田川派川感潮域で採取
石炭灰造粒物 実験条件により粒度分布を調整
自然礫質材 実験条件により粒度分布を調整
混合基盤 石炭灰造粒物＋採取還元有機泥
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砂と比較すると潜入の容易さは劣っている．単一粒径(16.0～19.0 mm)では，アサリが鉛直に傾斜（60<
θ<90）して潜入行動を示すが，潜入行動が途中で止まってしまっている個体も観察された．
実際の干潟では，覆砂後に沈降有機泥の堆積，および細粒分の流入が発生し，混合粒径層が形成
される．また還元有機泥層の上層に敷設されるため，これらとの混合を考慮した実験条件を設定す
る必要がある．現地干潟泥との混合層による潜入実験を実施した結果，有機泥を容積比で 20 %混入
すると自然砂と同様な潜入特性（図-5.4.11）となった．これは，細粒分が増加したことにより底質
の含水比（水分量）が向上し，潜入が容易になったためと考察される．
なお，現地還元有機泥層は，底質 DO が 0.1 mg/L 未満と低く，還元有機泥が厚く堆積した干潟で
の長期的な生息は困難と考察される．
写真-5.4.4 （a）アサリ配置状況（b）アサリ潜入状況 14)
図-5.4.10 模擬基盤へのアサリ潜入実験結果（3 回平均値）14) 
図-5.4.11 混合基盤へのアサリ潜入実験結果（3 回平均値）14) 
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5.4.5 室内での模擬地盤によるアサリ生息実験
(1) 模擬地盤によるアサリ生息実験の目的と方法
アサリの生息には水循環のみでなく底質の粒度組成等が大きく影響すると考察された．両事項は
密接な関係にあるが短期的に影響する要因を評価するため，室内実験により，透水層内の水循環が
無い状況を創り出し，底質の影響を把握することとした．
室内実験では，石炭灰造粒物を敷設した河口干潟の底質改善実証試験箇所（図-5.4.2）より透水
層を含めた底質を採取し，実験室において，図-5.4.3に示す 9 箇所の底質を再現した．この現地を
模擬した実験基盤を用いて，アサリの生息基盤としての適用性を検討した．水槽内での実験のため
水循環は発生しない．
本実験により，当該干潟の環境改善効果を評価すると共に，当該干潟でのアサリ生息基盤構築に
必要な環境条件を考察した．
(2) 模擬基盤を用いたアサリ生息実験結果および考察
現地模擬基盤へのアサリの潜入状況を図-5.4.12 に実験終了時の模擬基盤底質間隙水 DO を図
-5.4.13に示す．また，再現基盤でのアサリ生存実験結果を図-5.4.14，図-5.4.15に示す．10 日後
の生息個体数は，石炭灰造粒物体積率 35 %以上の基盤で多く，間隙水 DO も高い．実験時の観察に
よっても，造粒物体積比率が高い基盤の直上水は，濁りが少なく生息基盤として底質 DO の消費抑
制と巻き上がり防止効果による場が形成されると考察できる．
2-1 の石炭灰造粒物体積率は高いが，潜入個体数および生存個体数は少ない．2-1 の含水比は 40 %
以下と低く底質の表面は手触りで固い状態で，底質 DO も 0.1 mg/L 未満であった．これらは現地調
査（図-5.4.4）箇所 2-1 の生息数が同様に低い結果に関係すると考察される．
還元有機泥と比較し石炭灰造粒物を混合した層では，水循環を強制的に抑止しても 10 日後の底質
DO が 0.5 mg/L 以上を維持できており，アサリの短期的（1 週間程度）な生息環境が良いことが確認
された．底質改善を行う干潟は，沈降有機泥が定常的に供給される環境であり石炭灰造粒物と有機
泥が混合されると生息基盤として底質 DO の消費抑制と巻き上がり防止効果によりアサリ生息に適
する場が形成されると考察できる．また，水循環が無いと 1 週間以降では，死亡数が増加するため，
還元有機泥が堆積する干潟での長期的（1 ヶ月以上）なアサリ生息には石炭灰造粒物透水層において
も水循環による底質 DO 維持が重要な要因となる．
図-5.4.12 模擬基盤へのアサリの潜入性状（3 回平均値）14) 
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図-5.4.13 実験終了時の模擬基盤底質間隙水 DO 14) 
図-5.4.14 模擬基盤でのアサリ生存実験（1） 14) 
図-5.4.15 模擬基盤でのアサリ生存実験（2）14) 
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5.5 アマモ場の形成過程と維持機構
5.5.1 アマモ場の形成過程と維持機構検討の目的
都市部の沿岸環境は，水質の改善に一定の成果が見られてきたが，生物多様性の確保に向けては
さらなる取り組みが必要である．これまでも大規模な干潟造成による環境再生プロジェクトが行わ
れているが 22), 23), 24)，都市部では用地の確保など大規模なプロジェクト化には課題が多い．そのため，
都市部の沿岸生態系の整備では，小規模でも数多くの生育場をつくる方向での実施が，低コストで
より現実的な進め方といえる．今後，老朽化したインフラの耐震化などリニューアルが進むが，対
象となる運河や護岸近傍の捨石帯付近は，沿岸生態系整備の対象エリアとして，その重要性が高ま
る．
このような海域において生物多様性を確保するメニューの一つがアマモ場整備 25), 26), 27)である．こ
のような水域では，海底に堆積し続けるヘドロ対策や，夏期における貧酸素水塊，生育限界を超過
する高水温 29)への対応が課題となるが，都市部の閉鎖性が強い内湾でのアマモ場の再生に関する詳
細な報告は数少ない 28)．
既往の研究により，これらのアマモにとって過酷な環境下においてアマモ場を構築するために，
ヘドロの底質改善効果を有する石炭灰造粒物を生育基盤材料として使った室内実験，現地実験を行
い，その有効性について検証されている 5)．その結果，石炭灰造粒物自体はアマモの生育に支障が
ないこと，石炭灰造粒物を用いて現地の底質，地盤高を最適化すればアマモ群落を十分期待できる
ことが明らかにされている．一方，湾奥であっても波の影響には注意が必要であり，造成初期にお
ける生育基盤の不安定化への対策のほか，高水温をはじめとした衰退要因で消滅しない群落の構築
が課題とされている．
さらに，これらの知見をもって，都市部でアマモ場再生事業を計画，実施するためには，前述の
課題のほか，造成する生育基盤の変動特性に関する情報の充実，群落形成の再現性の確保が急務で
あり，さらなる検討が必要である．そこで，本節では，生育基盤の造成規模を拡大するとともに，
複数年にわたる継続調査を行うことにより，都市部の港湾に造成した生育基盤でのアマモ場形成過
程と定着機構を明らかにすることを目的に論じた．
5.5.2 アマモ場育成基盤における地盤の安定性検討方法
(1) 生育基盤の造成
実験場所は，都市の港湾に形成される典型的な小水域のモデルとして，広島市南区宇品地先の護
岸前面の海域を選定した（図-5.5.1）．当該水域は，カキ殻混じりの砂泥質で，軟泥が表層に堆積し
ている．そのため，低潮位時には海底面が波による擾乱を受け，シルトの巻上がりによる海水の濁
りが観察された．また，底泥の状態は，海底面から 10 ㎝程度下層は硫化鉄（FeS）を多く含み，黒
色を呈していた．
石炭灰造粒物（粒径 20～50 mm，中央粒径 12 mm，湿潤密度 1.84 g/cm3）を使った生育基盤の造成
は 2010 年 3 月に行った．生育基盤の仕様を図-5.5.2に示す．生育基盤の大きさは 3.2 m×2.8 m と
し，造成面には岸沖方向に傾斜を持たせた．そのため，生育基盤の浅水深部および深水深部におけ
る造成目標地盤高は、それぞれ C.D.L. +0.10m、C.D.L. -0.35 m であり，石炭灰造粒物投入後は地形測
量を実施しながら基盤表面の凹凸を調整，完成とした．なお，大潮満潮時の水深は 4～5m，干潮時
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の水深 0.5 m 以下となるため，浅水深部は大潮干潮時に干出するが深水深部は常時水面下となって
いる．
(2) 生育基盤における流速変化および地盤変動調査
流速調査は，造成初期に発生しやすい生育基盤の地形変動の発生要因を特定するため，2010 年 4
月中旬の生育基盤整備直後から 5 月末にかけての 2 ヵ月間実施した．測定は流速計（JFE アドバン
テック社製，Compact EM）を基盤面に設置し，サンプリング間隔 10 分，1Hz で毎時 1 分間計測す
るように設定し，流れを計測した．
地盤変動調査は基盤造成直後の 2010 年 3 月から 2012 年 1 月までの 23 ヶ月間にわたり，1～3 ヶ月
毎に合計 12 回実施した．調査は，図-5.5.2に示す基盤表面に設定した 9 つの計測点（中心線に沿っ
て岸側から沖側にかけての 5 点，汀線方向の 4 地点）について，護岸上に設置した基準点を起点と
した水準測量で，基盤面の地盤高を計測した．
(3) 生育基盤へのアマモ場形成過程と定着機構
(a) 生育基盤へのアマモ移植
生育基盤へのアマモ移植は，造成１ヶ月後の 2010 年 4 月に実施した．移植したアマモは，遺伝子
撹乱を防ぐために，広島湾で採集したアマモ種子を使い，神奈川県葉山町の実験施設で種苗生産し
た 27)苗である．これを現地まで輸送し，到着後に苗が入ったポッドを移植ユニットに装着した．移
植ユニットは，既往の研究 5)で使用したタイプと同じもので，袋詰玉石工を応用している． 移植し
たアマモは 18 ポット分，合計 113 本（草体長：36±12 cm（平均±標準偏差））で，到着時のアマモ
草体の品質は良好であった．アマモの移植は，図-5.5.2に示した格子状に配置した基盤上の移植地
点に，2 ユニットずつスクーバ潜水で設置した．また，対照として生育基盤から離れた地点にも，移
植ユニットを設置した．なお，移植後 1 年目の夏にアマモ草体本数の大きな減少が確認されたため，
2010 年 9 月に移植ユニット 9 個を追加し，合計 22 本のアマモ苗を追加移植した．
図-5.5.1 アマモ生育基盤実験場所（広島市宇品港）21)
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図-5.5.2 石炭灰造粒物によるアマモ生育基盤の平面・断面図 21)
図-5.5.3 アマモ移植ユニットの設置状況 21)
図-5.5.4 アマモ根茎の生育基盤内への定着調査の実施状況 21)
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(b) 生育基盤におけるアマモの定着確認調査
アマモの定着確認調査は，2010 年 4 月から 2013 年 1 月までの 33 カ月間に合計 13 回実施した．調
査は生育基盤全体が干出することが少ないため，スクーバ潜水で行った．調査では，生育基盤にお
けるアマモ移植ユニット設置地点それぞれにおけるアマモ草体本数，および地点ごとに無作為に選
んだ 20 本の草体長を計測した．なお，干出時に実施した場合は，スクーバ潜水の作業内容と同様の
計測を実施した．
(c) アマモ根茎の生育基盤内への定着メカニズム
石炭灰造粒物の生育基盤におけるアマモの着生機構を検証するために，2012 年 7 月に形成された
アマモ群落の一部を基盤ごと掘り起こし調査計測を行った．計測項目は，基盤面への土砂厚，アマ
モ地下茎の匍匐深，細根の到達深さである．アマモが生育している基盤を，スコップでおよそ 20 cm
四方で切り出し，石炭灰造粒物上に堆積した砂泥質の厚さを計測する．その後，基盤面において活
着しているアマモの地下茎を確認しながら深さ位置を計測した．さらに，地下茎から伸びている細
根を，水で流しながら先端を確認し，その進入深を計測した（図-5.5.4）．
5.5.3 アマモ場育成基盤における地盤の安定性検討結果
(1) アマモ生育基盤における地盤の安定性検討
生育基盤の安定性を評価するため，地盤高の計測結果をもとに，基盤中心を岸沖方向および汀線
方向それぞれの断面形状の変化を図-5.5.5に示した．
岸沖方向の地形断面をみると，いずれの地点でも地盤高は造成直後が最も高く，造成目標範囲内
（C.D.L.-0.35~+0.10 m）で造成当初から傾斜を有していたことがわかる．その後，2 ヶ月後の計測で
は、相対的に地盤高は低くなり，その変位量は最大 21 cm に達した．また，その変位量は岸側ほど
大きい傾向であった．しかし，その後の地盤高計測では各地点とも大きな変動は確認できず，2010
年 5 月以降は地盤高変位量の標準偏差は平均 12.8 ㎜と小さかった．さらに，汀線方向断面における
地形線も岸沖方向断面の場合とほぼ同様の傾向にあり，安定地形となれば，ほとんど変動しないこ
とを示唆している．
生育基盤の急激な地盤高変位の原因を明らかにするために，図-5.5.6に生育基盤上に設置した流
速計による流速絶対値の変動を示した．流速は概ね 20 cm /s 以下を示すことが多かったが，小潮時
よりも大潮時に大きくなる傾向を示した．また，一潮汐間では満潮時よりも干潮時に瞬間的に大き
な流速が観測され，最大 66 cm/s に達した．
(2) 生育基盤へのアマモ場形成過程と定着機構
(a) 生育基盤におけるアマモ場形成過程
図-5.5.7に生育基盤におけるアマモの草体本数と平均草体長の変動を示した。生育基盤に導入し
たアマモは，造成 1 年目の高水温期に大きく減少した．その数は 10 本まで減少したため， 20 本の
アマモを追加移植した．2 年目の草体本数は当初の移植本数まで回復後にゆるやかに増加し約 200
本に達した．この時，アマモの成長を示す平均草丈は，高水温期に低下するものの 80 cm にまで増
加した。3 年目の草体本数は，さらに急激な増殖傾向を示すとともに，高水温期でも草体本数を減少
させることはなかった．33 ヶ月後の最終計測時には，生育基盤上のアマモ草体本数は 580 本以上に
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達し，図-5.5.8に示すようなアマモ群落を形成していた．なお，この時のアマモによる基盤被覆率
は全体の約 50 %以上であり，十分に湾奥部のアマモ場として自立増殖できる仕様となった．
(b) 生育基盤におけるアマモ根茎への定着メカニズム
図-5.5.9に生育基盤内部におけるアマモ根茎と石炭灰造粒物との位置関係に関する断面分布を示
した．アマモが繁茂した生育基盤表面には砂泥が堆積しており，基盤材である石炭灰造粒物は容易
には確認できなかった．しかし，表層の堆積砂を除去すると，下部に石炭灰造粒物が存在しており，
生育基盤は上下 2層構造になっていた．この時の基盤表面の堆積物の層厚は平均 2.3 cmであり,  下
部の石炭灰造粒物の隙間にも砂泥が入り込み一体化していた．繁茂していたアマモの地下茎を中心
とした地下部は，基盤のごく表面に近い 1.4 cm下の堆積物層内で伸長し，この部分から地上部草体
を発達させていた．さらに，地下部の地下茎から伸びる細根は，堆積物層内にとどまることなく，
下部に位置する石炭灰造粒物層に達しており，その深さは平均 4.9 cmに及んでいた．
図-5.5.5 石炭灰造粒物を使ったアマモ生育基盤の相対地盤高の推移 21)
（2010年 3月～2012年 1月）
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図-5.5.6 生育基盤造成初期における潮位変動と基盤上における流速絶対値の計測結果 21)
（2010年 4月 13日~5月 28日）
図-5.5.7 石炭灰造粒物を使って造成した生育基盤上でのアマモ草体本数の増加と成長特性 21)
（2010年 4月～2013年 1月）
図-5.5.8 生育基盤上に形成されたアマモ場の草体状況 21)
 （2013年 1月 移植 33ヶ月後）
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図-5.5.9 生育基盤内部におけるアマモ地下茎・細根と石炭灰造粒物層の位置関係 21)
5.5.4 アマモ場の形成過程と維持機構に係る考察
本研究で示されたように，石炭灰造粒物を用いて現地の底質，地盤高を適した状態に維持できれ
ば，移植後複数年に亘ってアマモ群落の形成が期待できる．また，移植したアマモの定着，増殖状
況も既報と同様以上の結果であり，石炭灰造粒物を使った生育基盤によるアマモ場再生技術の再現
性を確認することができた．そこで，アマモ場形成に寄与した 3 つの要因とその波及効果について
述べる．
(1) 生育基盤の物理的な安定地形化
図-5.5.5に示したように，造成初期における生育基盤の地盤高は大きく変動（最大-21 cm）した．
しかし，造成 2ヶ月後以降の変動量はほぼ 5 cm以内であり，早期に安定地形となった．造成初期に
おける地盤変位量は既報 5)とほぼ同じ値であり，図-5.5.6 に示したように水位低下時の波によって
引き起こされた可能性が高い．
この課題は比重の小さい石炭灰造粒物を使う場合の留意事項となる．そのため，本研究と平行し
て，波に対する石炭灰造粒物の安定性に関する検討実験が行われた 30)．その結果，周期 5秒の波を
当てると，水深 20 cm，50 cmの 2つの条件では，波高がそれぞれ 13 cm，24 cmに達すると石炭灰
造粒物で構成された基盤が大きく変化している．また，この時の基盤表面における流速値を微少流
速振幅理論で計算すると，それぞれ 44 cm/s，51 cm/sとなる．
造成初期における生育基盤の地盤高（C.D.L. -0.35～+0.10 m）を同時期の平均低潮位（C.D.L+0.08m）
と比較すると，小さな波高でも石炭灰造粒物が動く水深となる時間は多い．また，実測でも 40 cm/s
以上が複数回，観測されたように（図-5.5.6），現地では基盤材料の石炭灰造粒物を動かす限界波高
以上の波が出現していたと考えられる．しかしながら，石炭灰造粒物の安定性検証実験で得られた
知見に，風や波といった気象条件，地盤高などの地盤条件を併せて計画すれば，生育基盤の安定性
は十分に確保できる．
前述の通り，その後も台風 1004号，1112号の通過など高波浪の発生が推測されるにも関わらず，
地盤高の大きな変位は確認されなかった．その原因は基盤上で見られる多くの堆積土砂や水位低下
時の観察状況から，周辺の環境条件と後背部の護岸構造が関連している可能性も考えられる．生育
基盤周辺の底質は砂泥質であり，水位低下時には護岸前面に高濁度水塊が帯状に形成されている．
N=16
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この現象は，現地は河口が隣接していることもあり，護岸前面の捨石帯に堆積していた多量の底泥
粒子が浮遊することに起因している．そのため，この時，直下に位置する石炭灰造粒物の生育基盤
の空隙には，浮遊した底泥粒子の多くが沈降し，補足されると推定できる．そして，最終的には，
この現象が造成した生育基盤の物理的安定性の向上に寄与したと考えられる．
(2) アマモ定着を促す移植手法と基盤構造
造成初期における地盤高変位量に関わらず（図-5.5.5），草体本数は維持されたことからも生育基
盤へのアマモ定着には，移植ユニットは引き続き有効であったことがわかる．導入初期におけるア
マモの減少は，いくつかの要因が考えられるが，ユニット自体の流出はなく，波によるポットの抜
けや食害が主な要因と考えられる．つまり，草体自体の健全性が維持されれば生長により定着し，
波条件でアマモ定着が困難な場所にも適用可能となる．
一度，定着したアマモは，地下茎を地面に平行に匍匐させながら，多くの細根を地盤内に伸長し
増殖する．今回の計測で明らかになった生育基盤内部でのアマモ地下部の分布位置から，細根は深
さ約 5 cmまで達する（図-5.5.9）．その結果，アマモが定着した地盤は細根が基盤を一体化させ，
基盤の浸食に対する抵抗性を大きくしている．また，この事実から，アマモ定着時において層厚 5 cm
以上の石炭灰造粒物層を確保すれば，この部分が海草類の流出防止支持層として機能を発揮できる
と考えられる．
(3) 高水温への対応
アマモ場の構築のための生育基盤を設計するにあたって，人為的な制御が難しい項目が水温であ
る．これまでアマモの生育限界は 28℃29)とされ，この数値が適地選定のうえで重要な役割を占めて
きた．そのような観点で今回の結果を見ると，当初 113本を移植したが最低期には 10本（生残率 9 %）
まで減少した．この時の広島港の平均水温は過去最高 28.1℃（平年値 26.1℃；第六管区海上保安部
海洋情報部）を記録し，沿岸部ではさらに高い水温で長期的な影響を受けたと見られる．
今回のように温暖化の影響を受け，10年に 1度程度の頻度で猛暑が発生し，沿岸の海水温でも高
水温が出現する可能性は十分にある．そのため，都市部の港湾のアマモ場再生では，アマモ群落が
高水温期の衰退を乗り越え自立的に維持することが必要とされる．その対策として，実施した減耗
時の追加移植，初期本数の増加の 2 つの手法が考えられる．追加移植は水温低下期の実施で効果的
であったが負担が大きく，初期本数を多くすることが望ましい．これは自然界に存在する遺伝的に
多様なアマモの種子からアマモ苗をつくることで，苗それぞれが持っている水温耐性の幅を活かす
狙いがある．また，岡山産のアマモでは最高水温 29℃で１ヶ月間という条件下で，十分な光があれ
ば 50 %以上の草体が生残するとの知見もあり 31)，過酷な水温条件でも移植する草体数を多くするこ
と，基盤の設定地盤高を光条件を満たす条件に設定することで，都市部の沿岸で自立的に群落を維
持するアマモ場の構築の可能性は高まる．
(4) 波及効果
今回の実験によって形成されたアマモ場では，初夏に多数の花穂をつけており，一部を採集して
発芽の可否を確認したところ，良好な発芽率（採集 6ヶ月後，淡水処理発芽誘因法で 98 %）を示し
た．この事実は形成されたアマモ場が周辺海域への種子供給能力を持っていることを示している．
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また，形成されたアマモ場では早々に多くの水生生物が確認され，資源増殖の中核として機能をし
つつある．特に，初夏にはコウイカの卵塊，秋からは稚ナマコの出現といった水産上の有用種が確
認されており，整備による費用対効果を含めて，整備の有効性を実証することは今後の重要な課題
であろう．
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5.6 本章のまとめ
本章では，石炭灰造粒物の生物親和性について論じた．得られた結論は以下の通りである．
(1) 珪藻類の付着特性
1) 石炭灰造粒物覆砂層の透水機能によりクロロフィル a等の濁質が底質層内を循環していると考察
された．
2) 珪藻類の付着種類数は同程度であるが，石炭灰造粒物層で珪藻類の細胞数は多く，珪藻類が付着
しやすい環境が創造されていると考察される．
(2) シジミ生息基盤への適用性評価
1) 石炭灰造粒物は密度が小さく，同じ粒径の自然礫質材料と比較して，シジミ成貝の潜入は容易で
あることが定量的に確認された．
2) 石炭灰造粒物は，礫状材料のため自然砂と比較するとシジミの潜入行動は劣るが，現地は沈降泥
堆積環境である．この沈降泥の堆積を踏まえて評価すると自然砂と同様の底質潜入行動をとるこ
とが定量的に確認された．
3) 現地実験により長期的（1 ヶ月以上）なシジミ生息には底質 DO が重要な指標となることが確認
された．還元有機泥が堆積する底質への石炭灰造粒物覆砂により,底質 DO をシジミの好適値(1.5 
mg/L以上)に改善できることが確認された．沈降有機泥の堆積状況を想定した室内実験においても
底質 DO低下の抑制効果が確認された．
4) 室内実験により短期的（1 週間程度）なシジミの生息には塩分が重要な指標となることが確認さ
れた．高塩分域でのシジミ生息基盤は底質地盤の透水性に影響される．底質改善を行う干潟は，
沈降有機泥が定常的に供給される環境であり，石炭灰造粒物と有機泥が混合されると生息基盤と
して底質 DOの消費抑制と保水性の両方が向上する場が形成されることが確認された．
(3) アサリ生息基盤への適用性
現地調査，および室内外での実験により，還元有機泥堆積干潟の覆砂材に石炭灰造粒物を活用し
た場合のアサリ生息基盤としての適用性に関する新たな知見が得られた．
1) 石炭灰造粒物を敷設した干潟では，底質粒度組成とアサリ生息に相関があり，石炭灰造粒物体積
率 35 %以上で，アサリ生息数が多い事が確認された．
2) 干潟での短期アサリ行動選好性実験により，還元有機泥堆積干潟では，アサリは水循環が良好な
層を好み，行動選好性に砂と造粒物の相違は確認されなかった．
3) 石炭灰造粒物はその密度が小さく，同じ粒径の自然砂礫と比較して，アサリ成貝の潜入は容易で
ある．しかし，粒径に比例してアサリの潜入が抑制されることが室内実験により確認された．
4) 還元有機泥が堆積する干潟に石炭灰造粒物を覆砂すると在来底質と混合層が形成されるととも
に，沈降する細粒分の補給により，砂礫混じりの干潟が形成される．この干潟はアサリ成貝にと
って潜入容易な環境となることが室内実験により確認された．
5) 室内実験により還元有機泥と比較し石炭灰造粒物を混合した層では，水循環を強制的に抑止して
も 10日後の底質 DOが 0.3 mg/L以上を維持でき，アサリの短期的（1週間程度）な生息環境が良
いことが確認された．
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6) 室内実験により還元有機泥堆積干潟での長期的（1 ヶ月以上）なアサリ生息には水循環による底
質 DOの維持が重要な要因となることが考察された．
(4) アマモ場の形成過程と維持機構
本研究では，広島港の地先海岸に石炭灰造粒物によるアマモ生育基盤を海底に造成し，基盤上に
おけるアマモ群落の形成過程や定着機構について検討を行った．その結果，以下のことが明らかと
なった．
1) 港湾における石炭灰造粒物を使った生育基盤の造成とアマモの植え付けにより，港湾の護岸近傍
部へのアマモ場の形成，維持を確認した．
2) 石炭灰造粒物を使った生育基盤は低潮位時に波の影響を受けるが,一定期間後に地形変動は収束
するため，生育基盤としての機能を発揮しやすくなる．
3) 石炭灰造粒物で造成した生育基盤は，アマモの地下茎、細根が基盤の細部に入り込むことで草体
の流出を防ぎ、なおかつ地形の安定化に寄与している．
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第６章 石炭灰造粒物の耐波浪特性（覆砂設計手法）
6.1 流れによる石炭灰造粒物の移動限界特性
石炭灰造粒物の流体力学特性を明らかにすることを目的に，中下慎也ら（2012）1)は，実海域に造
成した石炭灰造粒物基盤を模した室内実験を行い，波，流れを受ける石炭灰造粒物基盤の安定性に
関する事項について検討している．その中で，石炭灰造粒物の比重は，砂の比重に比べて小さく，
波や流れの強い浅場では地盤が安定しないことを想定し，模型実験で流速分布，底面せん断応力，
および間隙水圧の測定から地盤材料の安定機構について考察している．これまで石炭灰造粒物によ
る覆砂は比較的水深の大きい箇所で施工されているが，石炭灰の有効利用や環境改善といった観点
から，今後その適用域を水深の小さい浅場まで拡大していくことが求められる．石炭灰造粒物を浅
場に設置する場合，覆砂材料が流れや波浪により移動する恐れがあり，浅場における石炭灰造粒物
の設置水深，断面形状等を設計するために，流れ・波浪による石炭灰造粒物の移動特性を把握する
ことが不可欠である．
6.1.1 限界掃流力に関する水理実験
(1) 移動限界特性検討の目的
砂浜の移動に関する研究は古くから数多くなされてきたが，石炭灰造粒物は，①比重が 1.8 と小さ
い，②造粒物であるため砂や礫と比較して球形に近い，③平均粒径が 20mm 前後と大きい，④内部
摩擦角が明らかになっていないなど，これまでの研究で実施されてきた実験材料と異なる点が多い．
このため，石炭灰造粒物の覆砂設計手法を検討するには，従来の提案式の石炭灰造粒物に対する適
用性をあらかじめ確認しておく必要がある．そこで，石炭灰造粒物に対し流れにおける移動限界を
調べる水理実験を行い，実験結果と従来の提案された公式とを比較して，それらの石炭灰造粒物へ
の適用性を論じる．
(2) 水理実験に用いた石炭灰造粒物の概要
石炭灰造粒物は，石炭灰，セメント，水を原料として製造され，形状はほぼ球状で直径 3～40 mm
程度が混在し（図-6.1.1），湿潤密度が 1.8 t/m3 と砂（2.6 t/m3 程度）よりも小さいことが特徴である．
また，石炭灰造粒物は富栄養化物質を吸着する効果があることから，湖沼や海に敷設することで水
質・底質改善効果が期待される．主な諸元を表-6.1.1に，実験で使用した石炭灰造粒物の粒径加積
曲線を図-6.1.2に示す．
図-6.1.1 石炭灰造粒物 2)
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表-6.1.1 石炭灰造粒物の諸元 2)
項目 単位 規格値
湿潤密度 t/m3 1.8 
自然含水比 % 15～35 
透水係数 cm/s 1.04×100（0Ec）
吸水率 % 15～25 
圧壊強度 MPa 1.2 以上
図-6.1.2 石炭灰造粒物の粒径加積曲線 2)
(3) 限界掃流力の水理実験方法
長さ 40 m，幅 1 m の可変勾配式二次元水路のうち，図-6.1.3に示すように水路上流部 15 m を幅
50 cm に仕切り，その中央部約 10 m の区間に表-6.1.2に示す各粒径の石炭灰造粒物を敷均し，水深
10 cm で等流となる流れを作用させた．勾配を変化させ，流れ作用時の粒子の移動状況を観察し，移
動限界状態となる勾配，流速等を把握し，限界掃流力を算出した．ここで，移動限界状態とは岩垣
の実験 3)に倣い「粒子が時々動く状態」と「水路幅全体にわたって一様に連続的に移動する状態」
の中間的状態と定義した．
実験に先立ち，それぞれの粒径の石炭灰造粒物について比重と水中における内部摩擦角を測定し
た．内部摩擦角の測定方法は岩垣の方法に倣い，同一粒径の石炭灰造粒物を板にニス付けし，その
上に一様に石炭灰造粒物を敷いてから，その板を水中に入れて徐々に傾斜させ，造粒物が動きはじ
めるときの板の傾斜角を測定して内部摩擦角φとした．粒子の動き始めの限界としては，表面に現
れている粒子のほとんどが動き始めるという状態を採用し，5 回の測定の平均値を採用した．結果を
表-6.1.3に示す．岩垣による砂の摩擦角の測定結果 3)では，tanφの値は 0.907～1.118 をとっており，
今回測定した石炭灰造粒物の値と概ね一致している．よって，石炭灰造粒物の内部摩擦角は砂と同
程度であることがわかる．
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(a) 縦断面図                  (b) 横断面図
図-6.1.3 実験水路 2)
表-6.1.2 実験で使用する石炭灰造粒物 2)
粒径 d  (mm) 均等粒径（定義値）
2.36～4.75mm 3mm 
4.75～6.7mm 5mm 
9.5～13.2mm 10mm 
13.2～16.0mm 15mm 
19.0～26.5mm 20mm 
26.5-31.5mm 30mm 
37.5mm 以上 40mm 
表-6.1.3 使用した石炭灰造粒物の粒径，比重，摩擦角 2)
粒径 d  (mm) 比重 / tan
3 1.80 1.153 
5 1.87 1.130 
10 1.80 1.032 
15 1.81 1.115 
20 1.79 0.898 
30 1.79 0.831 
40 1.75 0.980 
支点
▲
10 m
15 m
40m
50 cm
5 cmまたは10 cm
5 m
ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ
石炭灰造粒物
1 m
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6.1.2 限界掃流力に関する水理実験結果と考察
(1) 粗度係数 nの比較
 石炭灰造粒物を敷き詰めた水路の粗度係数の実験結果および Manning・Strickler の式から算出した
値を表-6.1.4に示す．均等粒径の粗度係数は，若干のばらつきが見られるが，概ね Manning・Strickler
式の値と同等であった．混合粒径の粗度係数の実験結果は均等粒径 10 mm の結果と同程度であった．
これは，3～40 mm の粒径が混在することで空隙が補填され，平均粒径よりも相対的な粗度高さが小
さいためと考えられる．
表-6.1.4 各粒径の粗度係数 n 2)
粒径 d  (mm) 粗 度 係 数 n実験結果 Manning・Strickler 式
3 0.0143 0.0158 
5 0.0152 0.0172 
10 0.0172 0.0194 
15 0.0189 0.0207 
20 0.0219 0.0217 
30 0.0189 0.0232 
40 0.0243 0.0244 
混合粒径 0.0168 0.0216 （dm＝19.5mm による）
(2) 均等粒径による実験結果
均等粒径の実験結果を表-6.1.5 に示す．また，実験から得られた無次元表示の限界掃流力
u*c2/{(s/r)-1}gd と u*cd/n の関係と，Shields 曲線および岩垣式との比較を図-6.1.5に示す．岩垣式 3)
は，砂粒 1 個に作用する力のつり合いから，Shields の関数関係を理論的に導き，実験結果を参考に
限界掃流力に関する式(6.1.1)を提案したものである．
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ここに，
(6.1.1) 
今回の石炭灰造粒物の実験結果は Shields 曲線，岩垣式と値，傾向とも概ね一致している．
図-6.1.6に実験から得られた限界摩擦速度と粒径との関係の岩垣式および栗原式との比較を示す．
ここで，栗原式 4)は，限界掃流力の無次元表示 u*c2/{()-1}gdtanおよび u*cd/n の関係にそれぞれ境
5)の提唱した（粒子の均一度を示す係数）を付加し提案したものが式(4.1.2)である．
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ただし，式(4.1.2)で X の近似値を用いるときは無次元量でなくなるので，d の単位として cm を使
用する．ここでは，均等粒径であるため=1 とした．均等粒径の石炭灰造粒物の限界掃流力は，岩
垣式とほぼ一致していることがわかる．ただし，粒径 3 mm と 5 mm の限界掃流力は岩垣式をやや下
回るため，材料移動を極力避けたい場合には栗原式を使用したほうが安全側である．
図-6.1.5 u*c2/{)-1}gd と u*cd/n の関係 2)
図-6.1.6 限界摩擦速度と粒径の関係（均等粒径） 2)
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表-6.1.5 流れ実験結果（均等粒径） 2)
 (3) 混合粒径による実験結果
混合粒径は，ふるい分けた各粒径をラッカーで色付けし，粒径加積曲線に倣って再混合して作成
した（図-6.1.7）．
混合粒径の実験結果を表-6.1.6に示す．全粒径とも，ほぼ同等の限界掃流力で移動を開始する点が
特徴的である．粒径 3 mm は，粒子の移動が確認できなかったため移動なしとした．また，図-6.1.8
に今回の実験結果（中間的移動状態），平野 6)による実験，Egiazaroff の式(6.1.3)，芦田・道上の式(6.1.4)，
Egiazaroff・浅田の式(6.1.5)および中川ら 7)の式(6.1.6)の，各粒径および均等粒径の無次元限界掃流力
の比*ci/*cm と各粒径と均等粒径の比 di/dm の関係の比較を示す．中川ら 7)の式は粒度分布形状の効果
を考慮し，特に大粒径分の精度を向上させている．
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(6.1.6)
d  (mm) 移　動　状　態 u *c (m/sec) u *c 2(m2/sec2) u *c d/ν u *c 2/{(σ /ρ)-1}gd tanφ
　時々動く 0.028 0.0008 89.97 0.033
　中間（4個/60sec） 0.029 0.0008 93.19 0.036
　全面的に動く 0.031 0.0010 99.61 0.041
　時々動く 0.040 0.0016 214.22 0.041
　中間（2個/60sec） 0.041 0.0017 219.58 0.043
　全面的に動く 0.044 0.0019 235.65 0.049
　時々動く 0.053 0.0028 553.35 0.036
　中間（4個/60sec） 0.063 0.0040 657.76 0.051
　全面的に動く 0.070 0.0049 730.84 0.062
　時々動く 0.066 0.0044 1036.00 0.037
　中間（2個/60sec） 0.071 0.0050 1114.48 0.043
　全面的に動く 0.079 0.0062 1240.06 0.053
　時々動く 0.085 0.0072 1778.99 0.046
　中間（3個/60sec） 0.091 0.0083 1904.56 0.053
　全面的に動く 0.090 0.0081 1883.63 0.052
　時々動く 0.088 0.0077 2743.43 0.033
　中間（5個/60sec） 0.107 0.0114 3335.76 0.049
　全面的に動く 0.114 0.0130 3553.99 0.055
　時々動く 0.106 0.0112 4457.53 0.036
　中間（3個/60sec） 0.116 0.0135 4878.05 0.043
　全面的に動く
1.03210
15 1.115
3 1.153
5 1.130
40 0.980
20 0.898
30 0.831
計　測　不　能
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ここに，u*ci：粒径 diの砂礫の移動限界摩擦速度，*ci＝u*ci2/(/-1)gdi，*cm＝u*cm2/(/-1)gdm，di：
それぞれの河床の各砂礫径 dm：平均粒径，u*cm：粒径 dm に対する移動限界摩擦速度，k1：揚力抗力
比，lnm＝(1/2)ln2m g（粒度分布が対数正規型の場合），g＝(d84/d16)1/2（粒度分布の広がりを示す），
e＝k/d50（k：相当粗度），i：砂礫の抜け出し角（0：均一砂の値）である．
 混合粒径の石炭灰造粒物の限界掃流力は粒径が小さい場合は Egiazaroff・浅田の式と比較的適合し，
粒径が大きいところでは中川らの式と適合性が高いことがわかる．また，石炭灰造粒物の粒径別の
無次元限界掃流力は平野による実験結果と同様の傾向であった．平野による実験 6)では中央粒径
d50=1 mm 程度，σg＝2.31 の砂を使用しているのに対し，今回の実験では d50＝16 mm，σg＝1.94 の
石炭灰造粒物を使用している．中央粒径の比は 10 倍以上と大きいが，双方の実験結果は同様な傾向
を示しており，密度・形状が異なり，中央粒径が大きい石炭灰造粒物の混合粒径においてもその分
布形が同等であれば，砂による既往の実験と同様な結果が得られることが確認できた．
図-6.1.7 混合粒径（粒径毎に色付け）2)
図-6.1.8 粒径別の無次元限界掃流力（混合粒径） 2)
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表-6.1.6 流れ実験結果（混合粒径） 2)
d m  (mm) d i  (mm) 移　動　状　態 u *ci (m/sec) u *cm (m/sec) d i /d m u *ci 2/u *cm 2 τ*ci /τ *cm
移動なし - - -
移動なし - - -
移動なし - - -
　時々動く 0.066 0.550 2.145
　中間（5個/10min） 0.074 0.691 2.696
　全面的に動く 0.084 0.891 3.474
　時々動く 0.066 0.550 1.072
　中間（7個/10min） 0.074 0.691 1.348
　全面的に動く 0.084 0.891 1.737
　時々動く 0.066 ※ 0.550 0.715
　中間（5個/10min） 0.068 0.089 0.584 0.759
　全面的に動く 0.092 1.069 1.389
　時々動く 0.066 0.550 0.536
　中間（16個/10min） 0.068 0.584 0.569
　全面的に動く 0.092 1.069 1.042
　時々動く 0.066 0.550 0.357
　中間（9個/10min） 0.081 0.828 0.538
　全面的に動く 0.092 1.069 0.695
　時々動く 0.066 0.550 0.268
　中間（3個/10min） 0.081 0.828 0.404
　全面的に動く 0.092 1.069 0.521
40
20
30
19.5
10
15
3
5
※均等粒径d 15，d 20
におけるu *c値の関
係より按分して算出
1.026
1.538
2.051
0.154
0.256
0.513
0.769
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6.2 波浪による石炭灰造粒物の移動限界特性
前節では，均等・混合粒径の流れに関する移動特性を明らかにしてきた．本節では，主に均等・
混合粒径の石炭灰造粒物の波浪に関する移動特性を水理模型実験により明らかにし，現地の波浪条
件を考慮した考察について論じる． 
石炭灰造粒物の主な諸元を表-6.1.1に，実験で使用した石炭灰造粒物の粒径加積曲線を図-6.1.1
に示す． 
6.2.1 波浪による粒径毎の移動限界に関する水理実験
可変勾配式二次元水路に勾配 1/10 の模型斜面を設置し，その上に石炭灰造粒物を敷均し，規則波
を作用させた．波浪が斜面へ到達した直後は，石炭灰造粒物の初期敷均し状況により粒子の不安定
さにばらつきがあることが懸念されたため，粒子の動き方がほぼ安定する約 2 分後の移動状況を観
察した．表-6.2.1に示す各実験ケースにおける「初期移動」，「全面移動」の限界水深を把握し従来
の砂礫で提案された公式と比較した．ここで，初期移動限界とは表面に突出した粒子がいくつか動
き出す状態 8)，全面移動限界とは表面の第一層の粒子がほとんど動き出す状態 9)と定義される．図
-6.2.1に実験水路を示す．
表-6.2.1 均等粒径の波浪実験ケース 2)
粒径 d (mm) 5，10，20（均等粒径）
波高 H (cm) 5，7.5，10，12.5，15 
周期 T (sec) 1，1.5，2，2.5，3 
合 計 75 ケース
図-6.2.1 実験水路 2)
6.2.2 波浪による粒径毎の移動限界に関する実験結果と考察
 波浪による移動限界水深の水理実験により得られた石炭灰造粒物の (H0/L0)(sinh(2πhi / 
L))-1(H0/H)-1 と d / L0 の関係（粒径 d＝5，10，20 mm，波高 H＝10 cm，周期 T＝1，1.5，2，2.5，3 sec
の場合）と，初期移動限界および全面移動限界の関係との比較を図-6.2.2に示す．ここで，初期移
動限界式および全面移動限界式を式(6.2.1)，(6.2.2)に示す．
8 m
40 m
0.8 m
石炭灰造粒物造波装置 波浪
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ここに，H0：沖波波高，L0：沖波波長，hi：移動限界水深，H，L：水深 hiにおける波高，波長，d：
粒径，：粒子の密度，：水の密度である．この式は一般的に式(6.2.3)で表され 10)，砂および石炭
灰造粒物の係数， は表-6.2.2のとおり．
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各 d/L0における(H0/L0)(sinh(2phi/L))-1(H0/H)-1 の値は，初期移動限界，全面移動限界にほとんど差が
見られず，ほぼ佐藤・田中が示した「全面移動限界」の関係上にプロットされる．これより，石炭
灰造粒物は，全面移動限界については従来の提案された関係式（式(6.2.3)）が適用でき，このとき係
数＝0.360，＝1/3 となる．なお，初期移動限界については従来の提案された関係式は適用できな
い可能性がある．
前述した流れの実験においては，限界摩擦速度は「ときどき動く」と「連続的に動く」の中間的
状態で定義された岩垣式等への適合性が確認されており，流れ・波浪ともある程度動き始める段階
の移動限界については，従来提案された式と概ね一致することがわかった．
石炭灰造粒物の初期移動限界が従来の提案式と異なる理由として，本実験では，粒子が安定した
状態の移動状況を観察していることが考えられる．既往の研究 9) では移動状況判定の時期について
は明記されていなかったため，前述のように波浪到達 2 分後から判定を開始したが，その判定時期
の違いによって今回の実験では初期移動が小さく評価された可能性がある．しかし，今回の実験結
果のみでは，流れ・波浪ともごく初期の移動限界状態の詳細な物理的な考察はできない．砂と石炭
灰造粒物の初期の移動限界状態の違いを考察するには，砂と石炭灰造粒物に同一の判定条件を適用
した実験を行う必要があるが，これは今後の課題としたい．
なお，移動限界を確認後，長時間波浪を斜面へ作用し続けると，全面移動限界水深より浅い箇所
では徐々に水深変化が生じ，それより深い箇所ではほとんど水深変化は生じない．このため，現地
に適用する場合には全面移動限界水深が重要な指標であると考えられ，流れと同様に，造粒物があ
る程度動き始める段階の移動限界の適用性を把握できたことは工学的な意義がある．
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表-6.2.2 砂の移動限界係数 2)
砂 石炭灰造粒物
 n  n
初期移動 0.171 1/4 0.099 1/4 
全面移動 0.565 1/3 0.360 1/3 
図-6.2.2 (H0/L0)(sinh(2πhi/L))-1(H0/H)-1 と d/L0の関係 2)
（波高 H＝10 cm，周期 T＝1，1.5，2，2.5，3 sec）
6.2.3 波浪による混合粒径覆砂の移動限界に関する水理実験方法 
可変勾配式二次元水路に勾配 1/10 の模型斜面を設置し，その上に表-6.1.1 に示す各粒径の石炭
灰造粒物を図-6.1.1に倣って混合した混合粒径石炭灰造粒物を敷均し，規則波を作用させた．波高
を計測し，設定した波の波高および周期が正しく作用していることを確認した．波浪が斜面へ到達
し，粒子の動き方がほぼ安定した後（約 2 分後）の移動状況を観察した．これは，石炭灰造粒物の
初期敷均した状況により粒子の不安定さにばらつきがあり，正確な評価ができないことが懸念され
たためである．各実験ケース（表-6.2.3）における「初期移動」，「全面移動」の限界水深を混合粒
径中の各粒径について把握し，従来の砂礫で提案 8)，9)された公式（6.2.1）(6.2.2)と比較した．ここ
で，初期移動限界とは表面に突出した粒子がいくつか動き出す状態，全面移動限界とは表面の第一
層の粒子がほとんど動き出す状態と定義される．状態の判定は，移動個数による定量的評価は行っ
ておらず，観測者の判断によるため多少の誤差は免れない．実験水路を図-6.2.1 に示す． 
表-6.2.3 混合粒径の波浪実験ケース 11)
粒径 d (mm) 混合粒径（3～40mm）
波高 H (cm) 5，7.5，10，12.5，15，20，25※
周期 T (sec) 1，1.5，2，2.5，3 
合 計 31 ケース
※実験水路の性能により，波高 20 cm では周期 1.5，2，2.5，3 sec，
波高 25 cm では周期 2，2.5 sec のケースのみ実施
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6.2.4 波浪による混合粒径覆砂の移動限界に関する実験結果と考察
(1) 混合粒径の移動限界に関する実験結果
水理実験により得られた石炭灰造粒物の(H0/L0)(sinh(2hi/L))-1(H0/H)-1 と d/L0 の関係（混合粒径中の
各粒径 d＝10，15，20，30，40 mm，波高 H＝10 cm，周期 T＝1，1.5，2，2.5，3 sec の場合）と，
初期移動限界および全面移動限界の関係との比較を図-6.2.3 に示す．なお，5 mm 以下の粒径につ
いては，波浪が斜面に到達してしばらくすると粒径の大きな粒子の間に入り込むため移動を観測で
きていない．ここで，初期移動限界式および全面移動限界式を式(6.2.1)，(6.2.2)に示す． 
ここに，H0：沖波波高(m)，L0：沖波波長(m)，hi：移動限界水深(m)，H，L：水深 hi における波高，
波長(m)，d：粒径(m)，：材料の比重，：水の比重である．この式は一般的に式(6.2.3)で表され 10)，
砂および石炭灰造粒物の係数， は表-6.2.4 のとおりである． 
各 d/L0 における(H0/L0)(sinh(2hi/L))-1(H0/H)-1 の値は，初期移動限界，全面移動限界にほとんど差は
見られない．これの原因として，本実験では粒子が安定した状態の移動状況を観察していることが
考えられる．従来の研究 8)，9) では移動状況判定の時期については明記されていないが，本実験で
は前述のように波浪到達 2 分後から判定を開始したため，その判定時期の違いによって今回の実験
では初期移動が小さく評価された可能性がある．今回の実験結果のみでは，初期の移動限界状態の
詳細な物理的考察はできないが，現地に適用する場合に重要な指標となる全面移動限界水深に対し
て考察を行う．全面移動限界の実験結果を見ると，粒径 10，15 mm では従来公式線よりも上方かほ
ぼ従来公式線上に，以上では従来公式線よりもやや下方にプロットされる．これは，粒径 20 mm
以上の移動限界水深が従来公式より深い，つまり従来公式より移動しやすい結果であることを示す．
これは，遮蔽効果（混合粒径中の突出した大きな粒子は流体力を受ける面積が大きく移動しやすく，
大きな粒子の間にある小さな粒子は流体の作用をあまり受けず移動しにくい）の影響と考えられる． 
ここで，遮蔽効果の影響について，密度が小さい石炭灰造粒物は砂礫の場合と異なる可能性があ
るが，先に行った流れに対する移動限界水深の実験 2)において，混合粒径の石炭灰造粒物は，
Egiazaroff の式 12)や芦田・道上の式 13)といった混合粒径の遮蔽効果を考慮した砂礫の粒径別限界掃
流力の公式が適用できることが分かっている．これより，石炭灰造粒物で生じる遮蔽効果の影響は，
砂礫と同様であると判断できる．全面移動限界に関する粒径別実験結果のうち，波高 H＝10，15，
20 cm の結果を図-6.2.4 に示す．この図から，波高が大きくなると(H0/L0)(sinh(2hi/L))-1(H0/H)-1 の値
が大きくなる，つまり移動しにくくなっていることが見て取れる．これは，波高が大きくなり斜面
に作用する波力が大きくなることで，混合粒径の粒子同士が強くかみ合い，移動が抑制されたので
はないかと考えられる．結果として，ばらつきはあるが全体的に従来公式線付近にプロットされる
ことがわかる．以上より，混合粒径の石炭灰造粒物の全面移動限界については，遮蔽効果により平
均粒径以下では移動しにくく，平均粒径以上では移動しやすい傾向が見られるが，およそ従来の提
案された関係式（式(6.2.3)）が適用できることがわかった．このとき係数＝0.360，＝1/3 となる． 
表-6.2.4 砂の移動限界係数 11)
砂 石炭灰造粒物
 n  n
初期移動 0.171 1/4 0.099 1/4 
全面移動 0.565 1/3 0.360 1/3 
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(a) 10mm (b) 15mm (c) 20mm 
(d) 30mm (e) 40mm 
図-6.2.3 混合粒径中の各粒径の(H0/L0)(sinh(2phi/L))-1(H0/H)-1，d/L0関係 11)
（波高 H＝10 cm，周期 T＝1，1.5，2，2.5，3 sec）
(2) 流れの移動限界について考察 
混合粒径の波浪による移動限界の実験で遮蔽効果の影響が確認されたことから，前節で実施した
流れによる移動限界の実験結果について，再度考察を行う．実験では，石炭灰造粒物を敷均した水
路に水深 10 cmで等流となる流れを作用させ，移動限界状態となる勾配，流速等から限界掃流力を
算出している．詳細については，前節で論じたとおりである．実験結果から，混合粒径中の各粒径
の限界摩擦速度と各粒径を均等に敷き詰めた場合の限界摩擦速度の比を粒径別に表したものを図
-6.2.5 に示す．混合粒径中の粒径 20 mm 以上の限界摩擦速度は均等粒径（20 mm）を敷き詰めた
場合と比べて小さく，移動しやすいことがわかる．これに関しても波浪の実験と同様，遮蔽効果の
影響で混合粒径中の平均粒径以上の粒子は流れやすいためと考えられる．また，実験の結果，混合
粒径中の界摩擦速度は各粒径でほぼ一定であり，その値は均等粒径の 15，20 mmの限界摩擦速度の
中間付近にある．これより，混合粒径の限界摩擦速度は，平均粒径と同じ大きさの均等粒径（20 mm）
を敷き詰めた場合の限界摩擦速度で概ね評価できると考えられる．
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(a) 10mm (b) 15mm (c) 20mm 
(d) 30mm (e) 40mm 
図-6.2.4 混合粒径中の各粒径の(H0/L0)(sinh(2phi/L))-1(H0/H)-1，d/L0関係 11)
（波高 H＝10，15，20 cm，周期 T＝1，1.5，2，2.5，3 sec） 
図-6.2.5 流れによる各粒径の限界摩擦速度比 11)
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6.2.5 現地の波浪条件に対する考察 
本実験結果を現地の波浪条件に着目して考察する．ここでは風波を対象とする水域について考察
する．一般的に発達した風波の場合の波形勾配は 0.03～0.05，短い吹走距離の風波では 0.05～0.08 程
度といわれている 14)．波浪による移動限界に関する水理実験結果のうち，波形勾配が 0.03～0.08 の
範囲のものを図-6.2.6 に示す．全面移動限界の実験結果は，ほぼ従来公式上にプロットされている．
粒径 10，15 mmの石炭灰造粒物については，やや公式線の上方にプロットされるが，これは移動し
にくくなっているため，従来公式を用いることで安全側の評価となる．よって，現地の波浪条件下
に石炭灰造粒物を設置する場合，従来公式により移動限界水深を評価することで，安全側の設計と
なることがわかった．ここで，混合粒径中の各粒径の移動限界水深と平均粒径と同じ大きさの均等
粒径（20 mm）を敷き詰めた場合の移動限界水深の比と，波形勾配の関係を図-6.2.7 に示す．これ
より，風波を対象とした波形勾配 0.03～0.08 の範囲では，移動限界水深の比は 1 以下に収まってい
ることがわかる．これは，混合粒径中の各粒径の移動限界水深が均等粒径（20 mm）の移動限界水
深よりも浅い，つまり移動しにくいことを示す．よって，混合粒径の移動限界水深は，その平均粒
径を従来公式に用いることで簡易に安全側の評価ができることがわかった．ただし，移動限界水深
そのものの値が正確に求まっているわけではないことに注意が必要である．
(a) 10mm (b) 15mm (c) 20mm 
(d) 30mm (e) 40mm 
図-6.2.6 混合粒径中の各粒径の(H0/L0)(sinh(2phi/L))-1(H0/H)-1，d/L0関係 11)
（波形勾配 0.03～0.08のデータ）
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図-6.2.7 移動限界水深比－波形勾配関係 11)
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6.3 沿岸域に覆砂した石炭灰造粒物の移動予測
6.3.1 波浪移動予測の目的
本節の研究目的は，砂礫と材料物性の異なる（比重が小さい，球形）石炭灰造粒物について波浪
による岸沖方向の移動状況を確認し，数値シミュレーションにより海浜変形を再現することで，石
炭灰造粒物を用いた浅場造成時の設計を可能にすることである．まずは，①均等および混合粒径の
石炭灰造粒物の波浪による岸沖方向の移動状況を水理実験により明らかにした．さらに，②水理実
験結果より石炭灰造粒物へ適用できるよう平衡断面予測モデルの係数を設定し，再現計算を試みた．
また，③石炭灰造粒物の移動抑制を目的として潜堤を設置した水理実験を行い，平衡断面予測モデ
ルによる再現を試みた．
6.3.2 岸沖方向の移動確認に関する水理実験
長さ40 m，高さ1.5 m，幅1.0 mの二次元水路に実水域で覆砂実績のある勾配1/10の模型斜面を設置
し，その上に石炭灰造粒物を20 cm厚で敷均し，規則波を作用させた．実験水路を図-6.3.1に示す．
規則波作用から1時間および2時間後の断面変化形状を，二次元水路側面に記した目盛により目視で
確認した．
実験ケースを表-6.3.1に示す．粒径は表-6.3.2に示す粒径のうち5，10，20 mmの均等粒径および，
表-6.3.2の各粒径を図-6.3.2に倣って混合した混合粒径とした．混合粒径の平均粒径dmはおよそ20 
mmである．波浪条件は波形勾配が風波を対象とした海域の値（0.03～0.08）から大きく外れないこ
とを前提に，以下に示す服部・川又の式16)をもとに侵食型および堆積型の断面形状が形成されるよ
う設定した．分類結果を図-6.3.3に示す．ここで，服部・川又の式を用いた理由は，比重が砂と比
べて小さい石炭灰造粒物（1.8 t/m3程度）について，粒子の沈降速度を考慮できるためである．また，
今回設定した波浪条件は，現地海域で観測される風波による波浪と同程度である．
 （侵食性海浜）      	
    （平衡海浜）   6.3.1 （堆積性海浜）     
ここで，H0，L0：沖波の波高と波長(m)，tan：海浜勾配，ws：沈降速度(m/s)，T：波の周期(sec)，
g：重力加速度(m/s2)，C：実験または現地観測結果から決定される常数である．服部・川又の式によ
り判定すると，粒径 5 mmで波高 30 cm，周期 1.5 secの場合のみ侵食型で，その他は堆積型の変形
と判定された．
斜面勾配は，1/10 を基本とするが，勾配の違いによる影響の確認および後に述べる再現数値シミ
ュレーションするため，1ケースの波浪条件に対し勾配 1/5での実験を行った．
波浪作用時の波高は容量式波高計により計測し，設定した波の波高および周期が正しく作用してい
ることを確認した．
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表-6.3.1 実験ケース 15)
粒径 d (mm) 
均等粒径（5，10※，20 mm）
混合粒径（3～40 mm，dm=20 mm）
波高 H (cm) 10，20，30 
周期 T (sec) 1.5，3.0 
合 計 20ケース※
※均等粒径 10 mmは，粒径の違いによる変化確認を目的とし，
波高 20 cm×周期 1.5，3 secの 2ケースのみ
表-6.3.2 実験で使用する石炭灰造粒物 15)
粒径 d 均等粒径（定義値）
2.36～4.75mm 3mm 
4.75～6.7mm 5mm 
9.5～13.2mm 10mm 
13.2～16.0mm 15mm 
19.0～26.5mm 20mm 
26.5-31.5mm 30mm 
37.5mm以上 40mm 
図-6.3.1 実験水路縦断面図 15)
図-6.3.2 石炭灰造粒物の粒径加積曲線 15)
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図-6.3.3 服部・川又の式による侵食型・堆積型の分類 15)
6.3.3岸沖方向の移動確認に関する水理実験結果
(1) 均等粒径の実験結果
各粒径について，結果の一例として波高 20 cm，周期 3.0 secの波浪条件における造波 1時間後お
よび 2時間後の断面形状を図-6.3.4に示す．結果断面はすべて堆積型となっている．これは服部・
川又の式による分類と整合する．また，全ケースとも造波 1時間後および 2時間後の断面形状はほ
とんど差がない．これは他の実験ケースにおいても同じ結果であった．よって，今回の実験条件で
は 1時間程度で平衡状態に到達することが確認できた．均等粒径 5，10，20 mmの結果を比較する
と，粒径が大きくなるほど侵食開始位置が岸側へ移動していること，堆積してできるバームの位置
が沖側へ移動していることが確認できる．これは，粒径が大きくなることで移動限界水深が浅くな
り，移動しにくくなったためと考えられる．粒径が大きくなると移動限界水深が浅くなることは周
知 10)であり，石炭灰造粒物に対してもその関係が成り立つことを既往の研究により明らかにしてい
る 2，11)．今回の実験結果からもその関係性が確認された．
 続いて，服部・川又の式から断面変形が侵食型になると判定された粒径 5 mm，波高 30 cm，周期
1.5 secのケースの造波 1時間後と 2時間後の断面形状を図-6.3.5に示す．断面変形結果は侵食型と
なり，服部・川又の式による分類どおりの結果となった．続いて，粒径 20 mmの波高 30 cm，周期
1.5 secのケースの結果を図-6.3.6に示す．このケースでは，服部・川又の分類では堆積型となって
いたが，実験結果は侵食型となった．これは，服部・川又の式の導出過程で用いた実験結果および
現地の観察結果と比較して，底質の粒径が大きいことが原因ではないかと考察される．服部・川又
の式導出に用いた実験および現地の材料は，粒径 1 mm 以下の天然砂や軽量材料（石炭粉，プラス
チック粒等）を用いている 16)．今回実験に用いた石炭灰造粒物は 3～40 mmであることから，粒径
が大きい材料へ服部・川又の式による分類を適用するには改良が必要であると考えられる．なお，
今回粒径 5 mmの石炭灰造粒物に対しては適用できることが確認されたため，5～20 mmの間に適用
限界となる粒径が存在することが考えられる．この解明については今後の課題としたい．
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(a) 5 mm 
(b) 10 mm 
(c) 20 mm 
図-6.3.4 波高 20cm，周期 3.0sec実験結果 15)
図-6.3.5 粒径 5 mm，波高 30cm，周期 1.5sec実験結果 15)
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図-6.3.6 粒径 20 mm，波高 30cm，周期 1.5sec実験結果 15)
(2) 混合粒径の実験結果
混合粒径の結果の一例として，波高 20 cm，周期 3.0 secの波浪条件における造波 1時間後の断面
形状を図-6.3.7に示す．なお，造波 1時間後と 2時間後の断面形状にほとんど変化がないことを確
認している．また，同図には均等粒径 5，10，20 mm の同じ波浪条件の結果を併せて示す．混合粒
径の結果における侵食開始位置やバームの形成状況は，平均粒径である 20 mmの結果よりも 10 mm
の結果に近いことが確認できる．これは，波浪による分級作用で粒子毎の層ができることにより，
平均粒径とは異なる断面形状となったのではないかと考察される．実際に粒径毎に色付けした混合
粒径に対する実験では，粒子の分級を確認した（図-6.3.8）．分級現象については，実際に石炭灰造
粒物を施工した現地においても確認されており，実現象が実験で再現できている．
続いて，波高 30 cm，周期 1.5 secの波浪条件における各粒径の造波 1時間後の断面形状を図-6.3.9
に示す．同図には均等粒径 5，20 mmの同じ波浪条件の結果を併せて示す．混合粒径の結果も他の
粒径と同様に侵食型の断面変化が確認され，混合粒径の実験結果は 5 mmと 20 mmの中間に位置す
ることが確認できる．これに関しても，波浪による分級作用の影響であると考えられる．
図-6.3.7 波高 20cm，周期 3.0sec実験結果（混合粒径） 15)
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図-6.3.8 混合粒径の分級 15)
図-6.3.9 波高 30cm，周期 1.5sec実験結果（混合粒径） 15)
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6.3.4 平衡断面予測モデルによる再現計算
 平衡断面予測モデルである SBEACH 17)（Storm-induced BEAch CHange）により，粒径毎に計算さ
れる漂砂量から地形変化の再現を試みた．SBEACH は，平衡断面へ帰着する用に砕波帯内での波の
エネルギー逸散率から漂砂量を求めるモデルで，大型造波水路実験に基づいてモデル化された．計
算は，波浪変形計算，岸沖漂砂量の計算，底質の連続式に基づく地形変化の計算をタイムステップ
毎に繰り返す．波浪変形計算は，沖側境界から砕波点までは線形波理論を適用し，砕波点より岸側
では Dallyの波浪減衰理論により波高分布を決定している．本研究では有光ら 18)により混合粒径を考
慮できるように拡張された SBEACHを用いて検討を行った．なお，SBEACHは砂に対する水理実験
結果からモデル化されたものであり，粒径が大きく比重の小さい石炭灰造粒物に対応するよう漂砂
量係数等の設定を行った．ここで実際に浅場造成を行う場合，混合粒径の石炭灰造粒物を用いるこ
とから，混合粒径の水理実験結果をもとに設定を行っている．
岸沖漂砂量は，波浪変形計算に基づいて海浜断面を図-6.3.10に示すとおり 4つの領域に分け，砕
波帯内は波エネルギー逸散に基づいた岸沖漂砂量を用い，その他の 3 つの領域の漂砂量は，隣の領
域との境界における漂砂量と距離減衰率から算定している．
各領域における漂砂量は次式で求められる．
Ⅰ：  		
    6.3.2
Ⅱ：  		      6.3.3
Ⅲ：              0           6.3.4
Ⅳ：              6.3.5
図-6.3.10 SBEACHにおける計算領域の分類 15)
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海浜
（石炭灰造粒物）
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 ここで，q：岸沖漂砂量(m3/ms)，1，2：空間減衰率(1/m)，x：岸沖方向座標(m)，K：漂砂量係数
(m4/N)，D：単位体積あたりの波エネルギー逸散率(Nm/m3s)，Deq：単位体積あたりの平衡エネルギ
ー逸散率(Nm/m3s)，：勾配に関係する漂砂量係数(m2/s)，h：水深(m)である．また，下付の b，p，
z，r はそれぞれ，砕波点，突っ込み点，砕波帯の終点，遡上限界での値であることを示している．
空間減衰率は，後述する漂砂移動の方向により(6.3.6)式～(6.3.8)式で求められる．
  0.40 ¤ . （侵食型） 6.3.6  0.11 （堆積型） 6.3.7  0.2  6.3.8
 波浪エネルギー逸散率は(6.3.9)式で定義され，平衡エネルギー逸散率は，底質の沈降速度から
(6.3.10)式により求められる海浜変形パラメータAを用いて(6.3.11)式のようにあらわされる．ここで，
海浜パラメータ A は，沈降速度を考慮しているが，形状の違いについては考慮されていない．本実
験では，砂とは異なり球形で軽量な石炭灰造粒物を用いることから，実験結果をもとに係数を設定
し，=0.024を適用した（従来式では=0.067）．
  1 6.3.9  . 6.3.10  524 ¤  ¤ 6.3.11
ここで，：砕波指標(Hb/hb)である．遡上限界については，Surf similarity parameter により次式
から求める．  ¤  1.47. 6.3.12
(6.3.2)式から(6.3.5)式により岸沖漂砂量の絶対値を求め，その移動方向は次式で決定する．   6.3.13
 ここでM=0.0007，Tは波の周期である．左辺が右辺より小さい時は海浜断面が侵食型となり，そ
の逆は堆積型となる．地形変化量は連続式により次式で算定する．   6.3.14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6.3.5 水理実験の再現計算結果 
SBEACH は大型水路実験に基づいてモデル化されているため，現地海岸や材料特性の異なる物質
へ適用する際には漂砂量係数などの設定が必要である．ここでは，粒径が大きく比重の小さい石炭
灰造粒物に対応するよう，表-6.3.3の係数および減衰率について混合粒径の水理実験より設定した．
表-6.3.3 計算に用いたパラメータ 15)
適用値
漂砂量係数 K（沖向） 0.2×10-6
漂砂量係数 K（岸向） 1.8×10-6
勾配に関する漂砂量係数 0.0009 
空間減衰率1（沖向） 0.4(D/Hb)0.47×9.0 
空間減衰率2（岸向） 0.11×9.0 
 混合粒径の結果のうち，堆積型の一例として波高 20 cm，周期 3.0 secの，侵食型の一例として波
高 30 cm，周期 1.5 sec の波浪条件における造波 1 時間後の断面形状および解析結果の比較を図
-6.3.11に示す．堆積型の実験結果となった波高 20 cm，周期 3.0 secに対する解析では，実験での侵
食開始箇所や波により運ばれた造粒物による堆積で形成された地形であるバームの位置など，同様
の傾向が確認され，再現できていることが確認できる．他の堆積型の波浪条件のケースについても，
堆積型の断面変化を再現できた．一方，侵食型の実験結果となった波高 30 cm，周期 1.5 secに対す
る解析では，侵食によるバーの形成箇所は異なるが，侵食型の断面変化を再現できている． また，
勾配を 1/5に変更した断面での波高 20 cm，周期 3.0 secの波浪条件における実験結果と解析の比較
を図-6.3.12に示す．実験と解析結果はともに堆積型の断面形状となっており，解析により断面変化
を概ね再現できている．
以上より，平衡断面予測モデルSBEACHにより混合粒径の石炭灰造粒物の海浜断面変形について，
侵食型および堆積型の傾向を再現することができた．また，斜面勾配が異なる場合についても再現
できることを確認した．よって，水理実験と再現計算を用いる本手法は，石炭灰造粒物を浅場へ覆
砂する際の断面検討方法（設計手法）として活用可能と言える．
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(a) ［堆積型］波高 20 cm，周期 3.0 sec，勾配 1/10 
(b) ［侵食型］波高 30 cm，周期 1.5 sec，勾配 1/10  
図-6.3.11 実験と解析の比較（混合粒径） 15)
図-6.3.12 実験と解析の比較（混合粒径）波高 20cm，周期 3.0sec，勾配 1/5 15)
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6.3.6 移動抑制を目的とした検討
(1) 検討概要
これまでの実験により石炭灰造粒物の波による岸沖方向の移動状況を確認した．石炭灰造粒物に
よる浅場を設計するには，移動しない深さへ敷設するか，別の方法で移動を抑制することが望まれ
る．ここでは，移動抑制方法として潜堤を設置した場合の移動状況を水理実験により確認し，平均
断面予測モデルによる再現計算を試みた．
 実験は，波浪条件を波高 20 cm，周期 3.0 secに固定し，潜堤形状は図-6.3.13のとおりとした．潜
堤材料として石炭灰をセメントで固化した砕石（20 cm前後）を用い，潜堤位置は天端端部が斜面下
端から 3 mとなる位置とした．
図-6.3.13 潜堤形状 15)
(2) 実験結果および数値解析による再現
 実験結果を図-6.3.14に示す．潜堤の無い場合（図-6.3.12(a)）と比較すると，侵食開始位置が 30cm
程度後退し，バームの頂点位置は 30cm程度前進していることから潜堤による移動抑制に一定の効果
が確認できる．SBEACH による再現計算は，実験結果と同じ堆積型の断面変化を概ね再現できてい
る．
以上より，移動抑制方法として潜堤を設置した場合の海浜断面変形について，本実験条件につい
て平均断面予測モデルにより再現することができた．ただし，潜堤形状によっては，更にパラメー
タのキャリブレーションが必要となる可能性もある．これは今後の課題としたい．
図-6.3.14 波高 20cm，周期 3.0sec実験結果（混合粒径） 15)
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6.4 草方格原理を応用した石炭灰造粒物基盤の浸食防止工
これまでの研究 20), 21)により石炭灰造粒物を材料とした基盤を造成することで，ヘドロが堆積した
海域でのアマモ場の形成に成功し，都市沿岸における生物多様性の向上が実証されている．この手
法は海底に堆積した有機汚泥の無害化，産業副産物のリサイクル材としての有効利用，藻場の面積
拡大といった複数の効果が期待される． 
一方で，石炭灰造粒物の材料特性（比重：1.8g/cm3）のため，構成した基盤の形状が港湾内で発生
する小さい波でも地形変位が発生しやすいといった課題が残っていた 1)．特に，造成初期において
その傾向が現れやすく，造成基盤で侵食が発生すれば，造成初期ではアマモの定着不良，定着後は
アマモ地下部の露出，損傷による流出が懸念される．そこで，本節では，港湾内で発生する波浪に
対する石炭灰造粒物基盤の侵食防止工として，砂漠の飛砂防止対策である“草方格原理”を応用し
た侵食防止工を検討し，水理模型実験及び実海域での実証実験によって，対策工としての効果検証
や現地への適用性について検討することを論じる．
6.4.1 草方格原理の浸食防止工への応用
一般的に土粒子や砕石を波や流れに対して動かないようにするためには，ネット等による表面被
覆や袋体内に投入して設置するなど，物理的に拘束し安定化させる方法が採られる．しかし，アマ
モの生育を期待する基盤面では，図-6.4.1に示すようにアマモが生長するため，ネットがアマモ草
体の基盤内への潜り込みを阻害し，定着や群落の拡大に大きな影響を及ぼす．上記の要件を満たす
ためには，構造物の設置は最低限とし，基盤材である石炭灰造粒物を拡散させない手法が必要とな
る． 
そこで，砂を止める最低限の構造物として，砂漠緑化工法の一つである“草方格”に注目した．
草方格とは，文字通り，麦わらや木の枝を砂中に押し込み、低い柵を 1 m×1 mの格子状に作って、
砂の動きを抑えるもので，砂漠化の原因となっている飛砂防止を狙ったものである 22）．図-6.4.2に
示すように，草方格の機能は，風速を局所的に弱めるため土壌表面の砂粒子の移動を抑制すること，
風を透過させることで渦を発生させないこと，風で飛ばされた砂を草に当てて落とし砂粒子の逸散
を防ぐことによって飛砂固定機能を発揮している． 
石炭灰造粒物で造成した基盤において水中で起きている侵食形態は，この砂漠面での風による砂
粒子の飛散流失機構と類似している．波や流れによって移動限界流速を超えた石炭灰粒子は基盤面
から左右に動く掃流状態となる．その後，石炭灰造粒物は波や流れによって、水平方向へ移動、も
しくは発生する渦によって巻き上げられ浮遊状 態となり，侵食が発生する．対象としている石炭灰
造粒物の粒径組成は不均一であるが，中央粒径は 20 mm程度である．これは飛砂のおよそ 10 倍と
なっている．そのため，粒子の波、流れに対する移動形態は、ほぼ掃流領域となる．そこで，今回
検討する侵食防止工は，波，流れで渦を発生させず，粒子の水平移動を抑える構造にすることで，
造粒物粒子の移動を低減し，侵食を引き起こす連続した地形変動が抑制できると考えた．
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図-6.4.1 地上部が地下部に転換するアマモの生長様式 19)
図-6.4.2 草方格原理による石炭灰造粒物の移動抑制効果 19)
6.4.2 水理実験による浸食防止工の効果確認実験
(1) 侵食防止工の仕様
侵食防止工は，実用化を目指す上でも制作コストや手間を考え，形状はできるだけ単純化するこ
とが望ましい．その要求性能は水平移動する石炭灰造粒物を捕捉し，浮遊させないよう渦を発生さ
せないことである．そのため，図-6.4.3に示すように侵食防止工は針状の突起物を底面から直立さ
せるブラシ型形状とし，突起物の間隔は石炭灰造粒物の粒径分布から決定した．また，水理模型実
験によって侵食防止工の効果を検証するために、侵食防止工モデルを幾何縮尺 1/10で製作した．
(2) 材料及び方法
内湾で想定する波条件において，侵食防止工の最適な設置間隔の決定，波高・波周期を変えた場
合の性能を検証するために水理模型実験を行った．実験は，図-6.4.4に示す 2次元水路（幅 0.2 m，
高さ 0.3 m，長さ 8.0 m）を用いて，フルードの相似則に基づいて幾何縮尺 1/10スケールで行った．
実験で使用する基盤材となる石炭灰造粒物を使用し，0.2 mm以下の細粒分を洗い流した上で幾何縮
尺 1/10として，現地で投入した粒径組成に相当するように調整した．
実験ははじめに最適な設置間隔を決定する実験を行い，決定した最適な設置間隔において波高・
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周期を変化させて比較，検討を行った．実験条件は，最適な設置間隔を決定する実験では表-6.1.1
に示した通り，3つの実験条件を設定した．なお，実験条件の表記は，実験値，現地換算値の両方で
行うが，本文では実験値で表記する．
草方格は実験用水路の急勾配斜面端部のリーフエッジから距離 70 mmの位置に 2本１組で，その
間隔を 79 mm，119 mm，158 mmの 3つの条件で設置した．周期，波高による効果を検証する実験
ではそれぞれ表-6.4.2，表-6.4.3に示す通り，波周期は 0.95，1.26，1.90秒の 3条件で，波高は 1 cm，
6 cmの 2条件を組み合わせて実験を行った，なお，実験条件の設定にあたっては，アマモ場再生実
験の現地でよく観察された航走波とそれに伴う流れが地形変化に影響しており 21），3 年間の測定結
果で得られた現地での最大波高 0.36m，有義波高 0.05m，有義波周期 4.88secを参考に，周期，波高
（最大平均 0.6m）を設定している．また，造波時間は，アマモ生育場所において低水位となり波条
件が厳しくなる 2.5~3.2時間に相当する 47~62分とした．
効果検証は，造波開始一定時間ごとに基盤面の変位を水槽側面から，侵食防止工内部から岸沖方向
に 5㎝毎に直接計測し，実験条件ごと最大侵食深（防止工間の最深部），岸沖方向の基盤面を比較す
ることで行った．
図-6.4.3 侵食防止工の仕様と実験に使用したモデル 19)
図-6.4.4 侵食防止工の検討を行った水理模型実験装置 19)
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表-6.4.1 設置間隔による効果の検証の実験条件 19)
防止工
間隔
水深 波高 波周期
1-1 
79mm 
（現地 79cm） 5.8cm 
（現地 58cm）
2 cm
(現地 20cm)
1.90秒
（現地 6秒）
1-2 
119mm 
（現地 119cm）
1-3 
158mm 
（現地 158cm）
表-6.4.2 周期に対する効果検証に関する実験条件 19)
防止工
間隔
水深 波高 波周期
2-1 
79mm 
(現地 79ｃm）
5.0cm 
(現地 50cm）
2 cm 
（現地 20cm）
0.95秒
（現地 3秒）
2-2 
1.26秒
（現地 4秒）
2-3 
1.90秒
（現地 6秒）
表-6.4.3 波高に対する効果検証に関する実験条件 19)
防止工
間隔
水深 波高 波周期
3-1  
79mm 
(現地 79ｃm）
5.8cm 
(現地 50cm）
1cm 
（現地 10cm）
0.95秒
3-2 1.26秒
3-3 1.58秒
3-4 
6cm 
（現地 60cm）
1.90秒
(3) 実験結果
図-6.4.5に波周期 1.90秒，波高 2 cm，造波時間 47分後における侵食防止工あり・なし，それぞ
れにおける岸沖方向での基盤面の変位を示した．侵食防止工なしの対照区では，リーフエッジ直後
から変位が始まり，岸側に向かって侵食されていた．これに対して，侵食防止工の設置間隔（以下，
防止工間隔）が 79 mmでは岸側で侵食が確認されたものの，侵食防止工に囲まれた領域は侵食され
ておらず，侵食防止工部分での最大堆積厚は 2 mm であった。さらに，エッジから侵食防止工が設
置されている区間は侵食がほとんど発生せず，防止効果を確認できた．また，防止工間隔 119 mmで
は最大侵食深が 3 mm，最大堆積厚は 2 mm，防止工間隔が 158 mmでは最大侵食深は 8 mm，最大堆
積厚は 6 mm となった．設置間隔が大きくなると対策工内部の侵食深，堆積厚が増大する傾向が見
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られた．
図-6.4.6に防止工の設置間隔 79 mm，波条件は波高 2 cm，周期を 0.95，1.26，1.90秒の 3段階で
変化させた場合の 196 分後の岸沖方向での基盤面の変位を示した．いずれの周期でも侵食防止工の
近傍では 5 mm以上の大きな侵食深は確認できなかった．しかし，岸方向では周期 1.26秒，1.58秒
では侵食深が約 10 mmとなり堆積型の海浜変形を示したに対して，周期 0.95秒では若干の石炭灰造
粒物粒子の移動が見られたのみで，大きな地形の変形は確認できなかった．
図-6.4.7に波高 1 cmで波周期 0.95，1.26，1.58秒の各条件，波高 6cｍ，波周期 1.90秒における
基盤面の変位を示した．波高 1 cmでは，対策工なしの条件で，いずれの実験区でも石炭灰造粒物そ
のものは わずかに動いたが，浸食や堆積が発生するような基盤面の大きな変位は起きなかった．そ
のため，対策工設置は不要と判断した．これに対して，波高 6 cmでは，侵食防止工近傍の造粒物は
浮遊状態となり，造波 10分後に侵食防止工付近を含め基盤面は大きく浸食された．その後も、造波
を続けるとさらに侵食が進み，49分後では沖側の侵食防止工自体が露出、侵食防止工内部の最大侵
食深は最大の 17 mmに達した．なお，ここには示してしないが，波高 4 cmでも波高 6 cmと同様に
石炭灰造粒物が浮遊状態となり，防止工の効果が出ないことがわかった．
図-6.4.5 防止工の設置間隔による岸沖方向の基盤面変位 19)
（水深 5.8㎝，波高 2cm，周期 1.9秒，継続時間 47分）
図-6.4.6 波周期による岸沖方向の基盤面変位 19)
（水深 5㎝，設置間隔 79mm，波高 2cm，継続時間 62分）
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図-6.4.7 波高 1 cm，6 cmによる岸沖方向の基盤面変位 19)
（水深 5.8 cm，設置間隔 79 mm（波高 6 cmのみ），継続時間 62分（波高 1 cm）15.6分（波高 6 cm））
(4) 侵食防止工の計画・設計指針
上記の実験結果から，本防止工は掃流状態の漂砂（堆積型）には有効であるが，浮遊砂状態（侵
食型）には効果が小さいことが分かる．ただし，本来，本防止工は港湾奥の波浪の小さな領域を対
象としており，掃流砂が対象である．
そこで，本項では上記の条件の下で防止工の設計指針を整理する．まず，図-6.4.5に示すように
実験結果から本防止工は設置間隔が重要であることがわかる．設置間隔は，底面での砂粒子の移動
振幅との関係が重要であることは容易に想像できる．そこで，地盤変動量を支配するパラメータと
して，設置間隔と底面軌道振幅の比及びシールズ数を取り上げて検討した．まず地盤変動量に関す
る代表パラメータとしては，本実験の実験縮尺が小さく，十分な精度が確保できていないため，本
対策工の設置区間での平均変動量を代表値とし，それを設置間隔で無次元化した．これと設置間隔
と底面軌道振幅×2 の比，及び砂移動の基本パラメータとしてシールズ数を選び，その関係を図
-6.4.8に示した．なお，図-6.4.8の（○）で示したケース（波高 2 cm，周期 0.95秒，設置間隔 79 mm）
は，前述のとおり，本防止工の有無に関係なく，僅かな変動がみられたものであるため、本検討か
らは除外した．
その他ケースの堆積型の海浜変形が起こる中での防止工の効果をみると，設置間隔が底面軌道振
幅より相対的に大きくなれば地盤変動量も大きくなることが分かる．本実験結果からは，底面軌道
振幅×2 よりも設置間隔を小さくすると対策工が有効であることが分かった．
以上から，本対策工の計画設計では，対象とする場の海浜変形が堆積型（掃流砂）の条件で，設
置間隔を底面軌道振幅×2 以下に設置するのが妥当と考えられる．
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図-6.4.8 侵食低減効果を示す防止工内部の平均地盤高変位と
     設置間隔，底面軌道振幅およびシールズ数との関係 19)
6.4.3 石炭灰造粒物基盤の浸食防止工現地実証実験
(1) 材料および方法
検討した侵食防止工の実海域での石炭灰造粒物基盤における侵食低減効果を検証するために，
2012年 5月から広島港宇品地先海岸において現地実証実験を開始した．図-6.4.9に現地実証実験の
実施場所と防侵食防止工の配置，及び侵食防止工を示した．対象とする基盤は，現地海域の最低潮
線付近に 2.0 m×2.0 mの大きさで石炭灰造粒物を投入，造成した基盤である．本実験では，基盤を
岸沖方向に等分割し，一方を対照区として基盤面の高さ調節のみを行い，もう一方を実験区として
基盤面に侵食防止工を設置することとした．侵食防止工は水理実験の結果をもとに製作したポリプ
ロピレン製の長さ 60 cm，幅 10 cmの部材で，これを必要に応じて連結し使用する．本実験では，防
止工を岸沖方向に 2 つの格子ができるように，基盤面に配置，固定設置した．侵食防止工の効果確
認は，実験開始前、実験後 1ヶ月後、実験 2ヶ月後，それぞれに実施する基盤内 7ヶ所の合計 14カ
所水準測量によって行った．なお、対照区の水準測量は，1ヶ月後に大きく変化したため，1ヶ月後
の測量後に基盤面の凹凸を解消し、2ヶ月後の測定を行った．また，基盤面の石炭灰造粒物に働く外
力を把握するため，波の状況についても観測を行った．波高は 2012年 5月~2012年 7月に造成した
基盤上 30 cmに波高計（JFEアﾄﾞﾊﾞﾝテック社製 INFINITY-WH）を設置し，1時間ごと正時に 3分間
計測を行った．
図-6.4.9 現地実証実験の平面配置図．断面図及び防止工仕様 19)
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(2) 実験結果
図-6.4.10に実験期間において石炭灰造粒物基盤上で観測された水位変動と最大波高，周期の時系
列変化を示した．
期間中における最大波高の平均は 0.07 m，周期の平均は 4.86秒で，期間の最大波高は 0.42 m，周
期 3.42秒を記録したものの 20波以上継続することはなかった．図-6.4.11に水準測量から得られた
石炭灰造粒物基盤面における岸沖方向断面における地形変位量を示した．侵食防止工がない対照区
では，実験開始 1ヶ月後には地形が大きく変化し，沖側で侵食が進み，岸側で堆積傾向となった．特
に，沖側では 8 cmも侵食された．さらに，地盤高を戻した後の 2ヶ月後の計測でも，沖側の計測点
の変化が大きくなった．このことは，発生した波によって石炭灰造粒物が移動し，基盤面が変位す
ることを示唆している．一方で，侵食防止工を設置した実験区では，沖側の計測点で１ヶ月後には 3
~5 cm増，2ヶ月後では若干低下したが、対照区と比較しても侵食されることはなかった．また，
岸側の計測点でも，１ヶ月後で約 1 cmの微増，2ヶ月後ではほぼ変化がなかった．これらの結果よ
り，侵食防止工内部での変位は対照区のそれよりも小さく，侵食防止工による基盤面の侵食抑制効
果が発揮された．
図-6.4.10 2012年 5月～7月における石炭灰造粒物基盤面の
水位，最大波高，波周期の観測結果 19)
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図-6.4.11 侵食防止工の効果を示す基盤面における岸沖断面における
地形変位量（上；5～6月，下；6～7月）19)
6.4.4 草方格原理を利用した浸食防止工の適用性
実プロジェクトとして石炭灰造粒物基盤を造成した場合における対策工の適用性を検討するため，
波，流れの現地計測結果と併せてその性能を考察する．
本研究の対象は，底質環境が著しく悪化した内湾の水域である．そのような水域では，日常，遭
遇する擾乱の外力としては外洋からの波の影響は直接受けないものの，漁港や繋船場があることが
多く，多くの小型船舶が航行する．そのため，気象によって生じる波浪よりも船舶による航走波の
影響が大きい．航走波の特性は，船舶の大きさや速度等によって異なるものの，船長 100 m未満（全
速時）では波周期 3.5~5.7秒で、波高 0.47～1.19 mとされている 23）．対象とする水域でこれらの船
舶が全速で航行する頻度は高くないが，2009年に実施した宇品地先での波条件の観測実績では航走
波とみられる期間最大波高 0.23 m、周期 3.4 秒の波が作用し，航走波の基盤面の安定性に対する影
響を指摘している 1）．
今回の実験期間においては，侵食防止工付近で観測された波は期間最大波高が 0.4 m，周期 3.42
秒で，最大波高の平均は 0.2 m，最大周期 4.5秒であった（図-6.4.10）．観測された波の中にも航走
波が含まれ，水理模型実験の結果や実証実験での対照区での大幅な侵食量（-9 cm）からも，実験期
間中に作用した波は基盤面に変化を与える外力となる可能性があったと考えられる．しかし，現地
実証実験における基盤面の侵食量は，防止工の設置により大幅に減少しており，これらの結果から
考案した侵食防止工が十分に実海域での適用性を有していることが示された
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6.5 本章のまとめ
本章では，石炭灰造粒物覆砂の耐波浪特性について論じた．得られた結論は以下の通りである．
(1) 流れによる石炭灰造粒物の限界移動特性
1) 均等粒径の石炭灰造粒物の限界掃流力は，従来の提案された公式（岩垣式）により算定できるこ
とを示した．．
2) 石炭灰造粒物の混合粒径の限界掃流力は，粒径が小さい場合は Egiazaroff・浅田の式，粒径が大
きい場合は中川らの式により算出できることを示した．
3) 密度，形状，中央粒径が異なる混合粒径の石炭灰造粒物においても，粒度分布の形が砂と等しい
場合，砂による既往の実験と同様な結果が得られることを示した．
(2) 波浪による石炭灰造粒物の移動限界特性
1) 均等粒径および混合粒径の石炭灰造粒物の波浪に関する移動特性を水理模型実験により明らか
にした．結果，混合粒径の石炭灰造粒物の移動限界は，流れの移動限界・波浪の移動限界ともに
平均粒径に従来公式を用いることで概ね評価できることを示した．  
2) 混合粒径の石炭灰造粒物の全面移動限界については，遮蔽効果により平均粒径以下では移動しに
くく，平均粒径以上では移動しやすい傾向が見られるが，概ね従来の提案された関係式（式(6.2.3)）
において＝0.360，n＝1/3 により算定できることを示した． 
3) 流れに対する混合粒径中の限界摩擦速度は，平均粒径の限界摩擦速度により概ね評価できること
を示した． 
4) 風波を対象とした水域における混合粒径の石炭灰造粒物の移動限界水深は，その平均粒径の移動
限界水深により安全側に評価できることを示した．
(3) 沿岸域に覆砂した場合の波浪移動予測
1) 石炭灰造粒物の波浪による岸沖方向の移動状況を水理実験により明らかにし，粒径が大きくなる
と堆積型，侵食型の分類式が適用されないことを示した．
2) 今回の実験条件における混合粒径の石炭灰造粒物の海浜断面変形について，平衡断面予測モデル
SBEACHにより再現することができることを示した．
3) 平衡断面予測モデル SBEACH について，石炭灰造粒物固有のパラメータを設定することができ
た．このパラメータは，類似地形の現地へ適用できる．
4) 今回の実験条件における混合粒径の石炭灰造粒物の海浜断面変形について，移動抑制のための潜
堤を考慮した場合についても平衡断面予測モデル SBEACHにより再現することができた．
5) 水理実験と再現計算を用いる本手法は，石炭灰造粒物を浅場へ覆砂する際の断面検討方法（設計
手法）として活用可能である．
(4) 草方格原理を応用した石炭灰造粒物基盤の浸食防止工
草方格原理を応用した石炭灰造粒物基盤の侵食防止工を検討し，水理模型実験と現地実証実験の
結果より，以下のことが明らかとなった．
1) 石炭灰造粒物基盤の侵食防止工は，現地波高 20 ㎝以下の波に対し，一定の設置条件で効果を発
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揮する．
2) 対策工が効果を発揮する設置間隔は，水粒子の底面軌道振幅×2 以下とするのが妥当である．
3) 最大波高が小さい都市港湾部の水域では，石炭灰造粒物，草方格原理侵食防止工の採用により，
課題であった造成初期の地形変動を防止できる．
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第７章 結論
7.1 研究の目的と位置付
(1) 研究の目的 
本論文は，石炭灰造粒物による沿岸域での底質改善に関する技術開発および効果の検証を研究目
的とした．石炭灰造粒物は，密度が小さく軽量で，硫化物イオンおよびリンの吸着機能が既往の研
究で確認されている．一方，自然材料と異なり石炭灰とセメントの混合造粒物のため，その配合比
率により材料特性が変化することが想定されるが既往の研究では確認されていない．また，造粒物
は微細空隙を有し，敷設箇所でアルカリ環境を維持するため有機泥底質へ覆砂した場合に物理化学
的な作用が生じると想定されるが，その詳細は不明である．さらに，底質の改善と併せて進む生物
の生息基盤としての親和性（生物親和性）についても詳細に評価されていない． 
石炭灰造粒物を活用した底質改善技術の普及を図るには，これら不明事項への科学的手法による
知見の蓄積が必要である．この課題に対応するため，本論文では，石炭灰造粒物の材料特性と底質
改善機能を明らかにするとともに，沿岸域に堆積した有機泥底質の改善手法とその改善効果につい
て論じた．併せて，実証試験により造粒物敷設層の生物生息基盤としての親和性を評価するととも
に，沿岸域での覆砂設計に必要となる耐波浪特性を研究した．本研究は産官学の研究協定により太
田川水系の河岸干潟および広島湾沿岸域での底質改善実証試験事業等へ参画し，そのフィールドに
密着して取り組み，研究成果の一部は工学的な事業課題に対する解決手法として貢献している． 
以下に石炭灰造粒物の概要と有効活用の現状を示し，次節以降に既往の研究レビューにより整理
した研究課題の主要な成果をまとめる． 
(2) 石炭灰造粒物の概要と特徴
石炭灰造粒物の素材は石炭火力発電所で発生するフライアッシュに少量のセメント等を添加して
粒状・固化したものである．瀬戸内海における海砂の採取禁止・規制が進められる中，海砂に替わ
る新たな材料が求められ，砂の代替材となる石炭灰造粒物が 2000 年（平成 12 年）から製造されて
いる．その外観および覆砂材としての敷設状況を写真-7.1.1に示す．  
写真-7.1.1 石炭灰造粒物の外観および実海域への覆砂状況
(3) 石炭灰造粒物有効活用の従来評価
中国経済産業局（2011）は，石炭灰造粒物の海域利用に関する現状を「近年，各地で実証試験や
研究が行われるようになっており，今後，海域環境改善への利用促進が期待されるが，現状では材
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料の有効性の検証などの研究開発段階であり，石炭灰造粒物を利用した製品開発や販路開拓などの
ビジネス展開に至るまでには，まだ時間がかかると考えられる」と評価していた．石炭灰造粒物を
活用した環境改善技術の更なる普及には，計画から施工段階までの技術開発とその効果の技術的検
証（材料の有効性の検証）に係る研究が必要な現状があった．しかし，瀬戸内海における海砂の採
取禁止・規制などの天然資源の保全，および循環型社会形成への意識の高まりなどを背景に，水域
環境改善事業において，産業系リサイクル材の積極的な活用への取り組みが進められている．
石炭灰造粒物の活用にあたり，参考資料となり得る技術認証やマニュアル，手引き等の整備の現
状を示す．
(a) NETIS への登録
石炭灰造粒物は，国土交通省新技術情報提供システム（NETIS）に登録されている．登録
No.SKK-120002-A「環境修復用の砂代替材」として登録されている．NETIS 掲載情報は，当該技術
に関する証明，認証その他何ら技術の裏付けを行うものではなく，新技術活用にあたっての参考情
報である．申請情報は，技術開発者からの申請に基づく情報のため，その内容について，国土交通
省が評価しているものではない．
(b) 環境技術実証事業（ETV）による技術認証
石炭灰造粒物は，「環境省環境技術実証事業（ETV）」において，平成 22 年度に閉鎖性海域におけ
る水環境改善技術分野について実証されている．本事業では，「石炭灰造粒物による硫化物イオン，
DINおよびDIPの吸着による底質・水質の改善とこれに伴う底生生物の生息環境の改善効果の検証」
を実証の目的としている．
実証対象技術の概要では，その効果を①ヘドロ層への圧密沈下抑制，②間隙水浸透場の形成，③
ヘドロからの栄養塩類・硫化物の封鎖・吸着，④生物生息環境の改善，⑤循環資源の再利用として
いる．実証試験は，短期的な効果を広島県広島市南区丹那町（大河漁協），長期的な効果を山口県熊
毛郡田布施町馬島沖周辺海域の設置後 8 年経過した場所で，効果を検証している
実証試験についての技術委員会の見解では，水質および底質の改善について，石炭灰造粒物の覆
土は，短期的な効果として「DIN, DIP, 硫化物イオンの溶出抑制及び ORP の低下抑制による水質お
よび底質改善が期待できる技術である．」とし，長期的な効果としても「DIP，硫化物イオンの溶出
抑制および ORP の低下抑制による水質および底質改善が期待できる技術である．」としている．
(c) 地方自治体でのリサイクル認定 
石炭灰造粒部は地方自治体において，「山口県認定リサイクル製品」，「しまねグリーン製品」に認
定されている．山口県は，リサイクル製品の利用促進及びリサイクル産業の育成を図るため，山口
県内で発生する循環資源を利用して，県内で製造加工されるリサイクル製品を認定している．認定
されたサイクル製品は，山口県の公共工事地産地消推進モデル事業の選定対象になる．島根県は，
循環型社会の実現を目指して，島根発の優れたリサイクル製品を「しまねグリーン製品」に認定し，
資源の循環的な利用の促進とリサイクル産業の育成を図っている． 
(d) 技術指針とマニュアル類の整備 
国土交通省港湾局により「港湾・空港等整備におけるリサイクルガイドライン」が制定されてい
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る．石炭灰造粒物は，このガイドラインの「品質の評価基準」において「Ａ：既に当該用途を想定
した品質基 準が設けられている」，「実績の評価基準」において「ａ：利用実績が多いもの、または
汎用性が高いもの」と整理されている．そして，品質と実績の両評価基準を併せて，「すでに当該用
途を想定した品質基準が設けられる等，利用が可能」と評価されている．
また，国土交通省中国地方整備局広島港湾空港技術調査事務所では，平成 19 年度から平成 24 年
度の 6 年間に渡って，広島湾奥部に位置する海田湾において検討・実証された「石炭灰造粒物によ
る底質改善手法」を実際の事業等へ適用する際の指針を示すことを目的に，平成 25 年 3 月に，「石
炭灰造粒物による底質改善手法の手引き」を発行し，公開している．手引きでは，石炭灰造粒物に
よる底質改善技術を事業に適用する際の検討に係る内容を，実際の検討手順を想定し整理を行って
いる．
7.2 石炭灰造粒物の材料特性に関する研究成果
第 2 章では，石炭灰造粒物の物理化学特性を示すとともに，配合により変化する造粒物と長期的
な使用による特性変化に関する事項を論じた．
(1) 配合調整した石炭灰造粒物の物理化学特性
配合調整により変化する造粒物の物理化学特性（強度，空隙率，比表面積，細孔径分布，非晶質
強度，元素構成比，結晶組成物比，熱重量・示唆熱曲線）を示した．
石炭灰（FA）と高炉セメントの添加率を変化させて覆砂材（粒径 10 mm）を試験製作（表-7.2.1）
し，併せて FA 添加率を可能な限り大きくした FA 固化体（ケース 1），および FA を添加しないセメ
ント固化体（ケース 5）を試作した．覆砂材の特性把握のため，強度（図-7.2.1），空隙率，比表面
積，反応性を評価する非晶質強度（図-7.2.2），および細孔径分布，細孔容積分布（図-7.2.3）を定
量的に評価した．元素構成比（図-7.2.4）のうち強度発現に寄与する CaO の構成比の変動と強度の
傾向がほぼ一致していることを示した．なお，海砂代替材の品質基準は施工に必要となる 1.2N/mm2
以上としている．熱重量・示唆熱曲線（図-7.2.5）は FA 添加率に応じて，結晶水和物が減少し非晶
質量が増加することを示した．
空隙率は FA70 %で最大となっていた．これは比表面積が FA70 %で最も高くなっている結果と一
致した．細孔容積分布と加積細孔容積分布も FA の添加率に応じて大きく性状が異なっている．覆砂
材の空隙率，比表面積が大きいと底質中の間隙水との接触面積が大きくなるため，溶存態イオンの
溶出およびイオン交換等の化学反応性が向上すると評価できる．また，非晶質量評価が高いほど，
覆砂材の組成物質は結晶化しておらず溶存態イオンの溶出が高いと考察できる．
石炭灰造粒物は，セメント固化体と比較し，FA 添加率を調整することで，空隙率，比表面積を調
整可能であり覆砂材としての効果を最適化する添加率が存在する．実験結果の比表面積および細孔
容積分布から FA70 ％程度が覆砂材として反応性が高いことを示した．
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表-7.2.1 試験製作した覆砂材の配合
図-7.2.1 試験製作した覆砂材の圧壊強度  
図-7.2.2 覆砂材の配合と空隙率・乾燥密度および比表面積・非晶質量評価の関係
図-7.2.3 FA 比率を調整した覆砂材の細孔容積分布と加積細孔容積率分布
図-7.2.4 配合を変化した海砂代替材の主要元素構成比
石炭灰添加率 高炉ｾﾒﾝﾄB種添加率
（重量比） （重量比）
ケース1 95.0% 5.0%
ケース2 87.0% 13.0%
ケース3 70.0% 30.0%
ケース4 40.0% 60.0%
ケース5 0.0% 100.0%
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図-7.2.5 FA 混合率を変化した覆砂材の TG 曲線および DTA 曲線
(2) 石炭灰造粒物による pH 上昇と溶存態イオン溶出特性
石炭灰造粒物の pH-水分曲線（図-7.2.6）による保水性と溶存態イオンの溶出特性を示した．
実験により，石炭灰造粒物覆砂による pH 上昇特性を示した．造粒物を緩衝作用の少ない淡水域で
使用する場合の覆砂層内間隙水 pH は 9.5～10.4 程度に維持されると考察する．また，貯留実験結果
より，海域で使用する場合の覆砂層内間隙水 pH は，8.0～9.0 程度に維持されると考察する．
主な溶出イオン（図-7.2.7）は Ca イオン，Si イオンであり，石炭灰造粒物の組成物質から遊離し
たものと評価できる．コンクリートのセメント添加量は 300 kg/m3 以上であり，試験に用いた石炭灰
造粒物のセメント量と比較し 2 倍程度であるにも関わらず Ca イオンの溶出量は同程度であった．こ
れは石炭灰造粒物の空隙率，比表面積および非晶質量の特性に起因すると考察する．Ca イオン，Si
イオンは，溶出速度が一定勾配で維持されており，1 年程度は安定して溶出機能が維持されると評価
できる．一方で，Al イオンは，180 日経過以降はその溶出が止まっている．
図-7.2.6 石炭灰と石炭灰造粒物（細粒分）と比較材料の pF-水分曲線および Ca 溶出特性
Ca イオン溶出量               Si イオン溶出量
図-7.2.7 石炭灰造粒物の溶存態イオン溶出特性
FA95 %
FA87 %
FA70 %
FA40 %
FA0 %
FA87 %
FA0 %
FA95 %
pF=3.0:塑性限
pF=1.5:液性限
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（3） 長期的な物理化学特性の変化
実海域で長期間覆砂材に活用した場合の海砂代替材としての物理特性（強度，吸水率，形状）の
維持や化学特性に伴う組成変化を示した．
海砂代替材の結晶組成変化について 6 ヶ月および 30 ヶ月養生後の結晶組成物質を評価した（図
-7.2.8）．養生期間により結晶組成物質が異なることが確認された．ポゾラン反応は長期的に進行し
ており，6 ヶ月以降も継続していると考察される．海砂代替材の主な結晶組成物は，Mulite, Calcite, 
Quartz, Hatrulite, Portlandite である．石炭灰の添加率にともない Mulite, Quartz は増加，Hatrulite, 
Portlandite, Calcite は減少している．長期養生後のものは石炭灰添加率と結晶組成物の比率に明らか
な関係性が認められる．これはポゾラン反応等が十分に進行していることに基因していると考察で
きる．
長期養生期間に伴う比表面積（図-7.2.9）の変化が確認された．養生期間中も長期的に内部でポ
ゾラン反応等が継続しており，製造 6 ヶ月と 30 ヶ月を比較すると比表面積が養生期間に伴い増加し
ている．また，海水浸漬した海砂代替材の元素構成と結晶組成物質の変化について評価した．海域
で 3 年間浸漬した海砂代替材の分析により，Ca 元素の減少とともに，Mg の吸着が確認された．XRD
回折と蛍光 X 線分析により，元素構成と結晶組成物質の変化（図-7.2.10）を示した．元素構成比の
変化と海域で長期的に浸漬した後の組成物質の変化に関するメカニズムと最終組成形態を示した．
海底覆砂後 13 年および 3年経過した石炭灰造粒物を採取（表-7.2.1）し物理特性を評価（表-7.2.2）
した．形状は安定しており，外観から劣化等は確認されていない．強度特性を評価した結果，未使
用品と同等の強度水準（1.2 MPa 以上）が維持されている．また，吸水率についても未使用品と同程
度であった．これらより石炭灰造粒物は実海域で長期的（13 年）に海砂代替材として活用されても
物理的に安定した材料であることを示した．覆砂 13 年および 3 年経過した試料による実験の結果，
経過年数に応じて pH 上昇が抑制（図-7.2.11）されることが確認された．一方で，13 年経過後も pH
上昇特性を有することが確認された．これは覆砂層の pH が長期間安定して維持されていることに一
致した．XRD 回析により，表層部と中心部でその化学組成が変化していることが確認された．海域
での覆砂により非晶質量が低下している．中心部より表層部において，非晶質量の低減量は大きく
なっている．また，表層は未使用品ですでに炭酸化しており，その厚さは SEM 観察および EPMA
分析の結果，2 mm 程度と考察された．覆砂 3 年経過試料の表層部と中心部からの溶出イオンを定量
的に評価（図-7.2.12）した．Si イオンは，3 年経過後も表層部，中心部ともに未使用品と同様の溶
出特性であった．Ca イオンは，表層部は低下しているが，中心部は未使用試料と同程度の溶出特性
であることを示した．
図-7.2.8 配合を調整した海砂代替材の化学組成変化
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図-7.2.9 長期養生した海砂代替材の比表面積変化
図-7.2.10 海水浸漬による元素構成と結晶組成物質の変化
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表-7.2.1 採取・分析試料の概要
表-7.2.2 採取試料の物理特性
表-7.2.3 覆砂層再現実験概要
図-7.2.11 石炭灰造粒物覆砂層再現による pH 上昇試験
図-7.2.12 造粒物の Ca イオン溶出量 造粒物のケイ酸イオン溶出量（30 日）
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溶解度維持のため10日で純水を交換
未使用覆砂材
経年覆砂材（表層部）
経年覆砂材（中心部）
採取箇所 干潟敷設箇所（表層） 海底覆砂箇所（表層）
覆砂後経過時間 3年 13年
覆砂時期 2012年12月 2002年
採取時期 2015年11月 2015年10月
採取箇所
広島県広島市
一級河川太田川水系
河岸干潟（潮位差4m）
山口県熊毛郡
田布施町　馬島沖
海底底質（水深12m）
敷設環境 好気環境 好気環境
採取方法 干出時に採取 潜水作業により採取
項　目 未使用覆砂材 3年経過試料 13年経過試料
圧壊強度 1.30 MPa 1.33 MPa 1.42 MPa
吸水率 22.0% 22.3% 25.1%
色　　調 灰色 灰色 茶黒色
外　　観 - 劣化等なし 劣化等なし
項　目
固液比
実験水
実験材料
2種類：純水および活性炭処理水
実験条件
1:1（層内間隙水を想定）, 1:3（直上水を想定）
3種類　未使用の石炭灰造粒物
13年および3年経過覆砂材試料
7.0
7.5
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固液比1：1（層内間隙水を再現）
未使用試料：純水 未使用試料：淡水
3年経過試料：純水 3年経過試料：淡水
13年経過試料：純水 13年経過試料：淡水
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7.3 石炭灰造粒物の底質改善機能に関する研究成果
第 3 章では，石炭灰造粒物覆砂による底質改善機構について，既往の研究をレビューすると共に，
土壌反応特性と底質安定化機構，石炭灰造粒物により浄化された河岸ヘドロの特性，油脂類の吸着
性能と覆砂効果，硫化物イオン吸着機能と吸着サイトの再生機構と最適配合に関する事項を論じた． 
(1) 石炭灰造粒物覆砂による底質改善機構
既往研究のレビューにより石炭灰造粒物覆砂による還元有機泥が堆積した底質の改善機構を示し
た．図-7.3.1 は，石炭灰造粒物による有機泥の浄化機能の概要を覆砂の事例で示している．石炭灰
造粒物は，硫化物の吸着，大きな粒子間空隙によるトラップ効果や通水効果，間隙内の酸性化防止，
生物による効率的な有機物の分解などの機能を有している．石炭灰造粒物による有機泥の被覆は，
底泥の間隙水から溶出するリン酸を吸着して低層水への溶出を低減することで，水域の富栄養化を
抑制する機能を有している．
石炭灰の化学成分の中では，酸化カルシウム（CaO），酸化マグネシウム（MgO），酸化ナトリウ
ム（Na2O），酸化カリウム（K2O）がリン酸と反応すると考えられる．主に酸化カルシウムにより，
難溶性のリン酸カルシウム（Ca3(PO4)2）を生成（図-7.3.2）していると推測される．
図-7.3.3 には，泥層内での有機物の分解系統図を示す．泥内の有機物が分解すると H+が発生し，
電子が蓄積するために酸化体（最終電子受容体（TEA），Terminal Electron Acceptor）の還元物質（ODU）
化が進行する．一方，主要な成分が酸化物（SiO2，Fe2O3，CaO など）の石炭灰を材料とする石炭灰
造粒物は，接触する泥層間隙水内に酸化物を溶出する．間隙水内に溶出した酸化物は，泥内に蓄積
した電子および H+を消費して泥内の還元状態を緩和するとともに弱アルカリ環境にする．
図-7.3.1 石炭灰造粒物の覆砂効果の概要
図-7.3.2 石炭灰造粒物の富栄養化の抑制機能   図-7.3.3 泥層内の有機物分解系統図
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(2) 土壌反応特性と底質安定化機構
還元有機泥が堆積した干潟に石炭灰造粒物を敷設した場合の土壌反応特性，および干潟上を歩行
可能とする地盤支持力の改善と底質の溶出物質を抑制する化学反応特性である底質安定化機構を示
した．  
石炭灰造粒物の土壌反応特性（表-7.3.1）は，粉体である FA および砂礫状物質である CA（クリ
ンカアッシュ）と比較し，陽イオン交換容量は約 10 倍，リン酸吸収係数は 3 倍以上となっており，
造粒固化により，土中イオン吸着保持性能が向上されている．石炭灰造粒物は，砂礫材料の CA と
比較し造粒固化により，高い保水性能を有する．また，自然石，CA，および FA に比較し，Ca イオ
ンの溶出速度が大きく，これは土壌反応性試験結果と傾向が一致している．石炭灰造粒物覆砂によ
り，有機泥層と石炭灰造粒物の接触・混合層では，その土壌反応性と溶出される Ca イオンの造粒物
層内での保水性により，間隙水の Ca イオン濃度が向上し，局所的に高 pH 層（pH10～11）が形成さ
れる．その結果，底質有機泥は次に示す化学反応機構により改質されると考察する．土粒子は，概
ね負に帯電しており互いに反発しあう状態にあるが，Caイオンの正の電荷によってこれが中和され，
土粒子は凝集し団粒化が促進される（図-7.3.4）．さらに団粒化した有機泥中では，間隙中に針状結
晶水和物（Ettringite）によるネット構造が生成し，有機泥を安定化する．微量ではあるが，石炭灰
造粒物層内に存在する Ca (OH)2 は，有機泥土粒子のシリカ分とポゾラン反応を起こし，土粒子と石
炭灰造粒物との接着が起こると考察される．併せて，水和反応による土の含水比低下に起因されて
有機泥が安定化し含水比の低下も考察される．反応物質である Ca (OH)2 は，TG 曲線（図-7.2.5）
FA87 %の 400～550 ℃の減少量より 0.4 %と算定できるが，微量なためコンクリートの様な硬化反応
ではなく，地盤の安定化（0.4～6 N/cm2）程度の強度レベルとなる．実際の底質覆砂（写真-7.3.2）
では，これらの反応機構は単独でなく複合して起こると考察される．
(3) 底質酸素要求量の低減効果と溶出物質抑制効果
石炭灰造粒物覆砂による底質酸素要求量の低減効果と溶出物質抑制効果を示した． 
覆砂効果の確認：温度依存性のある SOD の低減効果が定量的（図-7.3.6，図-7.3.7）に確認され
た．底質からの溶出物質の抑制効果（図-7.3.8）を併せて示した． 
表-7.3.1 石炭灰と石炭灰造粒物の土壌反応特性 
単位 ＦＡ 石炭灰造粒物 CA
陽イオン交換容量（CEC） meq/100g 0.71 8.80 0.39
電気伝導度 mS/cm 1.00 0.99 1.11
カルシウム 27.1 52.1 12.3
マグネシウム 1.2 1.2 0.4
カリウム 0.1 2.0 0.01
ナトリウム 0.3 1.3 0.1
アンモニア態窒素 5.8 2.1 1.2
硝酸態窒素 0.6 0.3 0.4
リン酸吸収係数 - 797 2540 675
mg/100g 208.7 10.1 15.6
カルシウム 0.1未満 11.0 0.1
マグネシウム 0.08 1.0 0.22
カリウム 4.0 7.0 2.8
ナトリウム 4.4 5.6 7.3
*実験は，すべて2mm以下の粒径で実施
分析項目
窒素
可給態リン酸
mg-dry/kg性状分析
mg/100g
交換性
陽イオン meq/100g
- 263 - 
図-7.3.4 石炭灰造粒物覆砂による土粒子の凝集・団粒化概念図および有機泥安定化概念図
写真-7.3.2  SEM 画像(a)造粒物と有機泥の混合（1:1）試料，(b)現地覆砂での凝固試料
図-7.3.5 底泥溶出物質抑制実験概要および還元有機泥性状
図-7.3.6 還元有機泥による DO 消費実験および石炭灰造粒物による DO 消費低減実験
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図-7.3.7 石炭灰造粒物覆砂による SOD の低減効果
図-7.3.8 石炭灰造粒物による底質溶出物質の低減 13)
(4) 油脂類吸着性能と微生物付着特性
石炭灰造粒物を覆砂材として活用する場合の底質有機泥の油脂類の吸着性能と微生物付着特性を
示した．石炭灰造粒物への油脂類吸着実験（図-7.3.9）により自然石と比較し約 50 倍の油脂類吸着
性能があることを示した．また，室内での現地再現実験（図-7.3.10）により石炭灰造粒物への油脂
類吸着特性（図-7.3.11）が明らかとなった．併せて，干潟調査においても油脂類の低減効果（図
-7.3.12）が確認された．さらに，石炭灰造粒物表層に油分解菌がバイオフィルムを形成し卓越して
担持（表-7.3.3）されることを示した．これらは底泥の n-ヘキサン抽出物の減少に寄与していると
考察される．石炭灰造粒物による油分解機能に関する概念図を図-7.3.13に示す．河岸干潟の石炭灰
造粒物覆砂層の間隙へ沈降有機泥がトラップされると石炭灰造粒物の細孔径が油脂類を吸着する．
吸着された油脂類を集積因子として油分解微生物が増殖し微生物膜（バイオフィルム）を形成する．
この微生物膜（バイオフィルム）が周辺の油脂類を含有する有機物を分解する．分解にあたっては，
石炭灰造粒物層内の pH 上昇に伴うアルカリにより，油脂類が軟化し，表層での分解を容易にすると
共に，剥離しやすい性状へ改質されると考察する．
図-7.3.9 油脂類吸着量と油脂類を吸着した石炭灰造粒物表層の SEM 画像
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図-7.3.10 干潟を模擬した覆砂材への油脂類吸着実験概要
図-7.3.11 干潟を模擬した油脂類吸着実験結果 図-7.3.12 干潟調査による油脂類低減効果確認
表-7.3.3 石炭灰造粒物に卓越した付着微生物（細菌）
図-7.3.13 石炭灰造粒物による油吸着と微生物分解概念図
油脂類の吸着評価
覆砂材
還元有機泥
実験用水
実験期間
n-ヘキサン抽出物質を測定
2ケース；石炭灰造粒物，天然石
１級河川太田川派川京橋川感潮域から採取
8日，21日後に吸着量を評価
純水（イオン交換水）
測定項目 測定値
ORP (mV) -328～-40
DO (mg/L) 0.5～1.0
強熱減量 10.2%
n-ヘキサン
抽出物質 700mg/kg
COD 36mg/g
PO4-P (mg/L) 0.1～1.3
NH4-N (mg/L) 1.5～6.0
実験に用いた対象干潟底質
石炭灰造粒物 天然砂礫材
40
cm
 
Φ10cm 
15
cm
 
10
cm
 
413
933
317
467
0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
1,000
0 4 8 12 16 20 24
n-
ヘ
キ
サ
ン抽
出
物
質
(m
g/
ｋｇ
)
浸漬期間（日）
初期値210mg/kg
石炭灰造粒物
天然砂礫材
初期値
0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
0 2 4 6 8 10 12 14
n-
ヘ
キ
サ
ン
抽
出
物
質
(m
g/
ｋｇ
)
強熱減量（%）
■ ：2013年8月
■ ：2014年8月
■ ：2015年8月
沈降泥
在来底質
石炭灰造粒物覆砂
採取箇所 干潟敷設箇所（表層） 湾域覆砂箇所（表層）
採取時期 2012年11月 2012年11月
採取箇所
広島県広島市
一級河川太田川水系
河岸干潟（潮位差4m）
広島県江田島市
カキ養殖筏下の底質
水深11m-14m
敷設環境 好気環境 嫌気環境
採取方法 干出時に採取 潜水作業により採取
石炭灰造粒物のみへ
付着が確認された
微生物（細菌）
Sphingomonas 属 Acidovorax 属Propionibacterium 属
・好気性菌 ・嫌気性菌
・バイオフィルムにより
　基質に付着
・バイオフィルムにより
　基質に付着
・有機物分解による浄化 ・有機物分解による浄化
・油分解菌 ・油分解菌
Acidovorax属のみの特性
・脱窒菌：脱窒による
　窒素除去に関与
微生物の特性
石炭灰造粒物への
有機物油分の吸着・軟化
石炭灰
造粒物
油分解微生物による
微生物膜形成
微生物による周辺有
機物の消費・分解
細孔へ
油分
吸着
底質有機泥
表層へ
微生物
膜形成
微生物
の有機
物分解
底質有機泥 底質有機泥 底質有機泥
沈降有機泥の
トラップ
覆砂材への油脂類吸着実験条件
- 266 - 
(5) 硫化物イオン吸着サイトの再生機構と最適配合
硫化物イオン吸着機能と吸着サイトの再生機構（図-7.3.14）と最適配合を示した．
硫化物イオンは石炭灰造粒物表面でマンガン酸化物によって硫黄へ酸化され石炭灰造粒物表面に
吸着される．表面に形成された硫黄の一部は剥がれ石炭灰造粒物の表面が露出する． 
好気条件ではマンガン酸化物が酸化され吸着サイトが再生される．このように好気・嫌気の繰返
しによる石炭灰造粒物の硫化物イオン吸着機能は 10 サイクル（10 シーズン）後も有効（図-7.3.15）
であると考えられる．また，FA 添加率が高いほど硫化物イオン吸着量（図-7.3.16）が多いことを
示した．
図-7.3.14 硫化物イオン吸着サイト再生機構および硫化物イオン吸着量の経時変化
図-7.3.15 Mn の XAFS スペクトル（造粒物表面）図-7.3.16 比表面積と硫化物イオン吸着量 
7.4 石炭灰造粒物による沿岸域の底質改善手法と改善効果に関する研究成果
第 4 章では，事業実施に必要となる計画から施工段階までの技術的ノウハウを具体的な手法によ
り研究，実証した事項について，手順および機能効果に関する事項を論じた． 
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(1) 底質浄化能力を持つ作業場構築技術の開発
ヘドロ化が進み支持力 0 kN/cm2 の超軟弱地盤において，重機作業が可能で干潟再生効果を兼ね備
えた石炭灰造粒物を用いた新たな作業場構築技術を示した（図-7.4.1）．造粒物をヘドロ干潟での作
業場構築に活用する事で，従来の敷鉄板による作業床に比べ高い施工効率で作業場を構築できる．
施工後の撤去が不要なため透水層として干潟再生事業に活用する事により再生事業の費用便益比
(B/C)を向上できる事（表-7.4.1）を示した．造粒物作業場（透水層）により底質の IL，硫化物，n-
ヘキサン抽出物が減少し，透水層としての環境改善機能が確認された．また遊歩道として十分な土
壌硬度が維持され，河岸利用者が散策等に利用できる環境が維持され親水性が向上している．また，
本小規模実証試験で得られた成果を基に，当該地区では産官学による大規模な干潟再生実証試験が
実施された．
図-7.4.1 石炭灰造粒物による作業場（作業道）構築技術
表-7.4.1 作業場構築に係る施工費用および施工効率
工 法 石炭灰造粒物作業場
仮設作業床
（敷鉄板設置・撤去）
日施工費 22.3 万円/日 32.5 万円/日
日施工数量 92.8m2／日(4hr／日) 65.0m2／日(4hr／日) 
時間施工効率 23.2m2／hr 16.3m2／hr 
1m2当り施工費 2.4 千円/m2 5.0 千円/m2
撤去作業 不要 必要
施工規模 100～500m2
施工条件 軟弱干潟作業，材料工事費共（資機材運搬費除）
(2) 大規模底質改善施工技術の開発
石炭灰造粒物覆砂による大規模（7,296 m2）実証試験（写真-7.4.1，写真-7.4.2，図-7.4.2）によ
り施工性能・事業コストを評価し，支持力 0 kN/m2 のヘドロ堆積干潟において B/C 向上（表-7.4.2）
重機荷重による強制置換
造粒物による作業道構築
砂 層
高有機泥層
施工後
遊歩道として親水性向上
透水層としてDO供給・保持
砂 層
高有機泥層
0.5m
周辺高有機泥への水循環促進（底質改善）
強制置換による高有機泥の圧密促進
γ=16kN/m3
C=12.5kN/m2
石炭灰造粒物による作業場（透水層）
2.0 m
0.23 m0.23 m0.23 m0.23 m 0.49 m 0.49 m
ｸﾛｰﾗｸﾛｰﾗｸﾛｰﾗｸﾛｰﾗ
上裁荷重 
W=36kN/m２
上裁荷重 
W=36kN/m２
30°30°
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が望め，安全な重機作業を可能とする石炭灰造粒物の敷設厚を評価できる設計用データの蓄積（写
真-7.4.3，図-7.4.6）を図るとともに，干潟再生材としての底質 DO の供給機能を示した． 
試験施工により施工指針とできる施工性能および事業コストが評価され，小規模試験と比較しB/C
向上が見込める大規模施工技術を示した． 
ヘドロ堆積干潟において造粒物透水層厚と地盤支持力の特性を示した．これにより高有機泥厚 1 m
かつ干潟地盤支持力 0 kN/m2 のヘドロ干潟において，重機作業に必要となる作業用通路への石炭灰
造粒物の敷設厚が検討可能となった．また，透水層内で水位変動（潮位）に沿った水循環と底質 DO
供給が確認され，その透水機能を示した． 
   （施工前 2009 年 12 月）        （施工後 2013 年 5 月）
写真-7.4.1 対象干潟の外観      写真-7.4.2 大規模試験区構築
図-7.4.2 対象干潟の底質状況（2012 年調査結果）と大規模実証試験による透水層施工技術の概要
表-7.4.2 石炭灰造粒物層の施工速度と施工費用の低減効果
項　　　目 大規模試験施工 小規模試験施工
河川底質改善範囲 7,296m2 475m2
造粒物施工数量 2,584m3 200m3
施工期間（施工時間） 47日（191hr） 13日（52hr）
１日当り施工速度 160m2/日 37m2/日
施工速度の向上率 小規模施工の4.3倍 1
実証試験費用 54.0百万円 8.0百万円
1m2当り施工費用 7,400円/m2 16,800円/ｍ2
1m2当り造粒物使用量 0.35m3/m2 0.42m3/m2
1m2当り施工費低減 小規模に比較し56％減 -
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写真-7.4.3 石炭灰造粒物層の平板載荷試験状況
図-7.4.6 造粒物敷設厚毎の荷重強度と沈下量および支持力の関係
(3) 石炭灰造粒物透水層の地下水流動と濁質の輸送
透水層としての機能を期待して施工された石炭灰造粒物層内では施工から 2 年後においても十分
に地下水流動が生じており，透水層としての効果が持続していることを示した．造粒物層内では潮
汐変動に伴う地下水位変動が生じていることから，地下水流動が活発に生じ，地下水流動（図-7.4.7）
に伴って酸素を含む地下水とクロロフィル a を含む濁質が造粒物層内へ輸送されていることを示し
た．造粒物層内では地下水流動に伴いクロロフィル a は 2～6µg/L，溶存酸素濃度は 2～8mg/L で河
川水と同程度に維持されており，二枚貝の生息に良好な水環境が形成されていることが示された．
造粒物 50cm干潟表層
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図-7.4.7 大潮期における(a)河川水位と造粒物層内と河川水の
(b)塩分，(c)水温，(d)クロロフィル a，濁度，(e)DO 濃度の変化
（点線期間は造粒物区の干潟が干出したことを表す）
(4) 過栄養な内港における底質改善手法
スカムの発生や悪臭問題のある過栄養な内港域において，石炭灰造粒物による底質改善の有効性
に関する実証試験が実施されている．実証試験開始後，スカムの大量発生は認められず，一定の改
善効果があることが確認されている．一方で，経時的に石炭灰造粒物層の沈下が生じ，散布区境界
外から堆積泥の流入が生じた．これに伴い被覆層上へ最大 80cm 程度の厚みで浮泥が堆積していた．
水槽実験（図-7.4.8）により，グラブバケット工法では，大粒径の石炭造粒物ほど早く沈降するた
め，間隙率の低い造粒物層が形成されることを示した．また，室内溶出試験により，20cm 以上の浮
泥の堆積があると浮泥に対する改善効果が明確に現れないことを示した．本研究において，過栄養
な内港域で有効な底質改善手法（写真-7.4.4）として，1 層目に細粒分，2 層目に粗粒分を散布し，
圧密沈下が生じた後に 3 層目を散布する粒度調整 3 度撒き工法を提案（図-7.4.9）した．
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図-7.4.8 アクリル水槽による実験およびアクリル水槽に堆積した石炭灰造粒物層の粒度
図-7.4.9 内港地区における底質改善手法の概念図
写真-7.4.4 本格施工前（左）と本格施工から 3 ヶ月後（右）の St.2 における海底面の状況
(5) 超軟弱泥堆積海域での底質改善状況を評価するための調査手法
造粒物撒布区域と非撒布区域の調査地点における従来のセジメントトラップ，採泥に加えて，造
粒物層模型等の実験的調査により，造粒物層の沈下量，新規ヘドロの堆積量の推定，間隙水の挙動，
石炭灰造粒物層のヘドロ浄化効果について把握可能なことを示した． 
圧力センサーの変動値から新規流入ヘドロの堆積量を推定できることを示した．この手法により
超軟弱泥上に堆積する有機泥を連続的に測定可能なことを示した． 
浮泥の堆積
圧密沈下
原地盤
圧密沈下と浮泥の堆積が落ち着い
た後に、再度、粗粒分を散布し、安
定した被覆層を形成させる。
1層目には細粒分を散布し、
めり込み量を最小限にしつつ、
浮泥表面を押さえ込む。
細粒分によってキャッピングの
効果を増加させ、原地盤からの
硫化水素の溶出抑制
2層目に粗粒分の石炭灰造粒物
を散布し、めり込みが最小限且つ
大空隙を持った良好な被覆層を
形成させる。
一定期間、存置し、被覆層の
圧密沈下および浮泥の堆積具合を
モニタリングする。
初期めり込み
本格施工後：平成 26 年 12 月 本格施工前：平成 24 年 12 月 
0
20
40
60
80
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石炭灰造粒物層上に堆積する有機泥の堆積量をヘドロ層内での伝導度の変化（CTD 観測）により
十分な精度で推定できることを示した． 
下水のような人為性の高い有機物を起源とするヘドロの浄化量を評価するためには従来行なわれ
ている含有量を計測することに加えて IL400（燃焼特性）， n-ヘキサン抽出物質（油脂成分）や pH，
ORP の計測により考察の幅が増し，浄化機構を推定することが容易になることを示した． 
7.5 石炭灰造粒物の覆砂材としての生物親和性に関する研究成果
第 5 章では，石炭灰造粒物の生物親和性に関する事項について，本研究に係る公表論文を主体に
論じた．珪藻類の付着，アサリやシジミといった有用二枚貝の生息基盤，アマモ育成基盤としての
適用性について，室内実験や現地実験および，現地調査により石炭灰造粒物の生物生息基盤として
の親和性を評価すると共に適用手法について検討した． 
(1) 覆砂による底生生物相の変化
還元有機泥が堆積した底質の石炭灰造粒物覆砂による珪藻類の付着特性（写真-7.5.1）と底生生
物相の変化を示した．石炭灰造粒物覆砂の施工前後の調査により泥質を好む生物から，砂礫質を好
む生物へと干潟生物相の変化（表-7.5.1）を示した．石炭灰造粒物覆砂層の透水機能によりクロロ
フィル a 等の濁質が底質層内を循環（図-7.5.1）していることを示した．珪藻類の付着種類数は同
程度であるが，石炭灰造粒物層で珪藻類の細胞数（図-7.5.2）は多く，珪藻類が付着しやすい環境
が創造されていることを示した．
(a) 石炭灰造粒物への藻類付着(水没時)     (b) 石炭灰造粒物への藻類付着(干潮時) 
写真-7.5.1 干潟へ敷設した石炭灰造粒物への藻類付着状況 
表-7.5.1 施工前後で確認された生物相の変化 
箇所 施工前（2012.11） 施工後（2013.11） 施工後（2014.8）
No.1 △ Heteromastus属    （環形動物）
△ ﾔﾏﾄｽﾋﾟｵ
    （環形動物）
◎ ﾀﾃｼﾞﾏﾌｼﾞﾂﾎﾞ
    （節足動物） ◎
岩などに付
着して生息
No.2 □ ｳﾐｺﾞﾏﾂﾎﾞ    （軟体動物）
〇 ｹﾌｻｲｿｶﾞﾆ
    （節足動物）
〇 ﾁｺﾞｶﾞﾆ
    （節足動物） 〇
礫混じりの
環境に生息
No.3 □ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ    （節足動物）
〇 ｼﾏﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ
    （節足動物）
〇  ｼﾏﾄﾞﾛｿｺｴﾋﾞ
    （節足動物） 
砂泥環境に
生息
△ ﾁｺﾞｶﾞﾆ
    （節足動物） －
□ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ
    （節足動物）  泥環境に生息
- ﾊｴ目
    (節足動物) －
－ ﾒﾘﾀﾖｺｴﾋﾞ属
    (節足動物) － 不明
△ Heteromastus属
    （環形動物）
△ Heteromastus属
    （環形動物）
△ Heteromastus属
    （環形動物）
□ ｳﾐｺﾞﾏﾂﾎﾞ
    （軟体動物）
□ ﾑﾛﾐｽﾅｳﾐﾅﾅﾌｼ
    （節足動物）
△ ﾔﾏﾄｽﾋﾟｵ
    （環形動物）
－ － △ ｹﾔﾘﾑｼ科    （環形動物）
対照区
凡例
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図-7.5.1 調査箇所間隙水のクロロフィル a とフェオフィチン
図-7.5.2 調査箇所藻類の種類数と細胞数
(2) ヤマトシジミ生息基盤への適用性評価
還元有機泥が堆積した感潮河川底質へ石炭灰造粒物を覆砂した場合のシジミ生息基盤への適用性
を評価した． 
石炭灰造粒物は密度が小さく，同じ粒径の自然礫質材料と比較して，シジミ成貝の潜入は容易で
あることを室内実験（表-7.5.2，表-7.5.3）により定量的（図-7.5.3）に示した．
石炭灰造粒物は，礫状材料のため自然砂と比較するとシジミの潜入行動は劣るが，現地は沈降泥
堆積環境である．この沈降泥の堆積を踏まえて評価すると自然砂と同様の底質潜入行動をとること
を定量的（図-7.5.4）に示した．
現地実験により長期的（1 ヶ月以上）なシジミ生息には底質 DO が重要な指標となることを確認し
た．還元有機泥が堆積する底質への石炭灰造粒物覆砂により,対象干潟の底質 DO をシジミの好適値
(1.5 mg/L 以上)に改善できることを示した．沈降有機泥の堆積状況を想定した室内実験により底質
DO 低下の抑制効果を示した．
室内実験により短期的（1 週間程度）なシジミの生息には塩分が重要な指標（図-7.5.5，図-7.5.6）
となることを確認した．高塩分域でのシジミ生息基盤は底質地盤の透水性に影響される．底質改善
を行う干潟は，沈降有機泥が定常的に供給される環境であり，石炭灰造粒物と有機泥が混合される
と生息基盤として底質 DO の消費抑制と保水性の両方が向上する場が形成されることを示した．
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表-7.5.2 ヤマトシジミ潜入実験条件一覧    表-7.5.3 実験模擬基盤の性状
図-7.5.3 石炭灰造粒物および砂礫の粒径を変化した場合の潜入状況
図-7.5.4 造粒物に有機泥混合した場合の潜入状況 図-7.5.5 塩分を変化による潜入状況
図-7.5.6 ヤマトシジミ潜入実験（20 PSU）結果および生息基盤毎の生存数の変化
項　目 実 験 条 件
シジミ殻長 20～32 mm程度（成貝）
シジミ殻幅 13～18 mm
湿　重　量 7.0g/個体（平均）：大16g～小4g
散布数量 10個体/水槽
実験水深 100 mm
模擬地盤厚 100 mm
水槽底質面積 540 cm2 （300 mm×180 mm）
シジミ散布密度 185個体/m2
実験用水 感潮河川水　塩分濃度毎に採水
実験基盤 基　盤　性　状
河川域還元有機泥 性状は表-2のとおり
河川域自然砂 上流シジミ漁場区で採取
石炭灰造粒物 実験条件により粒度分布を調整
自然礫質材 実験条件により粒度分布を調整
複合基盤 石炭灰造粒物＋河川域還元有機泥
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(3) アサリ生息基盤への適用性評価
還元有機泥が堆積する干潟へ石炭灰造粒物を覆砂材として活用した場合のアサリ生息基盤への適
用性について実験的に評価した．対照基盤（在来底質，自然砂礫）との比較による室内実験，現地
実験およびモニタリング調査により，石炭灰造粒物のアサリ生息基盤への適用性を論じた． 
石炭灰造粒物を敷設した干潟では，底質粒度組成とアサリ生息に相関（図-7.5.7）があり，対象
干潟では石炭灰造粒物体積率 35 %以上で，アサリ生息数が多い事を示した．
石炭灰造粒物はその密度が小さく，同じ粒径の自然砂礫と比較して，アサリ成貝の潜入は容易で
ある．しかし，粒径に比例してアサリの潜入が抑制されることを室内実験（表-7.5.4，表-7.5.5，
図-7.5.8）により示した．また，還元有機泥が堆積する干潟に石炭灰造粒物を覆砂すると在来底質
と混合層が形成されるとともに，沈降する細粒分の補給により，砂礫混じりの干潟が形成される．
この干潟はアサリ成貝にとって潜入容易な環境となることを室内実験により示した．
室内実験により還元有機泥と比較し石炭灰造粒物を混合した層では，水循環を強制的に抑止して
も 10日後の対象干潟底質 DOが 0.3 mg/L以上を維持（図-7.5.9）でき，アサリの短期的（1週間程
度）な生息環境（図-7.5.10）が良いことを示した．
室内実験により還元有機泥堆積干潟での長期的（1ヶ月以上）なアサリ生息には水循環による底質
DOの維持が重要な要因となることが考察された．
図-7.5.7 アサリ生息状況（個体数）と造粒物の体積比率
表-7.5.4 アサリ潜入実験条件一覧       表-7.5.5 実験模擬基盤の性状
項　目 実 験 条 件
アサリ殻長 15～36 mm程度（成貝）
アサリ殻幅 13～32 mm
湿　重　量 8.0g/個体（平均）：大14g～小4g
散布数量 10個体/水槽
実験水深 100 mm
模擬地盤厚 100 mm
水槽底質面積 540 cm2 （300 mm×180 mm）
アサリ散布密度 185個体/m2
実験用水 人工海水
実験基盤 基　盤　性　状
還元有機泥 干潟堆積ヘドロを採取
河川域自然砂 1級河川太田川派川感潮域で採取
石炭灰造粒物 実験条件により粒度分布を調整
自然礫質材 実験条件により粒度分布を調整
混合基盤 石炭灰造粒物＋採取還元有機泥
0
20
40
60
80
100
0
4
8
12
16
20
1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 3-1 3-2 3-3
造
粒
物
の
体
積
比
率
（%
）
ア
サ
リ個
体
数
（個
体
/0
.0
9 
m
2 ）
干潟での調査地点
体積比率35%
アサリ個体数
造粒物体積比率
- 276 - 
図-7.5.8 模擬基盤および還元有機泥混合基盤へのアサリ潜入実験結果（3回平均値）
図-7.5.9 実験終了時の模擬基盤底質間隙水 DO 
図-7.5.10 模擬基盤でのアサリ生存実験結果
(4) アマモ場の形成過程と維持機構 
広島港の地先海岸に石炭灰造粒物によるアマモ生育基盤を海底に造成し，基盤上におけるアマモ
群落の形成過程や定着機構について論じた．港湾における石炭灰造粒物を使った生育基盤の造成と
アマモの植え付けにより，港湾の護岸近傍部へのアマモ場の形成，維持を示した．
石炭灰造粒物を使った生育基盤は低潮位時に波の影響を受けるが,一定期間後に地形変動は収束す
るため，生育基盤（図-7.5.11）としての機能を発揮しやすくなることを示した．石炭灰造粒物で造
成した生育基盤（図-7.5.12）は，アマモの地下茎、細根が基盤の細部に入り込むことで草体の流出
を防ぎ、なおかつ地形の安定化に寄与することを示した．
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図-7.5.11 石炭灰造粒物を使って造成した生育基盤上でのアマモ草体本数の増加と成長特性 
（2010年 4月～2013年 1月）
図-7.5.12 草体状況および生育基盤内部におけるアマモ地下茎・細根と造粒物層の位置関係
7.6 石炭灰造粒物の耐波浪特性（覆砂設計手法）に関する研究成果
第 6 章では，事業実施に必要となる流れ・波浪による石炭灰造粒物の耐波浪特性に関する事項を
論じた．浅海域での活用にあたり，流れや・波浪による石炭灰造粒物（混合粒径）の移動限界特性
の検討，石炭灰造粒物移動特性の数値解析シミュレーションを実施した．また，草方格原理を応用
した石炭灰造粒物基盤の浸食防止工に係る検討を行なった．これらにより石炭灰造粒物の耐波浪特
性を示した．
(1) 流れによる石炭灰造粒物の移動限界特性
流れ・波浪による石炭灰造粒物の移動限界特性を示した．均等粒径の石炭灰造粒物の限界掃流力
は，水理実験の結果（図-7.6.1，図-7.6.2），従来の提案された公式（岩垣式）により算定できるこ
とを示した．石炭灰造粒物の混合粒径の限界掃流力（図-7.6.3）は，粒径が小さい場合は Egiazaroff・
浅田の式，粒径が大きい場合は中川らの式により算出できることを示した．密度，形状，中央粒径
が異なる混合粒径の石炭灰造粒物においても，粒度分布の形が砂と等しい場合，砂による既往の実
験と同様な結果が得られる．また，流れに対する混合粒径中の限界摩擦速度は，平均粒径の限界摩
擦速度（図-7.6.4）により概ね評価できると考えられる． 
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図-7.6.1  u*c2/{)-1}gdと u*cd/nの関係
           （均等粒径）             （混合粒径）
図-7.6.2 限界摩擦速度と粒径の関係     図-7.6.3 粒径別の無次元限界掃流力
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ここに，H0：沖波波高，L0：沖波波長，hi：移動限界水深，H，L：水深 hi における波高，波長，
d：粒径，：粒子の密度，：水の密度である．この式は一般的に式(7.6.1)で表され，砂および石炭
灰造粒物の係数，nは表-7.6.1のとおりであることを示した．
表-7.6.1 砂の石炭灰造粒物の移動限界係数
砂 石炭灰造粒物
 n  n
初期移動 0.171 1/4 0.099 1/4 
全面移動 0.565 1/3 0.360 1/3 
(2) 波浪による混合粒径覆砂の移動限界特性
混合粒径での石炭灰造粒物の移動限界特性を示した．混合粒径の石炭灰造粒物の波浪に関する移
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動特性を水理模型実験により明らかにした．石炭灰造粒物の波浪による全面移動限界水深は，従来
の提案された関係式（式(7.6.1)）において＝0.360，＝1/3により算定できることを示した．風波を
対象とした水域における混合粒径の石炭灰造粒物の移動限界水深は，その平均粒径の移動限界水深
（図-7.6.5）により安全側に評価できる． 
図-7.6.4 流れによる各粒径の限界摩擦速度比   図-7.6.5 移動限界水深比－波形勾配関係 
(3) 沿岸域に覆砂した石炭灰造粒物の移動予測
沿岸域に石炭灰造粒物を覆砂した場合の移動予測手法を示した．石炭灰造粒物の波浪による岸沖
方向の移動状況を水理実験により明らかにし，粒径が大きくなると堆積型，侵食型の分類式（図
-7.6.6）が適用されないことを示した．混合粒径の結果の一例として，波高 20 cm，周期 3.0 secの
波浪条件における造波 1時間後の断面形状を図-7.6.7に示す．なお，造波 1時間後と 2時間後の断
面形状にほとんど変化がないことを確認している．また，同図には均等粒径 5，10，20 mm の同じ
波浪条件の結果を併せて示す．混合粒径の結果における侵食開始位置やバームの形成状況は，平均
粒径である 20 mmの結果よりも 10 mmの結果に近いことが確認できる．これは，波浪による分級作
用で粒子毎の層ができることにより，平均粒径とは異なる断面形状となったのではないかと考察さ
れる．実際に粒径毎に色付けした混合粒径に対する実験では，粒子の分級が確認できる（図-7.6.8）．
分級現象については，実際に石炭灰造粒物を施工した現地においても確認されており，実現象が実
験で再現できている
今回の実験条件における混合粒径の石炭灰造粒物の海浜断面変形について，平衡断面予測モデル
SBEACHによる再現を試みた．平衡断面予測モデル SBEACHについて，石炭灰造粒物固有のパラメ
ータを設定し，移動特性を定式化できた．このパラメータは，類似地形の現地へ適用できる．今回
の実験条件における混合粒径の石炭灰造粒物の海浜断面変形について，移動抑制のための潜堤を考
慮した場合についても平衡断面予測モデル SBEACHにより再現することができた．水理実験と再現
計算を用いる本手法は，石炭灰造粒物を浅場へ覆砂する際の断面検討方法（設計手法）として活用
可能である．
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波高 20cm，周期 3.0sec
図-7.6.6 服部・川又の式による侵食型・堆積型の分類   図-7.6.7 実験結果（混合粒径）
図-7.6.8 混合粒径の分級
(4) 石炭灰造粒物基盤の浸食防止工
草方格原理を応用した石炭灰造粒物基盤の浸食防止工の手法と効果を示した．草方格原理を応用
した石炭灰造粒物基盤の侵食防止工を検討し，水理模型実験と現地実証実験の結果より，以下のこ
とが明らかとなった．石炭灰造粒物基盤の侵食防止工は，現地波高 20㎝以下の波に対し，一定の設
置条件で効果を発揮する（図-7.6.9）．対策工が効果を発揮する設置間隔は，水粒子の底面軌道振幅
×2 以下とするのが妥当である．最大波高が小さい都市港湾部の水域では，石炭灰造粒物，草方格
原理侵食防止工の採用により，課題であった造成初期の地形変動を防止できる．
図-7.6.9 侵食低減効果を示す防止工内部の平均地盤高変位と
     設置間隔，底面軌道振幅およびシールズ数との関係
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図-7.6.10 現地実証実験の平面配置図．断面図及び防止工仕様
図-7.6.11 侵食防止工の効果を示す基盤面における岸沖断面における
地形変位量（上；5～6月，下；6～7月）19)
7.7 今後の課題
本研究は，石炭灰造粒物を覆砂材として沿岸域に敷設する場合に必要となる材料特性を科学的に
明らかとし，実事業での活用に関わる一連の技術開発である．本研究を通じて，さらに今後，取り
組んでいく必要のある課題について取りまとめる．
第一に，石炭灰造粒物による底質改善技術の体系化である．本成果および既往の研究成果を取り
まとめた石炭灰造粒物による底質改善技術の体系化と標準化により，技術の普及を図ることが可能
である．
第二に，改善予測技術の確立である．覆砂効果を定量的に予測できれば，環境改善事業の目標設
定の具体化が可能である．
第三に，長期的な機能保持期間の評価である．本研究においては 13年の経年試料による評価を検
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討したが，効果の持続性については，本技術の普及を図るうえで更なる取り組みが必要である．還
元有機泥が堆積した底質を改善傾向に導き，自然の浄化による再生を促すのが本技術であるが，そ
の機能保持期間については，現地での長期モニタリング等により詳細に評価する必要がある．
第四に，社会的認知度の向上と実証実績の蓄積である．認知度の向上と社会的な受容性が確立さ
れなければ，既に適用可能な段階でありながら，その普及を拡大することは困難である．実証実績
を蓄積することで，社会的な認知度が向上され，リサイクル材料としての受容性が確立されると考
える．
現在，産業副産物の活用については，様々な分野で推進が推奨されているが，その安全性評価と
社会的な受容性の確立が必要である．フィールド試験や室内実験の結果を積極的に公表することで，
社会的な認知度の向上とユーザーの理解を得ることに繋がるといえる．研究結果の整理と体系化に
より石炭灰造粒物を用いた環境技術体系を確立することが期待される．
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